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はじめに 

 

 

 本論文 慶應義塾大学法学部政治学科 築山宏樹研究会 第 4期 祭論文 所収

た あ 当研究会 政治過程や公共政策 研究対象 特 計量 析 用

いた実証研究 扱う点 特色 あ 研究会 年生 研究設計 デ タ収 デ タ

解析 方法 一 学 い 各自 問 関心 基 力 研究論文 執筆

う 目標 研究会活動 取 組 た 度 梓 本論文

う 年生 研究会活動 大成 あ  

本論文 知見 要約 以 う う  

政府 デ タ 化 進 くい理 一端 官僚 人事制度 閉鎖性 あ 地方鉄道

自治体 経営 参画 経営 合理化 難 く ふ さ 納税制度 都市

地方 政格差 是正 役立 い 地方 地方 間 新た 格差 生 可能性

あ 国土強靭化予算 災害 脆弱 地域 いう 党 支持基盤 配 さ や い

女性候補者 い 選挙区 投票率 や い 東日本大震災 被災地域 権者

政策選好 短期的 た  

 市場型 非市場型 環境政策 厳格化 実際 企業 環境保全活動 促進 電力

自 化 参入 た 規模発電事業者 再生エネ 発電 増や 脱炭素

献 い QRコ ド決済 普及 売販売 増加さ た可能性 あ 観光地

通年化 鍵 季節性 い観光資源 開発 長期滞在者 呼 込 あ 出生率

要因 一 居 さ あ 副業制度 業員 労働満足度 高 転職

欠 た 人材 定着 繋 い 健康経営 企業 成長 関連 い

教員 長時間労働 メンタ 悪化さ た 公教育支出 増や 専門職員

用 教員 授業外 業務 担 減 あ 教員 ICT 活用 生

学力 向 さ 学力格差 原因 恐 あ イン ブ教育 国家単

若年層 意識 広範 悪影響 及 わ い 外国人 目 機会 多い

若年層 用 安 感 排外意識 強 い  

 本年度 論文 理論的 着想 優 た研究や 創的 デ タ 注目 た研究 多く

教員自身 析結果 楽 指 た 幅広い読者 方々 手 取 頂 彼

研究活動 一端 社会 還元さ 願う あ 最後 諦 論文

書 た所属学生一同 場 借 厚く御礼申 たい  
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第 章 

 

官僚人事制度 閉鎖性が電子政府 発展に与える影響 

 

 

中村 将 

 

 

要約 

 

世界的 化 流 中 行 機 電子 府 展 期待 い 日本

電子 府 展 阻害要因 公務員試験制度や長期 用慣行 IT人 内部化 妨

い いう指摘 あ 既 実証研究 行 機 内部 IT人 質や

注目 留 人 調 あ 官僚人 制度 閉鎖性 連 見

未 在 い 本稿 QoG Expert Survey UN E-Government 

Survey 国 用い 官僚人 制度 閉鎖性 電子 府 展 え 影響

検証 結果 途 国 う 腐敗 深刻 国 い 試験 入庁 電子 府

展 対 先進国 う 腐敗 程度 い国 い 試験

入庁 電子 府 展 阻害 明 日本 現状 公務員試験 前

提 閉鎖的 官僚人 制度 見直 更 電子 府 展 要 あ 考え

 

 

 

めに 

 

世界的 化 進行 日常生活 ビ 現場 社会 あ ゆ

変化 生 い 行 機 あ 方 例外 い 現状 国

化 進度 異 世界中 行 機 制度や 策 い 抜本的 変化 迫

い  (United Nations Department of Economic and Social Affairs 2022)  

行 機 化 わ 電子 府 展 意義 何 あ う 既 研究

第一 効率化 主張 い 電子 府 組 務作業

コ 削減 務作業 要業務 最適 ソ 配 効

率的 生産 実現  (Yang and Rho 2007) 第 行 ビ 質 向 挙

電子 府 入 迅 行 ビ 提供や市民 容易 コ

ン 可能 新 い ビ 入 限 既 ビ 対 市民 満足度

確 把握 押 行 ビ 質 高  (Mahmoodi and 
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Nojedeh 2016) 第 透明性 改善 期待 Kim et al. (2005) ICT

府 意思決定過程 ン化や情報 公開 府 透明性 向 寄 市民

府 監視 強化 民主主義 展 示 い  

 う 電子 府 展 様々 効果 期待 意外 日本

化 遅 い わ い 国連 2022 表 電子 府 展度指標 1

日本 世界 193 国中 14 電子 府 展度 い Very High

置付 い 2 電子 府 展度指標 う 電子 府 展度 い 直接

行 ビ ICT 使用度 い 測 ン ン ビ 指数3 限

日本 10 あ  (United Nations Department of Economic and Social Affairs 

2022)  

 一方 日本国内 い 日本 化 遅 対 危機感 広 共

い 4 日本 府 2023 6 表 骨太方針 2023 例 引

ン 断行 要 策課題 掲 い 5 え 近 特

日本 IT人 質 い 警鐘 鳴 い 6 新型コ 感染症

流行 府 目指 推進方針 裏腹 現場 行 機 ICT 活用 十 進

い い内実 明 危機感 増幅 指摘 い  (  2020)  

 日本 行 化 課題 電子行 ビ 設計 視点

如 (谷口 高 2020) や IT人 育成 (土肥 2011) ベ 統  (藤本 2010) 

指摘 い 特 市川 (2020b) IT人 採用 育成 い 日本

官僚組織 人 制度 遡 構造的課題 指摘 い 体的 市川 (2020b) 

日本 府 公務員試験制度 長期 用慣行 IT人 内部化 阻害 IT

外部委 依 招い い 指摘 行 機 IT人 採用

育成 遅 人 調 あ 官僚人 制度 起因 い 推測

日本 官僚人 制度 特徴 行 化 問題 再考 必要 あ  

 
1 電子 府 展度指標 ン ン ビ 指数 情報通信 ン 指数 人的資本指数

3 コ 均 算出 う 情報通信 ン 指数 ン ッ

や携 電 普及率 人的資本指数 識 率や就学率 構成要素 行 機

化 度 い 直接 表 指標 い い  
2 電子 府 展度指標 0.75 1.00 値 国 電子 府 展度 い Very 
High 2022 表 電子 府 展度指標 日本 含 60 国

Very High 置付 い  
3 ン ン ビ 指数 い 必 ビ 質 十 評価

い (市川 2020a, p.3) いう指摘 あ  
4 https://www.digital.go.jp/policies/report-202109-202208/modernizing-digital-infrastru 
cture-for-inclusive-growth (2023 10 1日)  
5 https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2023/2023_basicpolicies 
_ja.pdf (2023 11 5日)  
6 https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je22/pdf/all_01.pdf (2023 10 1日)  
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行 学 能力 実証 基 任用 あ 資格任用制 開 型任用制 閉鎖型

任用制 2 大 類 西尾 (1993) 開 型任用制 官民間 府間 各

省間 類似 業務 在 前提 業務相互間 労働力 移動

容易 う (西尾 1993, pp.108-109) 官僚人 制度 あ 閉鎖型任用制 組

織単 終身 用制 序列制 基本 組織 壁 超え 労働力移動

官民間 移動 あ 想定 い い (西尾 1993, p.109) 官僚人 制度 あ

明 い うえ 閉鎖型任用制 特徴 中途採用 稀 あ や 新規採

用職員 潜在的 能力 要求 入口採用時 試験区

身 制 形成 い 挙 日本 官僚人 制度 閉鎖型任用制 特徴

い う 日本 閉鎖的 官僚人 制度 IT 人

内部化 観点 電子 府 展 阻害 い 可能性 考え  

行 機 内部 人 電子 府 展度 い 注目 実証研究 多数あ  (Al-

Busaidy and Weerakkody 2009; Arduini et al. 2013; Heintze and Bretschneider 2000; 

Moon and Norris 2005; Wirtz and Piehler 2015) IT人 調 あ

官僚人 制度 閉鎖性 遡 実証研究 未 在 い  

本稿 国 用い 官僚人 制度 閉鎖性 電子 府 展 え

影響 実証的 明 第 2節 電子 府 展 要因 い 官僚人

制度 閉鎖性 連 組織的要因 中心 先行研究 整理 第 3 節 官僚人

制度 閉鎖性 電子 府 展度 い え 影響 い 市川 (2020b) 知見 依拠

本稿 理論仮 構築 第 4節 析 用い 推定方法

明 第 5節 回 析 析結果 基 官僚人 制度 閉鎖性 え

効果 い 先進国 途 国 議論 最 第 6 節 諸外国 例研究 参

考 化 遅 課題 日本 向 提言 述  

 

 

先行研究 

 

電子政府 発展 要因 

 

 電子 府 展 要因 実証研究 国 ベ 地域 ベ 幅広 析

い Lee et al. (2011) 国 ベ 析 電子 府 展 国内要因

人的資本 特 強 影響 近隣諸国 電子 府 展度 いや国 機 共

他国 実施 策 学び う 国外要因 影響 明

一方 Moon and Norris (2005) 地方自治体 ベ 析 革新志向

的 新 挑戦 積極的 あ 人口 多い大都市 あ 電子 府 全般的
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展 示 え 内部 ッ ワ 個別 IT 入

連 要因 技術力や 力 挙 い  

限 先行研究 指摘 い 電子 府 展 規定 要因 非常 多岐

わ Zhang et al. (2014) 要因 技術的要因 組織的要因 環境的要因

3 類 い  

 

組織的要因に関 る実証研究 

 

 電子 府 展 規定 要因 う Zhang et al. (2014) 類 基 官僚人

制度 閉鎖性 連 組織的要因 い 既 研究 知見 整理 組織的要因

第一 統治制度 挙 民主的 治体制や行 透明性 腐敗 抑 報

自 い 統治制度 行 機 適 策 立案 実施 ン ン

や規則 長期的 電子 府 展 影響 明 い  

(Azad et al. 2010)  

 第 IT 対 公務員 認識 あ 行 機 内部 公務員 持 IT

職場 及 効果 対 認識や 行 機 IT 入 市民

期待 対 認識 職場 改善や IT 対 公務員個人 市民 間 認知的 協和 解

消 誘因 公務員 IT 対 容性 影響 え  

(Wirtz and Piehler 2015) 公務員 中 特 IT 入 意思決定 携わ 管理

職 認識 要 あ Heintze and Bretschneider (2000) 地方自治体 IT

入状況 IT 用性 対 管理職 認識 強 い

明  

 第 内部 IT人 足 電子 府 展 阻害 Arduini et al. (2013) ICT

外部委 内部化 効果 比較 外部委 電子 府 展 寄 ICT 内部

化 当 行 機 技術革新 新 い技術 対 容性や外部委 先

対 統制 高 間接的 電子 府 展 外部委

大 効果 明 Al-Busaidy and Weerakkody (2009) 

行 機 間 意思疎通 如や IT 運用 体制整備 遅

IT 幅広い知識や 備え 内部人 足 ン 電子 府戦

略 壁 指摘  

 う 行 機 内部 IT人 電子 府 展 実証研究 広範

行 機 内部 IT人 質や 電子 府 展 い 要 あ

IT 人 調 影響 官僚人 制度 電子 府 間 連 い

実証的 明 い い 本稿 官僚人 制度 閉鎖性 注目

電子 府 展 え 影響 明  
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理論仮説 

 

 本節 官僚人 制度 閉鎖性 電子 府 展 え 影響 い 理論的 検討

 

日本 官僚人 制度 閉鎖的 特徴 日本企業 用慣行 一般的 見

企業 日本的 用慣行 化 い 考察

日本的 用慣行 特徴 長期 用や 賃金 硬直性 指摘

神林 (2016) 日本的 用慣行 い 化や技術革新 若者や中途採

用者 用 い 変化 中 規 用者 企業内や労働者間

日本的 用慣行 脱 意義 共 い い 日本的 用慣行 持 い

化 進 い 現状 い 日本企業 日本的 用慣行

残 い 考え う 日本的 用慣行 化 進 以前

労働者 冒 外部労働市場 出 思い 用流動

化 妨 懸念 い  (服部 前  2000) 日本的 用慣行 用流動

化 阻害 業務 主 行わ い企業 IT 人 内部人 長

期 渡 用 感 世界的 化 流 中 IT

人 内部化 困難 業務 外部委 化 招い い 市川 

(2020b) 指摘  

 前述 う 日本 府 日本的 用慣行 特徴 持 公務員試験制度 長

期 用慣行 助長 い  (市川 2020b) 日本 官僚人 制度 2000 代 公務員制度

改革 以 幹部候補 採用 育成 変化 閉鎖型任用制 強

定着 い  (  2023) 現状 日本 府 閉鎖型任用制

特徴 IT人 内部化 妨 電子 府 展 阻害 い 可能性 考え  

閉鎖型任用制 長期 用 前提 大学卒業時 一括採用 職員 幹部候補

組織 内部 育成 人 (  2023, p.216) 要約 公務員試

験 能力 実証 日本 閉鎖的 官僚人 制度 特徴 挙 う7 以

仮 出  

 

仮説  官僚 入庁 最 限定 い 電子 府 展度 い い  

 

仮説  官僚 採用 試験 含 い 電子 府 展度 い

い  

 

 
7 世界各国 行 機 質 い 調査 い QoG Expert Survey 試験

入庁 最 入庁 特別法 閉鎖性指数 構成要素 い  
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デ タと方法 

 

デ タ 

 

 本稿 電子 府 展度 い 示 従属変数 UN E-Government Survey

8 ン ン ビ 指数 理論的 心 あ 独立変数 仮 基

QoG Expert Survey 9 最 入庁 試験 入庁 使用  

独立変数 用い QoG Expert Survey 今 2011 2015 2020 3回

実施 い QoG Expert Survey 作成

い 問題 あ 第一 世界各国 専門家 対 ン 調査 結果 計

成 立 い 調査 専門家 信頼性 や測定誤差 問題 

 

表  変数説明 

 

 

 
8 https://publicadministration.un.org/egovkb/en-us/Data-Center (2023 10 18日)  
9 https://www.gu.se/en/quality-government/qog-data/data-downloads/qog-expert-survey  
(2023 10 18日) 2011 2015 い https://www.gu.se/en/quality-
government/qog-data/data-downloads/data-archive (2023 10 18日)  

変数 変数 明 出

ン ン ビ 指数t
国 ベ 行 ビ 提供 ICT
使用度 い 測定 指標

ン ン ビ 指数 変化率(t+1)-t ( ン ン ビ 指数t+1－ ン ン ビ

指数t)÷ ン ン ビ 指数t

最 入庁 官僚 入庁 最 限定 い

組織 中 ベ 職 内部昇進

限定 い 国 ベ 推定値

試験 入庁 官僚 採用 一部 式 試験 含

い 国 ベ 推定値

腐敗認識指数 経営者や 一般大衆 認識 公共

部門 汚職 程度 測定 指標

Transparency
Internasional

指標 自 部 的自 非自 類 治

的 利 市民的自 コ 計 値

Freedom House

民主主義指標 選挙制度 多元主義 府 機能 治参

治文化 市民的自 5 要素 構成

民主主義 程度 示 指標

The Economist
Intelligence Unit

情報通信 ン 指数 国民100人当 ン ッ 利用者数 携

電 入者数 無線通信 入者数 固定通信

入者数 4 要素 構成 指標

人的資本指数 成人識 率 総就学率 推定就学 数 均就

学 数 4 要素 構成 指標

log (総人口) 国別 総人口 自然対数化 値

log (一人当 GDP) 国別 一人当 GDP 自然対数化 値

QoG Expert
Survey

The World Bank
Group

UN E-Government
Survey

UN E-Government
Survey
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表  記述統計 

 

 

懸念 第 質問や 計方法10 一貫性 問題 考慮 必要 あ 質問 一

貫性 い 例え 独立変数 使用 最 入庁 2011 調査 対応

質問 い い 析 組 込 い 第 官僚人 制度 変

化 電子 府 展 影響 え あ 予想 以 本 

稿 作成 調査 断面 析 用い  

一方 UN E-Government Survey 隔 実施 い 2020

在 い 2020 直近 あ 2021 使用

時間的 変化 見 従属変数 ン ン ビ 指数 期 変化率

用い 析 試  

 最 統制変数 Lee et al. (2011) 参考 腐敗認識指数

指標 民主主義指標 情報通信 ン 指数 人的資本指数 総人口 一人

当 GDP 用い 総人口 一人当 GDP 自然対数化 値 投入

ン ン ビ 指数 時間的 変化 見 ン ン ビ 指

数 統制変数 え い  

表 1 変数群 体的 明 出 表 2 述統計 示  

 

推定方法 

 

 
10 2011 2015 調査 複数 専門家 回答 単純 均 対 2020
調査 国 対 専門家間 測定誤差 考慮 項目応答理論 使用

い  (Nistotskaya et al. 2021) 伴い 値 範 変化 い  

観測数 均値 標準偏差 最 値 最大値

ン ン ビ 指数t 311 0.6210 0.2165 0.0507 1

ン ン ビ 指数 変化率(t+1)-t 208 0.2326 0.6537 -0.7441 7.2433

最 入庁2015 106 3.8539 0.9564 1.7857 6.8000

最 入庁2020 103 0.5167 0.2678 0 1

試験 入庁2011 102 4.4961 1.3225 1.6471 6.8333

試験 入庁2015 106 4.3381 1.2521 1.5000 6.8571

試験 入庁2020 103 0.5864 0.3265 0 1

腐敗認識指数 311 46.9550 20.4411 11 95

指標 311 65.4051 26.8273 4 100

民主主義指標 311 6.2352 1.9558 1.7400 9.8100

情報通信 ン 指数 311 0.5082 0.2583 0.0093 0.9795

人的資本指数 311 0.7516 0.1772 0.1903 1

log (総人口) 311 16.6062 1.5667 12.6730 21.0676

log (一人当 GDP) 311 8.8859 1.3532 5.8897 11.3437
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変数 用い 官僚人 制度 閉鎖性 電子 府 展 え 影響 検証

前述 う QoG Expert Survey 性質 問題 2011

2015 2020 調査 回 析 推定  

 

 

分析結果 

 

全体デ タによる推定 

 

 表 3 官僚人 制度 閉鎖性 電子 府 展 え 影響 い 析  

 

表  オンラインサ ビス指数に対 る官僚人事制度 閉鎖性 効果 

 

 

Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5

2011 2015 2020 2011-2015 2015-2020

( ) -0.6542 ** -0.6027 * -0.5145 ** -0.4594 1.2746

(0.2026) (0.2350) (0.1670) (0.5120) (1.3253)

ン ン ビ 指数t -0.7077 ** -3.3914 ***

(0.2485) (0.5568)

最 入庁 -0.0086 -0.0375 0.0176

(0.0157) (0.0510) (0.0860)

試験 入庁 -0.0108 0.0018 0.0374 -0.0034 0.0402

(0.0089) (0.0116) (0.0355) (0.0215) (0.0634)

腐敗認識指数 0.0028 ** 0.0003 0.0021 † -0.0021 -0.0007

(0.0011) (0.0013) (0.0012) (0.0027) (0.0072)

指標 -0.0005 0.0002 -0.0002 0.0014 -0.0015

(0.0012) (0.0010) (0.0008) (0.0028) (0.0056)

民主主義指標 -0.0007 0.0014 0.0009 0.0037 0.0546

(0.0169) (0.0168) (0.0128) (0.0404) (0.0918)

情報通信 ン 指数 0.3472 ** 0.6248 *** 0.1607 0.1192 3.1010 **

(0.1282) (0.1715) (0.1416) (0.3192) (0.9982)

人的資本指数 0.1812 0.1971 0.5097 ** 0.1972 -1.4473 †
(0.1267) (0.1554) (0.1527) (0.3069) (0.8548)

log (総人口) 0.0431 *** 0.0432 *** 0.0313 *** 0.0272 0.0657

(0.0081) (0.0093) (0.0077) (0.0221) (0.0560)

log (一人当 GDP) 0.0201 0.0080 0.0105 0.0386 -0.0903

(0.0255) (0.0287) (0.0228) (0.0613) (0.1565)

調整済 R2 0.7025 0.6780 0.6775 0.0442 0.3292

N 102 106 103 102 106

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1

(2) ( )内 標準誤差

ン ン ビ 指数t ン ン ビ 指数 変化率(t+1)-t

従属変数
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結果 理論的 心 あ 独立変数 あ 最 入庁 試験 入庁 い 統計

的 意 結果 得 両者 連 見 い要因 析対象 国 世

界全体 あ 行 機 質 策 効性 異 国々 一様 扱 い 考え

特 先進国 途 国 国民 求 官僚人 制度 あ 方 大 う

可能性 あ 項 先進国 途 国 析 試  

 

Ｏ 非Ｏ 諸国別デ タによる推定 

 

前述 う 本項 先進国 途 国 析 試 先進国 OECD

諸国 途 国 非 OECD諸国 対象 析 行 表 4 OECD諸 

 

表  オンラインサ ビス指数に対 る官僚人事制度 閉鎖性 効果 (Ｏ 諸国) 

 

 

Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5

2011 2015 2020 2011-2015 2015-2020

( ) 0.1319 -0.2382 0.1695 -0.7243 0.9930 *

(0.6975) (0.7110) (0.4583) (0.8756) (0.4349)

ン ン ビ 指数t -0.6671 ** -1.0160 ***

(0.2371) (0.1175)

最 入庁 0.0003 0.0843 0.0018

(0.0337) (0.0760) (0.0206)

試験 入庁 -0.0047 0.0095 -0.1140 * 0.0372 -0.0355 *

(0.0187) (0.0209) (0.0553) (0.0234) (0.0128)

腐敗認識指数 0.0045 * 0.0026 0.0018 0.0040 -0.0019

(0.0019) (0.0031) (0.0023) (0.0026) (0.0019)

指標 -0.0057 † 0.0005 0.0000 -0.0036 -0.0015

(0.0033) (0.0017) (0.0008) (0.0044) (0.0010)

民主主義指標 0.0377 0.0290 -0.0214 -0.0199 -0.0474

(0.0527) (0.0551) (0.0298) (0.0668) (0.0338)

情報通信 ン 指数 0.6098 * 0.2688 0.4351 -0.2241 0.5400 *

(0.2597) (0.3341) (0.2606) (0.3564) (0.2064)

人的資本指数 0.9910 0.2508 0.3510 1.5413 † 0.0549

(0.6166) (0.5564) (0.5111) (0.8084) (0.3409)

log (総人口) 0.0578 ** 0.0483 * 0.0154 0.0123 -0.0083

(0.0159) (0.0186) (0.0108) (0.0242) (0.0127)

log (一人当 GDP) -0.1668 † -0.0647 -0.0183 -0.0099 0.0435

(0.0834) (0.0839) (0.0447) (0.1118) (0.0518)

調整済 R2 0.5081 0.1920 0.2209 0.1745 0.7935

N 37 37 37 37 37

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1

(2) ( )内 標準誤差

ン ン ビ 指数t ン ン ビ 指数 変化率(t+1)-t

従属変数
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国11 い 官僚人 制度 閉鎖性 電子 府 展 え 影響 示 い 理論的

心 あ 独立変数 う 試験 入庁 い 2020 ン ン ビ 指

数 2015 2020 ン ン ビ 指数 変化率 対 5%水準 統計的

意 効果 見 本稿 仮 2 整 的 結果 い

析結果 先進国 試験 入庁 電子 府 展 阻害 い 推測

 

対 表 5 非 OECD諸国 官僚人 制度 閉鎖性 電子 府 展 え

影響 い 析 結果 非 OECD諸国 2020 試験 入庁  

 

表  オンラインサ ビス指数に対 る官僚人事制度 閉鎖性 効果 (非Ｏ 諸国) 

 

 
11 OECD 2023 10 現在 38 国 盟 い QoG Expert Survey
い ン 損 い ン い 37 国

推定 い  
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い 10％水準 あ 統計的 意 効果 得 仮 2

反 結果 い わ 非 OECD諸国 い 試験 入庁 電子

府 展 非 OECD諸国 析 い 他 変数 注目 腐敗

認識指数 統計的 意 効果 え い 以 点 腐敗 少 い先進国 腐

敗 深刻 途 国 試験 入庁 電子 府 展 え 効果 異 示

唆 踏 え 項 い 追 析 試験 入庁 腐敗認識指数

交互作用項 え 析 試  

 

追加分析 

 

表  オンラインサ ビス指数に対 る試験による入庁 効果 

 

 

Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5

2011 2015 2020 2011-2015 2015-2020

( ) -0.5899 * -0.6407 * -0.7103 *** -0.4839 0.4452

(0.2353) (0.2843) (0.1819) (0.5838) (1.5846)

ン ン ビ 指数t -0.7064 ** -3.4045 ***

(0.2503) (0.5572)

最 入庁 -0.0087 -0.0267 0.0163

(0.0158) (0.0499) (0.0860)

試験 入庁 -0.0200 0.0079 0.2490 ** 0.0003 0.1735

(0.0191) (0.0282) (0.0942) (0.0461) (0.1533)

腐敗認識指数 0.0021 0.0008 0.0042 ** -0.0018 0.0096

(0.0018) (0.0024) (0.0015) (0.0043) (0.0130)

試験 入庁×腐敗認識指数 0.0002 -0.0001 -0.0046 * -0.0001 -0.0028

(0.0004) (0.0005) (0.0019) (0.0009) (0.0029)

指標 -0.0007 0.0002 0.0005 0.0014 -0.0001

(0.0012) (0.0011) (0.0008) (0.0029) (0.0058)

民主主義指標 0.0007 0.0007 -0.0077 0.0031 0.0394

(0.0171) (0.0172) (0.0129) (0.0411) (0.0932)

情報通信 ン 指数 0.3530 ** 0.6194 *** 0.1548 0.1165 2.9933 **

(0.1292) (0.1738) (0.1381) (0.3224) (1.0050)

人的資本指数 0.1822 0.1969 0.5257 *** 0.1966 -1.4507 †
(0.1272) (0.1562) (0.1490) (0.3087) (0.8552)

log (総人口) 0.0427 *** 0.0434 *** 0.0344 *** 0.0273 0.0700

(0.0081) (0.0094) (0.0076) (0.0222) (0.0563)

log (一人当 GDP) 0.0169 0.0097 0.0147 0.0398 -0.0521

(0.0262) (0.0297) (0.0223) (0.0631) (0.1616)

調整済 R2 0.7003 0.6748 0.6934 0.0338 0.3286

N 102 106 103 102 106

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1

(2) ( )内 標準誤差

ン ン ビ 指数t ン ン ビ 指数 変化率(t+1)-t

従属変数
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図  年 試験による入庁 限界効果 

 

 

表 6 全体 い 試験 入庁 腐敗認識指数 交互作用項 え

析 行 結果 2020 試験 入庁 統計的 意 効果 試験

入庁 腐敗認識指数 交互作用項 統計的 意 効果 得 結果

解釈 試験 入庁 電子 府 展 一方 腐敗 い い国

試験 入庁 電子 府 展 阻害 実証 1 示 試験

入庁 限界効果 90%信頼区間 見 腐敗認識指数 約 80 超え 国 い

試験 入庁 電子 府 展 阻害 日本 い 検討 日

本 2020 腐敗認識指数 74 あ 統計的 確実 若 残 試験

入庁 電子 府 展 阻害 い 傾向 あ う あ  

析結果 い 疑問 残 第一 腐敗 程度 試験

入庁 効果 異 う 日本 う 腐敗 程度 い国 い 仮 2

理論 当 対 途 国 う 腐敗 深刻 国 い 試験

入庁 電子 府 展 い 検討 余地 あ 既 研究

官僚制 構造的特徴 府 効性 え 影響 い 議論 い Rauch and 

Evans (2000) 途 国 35 国 対象 析 体系化 近代

官僚制 特徴 う 式 試験や一定 学歴 資格要件 設 能力主義 採用

能 官僚 用 効果的 策 的 実施 行 機

ン 最 向 明 一方 Dahlström et al. (2012) 析

高中所得国 52 国 い 様 能力主義的 採用 汚職 減少

示 試験 採用 含 官僚組織 閉鎖性 予測 反 汚職 抑 効果 
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図  情報通信インフラ指数 推移 

 

 

的 試験 採用 国 い 能力主義的 採用方法

い い 実証 い Sundell (2014) 報 自 や 法 独立 保

い い国 情実任用 腐敗 防 手段 い 式 試験 最 能力

主義的 採用方法 対 情実任用 腐敗 い国 試験

採用 知識 込 職 適 能力 測 い い 指摘 以

腐敗 深刻 国 い 試験 入庁 行 機 質 保 行

機 化 いう世界的 策課題 要性 認識 い 可能性 考

え  

第 2020 試験 入庁 限定 統計的 意 結果 得

う 表 6 他 変数 注目 2011 2015 情報通信 ン 指数 い

統計的 意 効果 得 い 対 2020 統計的 意 効果

見 い 2 2011 2020 全体 均 OECD 諸国 均 非

OECD諸国 均 情報通信 ン 指数 推移 示 い 2 見 2015

2020 飛躍的 情報通信 ン 指数 伸び い

2020 以前 い ン ッ や携 電 普及度 い 電子 府 展

規定 い 情報社会 あ 程度 水準 進行 情報通信 ン 普及 影響

飽和状態 至 結果 試験 入庁 電子 府 展 え 影響 表面化

推測  
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結論 

 

 本稿 官僚人 制度 閉鎖性 電子 府 展 え 影響 い 回 析

用い 検討 析結果 先進国 う 腐敗 い い国 い 試験

入庁 電子 府 展 阻害 対 腐敗 深刻 国 い 反対 試験

入庁 電子 府 展 明  

 結果 腐敗 程度 い日本 い 試験 入庁 電子 府 展 阻

害 い 傾向 推測 情報社会 現在 日本 い 電子 府

展 現状 公務員試験 前提 官僚人 制度 見直 必要 あ

いえ  

日本 い IT 人 内部化 向 閉鎖的 官僚人 制度 見直 全 い

いわ い 例え 日本 社会 形成 担う 庁 2023 7

時点 行 出身職員 民間出身職員 割 半 12

庁 民間 一定期間国家公務員 入 い 者 2022 時

点 275 い 対 期間 限 国家公務員 入 い 者 わ 3

あ 13 庁 限 中央省庁全体 見 民間 期間 限 国

家公務員 入 い 者 う 経験者採用試験 選考 国家公務員

入 い 者 2021 時点 1,653 留 14 十 あ 言い難い15  

対 諸外国 先駆的 組 い 例え 組織

ベ 中途採用 多 実施 採用方法 試験 歴書や口頭

試問 任用者 知識や経験 職務明細 適 い 審査 い  (  2019)

 (2019) IT 人 組織 中 ベ 中途採用 日本 ベ

中途採用 中途採用 組織 業績 献 差 生 指

摘 ベ 一般 卒業証書 提示 採用 い 視 IT 人

う 労働需要 大 い人 い 職務経験 証明 足 多 EU

盟国 い 外部人 採用 増 傾向 あ 試験 採用以外 専門的

 
12 https://www.digital.go.jp/policies/report-202209-202308/organization (2023 10 25
日)  
13 https://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/jinjikyoku/pdf/20230525_r41001.pdf (2023 10

25日)  
14 https://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/jinjikyoku/pdf/20230525_r31001.pdf (2023 10

25日)  
15 民間 国 入 い 職員 一定期間国家公務員 入 い 者

民間経験や専門能力等 着目 期間 限 国家公務員 入 い 者

期間 限 国家公務員 入 い 者 国家公務員法等

基 選考採用等 経験者採用試験等 採用 細 化 2021 時点

民間 国 入 い 職員 全体 7,308 あ  
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多様 選考 実現 向 外部機 利用や選考委員 訓練 進 い

 (Ciobanu 2015)  

う 諸外国 IT 人 内部化 試験 限 い採用 進展 い

日本 い 諸外国 う 試験 限 い採用 入 IT人 内部化 進 

電子 府 更 展 求 い い  
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第 章 

 

地方鉄道 経営効率化 要因分析 

―自治体間 合意形成 観点 ― 

 

宮川 大輝 

 

 

要約 

 

地方公共交通 地方部 人口減少や自家用車依 進行 利用者 大幅 減少

全国 業者 赤 計 い 減便や設備 縮 利

便性 一層 利用者 減少 招 い 一方 自家

用車 利用 い高齢者 交通弱者 増加 地域 足 公共

交通 重要性 高 い 稿 地方公共交通 う 地方鉄 着目

1990 度 2019 度 鉄 統計 報 鉄 要覧 活用 地方

鉄 経営効率性 阻害 要因 自治体 鉄 業者 関連 注目 検証

析結果 鉄 業者 主要株主 占 自治体数 増加 鉄 業 び 業全体

営業損益 悪 招い い 明 背 自治体数 増加

自治体間 補 金 担 合意形成 困 運賃 値 い 経営改革

阻害 利用者 減少 招い い 示唆 地方鉄

自治体間 合意形成や政策 右 い 自主的 軟 経営 望

実現 方策 一 方式 所 運行 挙  

 

 

めに 

 

日 地方 公共交通 衰 近 深刻 問題 い 成 12 降

全国 46 鉄軌 路線 廃 1 和元 度 鉄軌 業者 約 8 割 赤 計

い 2 乗合 業 規 和 影響 業者数 成 12 降増加

い 和元 度 約 7 割 業者 赤 計 い 3  

一方 自 自動車 運転 い高齢者や身体 い者 い 交通弱者

 
1 https://www.mlit.go.jp/common/001344605.pdf (2023 10 31 日)   
2 https://www.mlit.go.jp/tetudo/content/001573729.pdf (2023 10 31 日)  
3 https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/content/001484125.pdf (2023 10 31
日)  
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移動手段 確保 生活 営 重要 問題 あ 交通 故 加害者

高齢者 割合 高 高齢運転者 運転免許 自主返納数 増加 い  (警察庁交

通局運転免許課 2022) 2025 団塊 世 75 歳 期高齢者 一層

高齢 進行 中 交通弱者 数 増加 予想 状況 地域 民

日常的 移動手段や社会参加 維持 公共交通 重要 高い持 能

性 要求  

地域公共交通 持 能性 政府 い 地域社会 日常生活や経済基

維持 国土交通省 中心 様々 政策 行わ 国土交通省 立

検討会4 和 4 7 利用者 利便性 持 能性 高い地域公共交通 再

構築 向 提言 提出 5 提言 鉄 業者 沿線自治体 連携や協議

重視 姿勢 明確 い 体的 地域公共交通 再構築 先行 例

第 第一 挙 い 理 地方自治体 直接経営

関 第 業者 地域 連携 改善 利便性や持

能性 向 期待 述 い  

実 地方鉄 経営 複数 自治体 参 場合 う 変 起 い

う 好影響 期待 前述 う 地域 連携 改善

利便性 高 あ 実例 陸新幹線開業 伴 JR 第

あ あい 風 や 鉄 運営 移管 路線 増便や ヤ設定 夫 地

域 連携 利用 進 利用者数 大 増加 報告 い 6 一方

懸念 悪影響 利害や政策 異 複数 自治体 経営 参 経

営戦略や協議 合意 地方鉄 持 能性 いう恐 あ 利用

者 少 い鉄 路線 廃 関わ 議論 問題 顕著 表 い 一例

2022 豪雨 被災 JR 津軽線 一部 間 廃 巡 議論 あ 一部

間 運休 い 外ヶ浜 活用 交通体系 転換 理解 示

一方 運休 間 廃 鉄 失わ JR 鉄 復旧

求 方針 堅持 7 結論 出 い い う 地域公共交通 関 問題

複数 自治体 関 合意形成 進 い場合 多 地域 連携 改善

い 能性 十 指摘  

地域公共交通 わ 地方鉄 持 能性や経営効率性 関 様々 例研究

び実証研究 い 先行研究 知見 う 点 疑

問 残 第一 地方鉄 経営 え 影響 い あ 地方

 
4 鉄 業者 地域 協働 地域 新 関 検討会 2-1. 度背

述  
5 https://www.mlit.go.jp/tetudo/content/001492230.pdf (2023 11 4 日)  
6 https://www.mlit.go.jp/tetudo/content/001492230.pdf p.19 (2023 11 1 日)  
7 外ヶ浜  津軽線 廃 温度差 担巡  県主  求 声 売新

聞 2023 10 13 日  
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鉄 経営 巡 鉄 業 所 形態 着目 第 業者 民営 業者

費用構造 差異 析 大井 (2006) 研究や 輸 密度 着目 路線長や駅間距

運転 数 う 需要 影響 え い 析 浅井 (2003) 研究

あ 他方 株主や沿線自治体 鉄 業者 経営 断 関わ 主体 着目

合意形成や政策 経営 え 影響 い 析 研究 乏 い  

第 鉄 業者 所 形態 変更 自治体 連携 効果 い あ 鉄

業者 第 い 個 体的 例 業者 自治体 連携強

経営 改善例 先行研究 い 一方 各地方鉄 業者

ネ 用い 断的 実証的 研究 行わ い い  

稿 地方鉄 業者 経営状況 い 株主や沿線 自治体数 変

所 形態 変 地方鉄 経営 影響 明 体的 1990

～2018 隔  (14 度 ) 鉄 統計 報 び 鉄 要覧 各 業者

情報 利用 ネ 構築 うえ 所 形態 変 前 や 成 大合併前

変 析 析結果 鉄 業者 主要株主 占 自治体数 増加

自治体間 補 金 担 合意形成 困 運賃 値 い 経営改革

進 利用者 減少 鉄 業 び 業全体 営業損益 悪 招い い 明

 

稿 構成 通 あ 第 2 節 地方公共交通 巻 度背 概

観 地方鉄 経営 関 定量 析 得 知見 費用面 需要面

紹 第 3 節 公民混合企業 経営 断 自治体 広域連携 着目

稿 理論仮 出 第 4 節 理論仮 検証 析

手法 い 述 第 5 節 い 得 析結果 明 第 6 節 稿 知

見 踏 え 持 能 地方鉄 方 い 示唆 述 い  

 

 

先行研究 

 

節 地方公共交通 衰 背 特徴 政府 組 い 概観

地方公共交通 う わ 地方鉄 経営 関 先行研究 紹  

 

制度背景 

 

公共交通 衰 背 2 要因 挙 第一 要因 持 的

利用者 減少 あ 1960 半 降 日 い 急 自家用車 及 進
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全国 乗用車 保 数 2014 1966 約 26 倍 6 千万 録 8

伴い 特 地方部 い 日常生活 自家用車 依 進行 交通政策白書

通勤や通学 日常生活 自家用車 使う人 割合 示 自動車 担率 地

方部 人口密度 い都市 高 経 的 高 傾向 示 い 9 加え

地方部 2001 人口 減少 転 い 自家用車依 進行 人口減少

いう社会的要因 地方公共交通機関 利用者 鉄 成 3 度 約 22％

成 12 度 約 25％減少 い 10  

第 要因 公共交通 業 需要 応 費用 削減 い装置産業 いう点

あ 公共交通 業 費用 占 固定費割合 高い いう特徴 地方鉄

い 人件費や修繕費 減価償却費 い 固定費 費用全体 80.1％ 乗

合 業者 い 68.7％ 指摘 い 11 利用者 減少 いう市場

縮 進 入 中 固定費 担 重い 採算性 悪 招 一因 言え

社会的 産業的特徴 わ 人口減少 顕著 地方部 い 公共

交通 持 能性 い  

地方公共交通 持 能性 巡 前述 通 国土交通省 中心 政策 進

成 19  (2007 ) 地方公共交通 関 最初 法 あ 地域公共交

通 活性 及び再生 関 法 定 法 地方公共団

体 地域公共交通 ン作成 力義務 課 特定 業 国土交通大

臣 認 場合 予算 措置 新型コロ

ナウ 感 症 一層地方公共交通 経営状況 厳

和 5  (2023 ) 地域交通 再構築 向 法 改 行わ 改

あ 国土交通省 鉄 業者 地域 協働 地域 新 関

検討会 立 地域 将来 利用者 視点 立 ロ 鉄 方

関 提言 報告 12 提言 地域交通 再構築 向 3 点

い 第一 利用者 大幅 減少 い 鉄 路線 鉄 役割や公共政策的

意義 見直 抜 的 検討 行う必要性 あ 第 厳 い経営状況 あ 広域

的 調 必要 鉄 路線 い 国 鉄 業者 沿線自治体間 協議 滑 進

う 新 協議 場 設 あ 第 鉄 業者 沿線自治体 協議

BRT13や 転換 含 人口減少時 相応 い コン や 地域公

 
8https://www.airia.or.jp/publish/file/r5c6pv0000010qjk-att/01_hoyuudaisuusuii04.pdf 
 (2023 11 21 日)  
9 https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001408911.pdf (2023 11 4 日)  
10 https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/content/001484125.pdf (2023 11 4
日)  
11 https://www.dbj.jp/pdf/investigate/etc/pdf/book1506_01.pdf (2023 11 4 日)  
12 https://www.mlit.go.jp/tetudo/content/001492230.pdf (2023 11 4 日)  
13 Bus Rapid Transit 略 運行コ い 車両 使用 専用

備 定時性 性 備え 輸  
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共交通 地域交通 再構築 行う あ 地域交通 再構築 例

先述 第 例 紹 い  

国土交通省 び政府 岸 政 進 園都市国家構想 地

域生活圏 構築 実現 地域 関 者 連携 協働 通 地域公共交通

利便性 持 能性 生産性 高い ン 進 方針 あ 14  

 

地方鉄道 経営に関 る定量分析 

 

地方鉄 経営 関 複数 観点 研究 行わ 費用構造 着目

実証研究 い 紹 固定費比率 高い公共交通 業 い 費用構造

変費用 当 運営費 縮 効率的 経営 重要 観点 大井 (2007) 

地方鉄 減価償却費 諸税 い 車両キロ当 運営費 第

業者 中 民営 業者 公営 業者 大 い 示 第

投入 第 民営 意 費用水準 差 い

明 嘱 や出向 あ 第 特 用 度 差

異 統 示唆 い  

地方鉄 需要 着目 実証研究 い 紹 地方鉄 経営 い 費

用 縮 重要 利用者 増加 あ 地方鉄 輸 人員 い 2000

度 ロ ョン 析 行 青木  (2006) あ 青木

 (2006) 地方鉄 全体 特急列車 運行 無 列車 運行回数 運賃 沿線人口

駅数等 利用者数 影響 及 い 明 一方 列車 運行回数や

駅数 輸 需要 大 依 多 特急列車 運行 路線 立地条件 依

多い 地方鉄 全体 共通 利用者 増加要因 見当 い 指摘

い 変数 民営鉄 第 鉄 間 意 差 あ 特

沿線人口 い 民営鉄 第 鉄 1.5 倍程度 あ 明

い ゆえ 利用者数 決定 要因 い 民営鉄 第 鉄

厳 い状況 あ 示唆 藤  (2019) 営業キロ当 利用者数 示

輸 密度 通勤 通学 定期外 うえ 2005 度 2014 度 ネ

変 要因 析 い 藤  (2019) 運賃 運行 数 通勤需要

大 影響 明 い 定期外需要 運賃 意 影響

え 鉄 業者 需要 大 時 需要 喚起

効 あ 示唆 い  

う 既 研究 地方民営鉄 第 鉄 費用構造 い

意差 い 両者 需要構造 い 意差 第 鉄

 
14 https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/content/001620698.pdf (2023 11 4
日)  
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方 厳 い状況 い 示 い 株主や沿線自治体 数

経営 部 断 関わ 変数 い 影響 着目 既 研究 足 い

稿 経営 断や経営戦略 影響 え 考え 株主や路線沿線 自

治体 数 着目 ネ 影響 い 析  

 

 

理論仮説 

 

公共 ス ークホル ーに る経営判断へ 影響 

 

議論 第 表 公民混合型企業 地方自治体

公共 出資 い 様々 約 場合 あ 第一 議会や

首長 公共 経営面 力 生 政治的 入 行わ 場合 あ

体的 経営戦略 対 行政 力 締役会 表 行政 力

働 民間 比 利益 減少 い  (Boardman et al. 1986) 第

複数 自治体 利害 異 関 者 出資 い 合意形成 進 抜 的

改革 い場合 あ 金井 (2005) 第 自治体や民間企業

利害 異 多 関 者 脆い合意 (金井 2005, p.74) 成 立

経営状況 厳 い場合 対処方法 い 合意 得 容易 い 述

い 経営改善 改革 進 改善 長期 わ 能性 考え

企業 救済 う 形 裁量的 出資や補 金 出 行わ い 場合 企業

自 力 失わ 成長や経営効率 進 い 指摘 い  (Kornai 1986)  

路線 複数 自治体 多い地方鉄 い 複数 公共

出資 能性 あ 結果 複数 自治体 経営 関わ う

う 約 地方鉄 業者 利益 減少 考え  

 

仮説  主要株主 自治体数 多い 地方鉄 業者 利益 減少  

 

自治体間 広域連携に ける課題 

 

前 通 地方鉄 路線 複数 自治体 い 場合 多い 自

治体 地方鉄 関 あ 複数 沿線自治体 関 複数

自治体 広域連携 何 業 行わ 責任所 明確 コ ッ

ン 一 問題 体的 自治体 政 厳 い 各自治体

組 合 差異 生 指摘 い  (石川 2011) 隣接 自治体間

空間的 繋 乏 業的 広域連携 範 政的 広域連携 範 齟齬
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生 い 多い 指摘 い  ( 藤 2022) 地方鉄 い 沿線自治

体間 協議会や会議体 設置 い 場合 多い15 広域連携 前

述 出資 株主 経営関 異 利用 進 業や地域 連携 活性

業 支援 行わ い 場合 多い 沿線自治体数 多い地方鉄

自治体間 合意形成 困 性 地方鉄 対 支援 滑 行わ い 能性 考え

 

 

仮説  沿線自治体数 多い 地方鉄 業者 利益 減少  

 

 

ー と方法 

 

ー  

 

 稿 自治体 関 地方鉄 経営 え 影響 明 国土交通省

各鉄 業者 実績 業報告 い 鉄 統計 報 活用 自治

体 経営 関 捉え 国土交通省鉄 局 修 鉄 要覧 利用 各

自治体数 大 変動 成 大合併前 比較 1990 2018

2 14 使用  

仮 1 2 検証 用い 従属変数 鉄軌 営業損益 あ 鉄軌 業

益 費用 差 引い いわゆ 鉄 業者 業 儲

あ 統計値 値 含 析 最 値 0 基準 自

然対数 使用 追加 析 1 鉄軌 営業損益 他営業損益

業全体 営業損益 自然対数 従属変数 利用 他営業

損益 鉄 業 自動車 業 動産 業 当 い 他 兼業 益

費用 差 引い あ 体的 ッ 販売 益や 旅行 理店

業 関連 業 益 当 営業損益 全 業 益 費用 差 引

い 補 金 含 い 業者 利益 表 い 追加 析 2 通勤定期

運賃 通学定期運賃 運賃 従属変数 使用 藤  (2019) 参考

通勤定期 入 通学定期 入 定期外 入 各利用者数 あ  

独立変数 自治体株主数 沿線自治体数 用い 自治体株主数 鉄 要覧

鉄 軌 業者 主 株主一覧表 各 業者 株主 載 あ 都 府県 市  

 
15 岩手県 走 陸鉄 い 岩手県 沿線 12 市 村 構成 岩手県 陸鉄

強 進協議会 設置 団体利用客 利用 進 業 支援 業 展開

い https://www.pref.iwate.jp/kendozukuri/koutsuu/koukyou/1005390.html (2023
11 18 日)  
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図  地方鉄道 主要株主に占める自治体数 平均推移 

 

 

 

表  変数説明 

 

変数 変数 明 出

自治体株主数 鉄 軌 業者 主 株主一覧表
載 あ 都 府県 市 村数 和

鉄 要覧

沿線自治体数 各駅 所 市 村 合計 合併 あ 場合
合併 村数 足 形 自治体数

算出

市 村変更情報 国
土地理協会

第 第 ＝1 非第 ＝0
変数

第 鉄 等
概要

log (利用者数) 各 度 利用者数 自然対数 値 (千
人)

log (鉄軌 営業損益) 鉄 業 益 費用 差 引い
自然対数 値 (千 )

log ( 他営業損益) 他 兼業 益 費用 差 引い
自然対数 値 (千 )

log (営業損益) 全 業 益 費用 差 引い
自然対数 値 (千 )

log (通勤利用者数) 各 度 通勤定期利用者数 自然対数
値 (千人)

log (通学利用者数) 各 度 通学定期利用者数 自然対数
値 (千人)

log (定期外利用者数) 各 度 定期 外 利用者数 自然対数
値 (千人)

log (利用者数) 業者 通勤利用者数 通学利用者
数 定期外利用者数 和 (千人)

運行頻度 車両走行距 ÷ 度 営業キロ

通勤運賃 通勤定期 入÷通勤利用者数

通学運賃 通学定期 入÷通学利用者数

運賃 定期外 入÷定期外利用者数

log (都 府県人口) 路線 所 都 府県 人口 自然対数
値 海 総合振興局単

(人)

社会･人口統計体
系

鉄 統計 報
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表  記述統計 

 

 

村数 計 作成 1 株主一覧 自治体 含 業者 自治体

数 均 移 示 あ あ 成 大合併

2006 2008 自治体株主数 減 大合併 前 均自治体株主数 減

少 沿線自治体数 各鉄 業者 保 駅 所 市 村数 計

あ 市 村合併 考慮 各 保 駅 所 自治体数 算出 理想

約 合併 あ 場合 前 度 合併 市 村数 足 形

自治体数 算出  

統 変数 各利用者数 第 都 府県人口 運行頻度 利用

利用者数 関 仮 1 2 鉄 合計利用者数 追加 析 1 2 通勤利

用者数 通学利用者数 定期外利用者数 自然対数 使用 第

運営方式 第 場合 1 変数 あ 都 府県

人口 各鉄 路線 所 都 府県 人口 自然対数 利用 い

海 関 総合振興局単 人口 利用 い 表 1 析 あ 用い 変

数 一覧 表 2 変数 述統計 表 あ  

 

推定方法 

観測数 均値 標準偏差 最 値 最大値

自治体株主数 (1990~) 1209 1.8983 1.9667 0 6

沿線自治体数 (1990~) 1209 5.8114 4.6099 1 23

log (利用者数) (1990~) 1209 7.2843 1.2380 2.7081 9.8558

log (都 府県人口) (1990~) 1209 14.4842 0.6396 12.7917 16.0388

第  (1990~) 1209 0.5120 0.5001 0 1

log (鉄軌 営業損益) (1990~) 1209 13.7699 0.4782 0 14.7386

自治体株主数 (2012~) 575 2.0696 1.9377 0 6

log (通勤利用者数) (2012~) 575 5.3451 1.8247 0 8.7494

log (通学利用者数) (2012~) 575 6.1808 1.3911 0 8.6985

log (定期外利用者数) (2012~) 575 6.4233 1.1823 3.4965 8.8009

運行頻度 (2012~) 575 38.2124 35.6413 0 220.0910

log (都 府県人口) (2012~) 575 14.4472 0.6255 13.2303 15.9972

log (鉄軌 営業損益) (2012~) 575 14.3186 0.6151 0 15.0402

log (営業損益) (2012~) 575 14.3657 0.6468 0 15.5665

log ( 他営業損益) (2012~) 575 13.3076 0.6076 0 15.0295

運賃 (2012~) 575 406.7200 222.1374 44.2731 1390.4450

通勤定期運賃 (2012~) 575 199.6847 70.8607 23.0541 551.7059

通学定期運賃 (2012~) 575 134.2408 45.4411 9.4264 300.5329
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う 鉄軌 営業損益 他営業損益 営業損益 通勤定期運賃 通学定期運

賃 運賃 従属変数 自治体株主数 沿線自治体数 独立変数 固定効果

基 ネ 析 行 固定効果 個体特 要因 個体

度特 要因 度 統 各 業者 関 自治体 数 変

業者 経営状況 い 変 捉え 能 あ  

 

 

分析結果 

 

鉄軌道事業に対 る自治体株主数と沿線自治体数 効果 

 

表 3 1990 2018 2 14 ネ 自治体株主数

沿線自治体数 鉄軌 業 営業損益 う 効果 検証 結果

あ 析結果 Model 1 Model 2 自治体株主数 5％水準 意 効果 持

い 主要株主 い 自治体 多 経営 力 生 軟 効率的 経

営 影響 え い 考え 第 あ 1 第

意 影響 持 い 第 自治体 

 

表  鉄軌道事業に対 る自治体株主数と沿線自治体数 効果 

 

Model 1 Model 2 Model 3 Model 4

自治体株主数 -0.0481 * -0.0373 *

(0.0206) (0.0170)

沿線自治体数 0.0048 0.0064

(0.0063) (0.0070)

log (利用者数) 0.0695 0.0723 0.0629 0.0693

(0.0647) (0.0649) (0.0639) (0.0644)

log (都 府県人口) 0.9070 0.8922 0.8201 0.8072

(0.8255) (0.8259) (0.8474) (0.8480)

第 -0.1495 † -0.2254 *

(0.0849) (0.1126)

時間効果 YES YES YES YES

個体効果 YES YES YES YES

調 済 R2 0.1572 0.1575 0.1550 0.1569

N 1209 1209 1209 1209

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1
(2) ( )内 業者 ロ 標準誤差

従属変数

log (鉄軌 営業損益)
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直接経営 関 民営 業者 経営時 経営効率性や 益性 損

わ い 考え 他方 沿線自治体 数 鉄軌 営業損益 意 関連 い  

 

各経営指標に対 る自治体株主数 効果 (追加分析 ) 

 

表 4 2012 2019 7 ネ 表 2 統計的 意 関連

あ 自治体株主数 体的 地方鉄 経営 う 部 影響 え い

統 変数 追加 うえ 検証 結果 あ 析結果 自治体株主数 増

加 鉄軌 業 営業損益 び 業全体 営業損益 意 影響 持 い

自治体 主要株主 鉄 業 経営 一定程度頑健 

 

表  各経営指標に対 る自治体株主数 効果 

  

log (営業損益) log (鉄軌 営業損益) log ( 他営業損益)

Model 1 Model 2 Model 3

自治体株主数 -0.0737 * -0.0715 * -0.0193

(0.0300) (0.0295) (0.0201)

log (通勤利用者数) -0.0816 -0.0630 -0.1298

(0.0991) (0.1006) (0.1144)

log (通学利用者数) 0.0137 0.0115 -0.0586

(0.0434) (0.0444) (0.0779)

log (定期外利用者数) 0.1639 0.1449 0.1451

(0.1500) (0.1517) (0.1442)

運行頻度 0.0001 0.0013

(0.0018) (0.0019)

運賃 0.0007 * 0.0007 † -0.0002

(0.0003) (0.0003) (0.0002)

log (都道府県人口) 1.1650 1.5650 -2.7420

(1.8120) (1.7950) (2.3370)

時間効果 YES YES YES

個体効果 YES YES YES

調 済 R2 0.2206 0.1451 0.2136

N 575 575 575

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1
(2) ( )内 業者 ロ 標準誤差

従属変数
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影響 え 言え 自治体株主数 業全体 営業損益 意 影

響 持 経営資源 少 い地方鉄 い 鉄 業 損益 業全体 損

益 え 影響 大 い 考え 一方 鉄 業者 経営改革 一環 考え

鉄軌 業 外 業 ( 他 業) い 意 関連 見

他 業 損益 計 い 業者 92 社中 47 社 約半数程度

い 他 業 進出 い 大幅 赤 計 い 業者16

要因 い 考え  

 

運賃改定に対 る自治体株主数 効果 (追加分析 ) 

 

 表 5 自治体株主数 鉄 業 各運賃 う 影響 え 検証 結果

あ 析結果 自治体株主数 通勤定期運賃 通常 運賃 意 影響

え い 示 自治体株主数 増加 運賃 値 力 生

い 考え 自治体株主数 多い 自治体間 合意形成 困

値 回避や値 進 い 考え 藤  (2019) 運賃 運行

数 通勤需要 大 影響 明 時 定期運賃 引 や

時 運賃値 需要 大 効 あ 示唆 い 自

治体株主数 増加 運賃 高 利用者 減少 招 鉄軌 営業損益 び

業全体 営業損益 悪 招い い 考え  

 実 千葉県 走 総鉄 2009 千葉県 沿線 6 市 運賃値

補 金 出 合意 2013 沿線 白井市 補 金 打 表明 17 合

意 破綻 補 金 打 通運賃 通勤定期 値 18 通学定

期 関 千葉県知 家計 直撃 通学定期 ( 値 ) 現

状維持 要請 あ 19 据え置 例 複数 自治体 合意形成 困

性 鉄 運賃 値 害 値 力 い 考え

析結果 通学定期運賃 い 意 影響 千葉県知

要請 う 公益性 観点 鉄 業者 値 え い 考え  

 

 

 

 

 
16 2018 度 高松琴 電気鉄 他 兼業 3 億 3459 万 赤 計

鉄軌 業 利益 4 億 3080 万 赤 い  
17 印西 白井市  鉄 会社 県 発 総線補 金 朝日新聞 2013
12 27 日  
18 総鉄 値 通告 幅 ％ 縮  来 度 朝日新聞 2014 4 11 日  
19 通学定期 据え置  総線 値 朝日新聞 2014 4 17 日  
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表  各運賃に対 る自治体株主数 効果 

 
 

 

結論 

 

稿 1990 度 2019 度 鉄 統計 報 び 鉄 要覧 ネ

用い 地方鉄 経営 対 自治体 関 影響 明 稿

析結果 第一 自治体株主数 地方鉄 営業損益 影響 持

確認 第 地方鉄 各 業 経営 え 影響 析 経営多角

一環 兼業 対 影響 持 い一方 鉄軌 業 頑健 影響 持

傾向 第 鉄軌 業 う 影響 え い 析

自治体株主数 通勤定期運賃 一般運賃 昇 影響 持 い 明

 

知見 基 株主 自治体 地方鉄 対 経営関 自治体間

合意形成 困 性 経営 行政 議会 入や 力 運賃引 い 経営

改革 進 経営 悪 招い い 実証 関 自治体 出

通勤定期運賃 通学定期運賃 運賃

Model 1 Model 2 Model 3

自治体株主数 25.5100 ** 8.6210 86.3400 *

(8.1100) (6.4820) (32.7000)

log (通勤利用者数) 2.8780 69.4300 *

(10.4800) 30.1600

log (通学利用者数) 17.4100 -42.3200 *

(13.1700) (19.9500)

log (定期外利用者数) 5.1020 7.8890

(11.9100) (8.7190)

log (都道府県人口) 98.4900 52.5600 871.3000

(121.5000) (10.4800) (584.0000)

時間効果 YES YES YES

個体効果 YES YES YES

調 済 R2 0.8797 0.9157 0.9007

N 575 575 575

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1
(2) ( )内 業者 ロ 標準誤差

従属変数
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資 補 金 出 地方鉄 いう キ 見直 必要 あ

言え 例え 前述 検討会20 提案 鉄 車両や施設 自治体 保 鉄 業

者 貸 付 形 運行 行う 方式21 いう施策 効 あ う 沿線自治体

恒久的 設備 保 備 徹 従来 う 経営関 や 損補 行わ い

鉄 業者 自主性 支改善 ン ン 生 軟 経営 実現

期待  (渡邉 藤井 2014)  

稿 自治体 地方鉄 対 経営関 側面 着目

一層 過疎 予測 地方部 い 公共交通 いう ン 維持

い 民間 業者 経営 力 各自治体 び地域 民 当 者

意識 主体的 参 あ 前述 検討会 提言22 国 主体 鉄

業者 沿線自治体間 協議 場 設 議論 進 い 方針 い 稿 結

果 踏 え 鉄 業者 主体性 十 活 地域 足 関 自治体

公共交通 支え い 肝要 あ 合意形成 い関 自治体 議論 あ

国 ッ 持 方向 定 い 期待  
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第 章 

 

ふるさと納税制度 地方税収格差是正に 献 ているか 

 

朝来野 颯翔 

 

 

要約 

 

 ふ 納税制度 自治体間 税 格差 是正や地方創生 目的 設立 制度

あ 返礼品 納税者 注目 い 現状 効性 対 否定的

声 多 挙 い 実際 ふ 納税 入 規定要因や格差是正 影

響 対 実証的 研究 乏 包括的 定 的 ふ 納税 流出入

明 い 本稿 和 2 度及び 3 度 ふ 納税 関

現況調査 活用 ふ 納税制度 地方税 格差是正 対 効果 検証

析結果 ふ 納税制度 政力 高い地域 い地域 都 部 地

方部 再 配 性質 持 一方 地域資源 偏在 税源再 配 偏 寄 い

前 度 条件 成 い 自治体 広報費用や返礼率 高 力 行

格差 大 可能性 制度 あ 明

制度趣旨 一 あ 自治体間 健全 競 進 いう点 い

入 成 い 自治体 進的 組 共 情報 開基準 設

制度設計 改善 余地 あ 考え  

 

 

めに 

 

 ふ 納税制度 個人 選択 自治体 寄附 行う 寄附 う 2000

超え 部 い 所得税 民税 全 除 制度 あ え 寄附

自身 生 育 ふ 限 世 自治体や応援 い自治体

自治体 自 選択 点 特 いえ 1 一方 自治体

視点 全 自治体2 対 除 75% 国 地方交付税交付金

補填 本来納 民税 除 行わ 歳入

 
1 https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_seido/furusato/mecha 
nism/about.html (2023 10 26 日)  
2 東 特 区及び約 70 自治体 自治体 独自税 運営 団体

交付団体 認定 地方交付税交付金 交付 い https://www.soumu.go.jp/main_ 
content/000826808.pdf (2023 10 26 日)  
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減 影響 一定軽減 い  

 う 制度 目的 意義 主 自治体間 税 格差 是正や地方創生 あ

い 総務省 ふ 納税制度 都会 転出 者 地方 担 教育

や福祉 コ 還元 3 置 あ 寄附金 地域間

資金 移動 通 自治体間 税 格差是正 意 い 総

務省 掲 意義 税 対 意識 高 人 育 自然 地

方 環境 育 支援 寄附 自治体間 競 挙 い 4 2 点

目 経済的 支援 地方創生 3 点目 既 地方交付税制度 い

自治体間 競 自治体 成長 目指 趣旨 う え  

 実際 ふ 納税制度 返礼品 目的 寄附 多 ふ 納税制度

本来 趣旨 損 い 批 現状 消費者 目線 民税等

除 え 寄附 行 自治体 返礼品 いう経済的便益 意味 大

地域 関 性や応援 意志 わ 返礼品 目当 節税手段

透 い え 自治体間 寄附金 多 競 激 豪華

返礼率 高い返礼品 用意 点 置 健全 競 環境 いえ

い状況 続い 総務省 返礼品競 静 2017 4 2018

4 返礼率 3 割 良識的 行動 求 総務大臣通知 各都 府県知

対 出 5 一部自治体 通知 従わ

2019 4 返礼割合 3 割 返礼品 地場産品 あ 自治体 ふ

納税制度 対象 措置 講 6 う 返礼品 対価 寄付 いう疑似

通信販売 様相 (木  2021, p.17) い 現状 対 制度趣旨 対 歪

正 競 返礼品 等 生 い 批  (木  

2021)  

え ふ 納税制度 地域間 政格差是正 え 影響 い 指摘

い 実状 ふ 納税制度 活用 積極的 一部 自治体 寄附 中

人的資源 余裕 い 規模自治体 ふ 納税制度自体 う 活用 い

い点 課 点 挙  (橋本 鈴木 2017) 地方部 民 地方部

自治体 寄附 行わ 政力 い わ ふ 納税 自治体

支7 い 自治体 在 根 ふ 納税制度

 
3 https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/furusato_tax/kaisai01.html (2023 10 

26 日)  
4 https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_seido/furusato/policy/ 
 (2023 10 26 日)  
5 https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_seido/furusato/file/re 
port20180402.pdf (2023 11 10 日)  
6 https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_seido/furusato/topics/ 
20190401.html (2023 10 30 日)  
7 自治体 ふ 納税 寄附金 自治体 民 本来納
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源 移転 必 政力 い自治体 向 効率的 行わ い わ い

指摘  (矢部  2017) ふ 納税 一部 自治体 寄附 偏在

都 地方 格差是正 え 影響 地方 地方 新 格差 生

偏在性 問 沙汰 い あ  

方 記 う ふ 納税制度 対 疑念 叫 中 実際 ふ 納税

入 規定要因や格差是正 影響 論 実証的 研究 乏 研究 課 残

い 第一 行研究 政力 民所得 制度 利便性 様々 観点

ふ 納税 入 影響 析 い 要因 包括的 定 的 検証

研究 い 例え 金目 (2023) 政力 ふ 納税 支 整理

行い 都 部 地方部 大 政格差是正効果 報告 い ラ

視覚的 検討 主観的 基準 評価 定 的根 乏 い

否 い 木  (2021) 民 豊 自治体 政的 豊 着目 計

析 制度 政調整機能 検証 い 研究 明変数 あ 一人当

所得割税 豊 一面 あ い点 指摘 い う 行研究

各要因 影響 明 網羅的 要因 検証 い

ふ 納税 偏在性 対 懸念 十 実証的 答え い い 第

政状況や都 度 明変数 検証 行わ 返礼品

ン ル 地方資源や ふ 納税制度 活用 返礼品提供 企 行

政能力 生 格差 着目 研究 い 観点 え 多変 解析 行う

ふ 納税制度 格差是正効果や 偏在性 検証 可能  

記 問 意識 本稿 総務省 ふ 納税 関 現況調査 記載 い

全国 区 ふ 納税 入 及び 除 利用 ふ 納税 流出入

明 本稿 析結果 ふ 納税制度 都 部 地方部

政力 高い地域 い地域 再 配 性質 持 地方格差是正効果 認 一

方 地方交付税交付金 差異 着目 ふ 納税制度 自治体 自 力

検討 追 析 前 度 条件 成 い 自治体 広報費用や返

礼率 高 力 行 格差 大 い 可能性 示 知見

踏 え ふ 納税制度 目的 あ 寄附金 地域間 資金 移動 通

自治体間 税 格差是正 い 一定程度機能 い 面 自治体間 競 進

いう目的 関 成 自治体 自治体 格差 大 傾向 あ 健全

競 行わ い わ い 考え  

次節 ふ 納税制度 効果 限界 関 既 研究 整理 後 第 3 節

い ふ 納税制度 源 移転 対 本稿 理論仮 構築

第 4 節 構築 6 理論仮 検証 及び検証方法 提示

第 5 節 得 結果 対 議論 行う 最後 第 6 節 本 析 知

 
自治体 ふ 納税 民税 除 差  



38 
 

見 踏 え ふ 納税制度 設計 い 提言 述  

 

 

先行研究 

 

ふるさと納税制度 問題点 

  

 ふ 納税制度 対 地方創生や地域格差是正 い 本来 目的 返礼品

目的 実際 寄附行動 間 乖離 あ 様々 観点 制度 問 点 指

摘 木  (2021) 制度 実際 納税 本来課 税 除

寄附 組 合わ 制度設計 寄附 目的 返礼品 設 自

治体 多い実態 返礼品 対価 寄附金 支払う 疑似通信販売 (木  2021, p.17) 

う 運用8 い 指摘 地域 支援や応援 い 本来 制度趣旨

い 主張 い 居 い い自治体 対 寄附 行う 居

い 自治体 民税 免除 制度 応益原則9や 担 任原則10 い 地方税

原則 逸脱 い 指摘 い 所得 高 本来納 税 高い人

多 返礼 得 う 制度設計 対 富 再 配機能 累進課

税制度 趣旨 損 い 見解 示 い 点 関 橋本 鈴木 (2017) 

類似 指摘 寄附 限 高 所得者 高 応 返礼品 得

高 所得者 利 節税策 提供 い え

規模 自治体 ン ワ 足 制度自体 十 活用 い

い 例 挙 制度 地域間 税 格差是正効果 極 い 指摘 い

橋本 鈴木 (2017) 総務省 ルサ 充 行い 成 例 参考

機会 創出 情報格差 減 税 格差 是正や地方創生 う

提言 い う 地域間 格差是正効果 対 疑念 後述 通 研究

多 指摘 ふ 納税制度 問 点 一 いえ う  

 う 行研究 様々 ふ 納税制度 対 課 点

明 い 一方 課 点 中 定 的 観点 実証 可能 あ 論

点 一 あ 包括的 地方格差是正 対 効果 検討 びふ 納税

 
8 コロ ウ ル 流行時 消費者 自宅 居 高級 特産品 全国各地 入手

手段 利用 一般 国 ョッ ン

認識 透 いう見解 あ  (Rausch 2021)  
9 居 地 い 行政サ 対 便益 応 税 担 あ

いう原則 https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_seido/15079 
0_02.html (2023 11 10 日)  
10 地域 民 地域 共 体運営 コ 担 あ いう原

則 https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_seido/150790_02.ht 
ml (2023 11 10 日)  
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等 偏在性 要因 検証 い 実証的 研究 進 い い 本

稿 特 ふ 納税制度 地域間格差是正 え 影響 い 検証 行う  

 

ふるさと納税制度 地方税収格差是正に与える影響 

 

前述 通 ふ 納税制度 対 実証的 研究 限 い 既 研究

制度 地方税 格差是正 効果 限界 定 的 検討 い 第一

藤  (2020) 制度 返礼品 地域産品 (地域資源) 提供

製造 業者 当地域 用者中心 あ 場合 返礼 40～70% 域 用

者所得 地方経済 還元 い いう結果 明 研究 5

返礼品 業者 対象 地域 金銭 環状況 表 LM3 算出 返礼品

新 生 自治体 非 用者所得 指標 地域経済効果 検証 い

ふ 納税制度 返礼品 生産 通 地域経済 新 所得 創出 可能

性 あ 返礼品 地場産品 限 総務省 方針 一定 合理性 あ いえ 特

原 料 当 自治体 あ いう視点 工や 用 域 行わ い

要 あ う 第 ふ 納税制度 税源 偏在是正 対 一定 効果

持 い 研究 示 い 冨  (2017) 各 区 成 27

度 入 及び 除 支状況 析 大都 圏所在地方 地方

税源 移転 え 大規模 地方 共団体 中 規模 地方 共団体 移転 生

い 示 制度 税源 偏在是正 対 一定 正 影響 え い

明 矢部  (2017) 様 見解 示 政力指数 人 納税義

務者一人当 課税対象所得 各自治体 ふ 納税 支 間 関 析 相対

的 制度 首都圏 地方 税 移転 生 地方間格差是正 対

正 影響 え い 結論 い い  

記 通 ふ 納税制度 都 部 地方部 源 移転 伴い 一定 地域

格差是正 献 見出 一方 効果 大 や配 原理 等性 対

否定的 意見 多い  

ふ 納税 源偏在是正 対 効果 大 非常 い い

う点 挙 橋本 鈴木 (2015) ふ 納税 地域間 税 格差 縮

い 縮 度合い わ い (橋本 鈴木 2015, p.15) いう見

解 示 い 都 府県 個人 民税 一人当 税 い ふ 納税

制度 減 生 場合 生 場合 変動 数 比較 差

起因 あわ 金目 (2023) 様 指摘 行 ふ

納税 支 政力や人 当 地方税 相関 え 地方税 少

い地方自治体間 い 支 格差 顕著 表 い 地方 絞

ロ 視点 格差是正効果 限定的 あ 見方 示 い 述
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通 研究 定 的 根 乏 い え 区 単 析 支

黒 多い宮崎県 赤 多い神奈 県 限 行 い 点 政的 変数 ふ

納税 支 関 検証 行 い 点 包括的 析 求

う  

ふ 納税 税源偏在是正機能 特 地方自治体 い 効率的 再

配 実現 い い いう指摘 挙 い 木  (2021) 基礎自治体 対象 一

人あ 所得割税 転出者数 独立変数 ふ 納税 流出 ( 民税 除 ) 

流入 (寄附金 ) 及び 差 支 従属変数 回帰 析 行い 豊 自治体

流出 税 人 流出 程度や自治体 豊 無差 的 各自治体 再

配 行う制度 あ 結論付 い う 実状 地方創生や自治体間 税 格差

是正 目的 制度趣旨 い いわ 得 い 中規模 (人 1 万人

10 万人未満) 自治体 956 団体 約 30% 団体 除 超過 ふ 納税制度

赤 生 い 現状 ふ 納税制度 恩恵 中 規模 自治体

い わ い わ い点 問 点 指摘 い  (冨  2017) 記 中

心 行研究 ふ 納税制度 大 地方間税 格差是正効果 認

効果 限定的 あ 見解 多い 現実 う

税源 流出入 行わ い 検討 ふ 納税制度 税源偏

在性 是正機能 対 検証 必要  

 

 

理論仮説 

 

地方間税収格差是正 効果 

 

 自治体間 税 格差 是正や地方創生 目的 都会 転出 者 地方 担

教育や福祉 コ 還元 11 あ ふ 納税制度 い 税源

偏在性是正 対 効果 検討 行研究 い 税 流出入 大 流 い

都 圏 地方部 移転 確認 い 効果 限定的 あ 指摘

い 述 あ 一度 制度理念 立 返 ふ

納税制度 地方税 格差是正 え 影響 い 理論的 検討 行う 制度 趣旨

鑑 政的 豊 自治体 貧 い自治体 都 部 地方部 いう

源 移転 並立的 生 い あ う 次 仮  

 

仮説  政力 い自治体 ふ 納税制度 支 大 い  

 
11 https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/furusato_tax/kaisai01.html (2023 10 

26 日)  
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仮説  都 度 い自治体 ふ 納税制度 支 大 い  

 

え 地域資源 偏在 地方自治体間 等 考慮 論点 いえ 須山 

(2020) 研究 税源 配 対象 あ 地方 自治体 い 魅力的

返礼品 扱う 多 寄附金 い 団体 逆 魅力的 返礼品 用意

寄附金 い団体 間 格差 認 結果 ふ

納税 励起 返礼品 う 地域資源 偏在 い 限 寄付金 配 原理 必

等 いえ 新 等 生 出 側面 持 (須山 2020, p.12) 示唆

い い 点 関 直感的 あ ふ 納税 支 格差

要因 地域資源 結び付 理論的 明 論理展開 飛躍 え

検証自体 人 返礼品数 ふ 納税 支 多寡 対 主観的 基準 評価

い 定 的 根 希薄 あ 返礼品 う ン ル

持 いえ 地域資源 偏在 ふ 納税 支 寄 い いう点 再

度計 的 検討 必要 あ いえ う  

返礼品 制度 提供 企 力 実行力 各自治体 求 可能性

あ 橋本 鈴木 (2017) 指摘通 ン ワ 足 制度 十 活用

寄附 苦戦 い 団体 少 在 い

行政能力 税源再 配 偏 一因 あ 考え 踏 え 仮

あ  

 

仮説  地域資源 豊富 自治体 ふ 納税制度 支 大 い  

仮説  行政能力 高い自治体 ふ 納税制度 支 大 い  

 

自治体 自 力促進効果 

 

 本稿 前節 容 え ふ 納税制度特 効果 見込 自治体

自 力 進効果 い 理論的 検討 行う 都 地方 豊 自治体

貧 い自治体 格差 是正 行い い あ 地方交付税交付金 用い 国 直接

再 配 行え い いう 地方交付税制度 ふ 納税制度 あ 特

意味 価値 総務省 掲 意義 一 あ 寄附

自治体間 競 12 挙 Doi (2010) 研究 地方交付税交付金 税 増

や 地域 経済成長 高 力 阻害 結果地域 所得

いう制度 問 指摘 い 多 交付金 い 自治体 地方税

力 怠 交付金 算定 際 因数 あ 基準 政 入 減少

 
12 https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_seido/furusato/polic 
y/ (2023 10 26 日)  
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交付金 多 基準 政需要 コン ロ ルや基準 政 入 増

や ン ン 弱 貧困 罠 生 い いう 明

ふ 納税制度 地方交付税制度 補完手段 地方自治体 競

政力 乏 い自治体やふ 納税 支 後 い 自治体 寄附金

多 力 多 行 い いう点 い 仮 立

 

 

仮説  ふ 納税制度 支 振 わ 自治体 翌 度

金 力 行う  

仮説  政力 い自治体 翌 度 金 力 行う  

 

 

データと方法 

 

データ 

 

 本稿 ふ 納税制度 地方税 格差是正 え 影響 明 総務

省 行 い ふ 納税 関 現況調査 活用 横断的

和 2 度及び 和 3 度 実績値 利用 全国 1736 区 13 対象 検証

行 析 使用 変数 表 1 通 あ  

地方間税 格差是正 効果 析 ふ 納税 入 区 民税 除 及び

差 表 ふ 納税 支 人 除 自然対数 従属変数

利用 追 析 あ 自治体 自 力 進効果 検証 用い

従属変数 翌 度 ( 和 3 度) ふ 納税制度 広報費用 返礼率 増減

返礼率 変 率 自然対数 あ ふ 納税制度 各自治体 対 地域

特 魅力や特産品 宣伝 広報  (Rausch 2017) いう知見 翌 度

広報費用 良い返礼品や少 還元率 高い返礼品 提供 消費者

選択 う 力 生 い い いう仮 返礼率 増減

変 率 採用  

 仮 1 主要 独立変数 政力 都 度 指標

用い 体的 各自治体 政力 表 変数 地方 政調査 基 政

力指数 都 度 表 変数 社会 人 統計体系 国勢調査 基 総人

及び人 密度 対数 値 第 3 次産業就業者比率 高齢 率 利用 え 仮 2

行政能力 表 変数 地方 務員給 実態調査 基 行政職員 給 水 

 
13 ふ 納税 入 区 民税 除 0 あ 長 県 谷 沖縄県

粟国 東 都御蔵島 高知県奈半利 除外 い  
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表  変数説明 

 

準 地域資源14 豊富 表 変数 特許庁 定 い 地域団体商標15 

 
14 地域資源 地域特 特産品や環境 い 形 地域資源 え 祭 い

ン 醸成 雰 気や地域 民 中 体験 対 い 無形

地域資源 対象 い  (  2017) ふ 納税制度 い 返礼品

ン ル 前者 限 本稿 形 地域資源 対象  
15 地域団体商標制度 地域 産品等 い 業者 信用 維持 地域 ラ

ン 保護 地域経済 活性 目的 入 地域 称及び商

品 (サ ) 称等 文 商標 い 録要件 緩和 制度 あ

い 治抹茶や神戸牛 食品や 治 ル 特産品 草津温泉 い 環境

的 地域資源等 録 い https://www.jpo.go.jp/system/trademark/gaiyo/chidan/ 

変数 変数 明 出

log (人 当 寄附金 ) ふ 納税 入 ÷人 総数 自然対数
値

log (人 当 除 ) 区 民税 除 ÷人 総数 自然対数
値

log (人 当 差 ) (ふ 納税 入 － 区 民税 除 )
÷人 総数 自然対数 値

log (広報費用2020) 令和2年度においてふるさと納税制度の広報に係る

費用を自然対数化した値。
log (広報費用2021) 和3 度 い ふ 納税制度 広報

費用 自然対数 値

和4 度ふ

納税 関 現況調
査

返礼率増減 和3 度返礼品 調 費用割合－

和2 度返礼品 調 費用割合

log (返礼品変 率) 和3 度返礼品 調 費用割合÷

和2 度返礼品 調 費用割合 自然

対数 値
政力指数 基準 政 入 ÷基準 政需要 地方 政状況調査

log (総人 ) 人 総数 自然対数 値 社会 人 統計体
系

log (人 密度) 可 地面積1km²当 人 密度 自然対数

値
第3次産業就業者比率 第3次産業就業者数÷就業者総数。 国勢調査

高齢 率 65歳 人 ÷人 総数。 社会 人 統計体
系

地域団体商標数 地域団体商標 対象 指定 い 件数 特許庁
地域団体商標 録案

件一覧
一般行政職員 均 一般行政部門職員 支給 給料及び

手当 (百 )
地方 務員給 実態

調査

四大都 圏 東 23区 横浜 崎 千葉 い

相模原 屋 都 大阪 堺
神戸 九 福岡 1

筆者作成

自治体 1

寄附金残差 Model 1 残差

差 残差 Model 5 残差。

和3 度ふ

納税 関 現況調
査  社会・人口統計

体系

和4 度ふ
納税 関 現況調
査 和3 度ふ

納税 関 現
況調査
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表  記述統計 

 

録件数16 使用 四大都 圏 統制変数 え

析 行う  

 追 析 理論的 関心 あ 独立変数 一 目 析 際 構築

ル 残差 用い 残差 一 目 析 社会経済的変数

測 入 及び差 実測値 差 あ 差 正 あ 社会経済的変数

条件 自治体 中 入 成 い 団体 あ 失敗 い 団体 あ

いえ 変数 条件 自治体間 格差 表 考え

独立変数 回帰 析 投入 入 失敗 自治体 翌 度 自

力 入 伸 う い 検証 仮 3-2

政力 い 仮 1 様 政力指数 独立変数 用い 統制変数

和 2 度 広報費用 総人 え い  

 各変数 記述統計 記表 2 通 あ  

 

推定方法 

 
t_dantai_syouhyo.html (2023 11 4 日)  
16 対象商品 産 米 あ 米 対象地域 都 府県全域 わ

商標 件数 区 単 析 い 地域特 資源 いえ い ウン

行 い い  

観測数 均値 標準偏差 最 値 最大値

log (人 当 寄附金 ) 1736 8.3779 1.9401 0.1650 14.2351

log (人 当 除 ) 1736 6.4927 0.8634 2.7782 9.7231

log (人 当 差 ) 1736 1.8852 2.4459 -8.3661 8.3369

log (広報費用2020) 1736 6.5774 6.9537 0 19.1314

log (広報費用2021) 1736 7.2041 7.1033 0 19.1851

返礼率増減 1736 0.0158 0.0861 -0.3170 0.3300

log (返礼品変 率) 1637 0.0645 0.5531 -4.0806 5

政力指数 1736 0.5146 0.2863 0.0700 2.2100

log (総人 ) 1736 10.0265 1.5287 5.1299 15.1446

log (人 密度) 1736 6.2558 1.3792 2.2618 10.0511

第3次産業就業者比率 1736 62.9310 9.6347 20.6700 96.1200

高齢 率 1736 0.3475 0.0792 0.1027 0.6524

地域団体商標数 1736 0.5017 1.0152 0 11

一般行政職員 均 1736 3063.5634 157.4711 2439 3558

四大都 圏 1736 0.0190 0.1366 0 1

1736 0.5444 0.4982 0 1

寄附金残差 1637 0.0332 1.5409 -7.2564 5.1303

差 残差 1637 0.0256 1.6048 -7.3969 5.9365
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記 変数 用い 回帰 析 行う ふ 納税制度 地方間税 格差是正

自治体 自 力 進 え 影響 検証 特 地方間格差是正効果 い 変

数間 ロッ 視覚的 確認及び独立変数 入 替え 行 ル 構築 行い

定 ロ ン あわ 確認  

 

 

分析結果 

 

地方間税収格差是正 効果 

 

表 3 ふ 納税制度 人 当 寄附金 除 及び

支 従属変数 制度 地方間税 格差 是正 え 効果 検証 九 ル

い 決定 数 0.3～0.7 間 明力 一定程度信頼

ル あ いえ 政力指数 い 寄附金 及び差

い 意 値 除 い 意 正 値 仮 1-1 整合

的 結果 あ いえ 都 度 表 各種変数 参照 第 3 次産業就業者 

 

表  ふるさと納税制度 地方間税収格差是正に対 る効果 

Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5 Model 6

( 片) 13.5787 *** 13.6478 *** 4.6058 *** 4.5709 *** 8.9729 *** 9.0768 ***

(0.9698) (0.9835) (0.2937) (0.3053) (1.0093) (1.0392)

政力指数 -1.5821 *** 0.7985 *** -2.3806 ***

(0.2234) (0.0677) (0.2325)

log (総人 ) -0.2323 *** -0.3041 *** 0.0137 0.0499 ** -0.2459 *** -0.3540 ***

(0.0573) (0.0572) (0.0174) (0.0178) (0.0597) (0.0605)

log (人 密度) -0.4267 *** -0.5410 *** 0.0985 *** 0.1562 *** -0.5253 *** -0.6972 ***

(0.0529) (0.0511) (0.0160) (0.0159) (0.0550) (0.0540)

第3次産業就業者比率 -0.0048 -0.0030 0.0134 *** 0.0125 *** -0.0182 *** -0.0155 **

(0.0049) (0.0050) (0.0015) (0.0015) (0.0051) (0.0053)

高齢 率 -1.3582 1.0553 -3.5755 *** -4.7936 *** 2.2172 ** 5.8488 ***

(0.7372) (0.6629) (0.2233) (0.2058) (0.7672) (0.7005)

地域団体商標数 0.1172 ** 0.1266 ** 0.0122 0.0074 0.1050 * 0.1192 **

(0.0398) (0.0404) (0.0121) (0.0125) (0.0415) (0.0427)

一般行政職員 均 0.0005 0.0004 0.0004 *** 0.0004 *** 0.0001 0.0000

(0.0003) (0.0003) (0.0001) (0.0001) (0.0003) (0.0003)

四大都 圏 -1.3831 *** -0.8058 ** 0.6841 *** 0.3927 *** -2.0673 *** -1.1985 ***

(0.3144) (0.3079) (0.0952) (0.0956) (0.3272) (0.3254)

-0.3737 ** -0.4449 *** -0.0372 -0.0013 -0.3365 ** -0.4437 ***

(0.1178) (0.1190) (0.0357) (0.0370) (0.1226) (0.1258)

調整済 R2 0.3387 0.3199 0.6937 0.6692 0.5493 0.5222

N 1736 1736 1736 1736 1736 1736

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1
(2) ( ) 標準誤差

log (人 当 寄附金 ) log (人 当 除 ) log (人 当 差 )

従属変数
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比率 0 近い 総人 人 密度 高齢 率 四大都 圏

寄附金 及び差 い 意 値 除 い 意 正 値 得 仮

1-2 合致 結果 いえ ふ 納税制度 支 時 政

的 豊 自治体 貧 い自治体 都 部 地方部 いう 源 移転 並

立 生 い  

地域団体商標数 着目 除 意 い 寄附金 及び差

意 正 値 仮 2-1 支持 結果 あ 地域資源

偏在 税源再 配 偏 寄 い いう一面 明 一般行政

職員 均 い 除 外 意 値 0 近い 仮 2-2 行

政能力 高い自治体 ふ 納税制度 支 大 い 立証  

 

図  総人口と各従属変数 散布図 

 

図  政力指数と各従属変数 散布図 
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本稿 行政職員 給 水準 行政能力 置 換え 行 い 観点

指標 行え 意 結果 得 可能性 あ う  

え 1 2 変数間 散 用い 記 結果 確認 散 y 軸 

ル 従属変数 種 x 軸 1 対数 総人 2 政力指数

設定 作成 行 い 寄附金 差 相関 除 正 相関

仮 及び 回帰 析 結果 合致 い 一従属変数 ル 比較 い 主

要 独立変数 い 正 逆転や値 大 変 確認 頑健 結果 あ い

え  

 

自治体 自 力促進効果 

 

次 表 4 ふ 納税制度 自治体 自 力 進 え 影響 検討 ふ

納税 支 振 わ 自治体 翌 度 金 力 行う いう仮 3-1

対 寄附金残差及び差 残差 ル全 意 正 値 い

認 社会経済的変数 条件 自治体 中 入 成 い 団

体 広報や返礼品 面 自 力 行う 多 寄附金 う

仮 逆 現状 明 前 度寄附金 金 失敗 自

治体 対 競 意識 自 力 制度 成 自治体 失敗自

治体 格差 大 い 可能性 あ いう結果 前 度寄附 入

成 政的 ゆ 広報費用や返礼品 資金 投入 う

え ふ 納税制度 成 体験や ウ ウ 蓄積 翌 度 効率的 

 

表  ふるさと納税制度 自 力促進に対 る効果 

Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5 Model 6

( 片) -4.4167 * -4.3423 * 0.0194 0.0197 0.0225 0.0241

(1.8757) (1.8890) (0.0207) (0.0207) (0.1677) (0.1677)

寄附金 残差 1.4317 *** 0.0051 *** 0.0359 ***

(0.1011) (0.0011) (0.0090)

差 残差 1.2915 *** 0.0048 *** 0.0336 ***

(0.0977) (0.0011) (0.0087)

政力指数 -6.6874 *** -6.6598 *** 0.0024 0.0024 -0.0071 -0.0071

(0.7521) (0.7575) (0.0083) (0.0083) (0.0672) (0.0673)

log (広報費用2020) 0.2384 *** 0.2436 *** -0.0008 ** -0.0008 ** -0.0050 * -0.0049 *

(0.0227) (0.0228) (0.0003) (0.0002) (0.0020) (0.0020)

log (総人 ) 1.3737 *** 1.3626 *** -0.0006 -0.0006 0.0074 0.0072

(0.1882) (0.1895) (0.0021) (0.0021) (0.0168) (0.0168)

-0.4919 -0.4885 -0.0047 -0.0047 0.0064 0.0064

(0.4644) (0.4677) (0.0051) (0.0051) (0.0415) (0.0415)

調整済 R2 0.2481 0.2373 0.0140 0.0132 0.0084 0.0079

N 1637 1637 1637 1637 1637 1637

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1
(2) ( ) 標準誤差

従属変数

log (広報費用2021) 返礼率増減 log (返礼率変 率)
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金 力 い 解釈 考え 方 政力指数 い 返礼率 関

Model 3～Model 6 統計的 意 い 翌 度広報費用 従属変数 あ

Model 1 Model 2 統計的 意 値 い 仮 3-2 対 整合

的 結果 あ 政力 いう面 自治体 利 自治体 翌 度 寄附 増

や 広報 力 入 いう意味 ふ 納税制度 自 力 い

部 あ い  

 

 

結論 

 

 本稿 和 2 度及び 3 度 ふ 納税 関 現況調査 活用 ふ

納税制度 地方税 格差是正 対 効果 明 本稿 析結果

第一 ふ 納税制度 政力指数や総人 変数 場合 政力

高い地域 い地域 都 部 地方部 再 配 性質 持 確認

地域団体商標数 基 地域資源 偏在 税源再 配 偏 寄 い

示唆 制度 等 生 出 い 側面 明  

第 広報 返礼品 いう観点 制度 自治体 自 力 進 え 影響 析

政力 い自治体 翌 度 広報 力 行う傾向 一方

記 う 社会経済変数 回帰式 残差 着目 前 度 条件 成 い

自治体 広報費用や返礼率 高 力 行 格差 大

い 可能性 示唆  

記 知見 基 ふ 納税制度 地方税 格差是正 献 い

地域資源 多寡 起因 等や 前 度 入 成 自治体 格差 大

方向 力 生 出 性質 実証 制度趣旨 一

あ 自治体間 健全 競 進 いう点 い 一度制度設計 見直 必要

あ いえ 例え 入 成 自治体 う い自治体 情報格差是正

目的 あ 橋本 鈴木 (2015) 提案 ふ 納税 競 国 入

情報 開 基準 設 入 成 い 自治体 進的 組 共

いう施策 効 あ う え Yamamura et al. (2018) 研究 質 高

い地場産品 い 場合 宣伝 ウ ウや資金 い 認知 足

需要 振 生 い 指摘 い 点 対 返礼

品 広報 ウ ウ 共 組 作 要 役割 果 可能性 あ  

 最後 本稿 残 課 後 方向性 述 第一 課 単 度 析

留 いう点 あ 蓄積 い ふ 納税 関 現況調査 活用

複数 度 析 行う 精緻 検討 行え う 第 行政能力 指

標 給 いう一面的 評価 い 点 あ 本稿 一般行政職員 均
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意 値 行政能力 高い自治体 ふ 納税制度 支 大

い いうわ い いう示唆 観点 指標 行う 意

結果 得 可能性 あ 例え Walker and Andrews (2015) 研究 地方自

治体 行政能力 影響 え 要因 組織規模 職員 質 職員 定着度 七

要素 挙 い 本稿 利用 地方 務員給 実態調査

含 職員数や職員 均 齢 退職者数 行政能力 指標 機

能 可能性 あ 第 自治体 自 力 進効果 検証 精

緻 必要性 指摘 本稿 前 度 入 成 自治体 格差

大 う 力 い 可能性 あ 示唆 得 算 変 や個

例 検討 本稿 析結果 精密 解釈 必要

あ いえ  
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第 章 

 

国土強靭化予算 利益誘導さ てい  

―社会資本整備総合交付金 事例 ら― 

 

平山 安那 

 

 

要約 

 

政府 大規模 自然災害 備え 国土強靭化基本計 議決定 国土全体

強靭化 推進 い 中 防災 全交付金 当該計 基 支援 実施

交付金や補助金 い 最 規模 大 い あ 政治家 補助金

地域間配 選挙 係 い 研究 多 蓄積 い 防災 目的

補助金 い 研究 乏 い 本稿 2013 2021 防災 全

交付金 含 社会資本整備総合交付金 市区 村 タ 構築 交付金 配

い 他 補助金や公共投資 自民党議員 政治的裁量

検証 析結果 国政選挙 選出 自民党議員 多い選挙区 市区

村 配 社会資本整備総合交付金 増加 特 衆議院 自民党議員

数 え 響 大 い いう 明 加え 交付金 自然災害

被害 や地域 脆弱性 依 配 い 示唆 結果 地域

全確保 防災 目的 一 社会資本整備総合交付金 自民党議員 利益

誘 手段 い 能性 示唆 あ 交付金 適 配 え

自然災害 危険 招 恐 あ 地域 需要 評価 映 制

求  

 

 

じめに 

 

政府 2013 制定 強 や 国民生活 実現 図 防災 減災

等 資 国土強靱化基本法 基 翌 国土強靭化基本計 議決定

基本計 踏 え 国家強靭化推進本部 国家強靭化 計 地方自

治体 国家強靭化地域計 策定 大規模 自然災害 備え 国土全体

強靭化 力 入 い 1 2021 防災 減災 国土強靱化 5 加

 
1 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/pdf/kokudo_pamphlet_r3.pdf (2023

11 12日)  
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化対策 実施 2024 国土強靭化 係予算概算要求 6.2兆

い 2  

中 国土交通省 管 国庫支出金 あ 防災 全交付金 国土強靭化地域

計 基 支援 行わ 交付金や補助金 い 最 規模 大 い あ 毎

1兆 前後 配 い 3 交付金 2010 創設 社会資本整備総合交付金

一部 区 形 2012 補 予算 い 創設 地域 防災 減災や 全

確保 組 集中的 支援 目的 い 4  

う 中央政府 地方政府 大規模 交付金や補助金 懸念

政治的 裁量 入 込 あ 補助金や公共投資 地域間配 政治

係 多 研究者 心 集 わ 補助金 地域間配 政治家

行動 選挙 係 い 研究 多数行わ 米国 連邦議会議員 研

究 選挙 再選 院議員 第一 目的 あ 自 選挙区 利益 優先的 配

選挙 利益 得 い 明  (Alvarez and Saving 

1997; ュ  2013)  

いわゆ 利益誘  (pork barrel, ポ ) 研究 日本 い 盛 あ

補助金や道路投資 配 政治家 集票や選挙結果 応答 手段

利用 指摘 い  (斉藤 2010; 近藤 2013; 鷲見 2000) 国庫支出

金や公共事業 投資 財政的 政策 新型コ 感染症対応地

方創生臨時交付金 配 いう緊急時 交付金 い 自民党及び 党 得票率 高

い地域 多 交付金 配 い 能性 明  (市島 2022)

補助金 経済的政策 配 場合 特定 目的 配 場

合 政治家 利益誘 手段 得 示唆 い  

踏 え 国土強靭化 政府 急務 位置 巨 予算 編成

い 防災 補助金 様 利益誘 手段 用い い 能性 懸念

国 防災 目的 補助金 い 実証的 析 少 い  

本稿 防災 全交付金 含 社会資本整備総合交付金 2013

2021 市区 村 タ 構築 自民党 属 国会議員数 変化 伴う社会

資本整備総合交付金 増減 析 析結果 災害 被害状況や地域 災

害 対 脆弱性 わ 選出 自民党議員 増え 該当 選挙区 含

市区 村 い 配 社会資本整備総合交付金 増加 いう 示

社会資本整備総合交付金 い 本来 目的 外 政治的 配 余地

在 い 考え  

 
2 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/pdf/r06_gaisanyoukyu.pdf (2023
11 12日)  
3 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/pdf/230131_r5torikumisien.pdf (20 
23 11 12日)  
4 https://www.mlit.go.jp/page/content/001603554.pdf (2023 11 12日)  
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第 2 節 米国 ポ 研究 後 日本国 補助金 地域

間配 先行研究 整理 第 3 節 社会資本整備総合交付金 制 背

景 自民党議員 利益誘 行わ カ 本稿 理論仮説 構築 第

4 節 用い タ 方法 提示 第 5 節 推定結果 概観 最後 第 6

節 実 制 参考 社会資本整備総合交付金 望 い決定過程 い 提言

述  

 

 

先行研究 

 

米国に け ポークバ 研究 

 

ポ 選挙 支持獲得 寄 う 利益 選挙区 特定 集団

あ 5 米国 中心 多 研究 蓄積 い 連邦議会議員 行動

目的 い 析 ュ  (2013) 政治家 目指 キ 実現

再選 必 求 議員活動 あ ゆ 目標 礎 あ いう点 本来望

説明責任 機能 議員 常 再選 目指 前提 い いう点

再選 議員 最大 目標 あ 説明 選挙区 公共事業 誘致や補助金 配

目標 果 重要 要素 あ い  

米国 ポ 研究 事例 ポ 用い 支出 性

質 先行研究 整理 Alvarez and Saving (1997) 1980 現職議員

各地区 新 配 数 伴う支出 選挙 利益 得 い

示 深刻 財政赤 あ ポ 政治 在 い 明

公共事業費 配 析 い 河川や港湾事業

需要 応 非効率的 配 行わ 議員 自 選挙区 十 予算

配 奔走 い 指摘  (Wilson 1986)  

時多発 攻撃 対応 創設 国土 全保

省 補助金 国民一人当 選挙人得票数 1%増加 国民一人当

国土 全保 省 支出 1.3%増え 示 国土 全保 省 補助金 大統

領選挙 選挙人得票数 間 強い相 あ 明 研究 あ  (Coats et al. 

2006)  

Stein and Bickers (1994) ポ 全 議員 様 利益 得

わ い や 利益 配 権者 投票行動 え 響 権者 政治的 立

場 異 指摘 ポ 政治 連 過大評価 緻密 研

究 求 い  

 
5米国 典的 研究 Ferejohn (1974) あ  
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う 米国 政治家 選挙区 利益 誘 再選 いう動機付

説明 現 う 行動 議員 再選 寄 大 い いう知見

示 い う 研究 示唆 米国 諸外国 広 容

あ  (菊池 2018) 国庫 支出や公共事業 経済政策

補助金 配 国民 全 わ 国土 全保 省 補助金 い

ポ 行わ い 重要 視  

 

日本 利益誘導 実証研究 

 

選挙制 個 的 事象 映 国 研究 整理 日本 い 補

助金 地域間配 政治 係 研究 盛 あ 補助金や公共投資 配 自

民党 政治的 力 働い い 近藤 (2013) や斉藤 (2010) 多 研究者

指摘  

鷲見 (2000) 党議員 補助金 地域間配 い 集票仮説 応答仮

説 選挙 票 獲得 手段 選挙 結果 対 報奨 いう 2 観

点 あ い う 選挙結果 対 応答 選挙 い 支

持 得 補助金 配 や 再選 目的 行動 あ 捉え

 

補助金 地域間配 選挙制 連 いう文脈 説明  (斉

藤 2010)  (2022) 衆議院 中選挙区制 い 候補者 政党 得

票 競う 選挙区 支持基盤 確立 重要性 増 定数 複数

あ 当選 要 得票数 少 い 広 大勢 一部 権者 向

働 重要 中選挙区制 自民党議員 利益誘

主 原因 あ いう議論 繰 広 一方 林 (2008) 補助金

地域間配 自民党 得票率 連 選挙区比例 表並立制 い 在

選挙制 固 い 考え い  

先行研究 国庫支出金や道路建設 公共事業費 経済政策

一環 配 い 補助金 対象 析 行 あ 補助金 政治

連 い 議論 余地 あ 6 自民党議員 補助金 地域間配 響 え

い 指摘  

他方 経済政策 特定 目的 配 補助金 い 析 行

あ 市島 (2022) 新型コ 感染症対応地方創生臨時交付金

党得票率 自民党得票率 高い地域 多 配 交付金 新型コ

 
6 斉藤 (2010) 公共事業 投資 逆的 あ 建設 完了後 権者

支持 動機 指摘 い 権者 補助金 金 道路 建設

実 施工 容 心 持 いう 考え  (鷲見 2000)  
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感染状況 政治的 要素 説明 明  

う 先行研究 本来 目的 わ 補助金 自民党 政治的

配 い 指摘 近 多 予算 割 当 い 防災

補助金 い 議論 あ い い 節 国土強靭化計

並び 社会資本整備総合交付金 注目 重要性 示 本稿 理論仮説

提示  

 

 

理論仮説 

 

社会資本整備総合交付金 制度背景 

 

 2014 議決定 国土強靭化基本計 大規模 自然災害 対 備え

強 や 兼 備え 社会 構築 目的 経済財政運営

改革 基本方針 いわゆ 骨太 方針 映 政府 重要課 あ 7

2023 新 方針 タ 新 い技術 入 や 地域

防災力 強 打 出 8 政府 後 国土強靭化 注力 い 見込

点 国土強靭化 係予算 多 国庫支出金 地方自治体 配 い

国土強靭化 政策 政府 大規模 財政支出 1990 推

進 地方 権改革 中央集権 引 戻 効果 いう指摘 あ  

(森 2018)  

特 57 あ 国土強靭化地域計 基 支援対象 交付金 補助金 (2023 ) う

他 大差 予算規模 最大 防災 全交付金 あ 防災 全

交付金 国土交通省 管 個 的 補助金 一元化 社会資本整備総合交付金 中

命や 全 組 支援 集中的 行う 細 化 あ 近

減少傾向 あ 毎 1兆 前後 配 い 9 実 災害予防や国土保全

予算 社会資本整備総合交付金 創設 2010 大 減 い

事業 交付金 賄わ い 10  

森 (2018) 政府 推 進 国土強靭化政策 国庫支出金 中 核 防

災 全交付金 巨 中央 地方 財政移転 いう性格 地

方自治体 政策 防災 全交付金 配 強 響 い

う 響力 大 い補助金 政治家 利益誘 手段 効 あ 考

 
7 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/3kanentokusetsu/pdf/jirei2-1.pdf (2 
023 11 17日)  
8 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/resilience/dai73/siryou2.pdf (2023 11 17日)  
9 https://www.mlit.go.jp/page/content/001603554.pdf (2023 11 17日)  
10 総務省消防庁. 2023. 和 4 版 消防白書 附属資料 33 防災 係予算 参照  
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え  

 

社会資本整備総合交付金 政治的配分 

 

 先行研究 国庫支出金や公共事業費 政府 支出 自民党議員

利益誘 手段 利用 政治的 配 い 指摘

研究 析 対象 補助金 い 予算規模 大 あ 配

金 多い 恣意的 操作 行わ 見え い 政治的

入 や い 考え 市島 (2022) 新型コ 感染 大防 並

び 経済的打撃 地方 創生 目的 創設 新型コ 感染症対

応地方創生臨時交付金 い 政治的 響 及 い 能性 指摘  

 踏 え 政府 予算規模 大 い交付金 目的 わ

自民党 政治的 裁量 入 込 余地 あ 考え 本稿 社会資

本整備総合交付金 交付金 地域 防災や 全確保 いう政治 響

い特定 目的 持 間 1 兆 規模 多 予算 編成 い 防災 全交付

金 半 占 い 本稿 問 心 適合的 あ 社会資本整備総合交付

金 全 防災や 全確保 組 対 交付 わ い 過半数

防災 全交付金 あ 防災 大 目的 一 あ 言え 社会資本

整備総合交付金 本来 目的 わ 性質 自民党 政治的 配

行わ い 仮説 出  

 

仮説  国政選挙 自民党議員 選出 市区 村 災害 被害状況や地域

脆弱性 わ 社会資本整備総合交付金 交付金 増え  

 

政策決定や予算編成 対 衆議院 え 響 大 い  (鷲見 2000)

仮説 出  

 

仮説  衆議院議員選挙 自民党議員 選出 市区 村 災害 被害状況

や地域 脆弱性 わ 社会資本整備総合交付金 交付金 増え  

 

 

データと方法 

 

データ 

 

 記 理論仮説 検証 地方財政状況調査 基 2013 2021
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交付 社会資本整備総合交付金 交付金 集計 特 区 含 市区 村

タ 構築   

 本稿 析 用い 従属変数 本来 防災 全交付金 用い 望 い

タ 制約 市区 村 タ 公開 い 社会資本整備総合交付金 用い

社会資本整備総合交付金 半 防災 全交付金 占 割合 昇

傾向 あ 防災 主 目的 一 交付金 説明 う  

理論的 心 あ 独立変数 市区 村 衆議院 参議院 自民党議

員数 国会議員全体 自民党議員数 用い 衆議院 自民党議員数 衆議院議員総

選挙 最高裁 裁 国民審査結果調 基 自民党議員 選挙区選挙 い

当選 比例 表選挙 い 復活当選 場合 1 う い場合 0 選

挙区 含 市区 村 集計 行 11 参議院 自民党議員数 参議院

議員通常選挙結果調 基 選挙区選挙 選出 自民党議員数 選挙区定数  

 

表  変数説明 

 

 
11 一 市区 村 複数 選挙区 含 い 場合 加重 均 用い 望 い

集計 都合 自民党議員 選出 選挙区 市区 村 一 含 1
数え  

変数 変数説明 出典

log (一人当 社会資

本整備総合交付金)
社会資本整備総合交付金÷人 算出 自然

対数化 値

地方財政状況調

査 住民基本 帳

基 人 人 動

態及び世 数調査

自民党議員数 衆議院自民党議員数＋参議院自民党議員数 衆議院議員総選挙

最高裁 裁 国民

審査結果調 参議

院議員通常選挙結果

調

衆議院自民党議員数 衆議院選挙 選挙区選挙 い 当選

比例 表選挙 い 復活当選 場合 1
う い場合 0 集計 自民党議員

数

衆議院議員総選挙

最高裁 裁 国民

審査結果調

参議院自民党議員数 参議院選挙 選挙区選挙 当選 自民党議員

数÷選挙区定数

参議院議員通常選挙

結果調

財政力指数 基準財政 入 ÷基準財政需要 地方財政状況調査

log (一人当 前

災害復旧事業費)
前 災害復旧事業費÷前 人 算出

自然対数化 値

災害統計 住民

基本 帳 基 人

人 動態及び世

数調査

log (一人当 前

水害被害 )
前 水害被害 ÷前 人 算出

自然対数化 値

水害統計調査

住民基本 帳 基

人 人 動態及び

世 数調査

15歳未満人 割合 15歳未満 人 ÷総人 ×100

65歳 人 割合 65歳 人 ÷総人 ×100

国勢調査
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表  記述統計 

 

 

割 値 用い 国会議員全体 自民党議員数 記 集計 合算 値

用い  

統制変数 社会資本整備総合交付金 中 特 防災 全交付金 対

需要量 考慮 災害統計 基 前 国土交通省及び農林水産省 管

災害復旧事業費 合算 災害復旧事業費 水害統計調査 基 前 水害

被害総 用い  

 経済 社会的 環境 統制 変数 地方財政状況調査 基 財政

力指数 国勢調査 基 15 歳 人 割合 65歳 人 割合 投入 12 15

歳 人 割合 65歳 人 割合 い 国勢調査 依 5 位 タ

あ 各 直近 値 あ 注意 い  

社会資本整備総合交付金 水害被害総 災害復旧事業費 位 千 あ

住民基本 帳 基 人 人 動態及び世 数調査 基 住民一人当

金 基準化 自然対数化 用い 析 用い 変数 説明 表

1 変数群 記述統計 表 2 示  

 

推定方法 

 

記 通 自然対数化 住民一人当 社会資本整備総合交付金 従属変数 衆

議院及び参議院 自民党議員数 独立変数 固定効果 基

タ 析 行 固定効果 個体や時間 固 要因 統制

市区 村 選出 自民党 議員数 変化 あ 場合 市区 村 配

社会資本整備総合交付金 う 変化 見 明

選挙制 考慮 都道府県 位 析 望  (近藤 

2013) 特 区 含 市区 村 位 析 行  

 
12 国勢調査 結果 基 原子力災害 還困難区域 含 市区 村 損値

い  

観測数 均値 標準偏差 最 値 最大値

log (一人当 社会資本整備総合交付金) 15669 1.9089 1.0185 0 7.3949

自民党議員数 15669 1.5035 0.4875 0 2

衆議院自民党議員数 15669 0.9161 0.2773 0 1

参議院自民党議員数 15669 0.5874 0.3723 0 1

財政力指数 15669 0.5031 0.2850 0.0500 2.2100

log (一人当 前 災害復旧事業費) 15669 0.4087 0.9217 0 8.0470

log (一人当 前 水害被害 ) 15669 0.9034 1.3949 0 8.9934

15歳未満人 割合 15647 11.8738 2.4351 0 23.4570

65歳 人 割合 15647 31.5472 7.7662 9.1920 100



59 
 

 

 

分析結果 

 

表 3 衆議院 参議院 及び国会議員全体 自民党議員数 変化 社会資本整備総

合交付金 交付 変化 え 効果 検証 あ Model 1 国政選挙

選出 自民党議員数 増加 市区 村 社会資本整備総合交付金 交付金

統計的 意 増加 い 確 Model 2 衆議院 自民党議

員数 増え 社会資本整備総合交付金 配 増加 10%水準 統計的

意 あ 社会資本整備総合交付金 指摘 国庫

支出金や公共投資 補助金 様 自民党議員 特 衆議院自民党議員 政治的

裁量 働い い 考え  

加え Model 1〜3い い 財政力指数 高 社会資本整備総合交付金 

 

表  自民党議員数 社会資本整備総合交付金 配分に与え 効果 
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交付金 統計的 意 減少 い 一方 前 災害復旧事業費や水害被害

社会資本整備総合交付金 交付金 変化 対 統計的 意 効果 え い

い 社会資本整備総合交付金 地域 防災や 全確保 目的 一 い

わ 自然災害 被害状況や地域 脆弱性 依 他 要因 基

い 配 い 能性 示唆 い 結果 仮説 1 2 整合的 あ  

前述 通 社会資本整備総合交付金 通常 社会資本整備総合交付金 防災

全交付金 2 含 前者 公共投資 側面 持 割合

概 3 : 7〜4 : 6 防災 全交付金 過半数 占 交付金 い 自然

災害 被害状況や地域 脆弱性 基 い 配 い い 制 運用

実態 再考 余地 あ 考え  

 

結論 

 

本稿 社会資本整備総合交付金 2013 2021 市区 村

タ 用い 自民党議員数 交付金 地域間配 え 効果 明

析結果 社会資本整備総合交付金 地域間配 い 自民党議員 特 衆議

院 自民党議員 響 見 政治的 配 い 示唆

交付金 地域 防災 減災や 全確保 目的 防災 全交付金 含 い

わ 自然災害 被害 や災害復旧事業費 交付金 配 響 及

い い 明  

他方 う 補助金 い 連 事業主 い限 各自治体 配

金 や 在 知 い 権者 多い 考え Healy and Malhotra 

(2009) 権者 災害 備え 支出 災害後 救援 対 支出 対 報酬

え いう 明 い 事 備え 防災 目的

補助金 情報 非対称性 生 や 政治家 非効率的 配 行わ

や い 考え  

防災や減災 国民 生活や命 わ 課 あ う 補助金 地域間配

政治的 響 及ぶ 望 い 加え 防災や減災 目的 補助金

多 配 場合 ザ 発生 補助金 意図 真逆 効果

生 う 能性 あ うい 補助金 確 計測 各自

治体 需要量 基 厳格 配 制 求  

決定 一的 あ 政治的裁量 在 い制 例 本稿 析

統制変数 用い 災害復旧事業費 挙 災害復旧事業費 地方自治体

災害復旧申請 基 災害査定 行わ 必要 応 厳格 決定 い 13 地方

 
13 https://www.mlit.go.jp/river/bousai/hukkyu/shinsei/S_1/aramashi_r3.pdf (2023 11
17日)  
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自治体 申請 基 補助 金 決定 いう点 社会資本整備総合交付金

一致 い 後 査定 行わ 最終的 決定 いう点 違い

あ 災害査定 地方自治体 申請者 主務省 査定 財務局 立

会 3 者 現地 赴い 行わ あ 査定前 工事 着手

能 あ 迅 災害復旧 損 わ い 多 予算 割 当 地域 防災

や 全 生活空間 確保 大 わ 社会資本整備総合交付金 決定過程 い

う 第 者 査定や評価 踏 え 厳格 配 方式 求  
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第 章 

 

女性候補者 存在 女性有権者 投票参加を促  

―政令指定都市パネルデータに基づく実証分析― 

 

戸谷 る  

 

 

要約 

 

本稿 地方議会選挙 女性 候補者 割合 議員 出馬 選挙区

女性 権者 投票率 連 い 考察 先行研究 基 日本

女性議員 候補者 女性 投票率 連 統計分析 例 少 女性政治家 効果

検証 乏 い 海外 い 研究対象国 分析結果 異 一貫性

本稿 日本 政 指定都市 統一地方選挙 過去 5 回分 用い

ネ 構築 選挙区 ベ 女性候補者 女性投票率 連 検証

分析結果 女性 候補者 権者全体 投票率 正 相 見

女性候補者 女性議員割合 女性 投票率 高 いう統計的 意 結果 見

地方議会選挙 女性 出馬 男女問わ 権者 政治的 心 高

全体 投票参加 可能性 示唆 国民 政治的 心 向 さ

いう観点 女性 立候補 進 大 政策的意義 認 考え  

 

 

めに 

 

近 女性就業者 増加や要職 女性 起用増加 女性 社会進出 あ ゆ 分

進 い 政治分 い 4 行わ 統一地方選挙 女性 当選

者 割合 過去最高 記録  (堀内 2023) 政治分 女性 参 世

界的 見 他先進国 大 遅 い 世界経済 主催 ェ

ン ッ 指数 2023 政治分 い 日本 146 国中 138 あ

昨 139 改善 見 い1 特 政治分 項目 3 2 う 1 国会議

員 (衆議院議員) 男女比 131 3項目 中 最 実 現在 衆議院議

員 女性 割合 和 5 4 時点 10% 参議院 26% 権者 う

 
1 https://www3.weforum.org/docs/WEF_GGGR_2023.pdf (2023 11 5日)  
2 政治分 項目 国会議員 男女比 僚 男女比 過去 50 首相 男

女比 3 あ  
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57% 女性 占 い 社会 縮図 い い3 地方議会 ベ 女性 割合

都道府県議会 11.8% 市区 議会 15.4% あ 和 3 12 時点 女性議員

1人 い い都道府県議会 い 市区 議会 未 15.8% 存在 い い

う4  

一方 権者 投票率 ― わ 政治参加 遅 問題 い

表 2 統一地方選挙 男女 投票率 推移 示 あ 都道府県議会議員 市

区 議会議員 選 選挙 投票率 々 2011 境 50%

回 い 候補者 権者 両方 ベ 女性 政治参加 遅 い 女性

声 政治 映さ い 政治的 表 観点 大 課題 あ 5

本稿 問題 結び 考え 体的 女性 候補者 存在

権者 投票参加 特 女性 投票率 引 要因 考察 い  

 

表  地方議会に ける女性比率 推移 

 

出 ：男女共 参 局公表 著者作成6  

 

 
3 https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-nwec/pdf/wg_01.pdf (2023 11 5日)  
4 https://www.gender.go.jp/research/kenkyu/sankakujokyo/2022/pdf/1-2-a-1.pdf (2023
11 17日)  
5 先行研究 女性比率 向 さ 女性 利益 女性 表

機能 果 限 単 女性 増や 良い いうわ い 指摘さ

い  ( 浦 衛藤 2014)  
6 https://www.gender.go.jp/research/kenkyu/sankakujokyo/2022/pdf/1-2-a-1.pdf (2023
11 17日)  



65 
 

表  地方議会に ける男女別投票率 推移 

 

出 ：総務省選挙部公表 著者作成7  

 

実 既存研究 女性 記述的 表8 女性 政治参加 連 議論さ い 日

本 女性 首長 存在 地域 審議委員議員や自治会長 女性比率 正 相

あ 示唆さ い  (安部 2022) ン 女性 地方議会 当選 一般的

女性 政治参加 後押 結果 示さ い  (Beaman et al. 2009)

女性 公職 女性 投票率 影響 い さ  

(Broockman 2014) 結果 あ  

う 女性 記述的 表 女性 投票率 い 様々 研究 行わ

い 日本 例 研究 数 少 い ェン ッ 指数 示さ 通

先進国 中 女性 社会進出 進 い い日本 女性 記述的 表 影響 大

い う 本稿 政 指定都市 行政区 選挙結果 用い 女性候補者

出馬 女性投票率 え 効果 検証 分析結果 女性候補者 多い行政区

あ ほ 行政区 全体 投票率 統計的 意 高 傾向 示さ 一方 女

性 出馬 増加 女性 投票率 引 効果 見 女性 出馬

民 政治 心や政治参加 高 意味 投票啓発 意義深い あ

考え  

 

 

先行研究 

 
7 https://www.soumu.go.jp/main_content/000786840.pdf (2023 11 17日)  
8 女性 政治参加 意義 実 社会 構図 映 う 政治機 女性

議員 割合 増や い いう考え方 あ  
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 女性 記述的 表 え 影響 い 主 海外 研究 多 さ い 世界価

観調査 国 ベ 追加変数 用い 内 占 女性 割合 国 女性 政治

参加 え 影響 検証 研究 内 女性 割合 高いほ 投票 比較

的コ い政治的活動 請願書 署 和的 幅広い政治的

参加 増加さ わ  (Liu and Banaszak 2016) 先述 通 ン

地方や地域 政治団体 女性 選出さ 他女性 投票率や立候補意欲

向 さ いう研究 存在  (Beaman et al. 2009)  

 一方 う 女性 記述的 表 影響 否定 研究 見

3,813 議会選挙 用い 女性候補者 当選 他 女性 政治参加 え 影

響 検証 論文 因果 い 結論 い  (Broockman 2004)  

う 結果 相違 い 女性 活躍 少 い ン 女性 政治的ポ ョ

ン 大 影響 あ 女性 政治的要職 存在 国民 十分

知 い い う 象徴的 影響 少 い い 説明 さ

い  

 研究 女性国会議員 多い場所 特 思春期 女

性 政治 い 人 議論 大人 政治 参加 意向 持 可能性 高い

示 研究 あ  (Wolbrecht and Campbell 2007) 女性 政治意識 向 さ

議員 数 注目 要 あ いう指摘 あ  (Campbell 

and Wolbrecht 2006) 結論 あ  

 う 海外 中心 女性 政治的地 就 女性 政治参加 影響

い 様々 研究 進 い 結果 国 政治体制や女性活躍

進度 依 部分 多 日本 応用 言い難い 日本国内 い 女性

記述的 表 女性 政治参加 う 影響 え い う  

 

 

理論仮説 

 

 女性 記述的 表 女性 投票率 増加さ 理論的 ニ

考え  

 第一 女性議員 存在 象徴的 意味 持 女性 選挙 参加意欲 高 可能性

あ ン 地方や地域 政治団体 女性 選出さ 他女性 投票率

や立候補意欲 意欲 向  (Beaman et al. 2009) 内 い 女性議

員 占 割合 大 いほ 特 若い世 い 女性 人 政治 い 議論

機会 増加 政治活動 参加 増え  (Wolbrecht and Campbell 2007) 海外

調査対象 論文 多 女性議員 効果 支持 い  
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 第 女性 自身 出馬 選挙区 女性 支援者 動員 女性投票率

向 さ ニ 考え 民主党 共和党女性議員 対象 調

査 両党 女性議員 男性議員 比 議会外 女性団体 選挙活動 支援

傾向 高い 明 9 両党 女性議員 議会内外 女性コ ュニ

要視 ほ 女性議員 最 一 女性団体 所属 い いう

う 女性議員 自身 支持基盤 女性団体 持 要 あ 女

性団体 ン 通 一般女性 投票動員 い 考え  

 第 権者 性 候補者 支援 や 女性 候補 い 女性 投

票率 可能性 あ 特 日本 地方議会選挙 採用さ い 中選挙区制 定数

2 あ 候補者 所属政党 候補者個人 属性 投票 要因 や い

さ  (Carley and Shugart 1995) 場合 候補者 性 投票 基準 採用さ

女性 女性 候補者 投票 や  (Dolan 2008) 女性 候補者 出馬 女性

投票参加 可能性 考え   

 ニ う 仮説 出  

 

仮説  女性候補者 多い選挙区ほ 女性 権者 投票率 高い  

 

 

データと方法 

 

データ 

 

 記 仮説 検証 本稿 政 指定都市 直近 5 回分 選挙結果―全候

補者 8,462 862選挙区 用い 分析 行う 統一地方選挙 2007 2011

2015 2019 2023 5回 対象 総務省 地方選挙結果調 や各市

区選挙管理委員会発行 選挙結果調 び 選挙 記録 あ 全選挙区 女性候補者

数 全体候補者数 性 当落 変数 入手 ほ 選挙 ッ コ 10 朝日

新聞 11 補足的 得 政 指定都市 中 静岡市 九

市 統一地方選挙時 議会選挙 行わ い ネ 直後 統一地方選挙

一 ン 行わ 一 度 割 振  

 

従属変数 

 
9 https://cawp.rutgers.edu/sites/default/files/resources/stlegpastpresentfuture.pdf (202 
3 11 17日)  
10 https://go2senkyo.com/local (2023 11 17日)  
11 https://www.asahi.com/senkyo/local/2023/koho (2023 11 17日)  
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 従属変数 全 862選挙区 女性 投票率 全体 投票率 両方 用い  

 

独立変数 

 独立変数 全 862 選挙区 女性 候補者割合 用い 女性 候補者割合 各選挙

区 候補者 占 女性候補 割合 指 女性 候補者割合 女性

候補者 無 女性 投票率 え 影響 検討 女性 候補者 い 場合 1

う い場合 0 変数 作成 加え 現職 女性議員 割合 女性

投票率 え 影響 調 選挙前 各選挙区選出 女性 現職議員割合 計算

 

 統制変数 い 先行研究 い 総人口 高齢 率 投入 加え 選

挙 構図 影響 統制 全体 投票率や候補者数 統制変数 投入 総人

口 高齢 率 国勢調査 用い 特 国勢調査 基 選挙

実施 直近 調査 採用  

 表 3 回 分析 使用 記述統計 あ 女性投票率並び 全体投票率

無投票 選挙区 含 観測数 他 変数 異  

 

表  記述統計 

 

 

分析手法 

 

 本稿 女性候補者 割合 女性 投票率 連 ネ 分析 推定

体的 行政区 固定効果 選挙 度 固定効果 統制 方向固定効果

用い 選挙区や 度 異質性 統制 女性候補者 効果 明  
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分析結果 

 

女性候補者割合と女性投票率 関連 

 

 表 4 行政区 女性 候補者割合 女性 投票率 連 推定 固定効果

結果 あ 表 4 行政区 個体効果 統制  

全体投票率 統制変数 投入 い 女性候補者割合 女性投票率

統計的 意 正 連 持 い 統制変数 投入 場合 仮説 異

全体投票率 一定 女性 候補者割合 数 負 統計的 意  

 表 5 全体投票率 従属変数 女性候補者割合 連 検証

結果 女性候補者割合 行政区 固定効果 統制 統制変数 無

わ 全体投票率 5%水準 意 正 連 見  

 分析結果 女性 候補者割合 増加 女性 投票参加 権者

全体 投票参加 示唆さ  

 

女性候補者 有無と女性 投票率 関連 

 

 表 6 女性候補者 無 投票率 連 固定効果 推定 あ

Model 2 全体投票率 統制 女性候補者 無 女性投票率 10%水準 負          

 

表  女性候補者割合と女性 投票率と 関連 (固定効果モデル) 
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表  女性候補者割合と全体 投票率と 関連 (線形回帰モデル) 

 

 

表  女性候補者 有無と投票率 関連 線形回帰モデル  

 

 

影響 あ 全体投票率 対 や 10%水準 統計的 正 影響 あ

 

 

現職女性議員割合と女性 投票率 関連 

 



71 
 

表  現職女性議員割合と投票率 関連 線形回帰モデル  

 

 

 表 7 現職 議員 占 女性議員 割合 投票率 連 様 固定効果

推定 あ 表 7 女性投票率 全体投票率 い 現職議員 女

性割合 投票率 え 影響 統計的 意 い いう結果  

 現職 議員 象徴的 意味 持 動員努力 行 いう 選挙区

女性 候補者 い 否 要 あ 考え  

 

 

結論 

 

 本稿 政 指定都市 過去 5 回分 選挙結果 用い 日本

行政区 女性候補者割合 女性 投票率 連 い 検討 結果 女

性候補者 割合 女性 投票率 全体 投票率 比 押 効果 い 全

体 投票率 統計的 意 正 連 見 明 女性候補

者 無 女性候補者 一人 い 行政区 全体 投票率 向

見 女性候補者 存在 女性 投票率 引 いう当初 仮説 否定さ

女性 候補者 立候補 男女 問わ 権者 政治 心 引

投票率 向 考え さ 現職 女性議員 割合 投票率

え 影響 女性投票率 全体投票率 い 統計的 意 連 見

現 日本 女性議員 女性 象徴的

意味 持 い い 考え 本稿 行政区 ベ 女性候補者
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割合 女性 権者 権者全体 投票率 高 可能性 あ いう点 意義深

い 言え う 投票率 社会問題 問題視さ 中 女性 立候補

市民 政治参加 喚起 考え 理論的解釈 詳細 分析 必要

女性 候補者 存在 選挙競争 活発 さ 男性 女性 方 選挙 対 心

引 起 可能性 あ い 女性 立候補 壁 除 女性 立候補

進 投票率 防 いう意味 政策的 要 言え  

 最後 女性 立候補 進さ 方策 い 整理 現在日本

女性候補者 少 い理 主 2点 挙 第一 女性 男性 比 政

治的 心 立候補 意欲 あ 人 少 い傾向 あ  (増山 2007) 対

説明 性 役割分業意識 現在 存在 い 政治的 男

性 さわ い いう社会規範 共 さ い 考え ゆ

え 女性 立候補意欲 削 い さ  (Fox and Lawless 2005) 第

選挙活動 必要 資源 男性 比 十分 い あ 性 役割分業意識

家族 支援 い  (金子 2010) や 男性 比 学歴 い 経済的資源

足 や い  (増山 2007) 家 育児 両立 時間的 制約 多い 

(LeBlanc 1999) 多方面 資源 如 女性 立候補 阻 い  

 女性 立候補 対 多 あ 中 女性 立候補 方策

政党 女性候補者 対 支援 充 挙 地方選挙 い 選挙区 人口

大 い場合 権者 政党 断 料 投票 行う (松林  2012) 

政党 公認や推薦 政党 ベ 獲得 選挙活動 必要 資源 補填

要 要素 資金面 政党 サポ 人口 多

い地区 政党所属 女性候補者 誕生 や い (松林  2012) 実 自 民主党

女性候補者支援制度 や 子育 護支援制度 設 12 立憲民主党 独自

女性支援制度 設立 13 女性 金銭的制約や家 時間的制限 和

支援 動 出 い 政党 数多い 地方議会 い 地方議員 政党 進

女性 候補者 増加 要 あ 一方 既 政党 い 国会 い 政

党 女性 擁立 一定数義務付 政党 制度 入 本質的 問題解決

繋 考え  

 

参考文献 

 

金子優子. 2010. 日本 地方議会 女性議員 少 い ―山形県内 地方議会

い 一考察― 報政治学 61(2): pp.151-173. 

 
12 https://www.jimin.jp/news/information/206393.html (2023 11 17日)  
13 https://koubo2022.cdp-japan.jp/female_candidates (2023 11 17日)  



73 
 

堀内匠. 2023. 1 自治体選挙 動向 (2022 5 2023 4 ) 自

治総研 538: pp.35-63. 

増山幹高. 2007． 女性 政界進出：国 比較 意識調査 人貞史 山元一 政治参

ェン  321-345. 

松林哲也 路子 . 2012. 市 議会 女性 参入 選挙研究 28(2): pp.94-

109. 

浦 衛藤幹子 . 2014. ェン 世界 女性議員 増え

明石書店. 

Beaman, Lori, Chattopadhyay, Raghabendra,  Duflo, Esther, Pande, Rohini, and Petia 

Topalova. 2009. “Powerful Women: Does Exposure Reduce Bias?” The Quarterly 

Journal of Economics 124(4): pp.1497–1540. 

Broockman, David E. 2014. “Do Female Politicians Empower Women to Vote or Run for 

Office? A Regression Discontinuity Approach.” Electoral Studies 34: pp.190-204. 

Carey, John M. and Matthew S. Shugart. 1995. “Incentives to Cultivate a Personal Vote: 

A Rank Ordering of Electoral Formulas” Electoral Studies 14(4): pp.417-439. 

Dolan, Kathleen. 2008. “Is There a ‘Gender Affinity Effect’ in American Politics? 

Information, Affect, and Candidate Sex in U.S House Elections.” Political Research 

Quarterly 61(1): pp.79-89.  

Fox, Richard L. and Jennifer L. Lawless. 2010. “If Only They’d Ask: Gender, Recruitment, 
and Political Ambition.” Journal of Politics 72(2): pp.310-36. 

LeBlanc, Robin M. 1999. Bicycle Citizens: the Political World of the Japanese Housewife. 

University of California Press. 

Liu, Shan-Jan S. and Lee Ann Banaszak. 2016. “Do Government Positions Held by 

Women Matter? A Cross-National Examination of Female Ministers' Impacts on 

Women's Political Participation.” Politics & Gender 13(1): pp.132-162. 

Wolbrecht, Christina and David E. Campbell. 2007. “Female Members of Parliament as 
Political Role Models.” American Journal of Political Science 51(4): pp.921-939. 

 

  



74 
 

 



75 
 

第 章 

 

東日本大震災 有権者 政策選好を変えた  

 

斉藤 菜々子 

 

 

要約 

 

2011 発生 東日本大震災 東 地方 そ 日本全国 甚大 被害

災害 発生 市民 行動 変 いう知見 多い 災害 政治的態度

え 影響 い 用い や分析 イン 異 結論 い そ

本稿 2009 2012 2014 東京大学谷口研究室 朝日新聞社共同調査

権者調査 東日本大震災 被害 用い 東日本大震災 権者 政策選好

え 影響 明 権者 震災 被害や社会状況 変 政策選好 変

理論的 考察 被災者 震災後 う 政策選好 変

検証 分析結果 被災者 震災後 方向 政策選好 変

政策選好 変 短期的 あ 可能性 高い 明 一般的

理解 異 震災 対外脅威認識 高 社会 定 いう 権

者 協調行動 促 理解  

 

 

めに 

 

災害 発生時 犯罪 社会的行動 増加 問題視 例え 2005

ア 発生 ン コ湾 直撃 際 ュ

ン 殺人率 昇 示 研究 あ  (Frailing et al. 2015) 実際 日本

1923 東大震災発生時 流言 信 市民や警察 朝鮮出身者 数多く虐殺

1 う 災害 発生 市民 社会的行動 増加 可能性 指摘 い

一方 救 活動 向社会的行動 促 言わ い  (Zaki 2020) 災

害 向社会的行動 社会的行動 両方 契機 市民 行動 大 影響 え

いう点 一致 い う  

被災経験 市民 行動 影響 え 言わ い 他方 被災経験 う 個人

的 経験 内容や 無 政治的態度 え 影響 い 議論 存

洪水 発生 気候保護措置 賛否 相 指摘 (Baccini and Leemann 2020) 個人的

 
1 https://www.nhk.or.jp/kaisetsu-blog/100/486896.html (2023 11 6日)  
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経験 政治的態度 影響 え 示 い 一方 個人的経験 影響 弱

く 政治的 ンボ 対 感情 い 政治的信念 政治的態度 強い影

響 い いう指摘 個人的経験 政治的態度 相 使用

や イン 異 結論 い  

日本 研究 国内 大規模災害 記憶 新 い東日本大震災

個人的経験 政治的態度 変 分析 試 境家 (2013) 行わ い

分析 途 国支援やエネ 原発依存 い 震災 社会的被害認識 大

い人 消極 見 う 外交政策 社会的被害認識 対

外強硬姿勢 正 相 見  (境家 2013) 示  

う 政治的態度 影響 指摘 東日本大震災 戦後最悪 自然災害

呼 甚大 人的 物理的被害 深刻 心理的被害 被災者 え

明 い 被災者 震災直後 意識 無意識 わ 連続的

抵抗力 や心身 調 う  (酒井 美 2020)

特 避難者 ン 問題 深刻 あ 心的外傷 症状 示 人 割合 ア

同時多発 同程度 言わ い  (Yabe 2014)  

う 東日本大震災 非常 大 被害 わ 国民 政

治的態度 え 影響 境家 (2013) 除 研究 い い 境家 

(2013) 震災前 点態度 理変数 震災後 自己報告 使用 1

前 状態 い 回答者 正 く回答 懸念 あ 政治的態度 発生

前後 変 明確 あ 言え  

本稿 先行研究 課題 踏 え 2009 2012 2014 東京大学谷口研究室

朝日新聞社共同調査 権者調査 東日本大震災 被害 用い 東日本大震災 市

民 政策選好 え 影響 明 外因的 出来 経験 被害 人

自己利益 保護や最大 充足 目的 行動 う 資源 限

あ 場合 外 団 脅威認識 持 排外性 高 そ 伴い攻撃性 高 う

いう理論枠組 用い 本分析 解釈 行う 分析 結果 被災地域 権者 震災

後一部 政策 い 選好 変 分 政策 点 う 強硬 対外政策

対 示 外国人 政策 寛容 態度 示 い 被災地域 権

者 震災後 方向 政策選好 変 示 結果 被災者

震災直後 将来 抱い い や 東日本大震災 被災者 排外意識 高

要因 考え  

本稿 構成 通 あ 第 2 節 市民 政治的態度 影響 え 数々

要因 う 個人的経験 中 自然災害 経験 焦点 当 先行研究 整理 第 3 節

東日本大震災 権者 政策選好 え 影響 い 理論仮 提示 第 4 節

第 3 節 提示 理論仮 検証方法 使用 明 第 5 節 検証結果 示

第 6節 本稿 分析結果 得 示唆 述  
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先行研究 

 

個人的経験と政治的態度 

 

個人 政治的態度 影響 え 要因 政治的信念や経済状況 齢 性 挙

い 実際 貧困 女性 若 層 い 社会的弱者 言わ う 人や左寄

イ 持 人 寄 イ 持 人 比較 国家 入拡大

好 傾向 あ  (Park 2010) 政治的イ 自己認識 政府支出 支持

部分的 相 あ  (池田 2018) 若い頃 況 経験 再分配政策 支持 形成

 (Giuliano and Spilimbergo 2009) 実証的 示 い  

個人的経験 政治的態度 え 具体的 影響 分析結果 示

い 1995 2010 イ 用い 分析 洪水 経験 後

気候保護措置 対 賛成 約 20%増加 い  (Baccini and Leemann 2020) ア

全土 気象 用い 分析 1 間 気温 通常 気温 華氏 3.1度

回 地球温暖 行 確信 持 可能性 1%高く 分  (Egan 

and Mullin 2012) ッ ワ ッ 出場権 う 獲得 国

惜 く 逃 国 国際的 軍 紛 数 比較 ワ ッ 出場権

獲得 出場 国家 攻撃性 大幅 高 い 明  (Bertoli 

2017)  

う 個人的経験 政治的態度 影響 え いう議論 存 一方

影響力 否定 う 議論 多く存 例え 戦 戦う軍隊 親 い

家族や 人 持 人 そう い人 戦 強い 対 示 わ

個人的 情 政治的象徴 対 態度 え 影響 方 大 い

指摘  (Lau et al. 1978) 加え 個人的 経済的 満 政治的態度 影響

え 傾向 見 い (Kinder and Kiewiet 1979) 権者 個人的 経済状

況 政治的態度 結び 考え い い 考え  

う 個人的経験 政治的態度 相 使用 や イン 全く異

結論 い い 分  

 

自然災害 政治的態度に与える影響 

 

前 個人的経験 政治的態度 え 影響 い 先行研究 整理 そ 中

昨 日本 自然災害 増加 い 踏 え 個人的経験 自然災害

注目 自然災害 政治的態度 影響 え 可能性 い 災害 発生前後 比較
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被害 任 政府  (Arceneaux and Stein 2006) や 被害 程度 比較

被害 大 い 権者 次 選挙 現職 候補者 投票 くく  (Nakajo et al. 

2019) 示 い 国内 例 東日本大震災 機 日本人 エネ 政

策 途 国支援政策 意見 変 明 い  (境家 2013)

分析 変 要因 個人的 被害状況 社会全体 被害 認識 重

要 あ 述 い  

自然災害 含 個人的経験 政治的態度 影響 多く 研究 蓄積

い 一方 研究 イン い 次 2点 Egan and Mullin (2012) 問

題点 指摘 い 1点目 明変数 偽相 可能性 あ 多く 研究 明

変数 採用 い 個人的経験 市民 同 確率 経験 う く 経

験 発生確率や内容 分析対象 経験 前 他 経験 依存

い そ 実際 分析対象 経験 い 経験 影響 分析

い 可能性 あ 2点目 多く 研究 経験 自己報告 明変数 使用

い あ 自己報告 そ そ 態度 表 あ 可能性 あ 正確

性 疑問 残  

う 既存研究 考察 個人的経験 政治的態度 影響 え う

用い 結論 分 明変数 多く 経験

い 自己報告 依存 い う 課題 解消 個人的

経験 中 ン 発生 自然災害 焦点 当 研究 多く存 国

内 例 特 近 発生 災害 中 甚大 被害 2011 東日本大震災

研究 数 乏 い 境家 (2013) 東日本大震災 日本人 政治的 意識

え 影響 分析 い 分析 信頼性 あ 震災前 用い い い そ

本稿 個人的経験 中 東日本大震災 焦点 当 震災発生前後 比較 被害

程度 差 比較 用い 震災経験 権者 政策選好 え 影響 実証的 明

 

 

 

理論仮説 

 

前節 個人的経験 政治的態度 え 影響 い 議論 具体的

影響 内容 自然災害 再分配政策 支持 強 や攻撃性 高

示 再分配志向 強 要因 自然災害 う 外因的 ョッ 経験

社会的地 決定要因 実力や 力 運 重要 あ 考え う

指摘 い  (Gualtieri et al. 2019） 戦 等 外生的 出来 接 自己

最大限 満 自己利益 う う 態度 身 言わ い 例

え 福祉国家政策 支持度合い 政策 個人 利益 高 う 変
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実際 経済的 社会的 弱者 言わ う 人 福祉国家政策 支持 示 い  

(Hasenfeld and Rafferty 1989) 他 影響 アウ 対 感情

想 限 資源 分配 際 団外 人 う必要 あ あ 実

際 2012 8 韓国 政治家 竹島 陸 際 日本国民 韓国 対 感

情 持 う 明 中国 活動家 尖 諸島 陸 際

日本国民 感情 変 同様 あ 分 い  (Igarashi 2018)  

う 外因的 出来 経験 被害 人 自己利益 保護や最大

充足 目的 志向や行動 う 資源 限 あ 場合 外 団

脅威認識 持 排外性 高 そ 伴い攻撃性 高 う 理論的 測

 

東日本大震災 被害 大 鑑 十分 理論 適用 考

え 2011 発生 東日本大震災 国内観測 最大 ュ 9.0 地震

巨大 津波 発生 2 万人 超え 死者行方 明者 発生 2 津波 太 洋沿岸地

域 甚大 被害 津波 福島第一原子力発電所 故 発生 避難者

福島県内外 一時 16万人 3 う 人的 経済的被害 加え 心理的被

害 大 特 避難者 ン 問題 深刻 あ 心的外傷 人 割

合 ア 同時多発 際 同程度 あ  (Yabe 2014) 避難 余儀 く

人 環境 度重 変 連続的 抵抗力 や心身

調 訴え  (酒井 美 2020)  

う 東日本大震災 発生 被災地域 民 経済的 精神的 被害

先述 理論 適用 再分配志向や外 団 攻撃性 高 アウ

権利 対 示 う 想 具体的 仮 出  

 

仮説  東日本大震災 被災県 居 者や被害 大 地域 居 者 震災前

比 震災後 再分配政策や福祉政策 支持 増や  

 

仮説  東日本大震災 被災県 居 者や被害 大 地域 居 者 震災前

比 震災後 強硬 対外政策 支持 増や  

 

仮説  東日本大震災 被災県 居 者や被害 大 地域 居 者 震災前

比 震災後 外国人 権利保護 政策 支持 減  

 

 

デー と方法 

 
2 消防庁 成 23  東 地方太 洋沖地震 い  (146報)   
3 https://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/hinansya.html (2023 11 21日)  
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デー  

 

 前節 理論仮 検証 東京大学谷口研究室 朝日新聞社共同調査 権者調査

2009 2012 2014 個票 総務省消防庁 成 29 版消防白書 東

日本大震災 都道府県 死者数等 び 家被害等 ( 成 29 9 1日現 ) 回答

者 居 都道府県情報 基 ッ 作成 仮 検証 用い  

従属変数 東日本大震災 発生前後 2009 2012 2014 全 調査

質問 い 回答者 点態度 問う 目 投票参加 問う 目 本稿 全 分析

用い 分析 投入 点態度 問う設問 あ  

 

(1) 憲法 改正   

(2) 日本 防衛力 強  

(3) 他国 攻撃 想 場合 先制攻撃 う い 

(4) 朝鮮 対 対 力 優先  

(5) 日本 団的自衛権 行使 4 

(6) 永 外国人 地方参政権 認  

(7) 外国人労働者 入  

(8) 治 イ や個人 権利 制約 当然  

(9) 社会福祉 政府 ビ 悪く 金 い 政府 方

良い 

(10) 公共 業 用確保 必要  

(11) 当面 政再建 出 抑え く 景気対策 政出動 行

う  

 

政策 点 対 序変数 値 大 い 賛成 値 い 対 表 う 5

点尺度 値 割 当  

本分析 理論的 心 あ 独立変数 回答 度 回答者 居 地域

回答者 居 地域 被害規模 交互作用 投入 具体的 度 被災

3県5 交互作用 度 東 6 交互作用 度 人的被害7 交互 

 
4 2012 憲法 改正 解釈変更 団的自衛権 行使 う

2014 あ 団的自衛権 行使 認 議決定 行わ 評価

そ 評価 対 回答 用い  
5 被災 3県 岩手県 宮城県 福島県 指  
6 東 岩手県 宮城県 福島県 青森県 秋田県 山形県 指  
7 東日本大震災 死者 行方 明者 合計者数  
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表  変数説明 
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表  記述統計 

 

 

作用 度 家被害8 交互作用 使用 分析 際 人的被害 家被害 変 

数 全体 値 1 足 自然対数 使用 そ 他 政策選好  

対 統制変数 性 齢 最終学 使用 境家 (2013) 性 齢 教育

程度 世 入 結婚 無 使用 い 参考 回 使用 う 

使用可能 記 3 変数 用い  

表 1 使用 変数 明 あ 表 2 そ 記述統計 あ 回 分析 使 

用 調査 質問紙 居 数 尋 目 く 震災後 被災地域 転入 回答

者 除外 宮城県 転入率 2012 度 5.06% 2014

 
8 東日本大震災 宅 全壊 半壊 一部損壊 合計件数  
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度 5.04%9 岩手県 2012 度 3.12％ 2014 度 3.04%10 福島県 2012

度 1.34% 2014 度 1.58%11 あ 分析結果 大 影響 い 断

分析 使用 12 回使用 東京大学谷口研究室 朝日新聞社共同調査 衆議院

参議院議員選挙 際 調査 行わ 1 得

そ 回 分析 東日本大震災 2011 発生 踏 え 2009

2012 2014 用い  

 

推定方法 

 

記 変数 用い 重回 分析 行う 独立変数 性 確

度 被災 3 県 交互作用 投入 度 東 6 県 交互

作用 投入 度 人的被害 交互作用 投入 度 家

被害 交互作用 投入 計 4 ン 分析 行  

 

 

分析結果 

 

被災地域 限界効果 

 

図 1 東日本大震災 特 被害 大 岩手県 宮城県 福島県 被災 3 県

他 地域 居 者 比較 投票参加や政策 点 対 震災後 う 変 生

検証 独立変数 度 被災 3 県 交互作用 投入 分析

結果 示 い 図 度 被災 3 県 交互作用 投入 推定 被

災 3 県 2009 2012 2014 度 限界効果 そ 95%信頼 間 表

信頼 間 0 跨 い場合 統計的 意 言え  

図 1 投票参加 2012 意 正 方向 変 効果

2012 観察可能 あ 2014 相 見 被災 3 県

権者 2012 投票 参加 う 分  

政府 公共 業 用確保 政出動 い 政府 政政策

対 統計的 意 相 見 意 い 震災前 2009

比 2012 政府 対 強 わ 公共 業 増や

政出動 対 強 い う 政政策 意 相 見 い  

 
9 宮城県震災復興 企画部統計課 成 26 10 1日 宮城県推計人口 ( 報)  
10 岩手県政策地域部 成 30  岩手県人口移動報告 報  
11 福島県企画調整部統計課 福島県 推計人口(福島県現 人口調査 報) 和 4 版  
12 転入率(%)＝転入者数/ 当 総人口×100  
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図  投票参加と各政策へ 争点態度に対 る被災 県 ミー 効果 

 

 

一 傾向 確認 い 仮 1 効果 認  

次 憲法改正 2012 2014 意 相 防衛力強 2012

2014 相 先制攻撃 許容 2012 相 団的自衛権 行使 2012  

2014 相 見 対 強 い 朝鮮 力 強 意 相

見 2012 方向 変 い う 被災 3県 権

者 震災後 強硬的 対外政策 対 強 い 分 仮 2

結果  
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図  投票参加と各政策へ 争点態度に対 る東北 ミー 効果 

 

 

地方参政権 2012 意 正 相 外国人労働者 意

相 見 震災前 2009 比 震災後 2012 正 方向

変 い 被災 3 県 権者 外国人 権利 い 震災後 寛容

い 分 仮 3  

イ 意 相 見 い 震災後 方向 変 い

イ や個人 権利 制約 対 強 い 分  

う 図 1 震災後 被災 3 県 居 者 政策選好 方向 変
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伺え  

続く図 2 東 6 県 居 権者 他 地域 権者 比較 投票参加や政策

点 対 震災後 う 変 生 明 独立変数

度 東 交互作用 投入 分析 結果 示 い 各 フ 度 東

交互作用 投入 推定 東 2009 2012 2014 度 限

界効果 そ 95%信頼 間 表 信頼 間 0 跨 い場合 統計的 意

言え  

図 2 東 従属変数 え 効果 政府 い 被

災 3県 異 震災翌 2012 意 相 見 そ  

外 被災 3 県 え 効果 同様 結果 得 被災 3 県 東 い

細 差異 依存 結果 い 本稿 分析結果 一定 ネ

あ 考え  

 

被害規模 限界効果 

 

次 権者 居 地 人的被害 規模 差 投票参加や政策選好 対 震災

後 う 変 明 独立変数 度 各回答者

居 都道府県 死者行方 明者数 交互作用 投入 検証 結果 図 3 示 各

フ 度 人的被害 交互作用 投入 推定 人的被害 2009 2012

2014 度 限界効果 そ 95%信頼 間 表 信頼 間 0 跨 い場合 統

計的 意 言え  

図 3 投票参加 2012 意 正 効果 見 効果

短期的 あ 2014 相 見  

政府 公共 業 用確保 政出動 い 政府 政政策

対 震災後 意 相 見 福祉政策や再分配政策 支持

う 言え 仮 1 効果 認  

憲法改正 2012 意 相 2009 比 震災

後 方向 変 い 対外政策 い 朝鮮 力 強 先制攻撃 許

容 い 政策 相 見 2009 比 震災後 方向 変

い 防衛力強 団的自衛権 行使 い 政策 対 2014

意 相 示 う 人的被害 大 い地域 権者 強硬的 対外政策

対 強 い 分 対外政策 い 基本的 図 1 図 2 同様 仮

2 結果  

地方参政権 2012 正 相 見 一方 外国人労働者 入

相 見 少 く 永 外国人 地方参政権 震

災後賛成 強 い 分 外国人 権利保護 政策 支持 減  
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図  投票参加と各政策へ 争点態度に対 る人的被害 効果 

 

 

い 言え い 結果 図 1 図 2 分析 同様 仮 3

 

一方 図 1 図 2 分析 異 イ 2012 意 正 相

示 イ や個人 権利 制約 対 震災後 賛成

強 い 分  

う 政政策 選好 人的被害 大 意 相 イ

や個人 権利 制限 賛成 示 い 一 性 見 い 少 く  
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図  投票参加と各政策へ 争点態度に対 る住家被害 効果 

 

 

防衛政策 外国人 権利保護 政策選好 方向 変 分  

続く図 4 東日本大震災 権者 居 地 家被害 規模 差 投票

参加や政策選好 対 震災後 う 変 明 独立

変数 度 各回答者 居 都道府県 全壊 半壊 一部損壊 認 宅件数

合計値 交互作用 投入 分析 結果 示 い 図 4 度 家被害 交

互作用 投入 推定 家被害 2009 2012 2014 度 限界効果 そ

95%信頼 間 表 い 信頼 間 0 跨 い場合 統計的 意 あ 言え  
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図 4 家被害 従属変数 え 効果 人的被害 え 効果 同様 効果  

あ 人的被害 家被害 細 差異 依存 結果 い

本稿 分析結果 一定 ネ あ 考え  

 

 

結論 

 

本稿 東日本大震災 権者 政策選好 え 影響 明 権者

各 点 対 賛否 示 序変数 東日本大震災 被害 用い 検証 本稿

分析結果 次 う 明  

第一 被災 3 県 東 6 県 政府 用確保 公共 業 景気対策

政出動 い 再分配政策 賛否 震災後 意 相 見 い いう

分 人的被害や 宅被害 同様 あ う 被災者 政政策

対 一 態度 示 い い 分 仮 1 効果 認 い 言え

 

第 被災 3 県 東 6 県 居 者 震災後 防衛力強 先制攻撃 団的自

衛権 い 強硬的 防衛政策 意 相 示 い いう 分

人的被害や 家被害 相 い 防衛力強 団的自衛権 行使 対 強

い 仮 2 結果 あ 被災地域 権者 震災後 攻撃性

高 く 減少 い 言え  

第 被災 3 県 東 6 県 人的被害や 家被害 大 い地域 権者 震災後 永

外国人 地方参政権 容認 意 正 相 示 い いう 分

仮 3 結果 あ アウ 対 寛容 態度 示

う 言え  

震災後 被災地域 方向 政策選好 変 伺

え 投票参加 全 分析 2012 選挙 意 増加 い

示 被災者 震災後 政治 心 高 可能性 考え 先行研

究 自然災害 発生 被災者 災害 被害 任 政府 可能性 高

い 指摘 い  (Arceneaux and Stein 2006) 東日本大震災 被災地域 甚大

被害 任や政府 震災処理 評価 機会 2012 選挙 注目度 高

想  

東日本大震災 被災者 先述 う 方向 政策選好 変

回避的 行動志向 表 捉え 既存研究 若い頃 況 経験

将来 楽観視 く  (Giuliano and Spilimbergo 2009) 示 い

被災者 将来 抱え い 示唆 外 団 脅威 高
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世界各国 援 等13 外国人 接点 生 脅威認識や排外意識 高

示唆  

後日本 いく 巨大地震 想定 近 豪雨 被害 増え

い 災害 発生時 通常時 比 権者 変 い 分

後災害 発生 際 政府や自治体 被災者 変 や 汲

実行 移 求  
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第 章 

 

国 環境政策と企業 環境保全活動 関連 

― Ｐスコアに基づく実証分析― 

 

スミス 理紗 

 

 

要約 

 

 本稿 各国 環境政策 企業 環境保全 力 関 い 検証 行う 温室効果

排出 大部 占 言わ い 企業活動 対 規制 行う環境政策 数

や導入国 増え い 依然 排出 高 い 現状 あ う

状況 危惧 既存研究 温室効果 排出 や海外直接投資 タ 活用 環

境政策 企業行動 え 影響 い 検討 企業 行動決定 関わ 複雑

要因 捉え い い 課 指摘 本稿 企業環境汚染

対 認識 ベ 環境汚染 削減 計画 実施可能性 評価

タ 用い 企業行動 複雑 決定要因 捉え 析 試 体的

2016 2020 企業 対 質問書 回答 使用 換算 CDP (Carbon 

Disclosure Project) 気候変動 ン コ 国 企業 タ 構

築 タ 析 行 析結果 市場型政策 非市場型政策 厳格

化 企業 環境保全活動 一方 技術支援政策 企業 保全活動 減少 効果

明 短期的 非市場型政策 方 市場型政策 企業 環境保

全活動 効果 大 い 移動性 高い企業 規制 緩い国 逃避 可能性 高

い 析結果 示唆 う 析 踏 え 価格 引

い政策や 国内外 生産者 競 条件 準化 国境炭素調整政策 効 あ 考

え  

 

 

めに 

 

 世界 温暖化対策 1990 代半 本格的 組 う

1992 気候変動問 解決 向 初 多国間条約 あ 国連気候変動枠組条約 採

択 進国 対 気候変動 組 義務 強化 1 世界初 法的拘

束力 あ 気候変動条約 1997 締結 京都議定書 徐々 気候

 
1 COP1.qxd (nies.go.jp) (2023 11 22日)  
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変動問 対 環境政策 効性 い 議論 進 中国や ン い

主要 炭素排出国 対象 米国 署 京都議定書

い 課 残 い  (Rosen 2015) う 課 深刻化 気候変動問

2015 国連気候変動枠組 条約締約国会議 途 国 含 国

排出削減 誓約 求 世界 均気温 昇 産業革命以前 比 1.5度以内 抑え

力 行う 掲 協定 締結 2  

 未 環境政策 十 機能 い い いう批 数多 い

例 誤 前提や 確 政策 多 環境政策 失敗 い

指摘 見  (Laitos and Wolongevicz 2014) 実際 各国 環境政策 数 増加

い 世界 温室効果 排出 増え続 2022 2030 世

界 温室効果 排出 14%近 増加 想 い 3 1988

2015 世界 排出 温室効果 70%以 企業活動 排出

い いわ い 4 う 企業 対 規制政策 十 機能 い い

批 挙 い 温室効果 排出 削減 企業 環境保全活動 進

い 各国政府 効果的 環境政策 立 必要 あ いえ

効果的 環境政策 決定 環境政策 企業行動 関 明確

必要性 あ  

 環境政策 企業行動 関 い 研究 大 発展 い 課

残 い 一国内 温室効果 タ 利用 い 研究 い

ュ チ ン 排出 温室効果 析対象 い い 企業 排

出 温室効果 総 析 困難 あ 析 輸出入や直接投資

考慮 い い 厳 い環境政策 汚染物質 規制 緩い発展途 国 移動

いう環境汚染逃避地仮説 (pollution haven hypothesis) 根拠 批

残  (e.g. Sadik-Zada and Ferrari 2020; Rezza 2013) 一方 環境汚染逃避地仮説 検

証 研究 い 課 残 い 一 目 う 研究 多 企業

移転 コ や 考慮 い い いう批 あ  (Gill et al. 2018) 目 環

境政策 緩い国 新規投資 流入 形 環境汚染逃避 発見 難 い

考慮 析 い い 指摘 い  (Grubb et al. 2022)  

 記 問 意識 本稿 2016 2020 5 Carbon Disclosure 

Project (CDP) 活用 16 国 国 企業 気候変動 ン コ

い タ 構築 環境政策 企業 環境保全活動 関 明

本稿 析結果 市場型政策 非市場型政策 厳格化 企業 環境汚染逃避

 
2 https://unfccc.int/process-and-meetings/the-paris-agreement (2023 11 22日)  
3 https://news.un.org/en/story/2022/03/1114322 (2023 11 20日)  
4 https://www.cdp.net/en/articles/media/new-report-shows-just-100-companies-are-sou 
rce-of-over-70-of-emissions (2023 11 22日)  
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回 う 環境保全活動 効果 あ 明 移動性 高い

企業 規制 緩い国 移転 い 可能性 あ 示 短期的 非

市場型政策 方 市場型政策 効性 高い傾向 明 技術支援政策 企

業 環境保全活動 減少 傾向 見 ン 効果5 可能性

明 知見 踏 え 各国政府 環境汚染逃避対策 国境

炭素調整 (Border Carbon Adjustment) 厳 い規制 国内生産者 規制

緩い国 生産者 間 競 条件 準化 政策 導入 ン 効果対策

価格 引 い市場型政策 び非市場型政策 導入 必要 あ

考え  

 続 第 2 節 今 環境政策 国際比較 関 行研究 概観 問

指摘 第 3 節 環境政策 規制 度合い 企業行動 間

含 理論仮説 述 第 4 節 独立変数 あ OECD 環境政策指数 

(Environmental Policy Index) 従属変数 あ 企業 気候変動 ン コ

中心 タ 検証方法 い 説明 第 5節 推定結果 議論 最

第 6 節 本稿 得 知見 踏 え 今 環境政策 在 方 い 政策提

言 行う  

 

 

先行研究 

 

 国際社会 環境問 対 意識 1950 代 1960 代 高 特

1956 化学会社 排出 水銀 原因 水俣病 日本 発生 や

生物学者 チ ソン 黙 春 出版 公害 危険性 認知

う 大 要因 あ 6 近 環境政策 関 研究 多様化

環境政策 様々 象 関 実証的 研究 い 体的 政治環境 環境政策

策定 関 環境規制 経済成長や企業 競 力 関 環境政策 環境保全効果等

主要 研究対象 い 本稿 環境政策 効果 環境政策 企業行動 関 焦

当 実証的 析  

 

環境政策 類型 

 

環境政策 類方法 複数存在 本稿 OECD 環境政策指数 基 政策手

 
5 ン 効果 研究開発 効率性 向 価格

サ 利用 増加 現象 あ  (Herring 2004)  
6 https://www.britannica.com/topic/environmental-policy/Global-policy-agreements  
(2023 11 20日)  
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段 3 類型 類 7 環境政策 一 目 類型 市場型政策 あ 市場型政

策 環境汚染 価格 政策 排出権 引制度 代表的 あ 市場型政策導入

持続可能 技術 投資 行 者 回避 汚染 社会的コ 相当 経済的補

償 一方 汚染技術 投資 行 者 経済的 罰 恐

企業 自 利益 汚染防 組 環境汚染 削減  (Jaffe 2003)  

 環境政策 目 類型 非市場型政策 あ 非市場型政策 排出規制 基準 義

務 政策 あ 排出規制値 設定 代表的 あ 非市場型政策導入 生

産 あ 排出 限 ン 基準 通 企業 行動 コン

設定 基準以 排出 抑制 汚染 減 いう

い  (Bergek et al. 2014)  

 環境政策 3 目 類型 技術支援政策 あ 技術支援政策 補 金 通 特定

行動 奨励 支援 政策 あ 炭素 技術 研究開発補 金 代表

的 あ 技術支援政策 研究開発 コ 削減 研究 失敗 伴う 軽減

特定 類型 技術 研究 動機付 持続可能 技術 新 生

企業 効率 高い技術 使用 消費 削減

競合他社 差 化 新 い技術 導入 環境汚染 減 いう

想定  

 

環境政策 効果 

 

 以 各政策 類型 裏付 市場型政策 非市場型政策 技術支援政

策 厳格 定 ほ 環境汚染 削減 あ Wang et al. (2020) 1990

2015 OECD加盟国 23 国 タ 基 環境政策 厳 大気

質 え 影響 実証的 析 環境政策 厳格化 ほ CO₂ NOx SOx PM2. 5

削減 明 Wolde-Rufael and Weldemeskel (2020) 1993

2014 ン ン 中国 コ

新興国 対象 環境政策指数 CO₂排出 関 析 環境政策

厳格化 環境悪化 防 効果的 方法 あ 明  

 環境政策 関 既存研究 中 特 市場型政策や研究開発投資 焦 当 実

証的 研究 多 存在 Doğan et al. (2022) 環境税 注目 厳格

環境税法 G7諸国 排出 効果的 削減 企業 環境 優 い方法 生産

可能 明 様 Ghazouani et al. (2020) 

 
7  各類型 説明 OECD “Measuring environmental policy stringency in OECD 
countries: An update of the OECD composite EPS indicator” 参照 https://www.oecd-
ilibrary.org/docserver/90ab82e8-en.pdf?expires=1700581410&id=id&accname=guest& 
checksum=F7669EE73B38E805A47474F6A83874D7 (2022 11 20日)  
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諸国 炭素税 導入 CO₂排出 意 削減 結論付 い

研究開発投資 焦 あ 研究領域 Fernández et al. (2018) 等 含 複数

研究者 G7諸国 い 政府 環境や ン 研究開発

支出 増加 CO₂削減 効果的 あ 指摘 い 以 市場型政策 非市

場型政策 技術支援政策 い 対 厳格化 行う 温室効果

理論的 裏付 実証的研究 多 存在 いえ  

 行研究 一国内 温室効果 タ 用い 析 行

い 課 存在 第一 多 企業 ュ チ ン 多国間

い 実状 対 一国内 温室効果 タ 析 行 場合 企業 生産

活動 排出 温室効果 一部 析対象 含 い い い  

(Grubb et al. 2022) 特 ュ チ ン 温室効果 排出 企業全体 活動

温室効果 排出 均 92％ 占 ュ チ ン 温室効果

排出 析対象 含 要 あ 8 第 環境汚染逃避地仮説 批 指

摘 い い 項 詳 扱う  

 

環境汚染逃避地仮説 

 

 環境汚染逃避地仮説 (pollution-haven hypothesis) 企業 環境規制 厳 い国

緩い国 設備 移転 厳 い環境規制 回避 強調 環境政策 厳

コ 生産コ 昇 環境政策 緩い国 生産 企業

対 競 利 厳格 環境政策 環境政策 緩い国 生産拠 や新

規設備投資 移 ン ン 働 考え う 環境汚染逃避地仮説

支持 実証研究 存在  

 Sadik-Zada and Ferrari (2020) 環境 厳 示 OECD 環境政策指数 1995

2011 OECD 加盟国 26 国 輸入 含 炭素排出 タ 用い

環境汚染逃避仮説 支持 結果 得 い Rezza (2013) 1999

2005 多国籍企業 関連会社 売 高 関 タ 用い 実証研

究 国 環境規制 厳 海外直接投資 関 検証

多国籍企業 規制 緩や 国 移動 い 明  

 環境汚染逃避地仮説 効性 支持 研究 支持 い研究

多 存在 仮説 妥当性 依然 明確 考え 加え 環境汚染逃避地仮

説 既存研究 い 課 残 い 第一 既存研究 大部 産業 移

転コ 考慮 析 行 い い (Gill et. al 2018) 企業 海外進出 際

移転 国 政治状況 経済政策 文化 法 等 複雑 要素 考慮 い

 
8 https://cdn.cdp.net/cdpproduction/cms/reports/documents/000/005/554/original/CDP_S
C_Report_2020.pdf?1614160765 (2023 11 22日)  
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複雑 要素 考慮 析 行う必要 あ 考え 第 環境政策 緩い国

新規投資 流入 形 環境汚染逃避 緩や 発見 難 い 既存研究

考慮 析 い い 指摘 い  (Grubb et. al 2022) 多消費

タ 固定 場コ 高 物理的資本 移動性 い 直接的 企業設

備 物理的移転 環境政策 緩い国 新規投資 流入 形 環境汚染逃避

可能性 高い 考え  (Naegele and Zaklan 2019; Grubb et. al 2022)

新規投資 流出入 考慮 必要性 あ いえ  

 

本稿 新規性 

 

 以 環境政策 効性 支持 研究 環境汚染逃避地仮説 支持 研究 両

者 い 一国内 温室効果 タや海外直接投資等 企業 外部 タ 用い

複雑 企業行動 推定 試 い 課 あ 考え 本稿

企業 対 質問書 回答 使用 換算 企業 環境保全 力 表 気候変動

ン コ 用い 既存研究 明 明 体的 気候変動

ン コ 企業 直接管理 排出源 排出 加え 企業 直接管理

い ュ チ ン 流 流 排出 温室効果 考慮 い

ュ チ ン 温室効果 排出 含 析 可能 考え 企業

直接的 び間接的 排出 い 温室効果 対 体的 温室効果 削減計画

質や 投資計画 気候変動 ン コ 考慮 い 企業 環境汚染

逃避行動 析対象 含 考え  

 

 

理論仮説 

 

 本節 環境政策 市場型政策 非市場型政策 技術支援政策 企

業 気候変動対策 え 影響 理論的 検討  

 

市場型政策 効果 

  

 税 外部性 抑制 目的 税 あ 環境汚染 価格

市場型政策 一種 税 あ いえ 企業 温室効果 排出 限界

便益 排出 社会的限界費用 等 社会的 効率的 排出水準 税 税

率 設定 税 汚染 行動 コ 引 汚染 企業や

個人 汚染 社会的限界費用 直面 保証 汚染 削減 効 あ

いえ  (Nellor and McMorran 1994)  
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 排出権 引制度 政府 排出可能 温室効果 総 限 設 企業や個人 必

要 応 温室効果 排出 排出枠 互い 売買 制度 指 政府 排

出物 価格 決定 税 異 排出権 引制度 排出 総 政府 決定

価格 市場 決定 市場型政策 い 汚染 企業や個人 社会

的コ 直面 市場型政策 企業 環境保全活動 効果 あ う 以

税 排出権 引制度 体的 以 仮説 導出  

 

仮説  市場型政策 厳格化 い 国ほ 企業 気候変動 ン コ

高い  

 

非市場型政策 効果 

 

 非市場型政策 規制や基準 用い 環境 配慮 行動 奨励 目的

い 非市場型政策 規制 遵守 企業 政府機関 厳 監視 可能性

政治的 厳 い規制 制定や既存規制 強化 法的強制力 逃

温室効果 削減 効 あ いえ  (Berrone et al. 2012) 非

市場政策 企業 環境保全活動 効果 あ う 体的 以 仮説 導出

 

 

仮説  非市場型政策 厳格化 い 国ほ 企業 気候変動 ン コ

高い  

 

技術支援政策 効果 

 

  持続可能 技術 開発 効率 気候変動問 解決 大 献

可能性 あ 技術開発 ン い 一般的 資源 専門知識 持

労働者等 専門的 資源 両方 高いコ (Gao et al. 2021) 技術開発

投資 投資 回収 高い 確実性 伴う 企業 外部資金 獲得 困難 あ

 (Czarnitzki et al. 2011) 技術支援政策 資源獲得 コ 減

開発 失敗 場合 削減 技術開発 考

え 以 理論 体的 以 仮説 導出  

 

仮説  技術支援政策 厳格化 い 国ほ 企業 気候変動 ン コ

高い  
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デ タと方法 

 

デ タ 

 

 記 理論仮説 検証 2016 2020 OECD 環境政策指数 

(Environmental Policy Stringency Index) CDP (Carbon Disclosure Project) 気候変

動 ン コ 用い 企業 16 国 タ 構築 9  

 従属変数 CDP (Carbon Disclosure Project) 気候変動 ン コ

用い CDP 英国 非政府組織 あ 投資家 企業 国家 地域 都市 環境影

響 管理 世界最大 環境 タベ 保 い 2022 世

界 株式時価総 半 相当 18,700 以 企業 CDP 通 情報開示 行

10 タ び信頼性 担保 い いえ 本稿 用い 気候変動

ン コ 企業 環境保全 力 包括的 表 毎 CDP 企業 送

ン 通 収集 12 わ 130問 回答 CDP 採

算出 い 11 体的 企業 環境保全 向 ベ 基

戦略策定 実施状況 気候変動 評価戦略 策定状況 企業 直接的 び

間接的 関連 業 サ チ ン 投資 温室効果 排出 等 採

い 気候変動 ン コ 企業環境汚染 対 認識

ベ 環境汚染 削減 計画 実施可能性 評価 い いえ

CDP コ ン 長 研究 環境配慮 い う 見

い ン ン 効果 考慮 評価手法 い

CDP コ ン 企業 ン ン ン 関 価値あ

情報 提供 効果的 認識 い  (Datt et al. 2019; Tang and 

Demeritt 2017)  

 独立変数 環境政策 厳 7段階 定 的 評価 い OECD 環境政

策指数 (Environmental Policy Stringency Index) 用い 環境政策指数 政策手段

市場型政策 非市場型政策 技術支援政策 3 政策類型 類 作成

類型 中 細 類 政策 指数 含 い 体的 市

場型政策 環境政策指数 CO₂排出 引権政策 再生可能 引権政策

 
9 析対象 国家 中国 ン ン

ン ン タ 日本 共和国

コ 合衆国 16 国 あ  
10 https://www.cdp.net/en/companies/companies-scores (2023 11 20日)  
11 https://guidance.cdp.net/en/guidance?cid=30&ctype=theme&idtype=ThemeID&incch 
ild=1&microsite=0&otype=Questionnaire&page=1&tags=TAG646%2CTAG605%2CTA
G-600 (2023 11 20日)  
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温室効果 対 税 厳 表 指数 含 非市場型政策 環境政策指数

排出基準 表 温室効果 露限度値 Emission Limit 

Value: ELV 政策 厳 表 指数 含 い 12 技術支援政策 政府

炭素 技術 研究開発支出金 び 陽 風力 技術 価格補

含  

 行研究 い 国 統制変数 国内総生産 (2015 米 固定)

サ 輸出対入 サ 輸入対 GDP比 海外直接投資 純流入対

タ 自然対数化 投入  

以 踏 え 各変数 説明及び記述統計 表 1 2 通 あ  

 

推定方法 

 

 企業 環境保全 力 企業 属 業界や 拠 置 国 政治的 経済的状況

水準差 存在 体的 金融業 う 形あ 製品 製造 い業種 比

然資源 依存度 高い業種 企業 資源費 昇 場合 環境保全 力 行う参

加意欲 減 可能性 高い 消費者 直接影響 え う 気候変動 関 会議

や異常気象 大規模 被害 発生 企業 行動 消費者 持続可能性 対

意識 高 合わ 変化 い 本稿 企業や 度

異質性 統制 個体効果 時間効果 推定 投入 わ 本稿 企業 特性

統制 い い いう限界 あ 企業 固定効果 統制 限界 対

処  

 以 踏 え 本稿 固定効果 採用 企業 タ 化

標準誤差 用い タ 析 実施 体的 前節 設定 3

仮説 検証 5 構築 タ 析 実施

Model 1 市場型政策 非市場型政策 技術支援政策 総合指数 独立変数 投入

Model 2 (市場型政策) 3 (非市場型政策) 4 (技術支援政策) 各類型 総合指数

構成要素 あ 個 政策 指数 投入 最 Model 5 個 政策 指数

投入 推定  

 

 

 

 

 
12 露限度値 (Emission Limit Value: ELV) 政策 許容 温室効果 排出 最

大濃度 定 政策 あ https://www.oecd-ilibrary.org/docserver/90ab82e8-en.pdf? 
expires=1700581410&id=id&accname=guest&checksum=F7669EE73B38E805A¥47474 
F6A83874D7 (2022 11 20日)  
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表  変数説明 

 

変数 変数説明 出

市場型政策 酸化炭素排出 引 再生可能 排出 引 炭

素税 NOx 税 SOx 税 軽油燃料税 数 0
6 範 収 う 均等 加

数

非市場型政策 NOx ELV PM ELV SOx ELV 軽油 硫黄含

規制 数 0 6 範 収 う

均等 加 数

技術支援政策 公的研究開発費 陽 支援 風力支援 数 0
6 範 収 う 均等 加

数

酸化炭素排出 引 酸化炭素 間 均許可価格

再生可能 排出

引

再生可能 証明書 引 義務付
持続可能 源 電力調達比

率

炭素税 酸化炭素排出 対 税率

NOx 税 窒素酸化物排出 対 税率

SOx 税 硫黄酸化物排出 対 税率

軽油燃料税 軽油税÷企業 軽油 対 支払う全国税引前価
格

NOx ELV 大型 新設石炭火力発電所 許容 酸化窒

素排出 最大濃度

PM ELV 大型 新設石炭火力発電所 許容 粒子状物

質排出 最大濃度

SOx ELV 大型 新設石炭火力発電所 許容 硫黄酸化

物排出 最大濃度

軽油 硫黄含

規制

自動車用軽油 許容 最大硫黄濃度

公的研究開発費 炭素 技術 研究開発 対 政府
支出 GDP比

陽 支援 固定価格買 制度 (FIT) や再生可能
ン 陽 技術 価

格補 世界的 準化電気料金 (LCOE) 対

水準

風力支援 固定価格買 制度 (FIT) や再生可能
ン 風力 技術 価格

補 世界的 準化電気料金 (LCOE) 対

水準

企業 気候変動

ン

コ

CDP 気候変動 関 ン 対 企業

回答 基 A～F コ 1～9 範 数

値化 数

CDP Climate
Change Report

log (GDP) 一人当 GDP (2015 米 固定) 自然対数化

値

log (FDI) 対外直接投資 純流入 自然対数化 値

log (Exports) サ 輸出 (対GDP比) 自然対数化

値

log (Imports) サ 輸入 (対GDP比) 自然対数化

値

OECD
Environmental
Policy Stringency
Index

World Bank
Database
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表  記述統計 

 

 

 

分析結果 

 

市場型政策 非市場型政策と企業 環境保全活動 関係 

 

 仮説 1 2 支持 結果 表 3 あ う 市場型政策 非市場型政策

気候変動 ン コ 意 結果 市場型場型政 厳

格化 一般的 企業 環境保全活動 効果 あ 示 特 環境政策 企

業 環境保全 力 効果 環境逃避地仮説 述 う 規制 緩い企業 設備

移転 び投資 移転 効果 大 い可能性 あ 示唆 企

業 移転決定 人件費や市場 近 他 多 要因 右 移転コ 環境

規制 伴う高い 費 回 原因 あ 考え  (Millimet and List  

観測数 平均値 標準偏差 最小値 最大値

市場型政策 16334 1.7100 1.1300 0 6

非市場型政策 16334 4.9400 1.4400 0 6

技術支援政策 16334 2.5300 1.1600 0 5

酸化炭素排出 引 16334 1.2400 1.0700 0 3

再生可能 排出 引 16334 2.1000 2.4900 0 6

炭素税 16334 0.8700 1.5100 0 6

NOx 税 16334 1.0200 1.7500 0 5

SOx 税 16334 1.7900 2.3800 0 6

軽油燃料税 16334 2.9100 1.7100 0 6

NOx ELV 16334 4.9200 1.7300 0 6

SOx ELV 16334 5.1300 1.2900 0 6

PM ELV 16334 4.6600 1.7400 1 6

軽油 硫黄含 16334 5.5300 0.6500 4 6

公的研究開発費 16334 2.3500 1.7700 0 6

陽 支援 16334 2.5000 2.0800 0 6

風力支援 16334 2.8000 2.0500 0 6

企業 気候変動

ン コ
16334 3.6500 3.2800 1 9

log (GDP) 16334 10.5000 0.9900 7.4400 11.0100

log (FDI) 16334 25.0100 1.1100 21.4500 26.5100

log (Exports) 16334 3.0100 0.4100 2.3200 4.4600

log (Imports) 16334 3.0400 0.3500 2.4700 4.3800
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表  企業 環境保全活動に対 る環境政策 影響 

 

 

2004; Grubb et. al 2022) 新規投資 規制逃避 環境政策 効果 回 理由

新 国 環境規制導入 可能 将来 確実性 考え  (Naegele 

and Zaklan 2019)  

Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5

市場型政策 0.1361 *

(0.0638)

非市場型政策 0.3285 ***

(0.0984)

技術支援政策 -0.1042 *

(0.0462)

酸化炭素排出 引 0.0547 0.0441

(0.0482) (0.0569)

再生可能 排出 引 0.0601 † 0.0847 *

(0.0331) (0.0354)

炭素税 0.0007 -0.0194

(0.0290) (0.0325)

NOx 税 -0.0517 * -0.0657 **

(0.0247) (0.0251)

SOx 税 0.0959 * 0.2086 ***

(0.0479) (0.0494)

軽油燃料税 -0.0570 -0.0438

(0.0367) (0.0384)

NOx ELV -0.1326 -0.2175 *

(0.0904) (0.1090)

PM ELV 0.2173 *** 0.2098 ***

(0.0383) (0.0371)

SOx ELV 0.0046 -0.0017

(0.0357) (0.0362)

軽油 硫黄含 規制 0.0315 0.1886 **

(0.0514) (0.0624)

公的研究開発費 0.0289 0.0504

(0.0440) (0.0501)

陽 支援 -0.0436 ** -0.0185

(0.0139) (0.0142)

風力支援 -0.0219 -0.0454

(0.0266) (0.0282)

時間効果 YES YES YES YES YES

個体効果 YES YES YES YES YES

国 統制変数 YES YES YES YES YES

調整済 R2 0.8467 0.8464 0.8470 0.8466 0.8475

N 16334 16334 16334 16334 16334

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1
(2) ( )内 企業 タ 化 標準誤差

企業 気候変動 ン コ

従属変数
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 表 3 Model 1 あ う 非市場型政策 方 市場型政策 統計的 確 

実性 高い 示 排出権 買 環境税 払 汚染

行動 行い続 可能 市場型政策 規制 基準 義務付 非市場型政

策 方 短期的 環境保全活動 可能性 示唆  

 一方 個 政策 い 仮説 支持 い結果 示 市場型政策 個 政策

い CO₂排出規制 関わ 炭素税 CO₂ 引政策 軽油燃料税 い 意 結果

得 CO₂規制 対象 企業 規制 緩い国 逃避 企業

い企業 混在 い 可能性 示唆 い 既存研究 い 固定コ 高い移動

性 高い産業 属 企業 環境政策 厳格化 伴 規制逃避 行う 明

い  (Dou and Han 2019) 繊維製造業 紙 紙製品製造業 移動性 高

い産業 内 多 CO₂排出 多い産業 あ 他 温室効果 規制 逃避

ン ン 高い 考え CO₂規制 対象 企業 移動性

高い企業 い企業 混在 い 意 結果 得 考え

 

 窒素酸化物 (NOx) 対 環境政策 市場型政策 非市場型政策

い 企業保全活動 減 結果 得 本稿 用い 窒素酸化物 環境政策

指数 変動 少 政策効果 捉え い い 原因 考え 体的 窒

素酸化物 露限度値規制 い 16 国 5 環境政策指数 タ 内 変動

1 度 存在 窒素酸化物税 い 環境政策指数 変動 4 回 見

タ 制約 窒素酸化物 対 環境政策 効果 本稿 捉え

可能性 あ  

 

市場型政策 非市場型政策と企業 環境保全活動 関係 

 

 仮説 3 支持 いう結果 表 3 あ う 技術支援政策 総合政策指数

意 結果 あ 個々 政策 環境政策数 意 い 技術支援政

策 増加 企業 環境保全活動 影響 あ 影響 い可能性 明

研究開発 効率性 向 価格

サ 利用 増加 ン 効果 あ 可能性 あ  (Herring 2004)

結果 対 特定 環境技術革新 価格 引 環境政策

効果 鈍化 他産業 環境的 持続可能 産業 転換 ン ン 減

いう 想定 Koçak and Ulucak (2019) や Petrović and Lobanov 
(2020) 研究開発費 CO₂排出 影響 研究 研究開発費 CO₂排出

増や 効果 持 いう本稿 析結果 様 示唆 導い い  
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結論 

 

 本稿 タ 析 用い 環境政策 企業 環境保全活動 関 い 検

証 行 環境政策 効果 認 既存研究 企業 生産活動 排出 温室効果

一部 析対象 含 い い 厳 い環境規制 回避 企業

環境規制 厳 い国 緩い国 設備 移転 いう環境汚染逃避地仮説 存在

課 指摘 い 一方 環境汚染逃避地仮説 支持 既存研究 い

産業 移転コ 考慮 析 足 特 環境政策 緩い国 新規投資

流入 形 環境汚染逃避 緩や 発見 難 い 考慮 析

い い いう課 残 い う 企業 複雑 行動決定 捉え い

い いう既存研究 共通 課 対 本稿 企業環境汚染 対 認識

ベ 環境汚染 削減 計画 実施可能性 評価 豊富 タ

用い 企業行動 複雑 決定要因 捉え 析 試  

 結果 以 4 示唆 得 第一 市場型政策 非市場政策 厳

格化 企業 環境保全活動 効果 環境逃避地仮説 述 う 規制 緩い

国 設備移転 び投資 移転 効果 大 い可能性 あ 第 市場型政策

比較 即時 強制力 持 非市場型政策 短期的 環境保全活動 可能性 あ

第 移動性 高い産業 規制 緩い国 逃避 可能性 あ 第四 技術支援

政策 ン 効果 影響 企業 環境保全活動 減少 可能性 あ  

 以 析結果 び示唆 2 政策 提言 移動性 高い企業 規制

逃避 多い国 い 厳 い規制 国内生産者 規制 緩い国 生産者 間

競 条件 準化 政策 効果的 あ 考え 体的 輸入 含 排

出 国内炭素価格 適用 国境炭素調整政策 挙  (Bohringer et al. 2022)

実際 2021 7 欧州委員会 炭素国境調整  (CBAM) 段階的 導入

提案 欧州連合 2026 導入 定 あ 13 技術支援政策

無効化 可能性 あ ン 効果 対 価格 引 い市場

型政策 び非市場型政策 効 あ 考え 体的 温室効果 引政策

温室効果 排出 限設定 効果的 例 挙 温室効果 引政策

場合 ン 効果 需要 増加 各企業 許可証 価

格 限 超え い範 費用対効果 高い排出 目指 許可証 引

 (Li et al. 2019) 以 政策 導入 企業 環境保全活動 活発化

う  

 最 本稿 タ 5 環境政策 効果 検証 い い いう限界 あ

実 あ 今 長い期間 対象 環境政策 長期的 影

 
13 https://taxation-customs.ec.europa.eu/carbon-border-adjustment-mechanism_en  
(2023 11 20日)  
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響 検証 可能  
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第 章 

 

電力制度 変化による再生可能エネルギー 普及と脱炭素 関連 

 

諏訪部 絢子 

 

 

要約 

 

国 的 課 あ 温室効果 削減 ネ 転換 要 あ 日本

ネ 転換を進 制度的要因 電気 業制度改革 固定価格買 制度 挙

柔軟 電力市場を生 出 再生可能 ネ 業 新規参入を容易

そ 本稿 2016 2020 旧一般電気 業者を 規模電気 業者

電 を用い 規模電気 業者 再生可能 ネ 及 酸化炭素

排出 削減 え 影響を 析 析結果 規模電気 業者 増加 再生可能

ネ 及を 最終的 酸化炭素排出 を削減 明

知見 規模電気 業者を支え 適 制度改革や 補助金を 支

援 要性 示唆  

 

 

じめに 

 

 近 脱炭素 組 国 的 要 関心 い 資源 ネ 庁

2021 時点 世界 154 国 ン ュ を掲 い 1 一方 国

酸化炭素排出 削減 対 解決策 要視 い ネ

転換 あ 資源 ネ 庁 日本 ネ 構造 う 再生可能 ネ

占 割 を 36%〜38% 現状 課 い 2  

日本 ネ 転換 背 大 流 存 第一 固定価格

買 制度 開始 あ 固定価格買 制度 電力会社 再生可能 ネ 電力

を固定価格 買い 制度 あ 3 再生可能 ネ 入 容易

 
1 https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2022/html/1-2-1.html (2023 11
17日)  
2 温室効果 削減 目標値を 成 再生可能 ネ 比率を 36%〜38%
引 必要 あ https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/sai 

ene/community/dl/05_01.pdf (2023 11 11日)  
3 固定価格 買い 一定期間 定 あ 一定期間 買い 国

約束 形 成立 https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/ 
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実 本制度開始後 再生可能 ネ 電源構成比率 10 間 9.4%増加 4

第 電気 業制度改革 あ 一般 電や 売 電力自 化を含 改革

従来 一般電力会社 電力市場 独占を解 電力市場 競 を 理

解 1995 電 自 化 2016 電力 売全面自 化を経 消費者 自

身 電力を購入 可能 5 環境 ネ

あ を強調 電力を販売 売 業者や 地域 散 再生可能 ネ

電を行う 散型 ネ 増加 6  

固定価格買 制度 電気 業制度改革 再生可能 ネ 及を 脱炭

素化 献 う 既存 研究 明 い 特 固定価格買 制度

海外 ネ 転換政策 主流 あ 多 研究 行わ い そ 多

学習曲線 概念を通 解釈 学習曲線 あ 技術 市場 経験や学習

を通 コ ンを 測 あ  (Wand and Leuthold 2011) 固定価格買 制

度 再生可能 ネ 入 を増や 再生可能 ネ 技術 市場 経

験を増や 学習効果を高 設備 コ ンを 可能性 あ 考え  

(Alizamir et al. 2016) 一方 日本 海外 行わ い う 定 的 研究 少 い

茅  (2014) 2012 固定価格買 制度 買 価格 20 間 42 /kWh

高 あ 確実 益 見込 入 壁 少 い太陽 電を中心 電力

業を行う 業者 増加 いう 以 観察を中心 日本国 固定価格買 制度

再生可能 ネ 業 益 見通 を立 を容易 点 評価  

( 林 2021; 茅  2014)  

電気 業制度改革 関 国外 研究 豊富 あ 再生可能 ネ 及 影

響 要因 主 議論 電力自 化 ネ 業 多様

いう あ Pepermans et al. (2005) 顧客 柔軟 変化

自 化後 電力市場 い 再生可能 ネ を含 散型 ネ 7 適

い を主張 散型 ネ 技術 火力 電等 集中型 ネ 比較

規模 傾向 あ 建設 短 柔軟 市場 適 い いう 

 
data/kaitori/2018_fit.pdf (2023 11 14日)  
4 https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/040_01_00.pdf 
(2023 11 14日)  
5 サ 部 電力 改革 本稿 電気 業制度改革 https://www.enecho. 
meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/summary/ (2023 11 19日)  
6 自治体新電力 ン ン 等 電力自 化 ビ ネ 多様性 生

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/tokushu/denryokugaskaikaku/denr 
yokujiyuka.html (2023 11 15日)  
7 散型 ネ 規模 地域 散 い ネ を示 概念 あ 再生

可能 ネ やコ ネ ョン 熱源機 を示 そ 利用方法 自家消

費 面的利用 固定価格買 制度利用 多様 方法 あ https://www.enecho.meti.go.jp 
/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/006/pdf/006_05.pdf (2023 11
17日)  
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(Pepermans et al. 2005) 日本 研究 電力 自 化 自 化後 市場

柔軟性を利用 散型 ネ や自治体新電力等 規模電気 業者 及を

点 評価 い  ( 波  2016)  

本稿 行研究 明 を参考 そ 研究 研究 課

残 い を指摘 い 第一 国 固定価格買 制度 関 研究 い

再生可能 ネ 及 え 影響を定 的 析 研究 少 い 定 的 研

究 関 杉山 朝  (2013) 短期間 推定 基 い 存

固定価格買 制度 最適 価格設定やそ 頻度を提言 あ 再生可能

ネ 及 対 影響を検証 い 第 電気 業制度改革 関

研究 売 自 化 成立 新電力会社 対 消費者 契約意識 変化 着

目  (依 村  2016; 波  2016) や 新電力会社 相 倒産 制度

を主張  (山本 2022) 豊富 あ 再生可能 ネ 及 関連

定 的 研究 少 い 電気 業制度改革 散型 ネ 規模 新

ネ 形態 及 再生可能 ネ 及 う 影響を及

定 的 評価 研究 余地 あ  

以 研究 課 対 本稿 電気 業制度改革 固定価格買 制度を通

規模電気 業者 及 再生可能 ネ 及 え 影響を 析 加え そ

制度を通 再生可能 ネ 及 ネ 転換 本来 目的 あ 脱

炭素化 え 影響を検証 体的 2016 2020 規模電気 業

者 電 固定価格買 制度 録済 太陽 電設備 容 及び再生可能 ネ

電 都 府県別 ネ を構築 そ 電気 業制度改革や固定価

格買 制度を通 増加 規模 電 業者 電 変化 再生可能 ネ

及 え 影響を検証 再生可能 ネ 電 ネ 来

酸化炭素排出 都 府県別 ネ を用い 再生可能 ネ 及

酸化炭素排出 え 影響を検証 析 結果 規模電気 業者 電

増加 再生可能 ネ 及 意 影響を え い 明

固定価格買 制度 規模電気 業者 増加を 形 間接的 再生可能 ネ

及を い 示 う 規模電気 業者 増加を通

再生可能 ネ 及 酸化炭素排出 を削減 う 明  

第 2節 国 外 再生可能 ネ 及要因を中心 行研究を 第 3

節 行研究 知見を基 規模電気 業者 再生可能 ネ 電割 酸化

炭素排出 え 影響を理論構築 第 4節 析 必要 方法を 明

第 5 節 実 推定結果を元 規模電気 業者 増加を通 再生可能 ネ

及 脱炭素 影響 い 議論 第 6 節 本稿 得 知見を踏 え

日本 ネ 転換 あ 方を提示  
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先行研究 

 

再生可能エネルギー 普及要因 

 

再生可能 ネ 及要因 制度的要因 社会的要因 明 制度

的要因 電気 業制度改革 固定価格買 制度 開始 挙  

 電気 業制度改革 ネ 業を多様化 手段 評価 日本

電気 業制度改革 1995 電 自 化 始 2016 売全面自 化を経

電気 業者 再生可能 ネ を含 多様 業 組 を可能

 ( 波  2016) ネ 業 多様化 供給者 消費者 方 相互的 影響

を え あ 例え 2016 電力 売全面自 化後 環境意識 高い個

人や機関 自身 従 再生可能 ネ を供給 業者を選択 い

電力選択 可能  (西 諏訪 2020) 実 大学 教育機関 電力 供

給 を再生可能 ネ 比率 高い新電力 一部変更 例 見  (西

諏訪 2020) 一般消費者 間 環境価値 高い ネ を選好 傾向 あ  (西

諏訪 2020; Murakami et al. 2015) 電力 契約 を変更 ン 8 増加傾向

あ 9  

一方 供給者 視点 立 電気 業制度改革 業 幅を広 結果 再生可能 ネ

及を 考え 海外 研究 電力自 化 散型 規模

電設備 ネ 供給 対 期待 大 い Pepermans et al. (2005) 建

設 短い 規模 再生可能 ネ 電力自 化後 柔軟 市場 適

い 主張 国 電 自 化や 売 自 化を通 中 企業 電気 業

を行え う 新 市場参入 電気 業者 大 資本投 を要

大型 電を営 壁 高い (  2015) そ 再生可能 ネ を

少 い資本 運営 規模 電 業を営 多い (  2015) 地域

出資 形 市 再生可能 ネ を販売 自治体新電力 期待 集 い  

( 波  2016; 諸富 2021)  

一方 第 固定価格買 制度 再生可能 ネ 市場 参画者を増や 市

場 学習効果 再生可能 ネ 設備 コ ンを図 点 評価 い

(Alizamir et al. 2016; Wand and Leuthold 2011) 海外 固定価格買 制度 関

 
8 電力自 化以後 一 半 一般家庭 電力供給 契約 替え 10.6%

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/tokushu/denryokugaskaikaku/denryoku 
jiyuka.html (2023 11 16日)  
9 消費者 現状 契約 対 現状維持 根強 あ  (依 村  
2016) 電力自 化後 環境意識 基 電力契約 替え 一般化 言い

い  
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研究 多 学習曲線 概念10を用い 研究 あ 適 固定価格 学習効果 高

再生可能 ネ 運営 コ そ 適 固定価格 設

定 要 あ  (Alizamir et al. 2016; Wand and Leuthold 2011) 加え Kilinc-Ata 

(2016) ネ 転換を 複数 政策を比較 結果 価格 基 再生可能 ネ

支援政策 本質的 再生可能 ネ 及を や い 主張

国 研究 固定価格買 制度 再生可能 ネ 業 益性を 測 や

点 評価 い 再生可能 ネ 入コ 対 益性を確実

業 対 投資 回 確実性を 主張  ( 林 

2021; 茅 2014) 固定価格買 制度 新規 電気 業者 自 化

市場 参入 や を示唆  

う 制度 要因以外 再生可能 ネ 及 社会的 背 関

い 例え 日本 再生可能 ネ 入 対 社会的要因 東

日本大震災後 原子力 電所 故 起因 原子力 電 対 国民 抵抗 挙

東日本大震災後 電力供給 安 日本国 節電意識や ネ 源 対 関

心 高  ( 中 外岡 2013; 森 馬奈木 2013) そ 同時 酸化炭素を排出

い電力源 あ 原子力 電 対 支持 得  (岩井 宍戸 2021)

化石燃料を利用 電 電力供給 割 再生可能 ネ 電力供給

割 一般 関 性 あ  (Aguirre and Ibikunle 2014) 東日本大震災

後 脱原 動 日本 再生可能 ネ 及を 社会的要因 一

考え  

以 行研究 整理 電気 業制度改革 固定価格買 制度 再生可能 ネ

及を 可能性 指摘 い う 再生可能 ネ 及 ネ

転換 目的 あ 脱炭素 う 影響を え う  

 

再生可能エネルギーが 酸化炭素排出量に与える影響  

 

再生可能 ネ 酸化炭素排出 え 影響 国家間比較 多い

Hamid et al. (2022) 拡張 STIRPAT を用い BRICS国家間を 民主主義度

い 経済成長 再生可能 ネ 消費率等を軸 比較 そ 結果 再生可能 ネ

消費割 1%高い 一人当 酸化炭素排出 均 0.5%減少

明  (Hamid et al. 2022) Le et al. (2020) 豊 類 国家

を比較 進国 再生可能 ネ 及 酸化炭素排出 削減を

を明 他方 蓄電 を 再生可能 ネ 関連 技

術 進 脱炭素 関連を論 研究 多い 林  (2017) 蓄電 価格

 
10 学習曲線 あ 技術 市場 経験や学習を通 コ ンを 測

あ  (Wand and Leuthold 2011)  
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酸化炭素排出 減少 を示 い 以 再生可能 ネ

電 増加 酸化炭素排出 減少を 考え  

以 う 行研究群 対 日本 国 電気 業制度改革 固定価

格買 制度 進 規模電気 業者 増加 再生可能 ネ 及

関 定 的 研究 少 い わ そ 本稿 再生可能 ネ

及を 進 制度的要因 着目 そ 中 日本 電気 業制度改革 固定価格買

制度 規模電気 業者 市場参入を 点 注目 制度を通 規模電

気 業者 増加 再生可能 ネ 及 え 影響を検証 加え そ 制度的

要因 国 ネ 転換本来 目的 あ 酸化炭素排出 削減 影響を

え い を実証的 明  

 

 

理論仮説 

 

制度的要因による小規模電気 業者 増加 

 

 本節 電気 業制度改革 固定価格買 制度 再生可能 ネ 及を

両制度 規模電気 業者 新規参入を行いや 点 着目

規模電気 業者 従来 一般電気 業者以外 電気 業者 を指 体的

1995 電 自 化 市場参入 IPP (Independent Power Producer) やそ 後

漸 的 行わ 電力 売自 化 生 PPS (Power Producer and Supplier) そ

他再生可能 ネ や蓄電 等を用い 固定価格買 制度 売電を行う 電 業

者等を指  

 行研究 電気 業制度改革 実現 柔軟 市場 規模電気

業者 増加 考え Papermans et al. (2005) 電力市場 自 化 消費

者 選好を 映 や 市場 再生可能 ネ 規模 電方法

適 い 主張 体的 蓄電 を利用 規模 電方法 建設

時間 少 い 顧客 多様 電力供給 好 を 映 や い いう  

(2015) 電 売自 化以後 新 ネ 業者 市場参入 関 太陽

電 業 始 や や 電規模 柔軟性 注目 そ 太陽 電を中心

規模 電方法 あ 中 企業 市場 参入 可能 あ

い  (  2015)  

他方 固定価格買 制度 自 化 市場 新 参入 電気 業者 参入 壁

を 点 規模電気 業者を増加 茅  (2014) 2012 固定価

格買 制度 買 価格 20 間 42 /kWh 高 あ そ 確実 益

見込 入 壁 少 い太陽 電を中心 電力 業を行う 業者 増加  (茅  
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2014) 加え 固定価格買 制度 再生可能 ネ 設備コ を 役割

あ  (Alizamir et al. 2016; Wand and Leuthold 2011)  (2015) 言及 新規

電気 業者 莫大 資本を要 い電気 業 参入を 進  

 

小規模電気 業者 増加による再生可能エネルギー普及 効果  

 

 以 制度的要因 基 規模電気 業者 増加 再生可能 ネ 及を

諸富 (2021) 再生可能 ネ 原子力 電 火力 電 う 大規模

集中型 電源 異 散型 性質を持 い 散型 いう

再生可能 ネ 土地 面積 制限 電を行え 性質を示

散型 電 業を行う電気 業者 増加 直接的 再生可能 ネ 増加を

い 言え 規模電気 業者 電を増加 必要 電力系統

11 強化 間接的 再生可能 ネ 及 献 可能性 あ 12 規模電気 業

者 主 行う 散型 ネ を 入 当 系統 系統 増強 必要

そ 増強 過程 配電網を提供 業者 配電 い 技術を

用い 電力 制御を行う 柔軟 系統運用を実現 う 結果 コ 再生

可能 ネ 大 入を可能 基盤 生  (資源 ネ 庁 

2023) 以 規模 散型 電 業を営 規模電気 業者 増加 直接的

間接的 再生可能 ネ 入を推 進 可能性 高い 散型 ネ

や 規模電気 業者 増加 再生可能 ネ 及 関連を定 的 析 研究

少 い Papermans et al. (2005) 規模 電技術 短 散型

性質を持 再生可能 ネ 入を 主張 風力 電等 民 抵抗を

あ 電方法 情 異  

 以 本稿 電気 業制度改革 固定価格買 制度を通 規模電気

業者 増加 再生可能 ネ 電 増加 え 影響 注目 以 仮

を検証  

 

仮説  規模 電 業者 増加 再生可能 ネ 電 増加

 

仮説  固定価格買 制度 電 容 増加 規模 電 業者

増加  

 

再生可能エネルギー 普及による 酸化炭素排出量へ 影響  

 
11 電力系統 電 消費 を行う 利用 設備 あ https://xtech.ni 
kkei.com/dm/article/WORD/20130215/266134/ (2023 11 17日)  
12 以 明 資源 ネ 庁 (2023) 参照  
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 行研究 再生可能 ネ 及 い 国家 そう い国家 酸化炭

素排出 異 明 い  (Hamid et al. 2022; Le et al. 2020) 諸富 

(2021) 同様 地域 利用 化石燃料 来 ネ を 身近 地域 生産

再生可能 ネ 置 換え 脱炭素 献 を主張

林  (2017) 再生可能 ネ 設備 拡張 酸化炭素排出 を減少

を示 本稿 日本 地域間 比較 同様 関 見出 考え 以

仮 を検証  

 

仮説  再生可能 ネ 電 増加 酸化炭素排出 減少

 

 

 

データと方法 

 

データ 

 

前節 理論仮 を検証 2016 2020 都 府県別 ネ

を構築  

仮 1-1 用い 変数 い 明 従属変数 資源 ネ 庁 公開

電力調査統計表 13 基 ネ 源 電 を 計 全体 電

う 再生可能 ネ 14 電 占 割 を再生可能 ネ

電割 用い  

理論的 関心 あ 独立変数 少規模電気 業者 電割 業用 FIT 電割

宅用 FIT 電割 あ 電力調査統計表 全 電 業者

電 う 旧一般電気 業者 電 を い 部 を 規模電気 業者 電

15 そ 規模電気 業者 電 16 全体 電 占 割 を 規

 
13https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/electric_power/ep002/results_archive.html (20 
23 11 21日)  
14 水力 風力 太陽 地熱 廃棄物を再生可能 ネ

電 資源 ネ 庁 基準 従い再生可能 ネ

廃棄物 電 含 https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and 
_new/saiene/renewable/biomass/index.html (2023 11 18日)  
15 旧一般電気 業者 電気 業法 電 自 化 前 独占体制

大規模電力 業者 https://pps-net.org/glossary/2439 (11 21日)  
16 規模電気 業者を都 府県別 割 振 https://www.enecho.meti.go.jp/categor 
y/electricity_and_gas/electric/summary/retailers_list/ (2023 11 21日) https://www. 
enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electricity_measures/004/list/ (2023 11
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模電気 業者 電割 計算 再生可能 ネ 電気 利用

進 関 特別措置法 情報公開 サ 17 公開 別 定及び 入

基 固定価格制度新規 定 都 府県別太陽 電設備 入容 電力調査

統計表 ネ 源を問わ い全体 電 占 割 を FIT 電割

経済産業省 買 価格 規定 従い 電規模 10kW 未満 太陽 電所を 宅用

10kW以 電所を 業用 区別 い 18 以 従属変数 独立変数 自然対数

化 を 析 用い  

仮 1-2 検証 仮 1-1 同様 変数を用い 規模電気 業者 電割

を従属変数 業用 FIT 電割 宅用 FIT 電割 を独立変数 両者 関連を

析  

最後 仮 2 用い 変数 い 明 従属変数 都 府県別 ネ 消

費統計調査 19 結果 基 人 20百人あ 酸化炭素排出 を用い 酸化炭

素排出 ネ を生産 排出 限定 当該統計表 中  

 

表  変数説明 

 

 

 

 

 
21日) を参照 記載 い 関 自身 企業 サ 本

社所 地を参照 明又 曖昧 排  
17 https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfoSummary (2023 11 21日)  
18 https://www.meti.go.jp/press/2021/03/20220325006/20220325006.html (2023 11
18日)  
19 https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/energy_consumption/ec002/results.html (202 
3 11 22日) 
20 人 国勢調査 基 総人  
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表  記述統計 

 

 

ネ 利用 電力寄 損失 排出 配 21 値を足 を利用 理

論的 関心 あ 独立変数 仮 1-1 用い 同様 再生可能 ネ

電割 を用い 従属変数 独立変数共 自然対数化 値を用い  

統制変数 全 を通 同様 を用い 地域毎 人間 活動 や製造品

来 電力需要 酸化炭素排出 等を制御 総人 業統計調査 経済

ンサ 業所あ 製造品出荷 地方 政状況調査 政力指数を利用

総人 業所あ 製造品出荷 自然対数化 を使用  

 

推定方法 

 

再生可能 ネ 入率や 電源 数 そ 土地 立地条件 大

都市 山間部 人 差 大 い日本 人間 活動 行わ い 地域 大

限 酸化炭素排出 地域差 あ そ 地域 再生可能 ネ

を 入 ン や 酸化炭素排出 地域差 あ 注意 必要 あ

電力 電 そ 需要 大 変化 度毎 業所や家庭

電力 需要 異 度間 差 注意 必要 あ そ 本稿

検証 都 府県や 度毎 見 異質性を統制 個体効果 時間効果を投

入 本稿 度間 い 地域間 い 両方向を固定 固定効果

基 ネ 析 検証を行う  

 

 

分析結果 

 

 
21 電力寄 損失 電力を外部 購入 損失 ネ を指

電力寄 損失 CO2排出 を示 https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/e 
nergy_consumption/ec002/pdf/dkiyosonn.pdf (2023 11 18日)  

観測数 均値 標準偏差 最 値 最大値

log (再生可能 ネ 電割 ) 235 0.8865 0.8689 0 3.5089

log ( 規模電気 業者 電割 ) 235 2.5119 1.3450 0 8.7961

log ( 業用FIT 電割 ) 235 0.7351 0.6817 0.0126 3.6815

log ( 宅用FIT 電割 ) 235 0.2204 0.3680 0.0044 2.1883

log (総人 ) 235 14.4541 0.7813 13.2238 16.458

log ( 業所あ 製造品出荷 ) 235 7.2535 0.4626 5.8916 8.2741

政力指数 235 0.5165 0.1900 0.2520 1.1790

log (人 あ 酸化炭素排出 ) 235 7.4328 0.9722 5.7401 9.3594
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小規模電気 業者 増加による再生可能エネルギー普及 効果  

 

 表 3 電気 業制度改革 固定価格買 制度 規模電気 業者

電 増加 再生可能 ネ 及 え 影響を検証 規模電気 業者

電割 業用 FIT 電割 宅用 FIT 電割 を従属変数 再生可能 ネ

電割 を独立変数 い Model 1を見 規模電気 業者 電割

増加 統計的 意 再生可能 ネ 電割 増加 い 仮

1-1 整 的 あ 規模電気 業者 電を増加 再生可能

ネ 電 増加 寄 Model 2〜3を見 業用 FIT 電割 宅

用FIT 電割 増加 再生可能 ネ 電割 増加 い

固定価格買 制度を利用 太陽 電 容 増加 再生可能 ネ

電割 増加を を示 留意 い点 固定価格買 制度 供給

電 従属変数 あ 再生可能 ネ 電割 含 い い あ

再生可能 ネ 関連 間接的 い 何 原因 間接的 再

生可能 ネ 及を う Model 4 再生可能 ネ 電割 を従 

 

表  小規模発電 業者 増加による再生可能エネルギー普及 効果 
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表  固定価格買取制度が小規模発電 業者 発電割合に与える影響 

 

 

属変数 規模電気 業者 電割 業用 FIT 電割 宅用 FIT 電割 を独立

変数 い を見 規模電気 業者 電割 を変数 投入 結果

業用 FIT 電割 宅用 FIT 電割 変数 統計的 確実性 高 い そ

固定価格買 制度 規模電気 業者 電を 進 を通 再生可能

ネ 電割 増加を いう 想定 点を検証

表 4  

表 4 規模電気 業者 電割 を従属変数 業用 FIT 電割 宅

用 FIT 電割 を独立変数 Model 1〜2を見 業用 FIT 電割 増加

統計的 意 規模電気 業者 電割 増加 固定価格買 制度を利

用 業用 太陽 電設備 容 増加 規模電気 業者 電 を増加

わ 仮 1-2 整 的 あ 宅用 FIT 電割 統計的

意 結果 得 宅用 太陽 電 電を行い固定価格買 制度

電力供給 場 自家消費を目的 電を行う 多い あ 考え 電 
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表  再生可能エネルギー 普及が 酸化炭素排出量に与える影響 

 

 

う 利用 余剰電力を電力会社 供給 22 固定価格買 制度

電 業 参入 壁を緩和 影響 持 い い  

 統制変数 関 表 3 表 4 政力指数 統計的 意 再生可能 ネ

電割 規模 電 業者 電割 を増加 都 府県 政的余裕 再生

可能 ネ 利用 進 献 可能性を示唆 い 表 3 い 総人

増加 再生可能 ネ 電割 減少 い を示 い

人 多い都市部 電 人 少 い山間部 方 土地 広 再生可能 ネ

を設置 や い 挙 23  

 以 析結果 明 再生可能 ネ 及 日本 ネ 転

換本来 目的 あ 酸化炭素排出 削減を遂 い う 表 5 人 あ

酸化炭素排出 を従属変数 再生可能 ネ 及 酸化炭素排出

え 影響を検証 Model 2 い 再生可能 ネ 電割 増加

 
22 10kW 未満 出力 太陽 電 余剰電力 売電 https://www.smart-
tech.co.jp/column/solar-power/surplus-sales/ (2023 11 18日)  
23 https://www.env.go.jp/earth/report/h22-02/gaiyo.pdf (2023 11 18日)  
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人 あ 酸化炭素排出 減少 明 仮 2 整

的 結果 あ 日本 都 府県間 比較 再生可能 ネ 及 実

酸化炭素排出 削減 献 い  

 

 

結論 

 

 本稿 2016 2020 都 府県別 規模電気 業者 固定価格買 制度

利用 業者 ネ を用い 電気 業 関 制度変化 再生可能 ネ

及 酸化炭素排出 え 影響を明 本稿 析結果 第一

規模電気 業者 電 増加 再生可能 ネ 及を 明

電気 業制度改革や固定価格買 制度 いう日本 ネ

業 関 制度変化 規模電気 業者を増加 を通 再生可能 ネ

及を を示唆 実 固定価格買 制度 録 い 太陽 電設備

容 増加 規模電気 業者 電 を増加 本稿 析 明

結果 固定価格買 制度 再生可能 ネ 業 開始を容易

規模電気 業者 電 を増加 う 示唆  

 第 以 制度を通 及 再生可能 ネ 酸化炭素排出 を削減

明 日本 脱炭素を成 遂 進 ネ

転換 一定 効果 あ 示唆  

 記 知見 基 電気 業制度改革 固定価格買 制度 増加 規模電

気 業者 再生可能 ネ 及を 脱炭素 献 期待 そ

規模電気 業者 業 を支援 組 後必要 あ 考え 体

的 現 政府 行 い 脱炭素 行地域 24 組 一例

民生部門 ン ュ を目標 脱炭素 向 進的 組 を行

地方自治体 行地域 定を 制度 あ 定を 自治体 交付

金 え う ネ 業 散化や 規模化 対 支援 後 要

 

 日本 規模電気 業を支え 加え そ を是正 要 あ

電気 業制度改革 柔軟 市場を生 出 面 多い 電力 売自 化以後大

設立 新電力会社 多 倒産 追い込 い 山本 (2022) 相 新電

力会社 倒産 原因 電力 売全面自 化 制度 新電力会社 安定 ネ

調 源 確保を義務付 い い を指摘 加え 固定価格買 制度

再生可能 ネ 大 入 混乱 例 あ 陳 (2017) 固定価格買

制度 再生可能 ネ 大 入 電気を送電 系統 足

 
24 https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/grants/ (11 18日)  
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う可能性を問 視 い 実 日本 固定価格買 制度 規定 電力系統

足 系統接 申 込 を断 う 対 電

気を送電 再生可能 ネ を優 的 給電 制度 可能 あ 以

う 問 対 電気 業制度改革や固定価格買 制度 再生可能 ネ

増加 適 電力系統 関 義務 明確化 要  (陳 2017)  

 う 規模電気 業者 対 期待 中 後 多様 電気 業 関 制

度 規模電気 業者 え 影響 注目 研究 余地 あ 例え 本稿

扱わ 炭素税25や非化石証明書26 組 業者 う 影響を え

検証 網羅的 日本 ネ 転換 向 制度改革を考え

う  
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第９章 

 

キ ッシュ ス決済 普及 地域経済に与える影響 

―ポイン 還元事業に ける登録加盟店数 変化 事例 ら― 

 

酒井 日菜里 

 

 

要約 

 

現在 キ ッ 決済 注目度 高 日 国 及 進 い

う 決済手段 経済効果 え 析 国 研究

限 い 稿 経済産業省 公表 い ン 還元 業

録加盟店数 タ 用い 業種 売業 絞 うえ キ ッ 及 実際

経済効果 最 経済効果 決済手段 何

あ 区 村 ベ 析 析 結果 ン 還元 業 加盟店数 特 QR
コ 利用 能店数 増加 売業売 増加 あ 明

結果 国 業 政策的 キ ッ 決済 及 あ 売業 売

増加 効果 あ 示 あ キ ッ 化 実店舗

売 増加 い 日 経済成長 能性 あ 今後 ン 還元 業

や専用端 入支援 行い 国 キ 化 推進 行う意義 十

あ 考え キ 決済 及 売 増加 いう店舗側

ッ 明確 示 周知 及 推 進 能

い  

 

 

に 

 

決済 キ ッ 化 数多 ッ 指摘 例 支払い 利

便性1 改善 や犯罪 防 現金維持 コ 削減 加え 個人消費 増加 経

済成長 進 明 い  (Zandi et al. 2016) う ッ 背

キ ッ 決済 場規模 急 拡大 い 2017 約 70 兆

あ 国 電子決済サ 場規模 2020 87 兆 突破 2025

 
1 引 際 支払い いう行 対 消費者 知覚 労力 少 指  (Teo et al. 
2015)  
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約 113 兆 いわ い 2  

長 世界 主要国 比 キ ッ 決済比率3 水準 あ 課

日 4 2010 13.2% 2015 18.2% 2020 29.7% キ ッ

及 堅調 進 い  (キ ッ 推進協議会 2023) 成長

い 傾向 あ 2008 2013 1.0% 満 あ 前 比

2021 2022 3.5% 加  (キ ッ 推進協議会 2023)
う キ ッ 化 進 要因 新型コ 感染症 流行

非接触 非対面決済 注目 少子高齢化や人口減少 伴う実店舗 人手 足

政府 キ ッ 推進 考え  (経済産業省 2022)  

稿 3 目 要因 挙 政府 キ ッ 推進 焦 当

い 2019 6 政府 2025  ( 和 7 ) 6 キ ッ 決済比率 4
割程度 目標 掲 5 2019 10 2020 6 キ ッ

ン 還元 業 ( ン 還元 業) 実施 日 キ ッ

及率 大幅 高 間 い い 業後 店舗 キ ッ 入率

全体 約 10%増加 還元 業参加店舗 売 全体 占 キ ッ 決済 比率

約 5%増加  (キ ッ 推進協議会 2020)  

行研究 課 い 第一 キ ッ 研究 国外 盛

行わ い 日 キ ッ 化 経済効果 定量的 析 あ

い い あ キ ッ 決済比率 推移 注目 析 限 日

多 行わ い 海外 行研究 あ う 経済効果 着目 析 少 い

第 国外 研究 多 国 単 析 析単 研

究 い い あ 稿 経済産業省 ン 還元 業 調

査 区 村 タ 活用 献 第 最 経済効果 大 い決済

手段 何 い 研究 限 い あ 各決済手段 ッ

ッ い 言及 論文や あ 1 決済手段 絞 研究 行わ 論文 多数あ

効果 大 い 論文 見 い  

 
2 電子決済 物品 購入 サ 際 生 支払い い 現金 用い

電子的 タ 処理 定義 調査結果 あ https://lab.epayments.jp 
/archives/5732 (2023 11 8 日)  
3 ッ ッ 電子 QR コ 決済 支払 合計

民間最終消費支出 割 2017 経済産業省 FinTech ン い

中 定義 キ ッ 及状況 指標 い  
4 東 地域 韓国 キ ッ 決済比率 約 90% 中国 60% 超え

い  (中田 2019)  
5 2018 経済産業省 策定 キ ッ ン 支払い方改

革 言 表 2019 6 議決定 成長 ッ 定量

目標 掲 https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/portal/cashless/in 
dex.html (2023 11 19 日)  
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 問 意識 稿 政府 ン 還元 業 成果 定量的 区

村 ベ 析 うえ 日 い キ ッ 及 地域経済 う

影響 最 影響 決済手段 何 検証

析 あ 百貨店 コン ン 消費者 最 決済

機会 多い 売店 絞 売業売 連 調 タ 述 経済産業

省 区 村 キ ッ 及率 推移 タ 用い い 析 結果

売業売 最 連 強い QR コ 決済 利用 店舗 数 あ

明  

第 2 節 キ ッ 経済 影響 例

い 行研究 後 日 キ ッ 現状 ン 還元 業 成

果 概観 第 3 節 キ ッ 及 売 い 稿 理論仮

説 第 4 節 稿 研究 用い タ 析手法 提示 第 5 節 析結

果 い 議論 第 6 節 前節 議論 稿 明

踏 え 提言 稿 課 述 い  

 

 

先行研究 

 

キ ッシュ ス化 効果 

 

主要国 中心 キ ッ 決済 及 世界中 推進 キ

ッ 化 ッ い 今 多 研究 新 科学技術

や ベ ン 創出 用機会 増加 汚職や 防 現金支払い ン

維持 コ 削減 様々 効果 期待 い  (Singhraul and Garwal 2018)
売 え 影響 い キ ッ 決済 現金決済 支払い時 心理

的苦痛 緩和 や (Prelec and Simester 2001)6 実店舗 支払い 利便性

改善 消費者 支払い意思 増加 効果 あ  (e.g. 林 2021) 
明 い 支払い 利便性 消費者 支払い意思 ベ 強い

連 あ いわ  (Carow and Staten 1999) ッ 及 個人消費

い GDP 増加 指摘 い  (Zandi et al. 2016)7  

 売店 売 い 研究 Boden et al. (2020) 決済 利

 
6 現金 電子 や ッ 利用者 方 計

い い購買行動 傾向 あ https://www.dei.or.jp/aboutdei/column/20200305 
(2023 11 6 日)  
7 実際 圏 絞 析 (渡邊 2018) キ ッ 化 実質 GDP 対

影響 い 明 タ 通貨 2003 2008 あい

世界 実質 GDP 約 3.4% 昇  (Ovat 2012)  
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便性 向 消費者 支払い意思 ベ 昇 売業者 便利 支払い方

法 消費者 提供 益 増加 予測 い 第 3 節

予測 踏 え キ ッ 及 売業売 い 理論仮説

出  

 

日本に けるキ ッシュ ス化 現状 

 

2022 時 日 キ ッ 決済比率 36.0% 金 約 111 兆 あ

訳 ッ 30.4% ッ 1.0% 電子 2.0%
コ 決済 2.6% あ  (経済産業省 2022) ッ 8 割 占 い

日 キ ッ 決済 ッ 決済 主流 あ わ

世界 比較 日 ッ 行枚数 中国 次い 世界

3 番目 多 一人当 ッ 保 枚数 香港 次い 第 3
あ  (前田 2018) 日 世界的 ッ 利用 多い (2016 時 )  

QR コ 決済 い 経済産業省 (2022) 調査 決済 決済比率 増

加 い 明 い 48,208 人 対象 ン 調査 (山 遠

藤 2020) 最 利用 い QR コ 決済サ 利用開始時期 2019 7
12 あ いう回答 最 多 時期 政府 ン 還元 業 実

施期間 重 QR コ 決済 ン 還元 業 通 注目度 高 決済

手段 あ 推測  

日 キ ッ 決済比率 2% 占 電子 あ 2016 時

日 電子 行枚数 利用 世界最多 一人当 電子

保 枚数 世界第 2 あ  (前田 2018) 都 圏 中心 Suica や Pasmo 交通

系電子 及 い 要因 考え  

 

日本 キ ッシュ ス政策 

 

 キ ッ 化 ッ 現状 踏 え 日 政府 キ ッ 及 向

動い い 一例 2019 10 2020 6 キ ッ 決済比率

大幅 改善 図 キ ッ ン 還元 業 ( ン 還元 業) 
実施  

ン 還元 業 大 特徴 3 1 目 キ ッ

入コ 削減 あ 実施期間中 業 加盟 店舗 端 入 コ 国

担 う 店舗 キ ッ 化 2 目

決済手数料 引 あ 例え ッ 決済 入 場合 店

舗 契約 ッ 会社 決済手数料 売 数 ン 支払わ
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い 2021 経済産業省 調査8 キ ッ 決済 手数料 決

済手段 わ 3% 前半 設定 多い ン 還元 業期間中 加盟

店舗 決済手数料 実質 2.17% 設定 店舗 比較的

キ ッ 決済 入 能 中田 (2019) 地方

キ ッ 決済 及 い原因 手数料 存在 挙 い ン

還元 業 課 解決 手段 講 い わ 3 目 消費

者 ン 還元 あ 消費者 対象店舗 キ ッ 決済 際 ン

還元 キ ッ 入 ン ン え  

ン 還元 業 キ ッ 決済比率 大幅 増加 キ ッ

推進協議会 (2020) ン 還元 業 キ ッ 始

支払手段 増や 消費者 全体 70% 業後 店舗 キ ッ

入率 27% 37% 増加 還元 業参加店舗 売 全体 占 キ ッ

決済 比率 2019 4 1 間 28% 33% 増加 い

ン 還元 業参加店舗 ン 調査 売 増 効果 あ 答え 46%
顧 獲得 効果 あ 答え 44% 業務効率化 効果 あ 答え 46%

多 店舗 キ ッ 入 効果 実感 い 明  

 

 

理論仮説 

 

キ ッシュ ス化 売上額に与える影響 

 

行研究 述 キ ッ 実店舗 支払い利便性 改善 支払い時

心理的苦痛 緩和 消費者 支払い意思 向 効果

Boden et al. (2020) 売業者 利便性 高い支払い方法 消費者 提供

益 増加 予測 い キ ッ 決済

入率 売業 売 連あ 考え 2019 10 2020
6 実施 ン 還元 業 各 村 キ ッ 入率 大幅 昇

2019 2020 売業店舗 キ ッ 入率 高

場合 売業 売 増加 考え 踏 え 仮説 1 出

 

 

仮説  ン 還元 業加盟店数変化率 大 い 区 村 売業売 変化

率 大 い  

 
8 https://www.meti.go.jp/press/2021/06/20210618002/20210618002-1.pdf (2023 11
22 日)  
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. 売上額に最 影響を及ぼ 決済手段 

 

 前節 日 キ ッ 現状 概観 通 日 ッ 行

枚数 一人当 所 枚数 世界第 3 あ 日 ッ 決

済 最 利用率 高いキ ッ 決済手段 あ 考え QR コ 決済や電

子 決済 利用 能店数 比較 ッ 利用 能店数 ン 還

元 業 開始 前 多 存在 利用者数 多 ン 還元

業 利用 能店数 変化 伴う売 変化 顕著 表 い

い  

電子 行枚数 利用 世界最多 一人当 電子 保 枚数

世界第 2 あ 電子 利用金 口 あ 2017 電子 一件当

決済金 959 あ  (前田 2018)9 キ ッ 化 推進要因

限定的 あ 指摘 売 及 影響 い 能性 あ  

 一方 QR コ 決済 い 2019 7 12 利用者数 増え

いう調査結果 (山 遠藤 2020) あ ン 還元 業 注目度 高

推測 ン 還元 業 利用 能店数 変化 伴

う売 変化 最 明確 表 推測 QR コ 決済 硬貨

出 暗証番号 入力 必要 い 支払い 処理 度

い 支払い時 心理的苦痛 支払い 利便性 高い決済手段  
(林 2021) 踏 え 仮説 2 出  

 

仮説  QR コ 利用 能店数変化率 ッ 電子 利用 能店

数変化率 売業売 変化率 連 強い  

 

 

ータと方法 

 

ータ 

 

 記 理論仮説 検証 あ 経済産業省 公表 い ン 還元 業

録加盟店数 タ 使用 タ 2019 6 21 日 2020 10
1 日 10 日 還元 業加盟店数 決済手段 区 村 計 還

元 業期間 キ ッ 利用 能店数 う 推移 確認

稿 タ 計 初日 あ 2019 10 1 日 タ 2019
 

9 ッ 一件当 決済金 2016 時 8,260 あ  (前田 2018)  
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タ 最終日 あ 2020 6 21 日 タ 2020 タ 2 間 変化率

着目 行研究 参考 最 消費者 決済機会 多い 売店 キ

ッ 化 影響 析 利用 能店数 業種 売業 絞  

注意 い 新型コ 感染症 影響 外 値

扱い あ 新型コ 感染症 経済 え 影響 非常 大 特 人

移動 前提 観 業 一際大 打撃 え ン ッ 各国 移動

制限 世界 約 11 億人 外国旅行 約 141 兆 国際観 輸出 失わ

いう推計 あ  (阿部 2021) 観 地 売業 売 様 ン ッ 影

響 強 い 考え 考慮 統制 必要 あ 次 外

値 い 東日 大震災 降続い い 避難指示 一部 2017 3 31 日 解除

福島県 飯館村 近江 国 ン 還元 業 時期 あわ 独

自 業10 展開 い 沖縄県 那国 特 考え 稿 析

外 値 除外 い  

 

 

 

項 析 用い 独立変数 2019 2020 ン 還元 業加

盟店総数 ッ 利用 能店数 QR コ 利用 能店数 他電子 等

利用 能店数 対数変化率 あ 従属変数 売業売 対数変化率 あ

2019 2020 タ 確認 最 時期 近い 2016 2021
2 間 タ 使用  

統制変数 第一 人口構造 産業構造 統制 65 歳 人口割合

第 次産業就業者比率 第 次産業就業者比率 自然対数化 総人口 用い 第

売店数 多い地域 元々 売業 盛 あ 能性 考え 自然対数化 千人当

売店数 十万人当 大型 売店数 用い 第 新型コ 感染症 影響

統制 自然対数化 宿泊業 飲食サ 業売 割合 一人当 新型

コ 対応交付金 11 用い 12 都 府県 異質性 コン

都 府県 固定効果 投入 い 析単 区 村 析手法 重回

析 あ  

 
10 観 等 消費拡大 進 地域活性化施策 新 民支援 目的 那

国 商工会 琉球銀行 NTT コ キ ッ 推進 業 実施 い  
11 式 称 新型コ 感染症対応地方創生臨時交付金 新型コ

感染拡大 防 及 感染拡大 影響 い 地域経済や 民生活 支援等図

創設 あ  (石川 赤井 2022) 交付限度 算定 感染状

況や人口 政力指数 用い  
12 各統制変数 調査 千人当 売店数 十万人当 大型 売店数 2016
他 2020 あ  
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表  変数説明 

 

 

表  記述統計 

変数 変数説明 出

log (従業者一人当
売業売 変化率)

(2021 従業員一人当 売業売 )÷
(2016 従業員一人当 売業売 ) 自
然対数化 値

経済 ンサ -活動調
査

log ( ン 還元 業

加盟店数変化率)
(2020 ン 還元 業加盟店数＋1)÷
(2019 ン 還元 業加盟店数＋1) 自
然対数化 値

log ( ッ
利用 能店数変化率)

(2020 ッ 利用 能店数＋1)÷
(2019 ッ 利用 能店数＋1)

自然対数化 値

log (QRコ 利用 能

店数変化率)
(2020 QRコ 利用 能店数＋1)÷(2019

QRコ 利用 能店数＋1) 自然対数化
値

log ( 他電子
等利用 能店数変化率)

(2020 他電子 等利用 能店数＋1)
÷(2019 他電子 等利用 能店数
＋1) 自然対数化 値

65歳 人口割合 65歳 人口÷人口総数 民基 帳 基
人口 人口動態及

世 数調査

第 次産業就業者比率 第 次産業就業者数÷就業者総数

第 次産業就業者比率 第 次産業就業者数÷就業者総数

log (千人当 売店
数)

千人当 売店数 算出 1 足 自然
対数化 値

log (十万人当 大型
売店数)

十万人当 大型 売店数 算出 1 足
自然対数化 値

log (宿泊業 飲食サ
業売 割合)

宿泊業 飲食サ 業売 ÷売 総 自
然対数化 値

log (一人当 新型コ
対応交付

金 )

一人当 新型コ 感染症対応地
方創生臨時交付金 算出 自然対数化
値

地方 政状況調査

log (総人口) 人口総数 自然対数化 値 国勢調査

ン 還元 業
録加盟店数

経済 ンサ -活動調
査

国勢調査
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分析結果 

 

表 3 稿 析結果 あ Model 1 見 ン 還元 業加盟店数変化率  

売業売 変化率 連 あ 統計的 意 ン

還元 業加盟店数変化率 大 い 区 村 売業売 変化率 大 い いう仮 

1 立証 Model 2 Model 4 Model 1 様 意 結

果 得 5%水準 統計的 意 売業売 増加 い

Model 3 QR コ 利用 能店数 あ QR コ 利用 能店数変化

率 ッ 電子 利用 能店数変化率 売業売 変化率

連 強い いう仮説 2 整合的 結果 あ  

 

表  キ ッシュ ス利用可能店数変化率と小売業売上額変化率 

観測数 均値 標準偏差 最 値 最大値

log (従業者一人当 売業売 変化率) 1603 -0.0882 0.2488 -2.2962 1.2631

log ( ン 還元 業加盟店数変化率) 1603 0.6252 0.2057 0 1.8101

log ( ッ 利用 能店数変化率) 1603 0.5351 0.2056 0 2.0431

log (QRコ 利用 能店数変化率) 1603 0.8723 0.3289 0 2.3979

log ( 他電子 等利用 能店数変化率) 1603 0.5719 0.2825 -0.2877 2.1518

65歳 人口割合 1603 34.6623 7.7090 14.5900 62.1390

第 次産業就業者比率 1603 24.9102 8.1062 2 53

第 次産業就業者比率 1603 62.7760 9.4635 21 89

log (千人当 売店数) 1603 1.8925 1.1923 0 5.0766

log (十万人当 大型 売店数) 1603 2.1721 0.3535 0.9042 4.0380

log (宿泊業 飲食サ 業売 割合) 1603 0.6188 0.8799 -3.6830 4.2058

log (一人当 新型コ 対応交付金) 1580 2.4252 0.8595 -0.8049 4.6840

log (総人口) 1603 10.1197 1.4300 6.0958 15.1446
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統制変数 い 第 次産業就業者比率 千人当 売店数 意 あ

第 次産業 第一次 第 次産業 比 顧 直接的 接触 業種 多 新型コ  

感染症 影響 強 能性 考え 売店数 様 売店 多

い地域 商業 盛 地域 考え 新型コ 感染症 影響 大

推測 意 あ 十万人当 大型 売店数 宿泊 飲食サ

業売 割合 総人口 あ 大型 売店 総人口 多い地域 比較的安定 売

利益 見込 地域 あ コ 禍 あ 売業界 打撃 少

考え 新型コ 感染症 影響 統制 投入 宿泊 飲食サ

業売 割合 場合 様 売業 盛 地域 安定 売 映 結果

あ 思わ 大型 売店 ン や東急 企業 店舗

ッ 行 い キ ッ 多 利用 傾向

Model 1 Model 2 Model 3 Model 4

( 片) -0.2341 -0.2757 -0.2652 -0.2784

(0.1249) (0.1217) (0.1201) (0.1205)

log ( ン 還元 業加盟店数変化率) 0.0298

(0.0320)

log ( ッ 利用 能店数変化率) -0.0043

(0.0330)

log (QRコ 利用 能店数変化率) 0.0554 **

(0.0199)

log ( 他電子 等利用 能店数変化率) 0.0009

(0.0227)

65歳 人口割合 -0.0011 -0.0007 -0.0008 -0.0063

(0.0014) (0.0014) (0.0014) (0.0014)

第 次産業就業者比率 0.0004 0.0003 0.0001 0.0003

(0.0012) (0.0012) (0.0012) (0.0010)

第 次産業就業者比率 -0.0031 ** -0.0027 ** -0.0029 ** -0.0027 **

(0.0010) (0.0010) (0.0010) (0.0010)

log (千人当 売店数) -0.0667 ** -0.0100 *** -0.0111 *** -0.0101 ***

(0.0241) (0.0023) (0.0023) (0.0023)

log (十万人当 大型 売店数) 0.0428 *** 0.0439 *** 0.0423 *** 0.0437 ***

(0.0070) (0.0070) (0.0070) (0.0070)

log (宿泊 飲食サ 業売 割合) 0.0149 † 0.0174 * 0.0159 † 0.0173 *

(0.0084) (0.0082) (0.0082) (0.0083)

log (一人当 新型コ 対応交付金) -0.0206 -0.0190 -0.0195 -0.0190

(0.0125) (0.0125) (0.0124) (0.0125)

log (総人口) 0.0309 *** 0.0283 *** 0.0260 *** 0.0282 ***

(0.0071) (0.0071) (0.0071) (0.0071)

個体効果 YES YES YES YES

調整済 R² 0.1978 0.2036 0.2076 0.2035

N 1580 1580 1580 1580

(1)***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1。
(2) ( )内 標準誤差

従属変数

log (従業者一人当 売業売 変化率)
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あ 感染 懸念 現金決済 躊躇い あ 消費者 非接触 キ ッ 決済

利用 や 能性 考え う  

 

 

結論 

 

 稿 ン 還元 業 成果 定量的 区 村 ベ 析 日 い

キ ッ 及 地域経済 う 影響 最 影響

え 決済手段 何 あ 検証 析 結果 QR コ 利用 能店数 増加

売業売 意 増加 い 明 一方 還元 業加盟店数

ッ 電子 利用 能店数 売業売 連 統計

的 意 結果  

 析結果 示唆 ン 還元 業 QR コ 決済 注

目度 高 QR コ 決済 利用 売店 売 増加 いう あ QR
コ 決済 専用 端 要 あ 入コ 抑え ッ

あ  (増田 2019) ン 還元 業 決済手数料 設定 店舗

最 入 決済手段 あ 考え 利用者 ッ

ッ や電子 異 専用 作 必要 い

利用 開始 サ ン 還元 あ

ン 還元 業期間中 通常 還元率 高 設定 コ ン

高 い チ ン キ ッ 利用 調査 (尾 2022) 
ン 還元率 昇 購買 進 いう結果 得 売店 い

様 効果 あ 能性 あ う QR コ 決済固 長所 ン 還

元 業 注目 及 急 広 売業 売 増 効果

析結果 表 思わ QR コ 決済 場規模 将来的 拡大 見込

2019 0.5 兆 あ 引高 2015 約 20 倍 9.7 兆 増加

推定 い  (電子決済研究所 2020) 今後 政府 キ ッ 決済 及

推進 意義 十 あ う 体的 入 利用開始 売

増加 店舗側 ッ 利便性向 や ン 還元 利用者側 ッ

両方 強調 国民 周知 い 重要 考え  

 稿 課 ン 還元 業 期間 コ 禍 あ キ ッ

決済 及 売業 売 え 影響 確 析 考え

調査期間 短 挙 新型コ 感染症 束後

3 時 タ タ 構築 析 キ ッ 化

効果 明 能 う  
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第 章 

 

観 地 季節間需要分散 要因 影響 

―客室稼働率 分散 観点 らー 

 

カー 涯 

 

 

要約 

 

 観 業 経済効 や地域外 交流 機能 持 産業 日 政府 要

政策 近 訪日観 客増加や 安 傾向 適 観 資源開発

成長 地方創生 期待 高 い う 中 近 観 地 通

注目 い 特 観 地 宿 業 季節間 客室需要 安定 業 安定

性 いう見方 あ 観 業 生産性 向 や持 的 成長 阻害 い

能性 あ 稿 宿 旅行統計調査 基 客室稼働率 間 散 観

地 通 指標 採用 各都 府県 客室 季節間 需要 散要因

宿 業 経営状況 影響 検証 析結 季節間需要 散 宿 業 飲

食サ 業 業者数や 用者 え 影響 見 客室稼働率 均

高い地域 業者数 用者数 増加 訪日外国人 均滞在期間 長 観

資源 占 自然 歴史文 資源 割 大 い都 府県 客室稼働率 散

明 開発 応用 能 自然資源や四季 影響 い歴

史文 資源 観 地 通 側面 あ サ 評価

中 資源 活 入込数 滞在期間 質 視 客 通

要 あ 考え  

 

 

め  

 

日 観 産業 今 大 変革 時 迎え い 1967 国 連 観

和  (Tourism; Passport to Peace) いう ン 採択

久 い 21世紀 入 世界的 観 産業 大 潮流 い UNWTO1

新型コ ウ 感染 大 前 2019 い 世界中 15億人 国境 越え

観 録  (UNWTO 2020) 日 例外 訪日外国人観 客 急増

 
1 The United Nations World Tourism Organisation 略称 観 国 協力 推

機 https://www.unwto.org/ (2023 11 23日)  
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2013 初 1000万人 大 乗 2019 3188万人 録  (観

庁 2021) 新型コ ウ 影響 顕著 2020 訪日外国人観 客 間 411万

人 落 込 大打撃 日 政府観 局 2023 10 推計値

251万人 超え コ 前 2019 0.8%増加 回復 見 い 2   

観 来訪者 観 点 宿 業 建築業 飲食 交通 農林水産業

幅広い産業 複 的 経済効 持 多種多様 産業 わ 観 業 地方創生

要政策 い 日 い 特 評価 い 産業 あ 日 政府 2003  

観 立国 降 訪日外国人 誘客 中心 様々 施策 実施 開始

ン 業 3 手始 2007 観 立国推 基 法 改正 観

21世紀 日 要 政策 柱 置付 2008 観 庁 創設

2016 4 2020 観 ョン実現 5 策定 2023 観 立国

推 基 計 議決定 基 計 新型コ ウ 回復 前提

観 質 向 点目標 い 6 質 視 観 業 特色 純粋

需要追求 引 起 地域 観 客両方 満足度

一定 入込 超え 売 減少 あ  (梅  2015) 特

計 基 的 方針 持 能 観 地域 ン ウン 回復 国 交流

大 いう 3 戦略 組 明 い 日 観

期待 々高 い 言え う  

観 業 性質 外部 要因 発展 依存 実 自

然災害や国 情勢 外的 ョ 大 影響 特 ン ウン 観 注

目 い 前述 う 新型コ ウ 感染 大 観 業 構造的 脆

弱性 露 結 観 業 持 能性 地域経済 越え 広い視点 戦

略 必要 あ 観 地域 法人 (DMO) 7や官民連携 推 潮流 生 出

 
2 https://www.jnto.go.jp/news/press/20231115_monthly.html (2023 11 22日)  
3 国土交通省 訪日旅行 業 一環 具体的 訪日外国人旅行者数 設定 海

外 ョン等 官民 行う https://www.pref.tokushima.lg.jp/FAQ/docs/0 
0014182/ (2023 11 22日)                                             
4 日 政府 観 国 目指 策定 正式 称 明日 日 支え

観 ョン あ https://www.mlit.go.jp/kankocho/topics01_000205.html (2023
11 22日)  
5 観 ョン策定 観 庁 計 6回 識者会議 開催 日 政府 行動計 定

新型コ ウ 影響軽減 回復 向 施策 議論 い https:// 
www.mlit.go.jp/kankocho/news02_000419.html (2023 11 22日)  
6 観 立国推 基 法 基 2023 3 議決定 計 訪日外国人旅

行消費 単価 和 7 20万 や 訪日外国人旅行者一人当 地方部宿

数 和 7 2 い 数値目標 通 質向 目指 い

https://www.mlit.go.jp/kankocho/kankorikkoku/kihonkeikaku.html (2023 11 22日)  
7 観 庁 定 地域密着型 稼 力 引 出 地域経営 視点 立 戦略策定 実施

調整機能 備え 法人 https://www.mlit.go.jp/kankocho/page04_000048. 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/page04_000
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い 言え う 複 的 単純 利益追求 成 立 い観 産業 持

能性 計 難 い 面 国 的 持 能性 指標 開発 組

い 具体的 1993 UNWTO 発表 持 的

ン 指標8 EU 2013 欧 版観 指標 9 策定 い

指標 観 創出 用や 地域 満足度 エ や水 使用

評価対象 い  

点 日 観 業 労働生産性 国 比較 い 指摘  

( 谷 角谷 2022 藤山 2023) 特 訪日外国人 観 消費全体 3割 占 10 観 業

中核 担う宿 業 生産性 向 観 業 持 的 発展 要 あ 考え

宿 業 生産性 国 観 地 休暇制度や旅行目的 一 あ 国

需要 依存 故 生 いう背 あ 実 宿 業 季節間 需要 散 問

い 季節 宿 業 客室稼働率 差 あ

う 季節依存性 宿 業 経営面 安定性や持 性 悪影響 及 能性 指摘

い あ  

具体的 矢ヶ崎 (2015) 旅行行動 発生 祝日 及び 中 い

指摘 給休暇 得 施策 通 需要 準 提言 い 坂倉 

(2015) 日 都 部 良 コ あ いう点

欧米諸国 日 型 生 出 指摘 和  

(2015) 質 数 視 観 11 繋 い

う 需要 散 う 観 地経営 閑散期 発生 宿 施設 固定費用

賄う 入 確保 必要性や 来 設備投資 回避 いう持 的 発展

妨 状況 招 い  

対 観 研究 全般的 観 統計整備 遅 起因 省庁や ン

ン 等 報 書 中心 い いう現状 あ 需要 散 研究 矢ヶ

崎 (2019) 挙 研究 日 休暇制度 依存 い訪日外国人 増加

観 入 地域 用状況 変 指摘 い 実証的 析 伴う

い 森  (2015) 観 地 需要変動 生産性 大井 

(2016) 訪日外国人 国 観 地 構造変 季節間 需要変動 いう

 
html (2023 11 23日)  
8 UNWTO 定 観 地 持 能性 評価 国 的 指標 https:// 
www.mlit.go.jp/kankocho/content/001329568.pdf (2023 11 22日)  
9 EU 諸組織 一 あ 欧 委員会 持 性 望 観 地向 定

European Tourism Indicators System https://single-market-economy.ec.euro 
pa.eu/sectors/tourism/eu-funding-and-businesses/funded-projects/sustainable/indicators 
_en (2023 11 23日)  
10 訪日外国人消費動向調査 2019 報 書 基 https://www.mlit.go.jp/kanko 
cho/siryou/toukei/content/001345781.pdf (2023 11 22日)  
11 質 回転率 視 入 体制 和  (2015)  
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析結 示 い 需要変動 要因 影響 包括的 析 研究 少 い 言え

う  

う 問 意識 中 稿 観 地 持 性 定 指標 一

観 地 通 概念 注目 客室稼働率 間 散 通 指標 採用

要因 宿 飲食サ 業 開廃業数 及 影響 検証 具体的

客室稼働率 散 用保険 業 報 見 宿 業 飲食サ 業 業者

数 従業者数 及 影響 客室稼働率 散 要因 宿 旅行統計調査 都

府県  (2015 4 ～2019 12 ) 使用 推計  

析結 自然 歴史文 資源 客 行う割 高 訪日外国人 均

滞在期間 伸び 客室稼働率 散 客室稼働率 均 高い地域

宿 業 飲食サ 業 業者数 用者数 増加 い 明

知見 踏 え 開発 応用 能 自然資源や 的 価値 四季 影響

い歴史文 資源 通 側面 あ サ 12 評

価 中 資源 活 入込数 滞在期間 質 視 客

通 要 あ 解釈  

 第 2 節 観 産業 需要 準 要性 既存 研究 指摘

い 訪日外国人 季節 散 要因 例研究 概観 第 3節 客室 散

要因 宿 業 経営状況 え い 稿 理論仮説 出 第 4節

方法 提示 第 5節 推定結 考察 第 6節 日

生産性 高 投資対象 魅力的 持 的 観 業 あ 方 い

示唆 述 い  

 

 

行研究 

 

観 産業 ける需要平準化 重要性 

 

観 産業 需要 準 要性 実務家等 観 者 中心 議論

幅広 知 い 言え う 日 い 観 業全般 質的研究 多

い現状 あ 需要 散 実証研究 特 足 い 観 地域 法人

観 地経営主体 観 産業 盛 立 う 参照 う 理論的枠組

 
12 UNWTO サ 訪問客 産業 環境 入 地域 需要 適

現在 来 環境 社会文 経済 影響 十 配慮 観 (JNTO訳) 
定義 SDGs 社会的 持 能性 観 版 あ 言え

https://www.jnto.go.jp/projects/overseas-promotion/theme/sustainable-tourism.html(20 
23 11 22日)  
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構築 観 業 鍵 言え 節 需要 散 観 地

用 生産性 え 影響 既存研究 整理  

第一 観 地 需要 散 人 安定性 宿 施設等 観 業者

変 需要 わ 人 採用 解 必要 あ 正規 用者 非正規労

働者 好 傾向 持 日 需要 散 宿 業 用 え 影響 矢ヶ崎 

(2019) 整理 い 前述 う 日 観 地 国 需要 依存

故 や祝日 需要 中 構造 あ 国 観 地 去 経験

需要 中 対応方法 熟知 非正規 用 採用 派遣会社や近隣大学

連携 実現 訪日観 客 日 休暇制度 依存 い

需要傾向 変 生 出 宿 業 含 観 産業 人 確保 対応 強い

いう背 あ 指摘 い  (矢ヶ崎 2019)  

第 需要 散 生産性 悪影響 え 様々 研究 議論 い 表的

ン 宿 業 例 析 Romão and Saito (2017) 需要

季節変動 生産性 悪影響 え 実証 い 季節 散 指標 宿

業 客室稼働率 採用 森  (2015) い 外国人宿 者数増加 需要 準 機能

宿 業 全要素生産性 向 示唆 い 生産性 改善 課

い 日 経済 い 要 見解 あ 稼働率 いわ 物的 測 資 生産

性 近い指標 理解 (森  2015, p.4) い 持

的 観 地経営 い 需要 準 主 用 生産性 観点 要 あ

わ  

観 需要 準 観点 訪日観 客 国 観 客 行動 ン 持

来 様々 角度 観 地 変革 点 特筆 国 観 客 一般的 日

帰 1～2 短期滞在型 観 行う傾向 持 いう 観 業 通説

あ 実 全国旅行支援13等 旅行推 あ コ 禍 い 様 動 見

菱 UFJ サ &コンサ ン 2022 11 実施 調査14 1

滞在 4割弱 日帰 3割程度 2 2割程度 い 一方 訪日外国人観

客 滞在期間 長 特徴 あ 山  (2018) 訪日外国人 均 日 人 倍近

期間 観 地 宿 いう特徴 踏 え 日 地 滞在型 15 変

い 指摘 点 海 コや長 県白馬

例研究 踏 え 述  

四季 明確 日 い 需要 散 季節間 顕著 生 客 中心

 
13 新型コ ウ 打撃 軽減 日 政府 宿 金銭支援等 行 htt 
ps://travel.rakuten.co.jp/special/zenkokuryokoshien/about/ (2023 11 22日)  
14 前河一華 .2023. コ 時 備え 日 人 観 意識 い 菱 UFJ
サ ＆コンサ ン  https://www.murc.jp/library/report/seiken_23 

0913/ (2023 11 22日)  
15 特定 観 地 数日間 渡 滞在 観  

https://www.murc.jp/library/report/seiken_23
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客 う 海 夏季 避暑地 宝 東 や 陸

冬季 需要 16 う 繁忙期 閑散期 需要 散 減 試 通

施策 呼び 季節変動 大 い観 地 閑散期 固定費用 支出 避 設備投資 行

わ い 指摘 い  (齋藤 2017) 需要 季節変動 対象 数少

い実証研究 大井 (2016) あ 研究 2010 2015 観 地域経

済調査 数17 用い 訪日外国人 増加 日 観 地 季節変動

大 い 明 日 海外 観 地 比 季節変動 い

準 実現 研究 必要性 い 述 い  

点 観 地経営 視点 い 宿 業 中核 担う 要 産業 あ 宿 費

外国人観 客 観 消費 約 3 割 占 い や 観 地 宿 業 顧客自身 サ

生産地 訪 いう特性 持 外貨獲得 稼 力 あ 産業 あ

説明  (森 2015; 2016) 訪日外国人 実態 明  

柴  (2019) い 訪日外国人 宿 経済効 大 い

あ 明 留 質 改善 施策 必要 あ

示唆 い 観 地 宿 日数 地域 滞在時間 直結 滞在期

間 延長 観 業 地域経済 貢献 向 考え  

う 行研究 観 業 特 中核 宿 業 対 需要 散 え 影響

様々 角度 明 訪日観 客 需要標準 い 多様 影響

い わ 前述 う 四季 多種多様 観

資源 持 日 観 地 い 季節変動 傾向 包括的 析 必要 あ

考え 需要 散 実 宿 業 経営状況 悪 検証

必要 あ 言え  

 

観 産業 ける季節需要 変動 要因 

 

前述 う 多様 観 資源 持 日 観 地 訪日外国人 いう新 い

誕生 新規需要 創出 準 実現 い 既存研究 見解

あ 大井 (2016) 指摘 う 季節間 需要 散 訪日外国人 増加

大 い 述 例 見 う 観 資源

種類 季節 散 生 い 考え 訪日外国人 観 資源 種類

理論的枠組 少 ン ウン 観 経済効 実証研究 い 鈴

木 (2019) 歴史 文 資源や エ ョン資源 ン ウン 需要

 
16 冬 観 需要 大幅 落 込 長 課 い 成 26 国土交通省東

6 県観 振興戦略 参照 https://wwwtb.mlit.go.jp/tohoku/content/000181461.pdf 
(2023 11 22日)  
17 経済格差 研究 用い 指標 数値 均等度 示  



147 
 
 

正 影響 あ 析 い 特 政策的 示唆 残 い い 季節間 需要

変動 いう観点 訪日外国人 特徴的 滞在期間 い 現状 整理 必要 あ

う  

第一 滞在期間 延長 消費 増加 直結 観 客 いわゆ 質 向

長期滞在 観 地 望 注目 訪日観 客 滞在傾向 休暇制

度や旅行目的 い 理 国籍 大 異 あ 一般的 欧

米豪 観 客 滞在期間 長 傾向 あ 言わ 特 人

日 均宿 日数 2 間 近 非常 長い 消費 全体 い 18

2019 い 1 間 短期滞在者 訪日外国人全体 半数 占 い

2 間 長期滞在 ン や ン 4割 占

い 19  

観 客 長期滞在 目的 研究 七  (2019) 挙

研究 広島県 い 欧米豪諸国 訪 外国人 滞在期間 県 比 短い

問 意識 持 当 地域 具体的 観 資源 訪日客 動向 整理 い 数少

い文献 あ  

う 滞在期間 要性 実務家や各種報 書 い 指摘 い 実証研

究 依然 少 い 口  (2021) 研究 制約 単 度 析 あ

数 用い ン ウン 消費 地方 散 研究 訪日外国人 日

滞在日数 長い 消費 訪問者数 地方 散 明 い 日

政府 観 立国推 基 計 い 観 客 質 要 い わ

日 滞在日数 実証研究 少 い 今 課 あ 言え

う  

 

事例研究：スノーリ ー  

 

日 ン ウン 観 例 盛 研究 特

定 観 資源 依存 参照 例 う 日 地理的 性質 冬季

い 軽 質 良い ウ いわゆ Japow 降 海 コ

長 県 白馬 世界 数 評価 い 20 観 庁

日 政策 点 い 識者 招い ン

 
18 人 日 商工会議所 務局長 原 氏 2019

人 長期滞在 理 Annual Leave 給 得率 高い

い 地理的 時差 日 渡航 や い 考え

https://www.jcci.or.jp/international/latest-reports/2019/1210090001.html (2023 11
22日)  
19 https://www.mlit.go.jp/kankocho/topics02_000182.html (2023 11 22日)  
20 日 世界評価 い 新見 (2016) 参照  
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や施策 複数回行 い 国土交通省 国 競争力 高い 形成

業 21 一環 和 2 4 実施 投資環境整備 検討

会 22 い 観 業 識者 招待 設備投資型産業 あ 投

資環境 議論 い 検討会 日 場 世界水準 ョン

改革 目的 滞在型 長期滞在や消費 大 繋 活性

目指 い 報 書 い 欧米豪 中心 訪日外国人 高い評価

力 コン ン あ 踏 え 場 ン ン23 い 稼働率

極 い 新規投資 害 指摘 い 場 巻

ン 機能 宿 施設や飲食店 観 客 減少 夏 わ 設計 場

冬季 足 24 生 対 冬季 わ

設計 夏季 い 稼働 い施設 増え 生産性や 用 一 生

考え  

坂倉 (2015) 日 ン 長 長期滞在型 発

欧米 大 い あ 日 的 大衆

25 誕生 背 説明 い 欧米 い 要因 都 部

良 場 規模 大 い日 国 観 客 日 休

必要 前述 う 需要 中 生 あ い 需

要 中 観 環境 劣悪 縮 点 指摘 持 的

観 地経営 失敗 例 断 日 長期滞在型観

地 変革 相応 ン 機能 必要 あ 投資 魅力的

あ 必要 あ 持 的 発展 間 稼働率向 通 生

産性 向 観 地全体 経営 寄 わ  (坂倉 2015)  

方 国 欧米 比 発的 訪日外国人 入

始 訪日外国人 多様 あ 現状 指摘 い 中国 土

湾 香港 観 客 多い新潟県湯沢 例研究 行 沢 羽 (2019) 示唆

中国系観 客 豪 長期滞在型 大 異 短期 中期 滞在 多い

指摘 い 訪日外国人 入 ン 客 観 客 特徴 う 影

 
21 国土交通省 外国人対応 ン 整備 通 コン ン 強 目的

支援 業 https://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/snowresort-kento 
u.html (2023 11 22日)  
22 投資 国 国 競争力 強 目的 実務家や自治

体等 識者会議 計 4回開催 https://www.mlit.go.jp/kankocho/news04_0 
00170.html (2023 11 22日)  
23 雪 降 い時期 指  
24 観 地 超え 観 客 訪問 地域や環境 負 影響

https://smbiz.asahi.com/article/15041711 (2023 11 22日)  
25 価格 安 万人 楽 一種 大 消費型観 あ 坂倉  
(2016) 参照  
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響 及 検討 今 必要 う  

稿 国 季節変動 例 海 コエ 26

コエ 雪質 評価 2000 降 人 中

心 外国人観 客 魅力的 観 地 滞在型

コ 対象 研究 藤 (2015) い コエ 国 観 地 的

あ 要素 一 コン 27 存在 い コン

宿 特 型施設 指 ン や ン 備え 長期滞在 特 い

物件 あ コ い 滞在期間 長い 示

コン 性質 動産投資対象 魅力 荘 機能 両方持 寄

い 考え 冬季 観 客 増加傾向 あ 対 夏季 観 入

込数 減少 研究 夏季 宿 延数 冬季 半 満 い 指摘

い  

う 限 長期滞在型 観 地 変革 中 閑散期 需

要 一 加 恐 あ 言え 国土交通省 2017 開催

地域 活性 向 検討会 28 い 通 用 通 専門

人 育成や 業 性 いう観点 ン ン 誘客 要 あ 通

実現 優 課 い 季節間 従 い 働 方改革

必要性 挙 多方面 季節変動 影響 軽減 必要性 問わ 倶知安

観 地 ン29 通 実現 い 施策

各種 ン 通 閑散期 需要 創出 効 施策 一 い 倶知安

ン 観 開催側 時期 コン 閑散期 誘 開催

需要 準 目指 い 具体的 多 目的 あ 国 会議 

(MICE) 30 誘 挙 利用 新規価値創出 能性 効 期

待 い 国 会議 統計 稿 需要 準 効 検証 変数

用い い  

 

 

 
26 海 コ 倶知安 蘭越 3 跨 国 的 エ

 
27 観 地 魅力 感 投資家 自身 荘 コン 購入 滞在 い

期間 貸出 う管理会社 委 益 得 投資 持 (高橋
2020, 第 3章)  
28 https://www.mlit.go.jp/kankocho/news04_000147.html (2023 11 22日)  
29 倶知安 和 2 度 12 間 観 振興計 策定 い https:// 
www.town.kutchan.hokkaido.jp/town_administration/seisaku_keikaku_jigyou/kutchan-
tourism-promotionplan/ (2023 11 22日)  
30 Meeting, Incentive, Conference, Exhibition 略 JNTO 国 会議統計 発行

い https://mice.jnto.go.jp/document/statistics.html (2023 11 22日)  
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理論仮説 

 

観 地 ける需要分散 宿泊業 経営状況 与える影響 

 

 観 地 い 需要 散 極力抑え 用 生産性 投資誘 観点

持 性 生 出 要 い 用 変 需要 わ 従業員

採用 解 必要 生 専門人 育成 困難 人手 足

生  (矢ヶ崎 2019) 季節間 需要変動 繁忙期

わ 設備投資 行う 閑散期 固定費用 生 投資 魅力 減少 閑散

期 わ 場 時 足 生

生産性 支  (Romão and Saito 2017) 観 連産業 業者 需要

散 激 い地域 酷 環境 経営 強い 考え 廃業 原因や

新規起業 避 原因 宿 業 訪日外国人 観 消費約 3 割 占 中核 担う

産業 あ 滞在期間 延び 観 消費 向 繋 考え 宿 業 健全

経営状況 観 地全体 持 的 発展 寄 言え 需要 散 程度

大 い観 地 連産業 経営状況 悪 言え う 具体的 仮

説 出  

 

仮説  客室稼働率 散 大 い地域 宿 業 業者数 従業者数 減少 や

い  

 

観 資源 季節性 観 地 ける需要分散 与える影響 

 

 四季 い 日 い 季節性 持 観 資源 観 客誘 依存

い 場 稼働率 季節間 散 生 能性 あ 歴史 文 資源や都 観 資源

訪 季節 観 質 影響 及 い 考え 対

季節性 強い う 特定 観 資源 逆 言え う 観 資源 類

統一基準 観 入込統計 31 中 類 基 必要 あ 場

類 統計 手 入 い いう 制約 あ 仮

説 出  

 

仮説  季節性 い観 資源割 高い地域 客室稼働率 散 い 

 

 
31 各都 府県独自 手法 い 観 統計 観 庁 基準 策定 う

成 21 整備 観 入込客統計 https://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/ 
toukei/irikomi.html (2023 11 22日)  

https://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/
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滞在期間 観 地 ける需要分散 与える影響 

 

 国 観 地 休暇制度 一 い 国 観 客 主要顧客 あ

短期 日帰 観 需要 対応 日帰 客 特定 観 施設 観

完結 恐 あ 質 改善 視 大 消費 大 生産 観

一人当 消費 迷 繋 いう背 あ 対 訪日外国人 欧米豪

中心 日 人 倍近い 均滞在期間 録 い 日 需要 散

貢献 あ 仮説 出  

 

仮説  外国人観 客 均滞在期間 長い地域 客室稼働率 散 い  

 

ＭＩＣＥ イベン 需要平準化効果 

 

 均滞在日数 長 滞在型 世界的 海 コ 例や

訪日外国人 季節変動 影響 (大井 2016) 指摘 い 中 通 観 産業

共通 課 あ 自治体や 連 業者 施策 講 い 特 開催側 時

期 コン MICE 表 ン 観 資源 閑散期

誘 需要 散 軽減 期待 い 仮説 出  

 

仮説  MICE 開催回数 多い地域 客室稼働率 散 い  

 

 

ー 方法 

 

ー  

 

理論仮説 検証 宿 旅行統計調査 基 2015 2019

録 客室稼働率 都 府県 宿 構築

稿 析 1 仮説 1 需要季節変動 宿 業 経営状況 え 影響 厚生

労働省 用保険 業 報 析 析 2 各都 府県 客室稼働

率 散要因 仮説 2～4 検証  

析 1 生産性や 用 観点 宿 業 経営状況 悪 考え い

需要 散 影響 検証 析 用い 従属変数 1 目 用保険 業 報

2015 2019 宿 業 飲食サ 業 業者数及び従業員数 総人口 除

一人当 業者数 用者数 算出 変数 用い 統計調査

手 入 産業 類 大 類 あ 都 府県 宿 業 算出  
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表  変数説明 

 

 

表  記述統計 

 

 

飲食サ 業 観 産業 え 影響 宿 業 比 い

考え 一定程度 性 あ 善 策 統計 用い い 32  

理論的 心 あ 独立変数 客室稼働率 散 宿 旅行統計調査 都 府県

客室稼働率 間 散 計算 歪 調整 自然対数

行 様 都 府県 客室稼働率 間 均 客室稼働率

均 投入 客室稼働率 向 影響 検証 加え 析 1 析

2 理論的 心 あ 訪日外国人 均滞在日数 総務省統計局 国勢調査 自

然対数 総人口 投入  

析 2 自然対数 客室稼働率 散 従属変数 用い 仮説 2

 
32 点 経済 ンサ 宿 業 限定 都 府県 析 能 あ  
経済 ンサ  2016 度 2021 度 利用 新型コ 前  

析 今 蓄積 待  
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各都 府県 観 資源種類 訪問率 理論的 心 あ 独立変数 投入 具体

的 官公庁 共通基準 観 入込客統計 各都 府県 観 資源 (自然 歴

史 文 温 健康 エ ョン 都 型観 行祭

ン ) 訪問者数 訪問者数 計 除 100 乗 観 資源割 表 変数

計算 特 季節性 い観 資源 自然資源割 歴史 文 資源割

変数 用い 仮説 3 訪日外国人消費動向調査 基 訪日外国人 各都

府県 均宿 日数 用い 仮説 4 観 地 需要 散 減 策

自治体 用い い 国 会議 開催回数 JNTO国 会議統計 入

手 自然対数 値 投入 析 統制変数 国勢調査

総人口 自然対数 追加 い  

表 1 変数群 変数説明 び表 2 述統計 あ  

 

推定方法 

 

 変数 用い 2015 2019 析 行う 都 府県

季節間需要 散 要因 析 宿 業 経営状況 え 影響 検証 2020 2021

新型コ ウ 客室稼働率 散及び宿 業 飲食サ 業

業者数 用者数 甚大 影響 い 用い 析 行わ

い  

 

 

分析結果 

 

都道府県別 需要分散 宿泊業 経営状況 与える影響 

 

表 3 都 府県 都 府県 客室稼働率 変 宿

業 飲食サ 業 経営状況 え 効 人口当 宿 業 飲食サ 業 業

者数 用者数 対 固定効  (Model 1 3) 固定効 あ  (Model 2 4) 4

検証 Model 1 Model 3 見 都 府県 固定効 客室稼

働率 均 高い地域 業者数 用者数 10%水準 増加 い わ

稼働率 散 経営状況 え 影響 確 い 稿 制約 従属変

数 宿 業 異 飲食サ 業 情報 含 限界 い 宿 業

手 入 経済 ンサ 用い 長期的観察

今 課 あ いえ う  
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表  都道府県 季節間需要分散 経営状況 与える影響 

 

  

都道府県別 客室稼働率 分散 る要因 

 

 表 4 様 都 府県 客室稼働率 散 季節変動 引 起

い 要因 観 地点割 国 会議 変数 投入 無 都 府県 固定効

無 4 検証 い 滞在期間 変数 負 影響 及

Model 2～4 い 負 意 結 出 い 都 府県 い

訪日外国人 均滞在日数 伸び 通 貢献 いう解釈

観 地点 訪問割 変数 追加 固定効 統制 場 自然資源 歴史 文 資源

割 10%水準 客室稼働率 散 負 影響 及 い わ 観

資源 季節性 弱い 考え 観 資源 開発 余地 あ 自然資源や

季節性 弱い歴史 文 資源 観 地 通 近 効 持 いえ 国 会議

固定効 無 わ 稼働率 散 負 影響 え い 意

国 会議 目的 類 析 必要 う  
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表  訪日外国人 滞在期間、観 資源 傾向及びMICE 季節間需要分散 

 

 

 

結論 

 

 稿 宿 旅行統計調査 2015 2019 客室稼働率 散 通

指標 採用 各都 府県 宿 業 経営状況 影響 散 要因

検証  

 稿 析結 第一 客室稼働率 散 宿 業 経営状況 影響 え 業

者や従業者 増加 いう仮説 実証 用保険 業調査 宿

業 飲食サ 業 析 原因 考え 都

府県 固定効 い 客室稼働率 均 向 業者数 用者数 昇

い 明 稼働率安定 要性 微力 支持 結

考え 一方 需要 散 要因 析 い 自然 歴史文 資源 客 行

う都 府県 需要 散 い 明 い 自然資源 い 季節性

強い 地 資源開発 行わ や い い い 具体的

通 向 参考 山岳 開発

例 挙 う ( 羽 2021) 季節性 影響 通 的価値

歴史 文 資源 観 地 客 季節 散 起 い 例 扱う
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う 訪日外国人 均滞在期間 伸び 客室稼働率 散

い 消費 直結 訪日外国人 質 示 指標 滞在時間 延長 矢ヶ崎 

(2019) 示唆 う 曜日間 需要 準 効 や 新規需要 創出 長期滞在 わ

ン 整備 観 地 魅力向 背 あ 考え  

 知見 基 自然資源 新規価値創出 開発 能性 持 資源 あ いえ

入込数 視 日 特 大衆 創出

例 参考 滞在期間 質 視 客 通 要 あ 考え

質 担保 持 的 開発 目指 近 注目 い サ

い 成 出来 い 観 業 文 輸出 効

歴史 文 適 観 資源 実現 い 日 観 地 望

い いえ 滞在型 訪日外国人 誘 う

ン 機能 充実 いう強 活 目的 滞在 ワ ョン

大や長期滞在 好 層向 対応 い 顧客 多様 投資

い う 稿 意 結 理 国 会議

誘 い 需要 創出 要 考え 客室稼働率 注目 通

研究 目的 客室稼働率 活用 今 望  

 稿 制約 宿 業 飲食サ 業 析

経済 ンサ 調査 蓄積 待 コ 禍 降 日 観 地 通 実態

析 課 あ  
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第 章 

 

住居 空間的制約 出生行動 与える影響 

―日本家計パネル調査 基づく長期的分析― 

 

大森 瑞希 

 

 

要約 

 

 日本 い 少子 最重要課 一 あ 少子 要因 外 中心 研究

盛 居 空間的制約 挙 国 象 居 空間的制約 居

者 出生行動 関 検証 先行研究 育児 適 環境 居 者 出生確率

昇 出産 志向 プ 良い育児環境 求 出産

ン 転居 行う 明 日本 い 様 知見 示 先行研究

存在 い 析 象 単 度 留 い 本稿 日本

家計 ネ 調査 17 度 ネ 用い 延床面積 敷地面積 転居増改築

ン 居 者 出生行動 う 影響 い 析 結果

第一 居 居 広 居 者 出生行動 意 影響 え い

第 転居増改築 ン 出産 ン 密接 関連 い 示

育児環境 困難 場合 出産 諦 世帯 存在

示唆 日本 少子 策 居政策 必要性 示  

 

 

め  

 

少子 多く 先進国 抱え い 問 あ 日本 例外 い 先進国 多く 少

子 国家 長期的 負 影響 頭 悩 い 少子 負 影響

主 根 人口 減少 国家 入源 縮 挙 社会保

制度 逼迫 最終的 国力 経済 大 影響 及 可能性 あ 1 日本政府

出生率 回復 数多く 政策 施行 2 理想 成果 程遠い現状 あ

2022 合計特 出生率 去最 1.26 記録 3 回復 効 政策 必

 
1 https://www.pewtrusts.org/en/research-and-analysis/issue-briefs/2022/12/the-long-ter 
m-decline-in-fertility-and-what-it-means-for-state-budgets (2023 11 20日)  
2 1994 ン プ ン 皮 現金給付や働 方改革 多方面 政策 施行

 
3 https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/geppo/nengai22/dl/gaikyouR4.pdf (20 



160 
 

要性 増大 い  

少子 要因 一般的 挙 女性 高学歴 就業 進 社会

変 4 者 貧困  (中井 2015) あ 女性 就業 進 社会 未婚率 昇

や初婚 齢 昇 晩産 育児 両立 困難 少子 え 影響

多く 先行研究 明 い 5 者 貧困 彼 結婚 出産 意欲

え 負 影響 数多く検証 い 6 要因 日本政府 積極的

プ 行い 状況 改善 試 い  

一方 少子 関 指摘 い わ 育児 適 居

政府 施策 十 い 実 子供 持 い理由 育児 適

環境 整備 難 い 声 多く い 7 日本 少子 進

展 深刻 韓国 い 様 指摘 者世 定 環境 手

入 難 い 言わ い 8  

既存研究 居 少子 関 論 大 く 方向性 あ 一

経済学的側面 宅価格や土地価格 出生率 関 論 あ  (e.g. Clark 

2012) 保 資産 あ 土地や 動産 価格 変 居 者 経済的状況 影響

え 出産 後 育児 家計 経済 大 影響 え 消費活動 いう側面 持

保 資産 価値 変 出生行動 影響 え いう理論 あ  (Dettling 

2014) 理論 持 家者 賃 居 者 逆 方向性 働く いう指摘 あ  

(Dettling 2014) 考察 複雑 様相 呈 い  

う一 社会学 人口学的側面 居 構造 着目 あ 9 外

居 空間的制約 居 者 出生行動 え 影響 検証 研究 多数存在

研究 一戸建 や い 居 種類や部屋数 面積 居 者 出

生行動 影響 え え  (Felson and Solaun 1975; Ström 2010) 育児 理想

的 居 空間 求 行わ 転居10 結果 出生率 向 い 示

 
23 11 20日)  
4 https://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/whitepaper/measures/w-2004/html_h/html/ 
g1221010.html (2023 11 22日)  
5 坂爪 (2007) 出生率回復 就業女性 保育 ビ 充実 就業環境

整備 重要 あ  
6 阿藤 (2017) 非 規 用 者 金銭的 結婚 家族 持 諦 い

傾向 明  
7 https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUD26CKF0W3A120C2000000/ (2023 11
20日)  
8 https://www.newsweekjapan.jp/stories/world/2022/12/post-100389.php (2023 11
20日)  
9 え Kulu and Vikat (2007) 育児 適 環境 居 者 出生行動 プ

影響 え い 明  
10 え Mulder and Wagner (1998) 西 ン 象 析

持 家 移行 出産 関連 い 明  
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い 日本 い 前者 経済的側面 着目 研究 多数行わ い 11 後

者 社会学 人口学的側面 居 構造 着目 既存研究 少 い  

 本稿 日本 実証研究 進 い 外 研究 参考 日本家計 ネ 調査

用い 長期的 析 行う 体的 居 延床面積 敷地面積 転居 増改築

無 居 者 出生行動 え 影響 17 度 用い 析 本稿 析結

果 得 知見 延床面積 広い 居 居 者 出生確率 高

出産 ン 転居 増改築 行わ や い 挙 結果 日本

少子 克服 育児 適 環境 多く 人 供給 効 あ

示 い  

 く第 2 節 居 少子 関 検証 先行研究 整理 知見 概観

後 第 3 節 居 面積 転居増改築 ン 出生行動 関 検証 本稿

理論仮説 出 第４節 検証 用い 析方法 説明 第 5節

析 得 定結果 考察 第 6 節 本稿 得 知見 日本

少子 策 居政策 重要性 い 示唆 述  

 

 

先行研究 

 

経済的側面 ら 住居と出生行動 関係 

 

 居 少子 関 経済的側面 論 出生行動 く子育 消費

行動 あ いう前提 存在 実子育 関連 諸 消費 中 最 大部 占

居費 あ  (Lino 2010) 子育 いく あ 居 関連 資金 重

要 役割 果 言う い 前提 基 両者 関 ニ

整理 外 日本 既存研究 概観  

第一 居価格や土地価格 変動 所 者 生涯保 資産 変動 意味 生涯

保 資産 変動 所 者 経済活動 影響 え  (堀 新関 2017) 価格 昇

保 資産 増大 場合 出生行動 前向 価格 落 保 資産 縮

場合 出生行動 後 向 いう仮説 成 立 一方 宅価格

や土地価格 変動 所 居 い 者 わ 借家居 者 逆

効果 察 借家居 者 家賃 払い土地 動産 居 い 立場

あ 価格 昇 資産 減少 落 資産 増 意味 あ 当

然 価格 昇 落 出生行動 効果 持 家者 逆 ニ

あ  

 
11 日本 居 経済的側面 出生行動 影響 検証 先行研究 浅見

 (2000) や Iwata and Naoi (2007) 挙  
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第 居価格や土地価格 変動 持 家者 消費活動 変 いう説明

動産 流動性 高 前提 居 者 土地価格 変動 転居 行い 利益

得 いう前提 あ ン 土地や 宅 評価 自身

資産 測 考え方 え 一般 透 い 12 居

物件 資産 昇 落 柔軟 動産 売 繰 返 いう 珍 く い

一方日本 い う 動産 資産 運用 意識 希薄 あ 文

い 宅 土地価格 出生行動 相関 い 表 い  

記 ニ 検証 研究 外 日本 数多く存在 13 結果 大

隔 あ 概念 透 い 宅価格 出生率

間 意 相関 確認 い 宅価格 1 万 昇 場合 シ ュ シ

ン 析 象地域 宅保 率 30% 時 宅価格 昇 出生率

効果 プ 転 検証  (Dettling 2014) 結果 持 家者 非持

家者 出生率 価格 昇 落 逆方向 作用 いう 説明 い 一

方 日本 土地価格 宅価格 出生率 関連 い う 強い相

関 確認 い い い や 両国間 存在 居 見方 い 考

え  

 

構造的側面 ら 住居と出生率 関係 

 

居 種類や面積 部屋数 出生率 関 検証 例 外 特 豊富

あ 種類 方向性 あ 一 出生 家族 増え

居 種類や面積 部屋数 変 いう ニ あ う一 居 種類

や面積 部屋数 居 者 出生行動 影響 え いう ニ あ 本稿 後者

ニ 着目 明 先行研究 中心 概観  

多数 先行研究 居 空間的制約 出生行動 関 検証 多少 主張

い 見 居 種類や部屋数 面積 居 者 出生行動 影響 え い

いう 主張 一 い Kulu and Vikat (2007) フ ン ン 長期的

用い 検証 行い 一戸建 婦 プ 居 婦 比 意 出

産確率 高い 転居経験 あ 婦 転居経験 い 婦 比 意 出産確

率 高い 明 Ström (2010) ン 長期的 用い 検証

行い 部屋数 出生確率 意 関 持 明 Ström (2010) 

結果 居 プ 居 広 出生行動 影響 え い 結論

 
12 宅担保 出 一形態 あ ン 広く一般

い 宅 担保 い 手 信用 く 借 手 金利

恩恵 https://www3.boj.or.jp/josa/past_release/chosa199001j.pdf 
(2023 11 20日)  
13 日本 実証研究 樋口  (2007) や Iwata and Naoi (2007) あ  
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い Felson and Solauns (1975) ンビ 象 析 行い く建

並 混 合 居 行 場 い人 出生確率 傾向 あ

指摘 い  

 日本 い 行わ 先行研究 外 研究 様 知見 検証 い 浅見

 (2000) 居 種類や部屋数 居 者 出生行動 影響 え い 明

大 影響 え 因子 居 入居時期 藤 (2021) 床面

積 居 者 出生行動 関連 析 居家族数 多い 床面積 広 居 者 出

生行動 え 影響 高く 親 齢 い 床面積 広 出生行動 え

影響 大 い 明  

 外 先行研究 日本 先行研究 大 い 外 ネ 用い

居 種類や面積 部屋数 出生行動 関 検証 存在 日本

単 度 用い 析 限 いう 挙 外 先行研究

長期的 用い い 析 象者 転居時期 出産時期 比較検討 可能

い 日本 先行研究 単 度 限 い 転居 無

析 い 長期的 用い 的 傾向 立証 重要

単 度 用い 析 得 知見 的 説明力 持

疑問 え 部屋数や 居 種類 統計 析 プ 検証 あ

延床面積や敷地面積 居 面積 居 者 出生行動 え 影響 い 統計

析 用い 検証 例 乏 い 本稿 日本家計 ネ 調査 17 度

ネ 用い 析 行い 居 面積 居 者 出生行動 え 影響 い

説得力 あ 知見 出  

 

 

理論仮説 

 

住宅条件 出生行動 与える影響 

 

 快適 環境 居 者 出生行動 プ 影響 え 示 先行研究 数多

く存在 定行 (2018) 育児 適 定 環境 整備 快適 生活 充実

居政策 少子 策 効 提言 日本 様 少子 進行

深刻 象 析 行 Vignoli et al. (2013) 宅 情 関 居 者

心感 出生行動 影響 え い 明 え 心感 経済的

要素 い 家 部屋数 相関 持 後者 部屋数 本稿 問

宅条件 当 Ström (2010) 部屋数 出生行動 間 プ 相関

出生行動 家 面積 重要 影響 え い 解釈 い 日

本 い 宅 広 居 者 出生行動 え 影響 検証 意義 あ
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言え 実 和 4 第 16回出生動向基本調査 い 予定子供数 理想子供数

回 原因 10%近い 婦 家 い 回答 い 14 家 育児

十 い 子供 持 や増や 諦 い 婦

一定数存在 察 裏 返 十 広 あ 宅 居 者 育児

問 出生行動 断念 可能性 い いう あ 仮説

出  

 

仮説  宅 延床面積 敷地面積 大 い 世帯 出生確率 高  

 

選択的 住居移動 改築 出生行動 与える影響 

 

 居条件 居 者 出生確率 え 影響 検証 先行研究 出産 育児

良い 居条件 移動 世帯 言及 い 場合 あ  

多く 先行研究 い 育児 良い 宅条件 持 家 一戸建 挙

い Kull and Vikat (2007) 新生児 初産 場合 人目 人目 場合 転居

後 出生率 高 え 一戸建 宅 居 者 出生確率 高 明

育児 適 環境 移動 子供 持 条件

働い い 可能性 示唆 い Mulder (2006) 持 家 賃 育児

適 環境 あ いう前提 国 持 家 容易 出生行動

プ 影響 え い 可能性 示 析 象国 日本 含 い い 日本

い 持 家 賃 育児環境 優 い 示唆 知見 存在

い 15 日本 持 家所 者 賃 居 者 比 出生行動 前向 可

能性 考え  

一方 日本 象 研究 得 知見 親 精神面 い 賃 宅

方 育児 プ いう知見 存在 16 実 育児世 女性 間

賃 宅 嗜好 声 あ 17 日本 い 居形態 出産 育児 プ

い 議論 余地 あ  

い 個々人 出産 育児 理想 居 プ 転居 増改築

 
14 https://www.ipss.go.jp/ps-doukou/j/doukou16/JNFS16_Report04.pdf (2023 11 20
日)  
15 横浜市 象 行 ン い 育児や経済 広 や性能 え 立地環境

評価軸 構成 宅 総合評価 い 一戸建 や 譲 ンシ ン い 持 家

賃  (借家 民間賃 宅 公的賃 宅 社宅 官舎) 比 高い 記録

https://www.nli-research.co.jp/files/topics/35288_ext_18_0.pdf?site=nli (2023 11
21日)  

16 寺見 (2015) 持 家居 者 育児 育児書 頼 い 賃 居 者

近隣 民 得 い 明  
17 https://resemom.jp/article/2020/02/05/54622.html (2023 11 21日)  
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行う可能性 外 先行研究 指摘 本稿 特定 居

プ 出産 育児 適 限定 個々人 出産 育児 適 理想 居形態

構想 持 いう前提 う 理想 居形態 子育 志向 場

合 計 的 転居 増改築 行う 想定 仮説 出  

 

 仮説  転居 増改築 時 い 直後 世帯 出生確率 高  

 

 

デ タと方法 

 

デ タ 

 

本稿 析 あ 日本家計 ネ 調査 (JHPS/KHPS) う KHPS 使

用 日本家計 ネ 調査 慶應義塾大学 ネ 設計 解析 ン 全国 4000

世帯 約 7000人 象 行 い 調査 あ 2014  (旧) 慶應義塾大学家計 ネ

調査 (KHPS)  (旧) 日本家計 ネ 調査 (JHPS) 統合 あ 調査 質問

内容 基本 世帯構成 え 入や支出や資産 居 項目 用意

い え 象者 居 居 延床面積や転居 無 各 渡 調査時

更新 行う質問 用意 回顧 ネ 調査 使用 可能 あ 本

稿 析 最適 断 KHPS 限定 使用 理由 長

期的 析 行う 多く 度 揃 い 使用 必要 あ あ 18

KHPS 2007 2012 2013 新規 追 い 本稿 新

規 析 象 含 象 度 2005 2021 17 度 あ  

 

従属変数 

 

 仮説 1 2 方 用い 従属変数 出産 あ 直近 1 間 回答者 世

帯 変動 無 内容 尋 質問 う あ 子供 生 丸

場合 1 い い場合 0 変数 作成  

 

独立変数 

 

 仮説 1 使用 立変数 延床面積 敷地面積 あ 敷地面積 持 家所 者

象 尋 い 一方 延床面積 2005 回答者全員 象 質問 い

降 度 直近 1 間 転居 増改築 行 回答者 質問 い  

 
18 JHPS 2009 KHPS 2004 調査 開始  
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表  住居情報 関 る質問項目対象者 

 

 

延床面積 2005  (新規 場合 回答開始 度) 始 基本

転居 増改築者 回答結果 映 更新 作成  

 仮説 2 使用 立変数 1 内転居増改築 2 前転居増改築

あ 両変数 2006 降 回答者全員 象 い 直近 1 間 転居 増改築

無 尋 質問 回答 作成 表 1 延床面積 敷地面積 直近 1 間 転

居 増改築 無 回答 象者 調査 度 一覧 表記 あ  

 

統制変数 

 

仮説 1 仮説 2 検証 用い 統制変数 共通 あ 統制変数 選定 当

Iwata and Naoi (2007) 参考 自然 数 世帯 妻 齢 妻 無職

新生児 除く子供数19 地域変数 政 市 用い 居家族数 床面積

居 者 出生行動 関 影響 え い  ( 藤 2021) 回答者 除く 居

家族数 統制変数 え  

 
19 新生児 人数 聞く質問項目 存在 い 新生児 子や 子 あ 場合

測定誤差 扱う  

度 延床面積 敷地面積 直近1 間 転居 増改築 無

2005 全員 一戸建 持 家者 質問

2006 転居又 増改築者 持 家者 全員

2007 転居又 増改築者 持 家者 全員

2008 転居又 増改築者 持 家者 全員

2009 転居又 増改築者 持 家者 全員

2010 転居又 増改築者 持 家者 全員

2011 転居又 増改築者 持 家者 全員

2012 転居又 増改築者 持 家者 全員

2013 転居又 増改築者 持 家者 全員

2014 転居又 増改築者 持 家者 全員

2015 転居又 増改築者 持 家者 全員

2016 転居又 増改築者 持 家者 全員

2017 転居又 増改築者 持 家者 全員

2018 転居又 増改築者 持 家者 全員

2019 転居又 増改築者 持 家者 全員

2020 転居又 増改築者 持 家者 全員
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表  変数説明 

 

 

 

表  記述統計 

 

 

 

変数 変数説明 出

出生 直近1 間 回答者 世帯 変動 う

あ 子供 う 該当 場合 1

変数

KHPS  2005 - 2021

log (延床面積) 延 床面積 回答 自然 数 値 KHPS  2005 - 2021

log (敷地面積) 敷地面積 回答 自然 数 値 KHPS  2005 - 2021

1 内転居増改築 回答 直近1 間 転居 増改築

い 場合 1 変数

KHPS  2006 - 2021

2 内転居増改築 回答 2 前 転居 増改築

い 場合 1 変数

KHPS  2007 - 2021

居家族数 あ 一緒 い 家族 あ

含 何人 回答 1 引い 変数

KHPS  2005 - 2021

log (世帯 ) 世帯  (税込 ) 回答 自然 数

値

KHPS  2005 - 2021

妻 齢 回答者 女性 場合 回答者 齢 男性

場合 配偶者 齢 映 変数

KHPS  2005 - 2021

妻 無職 先 就業状況 回答 無職 1 職

0 変数

KHPS  2005 - 2021

新生児 除く子供数 子供数 新生児 生 い 場合 1 引

い 変数 *
KHPS  2005 - 2021

市郡規模変数 居 者 市郡規模 示 変数

1:政 市 (特 含 ) 2: 市 3: 村
KHPS  2005 - 2021

地域変数 回答者 居 地 8 変数 ** KHPS  2005 - 2021

*新生児 数 尋 質問項目 存在 い 新生児 子や 子 あ 場合 測定誤差

扱う

**1:  2:東  3:関東 4:中部 5:近畿 6:中国 7: 四国 8:九  今回 析 外国居 者 NA
象 除外

観測数 均値 標準偏差 最 値 最大値

出生 10429 0.0629 0.2428 0 1

log (延床面積) 10429 4.4530 0.5593 2.3026 7.8785

log (敷地面積) 6694 4.9912 0.8360 2.9957 9.1065

1 内転居増改築 10429 0.1417 0.3488 0 1

2 前転居増改築 10429 0.4586 0.4983 0 1

居家族数 10429 3.9883 1.2580 0 10

log (世帯 ) 10429 6.4333 0.4494 2.9957 8.8247

妻 齢 10429 38.5473 4.8148 21 45

妻 無職 10429 0.3659 0.4817 0 1

新生児 除く子供数 10429 1.9046 1.0941 0 7

市郡規模変数 10429 1.7786 0.6074 1 3

地域変数 10429 4.2178 1.7316 1 8
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推定方法 

 

記 う 立変数 延床面積 敷地面積 1 内転居増改築 2 前

転居増改築 析 行 析 固定効果 いプ ン 固

定効果 固定効果 計 種類 ネ 析 行 線形

定 固定効果 回答者 統制 度 回答者 統制

延床面積や転居増改築 ン 居 者 出生行動 長期的 影響 え い 否

検証 可能  

 

 

分析結果 

表 4 居 空間的制約 出生行動 え 影響 検証 結果 あ 仮説 1 延床

面積 出生行動 関 検証 プ ン Model 1 5%水準 意

相関 固定効果 Model 4 10％水準 意 相関 確認  

 

表  住居 空間的制約 出生行動 与える影響 

 

 

Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5 Model 6

log (延床面積) 0.0122 * 0.0127 † 0.0435 ** 0.0093

(0.0051) (0.0076) (0.0135) (0.0517)

log (敷地面積) 0.0029 0.0014 0.0035 0.0047

(0.0040) (0.0045) (0.0193) (0.0215)

1 内転居増改築 0.0283 ** 0.0346 ** 0.0337 ** -0.0170 -0.0098 -0.0176

(0.0095) (0.0110) (0.0113) (0.0169) (0.0197) (0.0203)

2 前転居増改築 0.0158 * 0.0041 0.0032 0.0009 -0.0022 -0.0113

(0.0063) (0.0072) (0.0072) (0.0174) (0.0206) (0.0211)

居家族数 0.0013 0.0014 -0.0001 -0.0072 -0.0127 -0.0086

(0.0040) (0.0046) (0.0047) (0.0080) (0.0102) (0.0110)

log (世帯 ) 0.0020 0.0035 0.0022 -0.0315 ** -0.0215 -0.0217

(0.0057) (0.0070) (0.0073) (0.0120) (0.0144) (0.0144)

妻 齢 -0.0107 *** -0.0109 *** -0.0110 *** -0.0103 0.0212 0.0219

(0.0006) (0.0008) (0.0009) (0.0112) (0.0239) (0.0244)

妻 無職 0.0664 *** 0.0555 *** 0.0543 *** 0.1036 *** 0.0764 *** 0.0782 ***

(0.0056) (0.0067) (0.0068) (0.0086) (0.0097) (0.0099)

新生児 除く子供数 -0.0381 *** -0.0388 *** -0.0376 *** -0.2892 *** -0.3320 *** -0.3381 ***

(0.0057) (0.0067) (0.0068) (0.0143) (0.0193) (0.0209)

度 YES YES YES YES YES YES

地域 YES YES YES YES YES YES

政 市 YES YES YES YES YES YES

ID NO NO NO YES YES YES

調整済 R2 0.1076 0.1059 0.1047 0.2888 0.3411 0.3424

 N 10429 6694 6486 10429 6694 6486

(2) ( )内 回答者 標準誤差

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1

出産

従属変数
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居 広い 居 者 出生確率 高 察 仮説 1 整 

合的 結果 あ 固定効果 意 結果 示 観測 い個

人 特性 統制 居 広 個人 出生行動 影響 え 示唆 

い 仮説 1 敷地面積 出生行動 関 検証 Model 2 Model 5

数 い 意 言え 水準 い 結果 仮説 1 支持  

う 結果 理由 一考察 敷地面積 実 居 者 暮

家屋 面積 い 広 実 居 空間 相関 弱い可能性 考え

 

仮説 2 転居増改築 ン 出生行動 関 検証 プ ン

意 相関 確認 Model 1 Model 2 Model 3 全 1

内転居増改築 無 出生確率 間 10%水準 意 相関 確認

転居増改築 ン 居 者 出生行動 行 い 察

仮説 2 整合的 結果 あ 2 前転居増改築 無 出生確率 間 Model 

1 5%水準 意 相関 確認 1 内転居増改築 無 強

い相関 確認 結果 転居増改築 ン 出産

ン 非常 密接 関連 い 示唆 う  

 

 

結論 

 

 本稿 居 空間的制約 居 者 出生行動 え 影響 検証 検証結果

居 広い 居 者 出生確率 昇 転居増改築 ン  

出産 ン 密接 関連 い 明 出産

ン 居 者 育児 あ 広い 居 転居 増改築 行

い 可能性 示唆  

 記 検証結果 出産 育児 適 居 困難 場合 出産 諦

世帯 存在 察 少子 克服 一 方策 う 世帯 減

効 う 育児 適 環境 整備 供給 定

重要 あ  

 日本 少子 策 居政策 主 子供 持 世帯 限 支援

象 居 公営 や国 管轄 あ 法人 管理 物件 限 支援 幅 非

常 限定的 あ 20 日本 少子 深刻 韓国 21 充実 少子 策

 
20 日本 少子 策 居政策 良質 フ 向 賃 宅

供給 進 民間供給支援型賃 宅制度 挙 韓国 居政策 比

支援 幅 い https://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/whitepaper/measures/w-
2007/19webhonpen/html/i24d1100.html (2023 11 20日)  
21 2022 韓国 合計特 出生率 0.78 去最 記録 https://www.nli-
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居政策 行わ 象 結婚 え 者 大 い 結婚後

出産 迎え 場合 広い 宅 申請 機会 整え い  (菅 曺 2021)  

一方 韓国 者 間 宅 困難 依然 問 い 韓

国 い 1980 後半 居政策 行わ 宅 増 質 向 い

う明 成  (Kim and Park 2016) わ 者間 存在

宅確保 絶望感 居政策 成果 人々 感応 くい困難 性格 表

い 日本 韓国 様 少子 都市 人口流入 人口 密

進 い 韓国 先例 日本 示唆 富 い 居政策 効果 短期間

期待 い 合計特 出生率 回復 見込 い い現状 政府 少子 策

居政策 充実 早急 検討 あ  
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第 章 

 

副業認可が企業における人材 定着率に与える影響 

 

吉田 正吾 

 

 

要約 

 

多様性やワ ン 重視 現 社会 い 本業 外 入や経験

得 副業 広 期待 用性 い 企業側

視点 計量的 検証 例 少 い 本稿 2017 2019 2021 2023

4ヵ い CSR企業総覧 ( 用 人材活用編) 用い 企業 副業 可 状況

構築 人材 流出防 いう観点 副業 入 効果 検証

背 あ 検証 あ 2014 2021 日本家計

調査 (JHPS/KHPS) 利用 個人単 副業状況 本業 満足度 び就業

状況 関連 調査 分析結果 副業制度 入 人材流出 防 寄

い い 副業 実施 本業 満足度 高 一方 転職 傾向 あ

明 結果 企業 副業 社員 労働環境

充足感 得 副業 経験 労働流動性 向 用 側面 持 両者 効果 相

殺 人材 定着 繋 い 考え 労働流動性 高 人

材確保 困 中 企業 副業 利点 副業制度 広 い可能

性 あ  

 

 

めに 

 

 和 5 就業規則1 い 労働者 勤務 間外 い 会社等 業

務 従 いう記載 あ う 副業 兼業 積極的 社内 奨

励 い 実 副業制度 入 い 企業 少 い う 状況 鑑

厚生労働省 副業 利点 強調 副業 兼業 関 ン (厚生労働省 

2018) 作成 通 就労規定 体化 行う 企業 対 積極的 押 行

い 資料 述 い う 企業 副業 兼業制度 入 ッ

 
1 用者 被 用者間 労働 避 用者 遵 必要 あ 規

則 厚生労働省 定 https://www.mhlw.go.jp/content/001018385.pdf (2023 11
9日)  
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い 効果検証 十分 行わ 多 企業 制度 入 足 踏

い 現状 あ  

 現在 至 副業 効果検証 多 副業従 者 視点 立

あ 何 (2020) 慶應義塾大学 日本家計 調査 (JHPS/KHPS) 用い

副業従 者 特徴 把握 転職や本業 賃金率 関 性 実証的

分析 い 特 男性 規 用者 女性 非 規 用者 い 副業経験 転職確

率 高 指摘 労働市場 流動性 確保 寄 い 可能性 示唆 い  

 一方 企業側 視点 立 先行研究 関 検高 (2022) 論文 新 副業

実証研究 従 者視点 限 い 問題 い 言及 い 検高 (2022) 

2018 2021 4 間 CSR企業総覧2 ( 用 人材活用編) 分析対象

副業制度 入 企業 業績 え 影響 分析 企業 生産性 対 副

業制度 影響 持 い一方 業績 対 影響 えう 可能性 見出 い  

 本稿 従来 副業研究 課題 指摘 新 論点 注目 先行研

究 第一 課題 副業 関 実証研究 少 い あ 背景 働 方改革

前 企業 副業 容 一般的 実態 示 限 い

影響 い 第 副業 企業 う 影響 え い

う視点 如 あ 検高 (2022) 述 い う 副業 否 企業 え 影響

い 計量分析 基 知見 少 い 給 所得者 副業 広 副業 容

企業 増加 重要 あ 企業 副業 意義 明

確 あ 必要 あ  

 記 問題意識 本稿 企業 副業 容 意味 副業制度 人材

定着 う 影響 え いう観点 論 第一 2017 2019 2021

2023 4ヵ い CSR企業総覧 ( 用 人材活用編) 企業 副業 可

構築 企業単 新卒入社 3 社員 定着率 関連 分析 第

2014 2021 全 8回 日本家計 調査 (JHPS/KHPS)

用い 個人 副業実施状況 業務満足度 就業 状況 え 影響 分析

副業 影響 個人 ベ 観察 企業 個人 両方 分析単 副業制度 入 人

材 定着 関連 明 企業 副業制度 入 理 一

挙 人材 流出防 効果 う 発生 う 断

試 本稿 分析結果 企業 ベ 副業制度 入 新卒社員 3 定着率

意 影響 い 個人 ベ 副業 実施 会社 満足度 高 一方

職や転職 確率 高 い 可能性 示唆 結果 副業 労働市場 流動性

高 指摘 何 (2020) 一貫 い 副業 容 社員 労働

 
2 全 場企業 主要未 場企業 対象 毎 度行わ い 実態調査 検高 
(2022) 様 用い い  
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満足度 高 効果 あ 一方 人材 流動化 可能性 あ 人材確

保 相対的 困 中 企業 人材 流出 恐 副業 入 い可能性 示

唆  

 

 

先行研究 

 

副業を保有 る個人 属性 

 

 副業 保 者 属性 特定 研究 近 盛 行わ 倉 藤本 (2006) 

ワ 研究所 提供 調査 日本 副業従 者 属性 確

い 分析結果 高 齢 女性 職場 従業員規模 退職や

経験 豊富 人 副業 従 や い傾向 あ いう 明 い

副業従 者 希望者 本業 対 抱い い 感情 異 前者 就業形態

満 抱え い 対 者 将来的 用 対 持 い 両者 共通

本業 信感 埋 合わ 手段 副業 置付 い

あ  

 一方 人労働者 対象 BHPS3 用い 副業従 者 特徴 分析

Wu et al. (2009) 本業 労働 間 満足 い 労働者 対照的 本業 入 満足

い い労働者 副業 従 傾向 指摘 い 前者 副業 ン ン

非金銭的動機 あ 対 者 金銭的動機 あ 副業従

者 特性 細分化 解 必要性 示唆  

 川  (2017) ン ッ 調査 用い 金銭的 非金銭的動機 分類 副

業 従 人々 属性 細 特定 非金銭的動機 副業従 者 副業

注 間 本業 延長線 余暇 替 捉え い 従 動

機 個人 嗜好 大 理 特定 困 あ 副業従 本業 業務

役立 趣旨 回答 見 副業 自己啓発効果 可能性

指摘 い 一方 金銭的動機 副業従 者 労働 間 短 賃金率 い

や 等 本業 非 規 用 多 見 副業 用 形態

様 や あ 割合 多い 加え 金銭的動機 場合 本業 副

業 業務内容 異 傾向 あ いう  

 

副業による効果 実証 

 
3 Survey (BHPS) 世 及び個人 社会状況 経済状況 変化 捉え

調査 Panos et al (2014) 様 用い 分析 い  
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 副業 効果検証 副業 従 労働者 彼 経験 還元 企業 視点 分

行わ  

 労働者 視点 川  (2021) 入 目的 副業希望者 習得 目的

副業希望者や副業 希望 い者 比較 幸福度 い 指摘 い

差 前者 副業 実 保持 解消 傾向 あ 副業 従

幸福度 改善 金銭的 解消 大 要因 考え  

 副業 向 効果 調査 Panos et al. (2014) 

労働者 就労移動 関 本業 内容 差 大 い 副業

昇 実感 いう結論 い い 前述 通 本業 入 補う 目的 副

業従 者 本業 内容 異 業務 携わ 多い 副業 目的 い

副業従 者 向 実感 い 副業 利点 強調 言え

方 Kawakami (2019) 副業 向 効果 性質 一様

い いう問題意識 日本家計 調査 (JHPS/KHPS) 用い 本業 求

分類 副業保 効果 異質性 見 い 分析結果 特 本業

労働 あ 分析的思考 求 職業 場合 副業 実施 本業 賃金率

意 高 わ わ 副業 向 期待 限

求 職業 限 示唆 い  

 副業 保 者 非保 者 比較 転職や起業 経験 傾向 あ う

就労移動 本業 賃金率 高 指摘 い  (Panos et al. 2014) 何  

(2020) う 就労移動 影響 及 副業従 者 属性 特定 い 転職確率

い 副業経験 持 男性 規 用者 女性 非 規 用者 意 影響

賃金率 い 前者 限 転職 向 示 い 副業 労働市場

流動性 確保 貢献 いう結果 あ う  

 企業 対象 研究 副業 容 企業 特徴 捉え 出発点 発展

川  (2021) CSR ベ 用い 副業制度 入 無 人

施策 入状況 関 性 企業単 検証 い 副業制度 入 い 企業

い 勤務 柔軟性 高 制度 入 い 場合 多い

副業制度 入 制度 入 補完的 人 施策 入 ン

逆 特定 人 施策 入 副業制度 補完的 加え ン 考え

者 関 副業 近 企業 半数 社員 65歳 用 制度的 既

高齢従業者 用維持 目的 (八木 2009) 副業制度 補完

的 入 い 例 言え  

 検高 (2022) 分析 い 企業 副業容 企業 生産性や業績 え
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影響 着目 い 推定結果 企業 副業許可 売 高経営利益率4 対

影響 え 一方 ROE5 対 負 影響 え 示唆 副業

制度 入 経営活動 益力強化 傾向 あ 業績 負 影響 え

可能性 否定 い  

 

 

理論仮説 

 

 先行研究 副業従 者 実態 解 副業実施 個人 効用 定量

的 明 中心的 行わ 企業 対象 副業 入状況や利点

明 う 組 徐々 広 あ 企業 副業

得 効用 関 研究 現状 い 少 い 厚生労働省 企業 副業 利

点 う 明 い 労働者 社内 得 い知識 獲得

 労働者 自 性 自主性  優秀 人材 獲得 流

出 防 競争力 向  労働者 社外 新 知識 情報や人脈 入

業機会 拡大 (厚生労働省 2018) う 本稿 特 人

材 流出防 いう観点 着目 副業制度 入 効果 実証 目的  

 副業制度 入 人材 流出 繋 企業 福利厚生制度 関

知見 参考 企業 福利厚生制度 充実度合い 業 社 水準 合わ  (Rind 

et al. 2021) 転職先 得 社 待遇差 埋 合わ 社 人材流出 防

い い 企業 福利厚生制度 充実 社員 満足度 (Thuo and Teresa 2022) や

ォ ン  (Agusioma et al. 2019) 向 寄 企業 生産性や ベ

ョン  (Woan et al. 2022) 恩恵 企業 積極的 福利厚生制

度 入 社員 ワ ン 充実 貢献 結果的 待遇 満 感 社員

人材流出 防 効果 持  

 副業制度 福利厚生制度 一 捉え 副業 い 企業 社員

ワ ン 充実 人材 定着率 高い あ 仮

出  

 

仮説  副業制度 入 い 企業 社員 定着率 高い  

 

 仮 1 い 個人 ベ 観察 副業制度 あ 職場 働

 
4 経営利益 売 高 除 100 乗 値 あ 企業 益性 評価 用い

指標  
5 自己資本利益率 当期純利益÷自己資本×100 出 一般的 値 大

い 経営効率 良い  
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い 副業 保 労働者 ワ ン 充実 企業 対 満足

度 高 所属企業 就業 傾向 見 う 仮 検証  

 

仮説  副業制度 入 い 企業 勤 い 社員 企業 満足感 高

企業 就業 や い  

 

 

データと方法 

 

企業 ベ におけるデータ 

 

 本稿 記 理論仮 実証 企業単 個人単 用い 副業 本

業 定着率 え 影響 明 試  

 企業単 分析 東洋経済新聞社 CSR企業総覧 ( 用 人材活用編) 用い

2017 2019 2021 2023 4 回分 企業 副業制度 入状況 各 度

新卒 3 定着率 関 構築 度 選択基準 関 副業

兼業 関 ン (厚生労働省 2018) 策定 及びコ 禍 労働環境

変化 映 効果 確 意図 設定 企業単 副業制度 効果検

証 行 検高 (2022) い 対象 企業 副業 入 い い製造 

業種 限定 い 本稿 数 確保 業種 多様性 確保 第 産

業 う 建築業 鉱業 鉄鋼業 非金属業 広 企業 選定  

 分析 用い 従属変数 各 度 3 前 新卒入社社員 人数 当

度 社員 在籍人数 除 百 乗 新卒 3 定着率 あ  

 理論的 興味 あ 独立変数 関 副業 否 関 表記 無 確 制度 

入 あ 場合 1 い場合 0 変数化 検高 (2022) 参考

副業 全面的 承 い 場合 3 副業 内容等 制約 あ 場合 2 入

検討 い 場合 1 未 入 場合 0 順序尺度化 2通 作成

副業 入状況 い 度 副業 入状況 入力 新卒

社員 入社 副業 入 い う 確 1期前 (3 前) 

副業 入状況 回 2通 作成 計 4通 試  

 統制変数 関 新卒入社社員 定着率 影響 えう 変数 当 度

社員 均給 均 残業 間 自然対数化 休 得率 投

入 記 変数 CSR企業総覧 ( 用 人材活用編) 化  

い  

 図１ 副業 入状況 い 企業 推移 表 あ 2016 度 副

業 入 い 企業 分析対象中 一 厚生労働省 ン 策定  
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表  変数説明 

 

 

表  記述統計 

 

 

図  副業導入状況 推移 
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2018 部分的 入 行う企業 現 コ 禍 降 副業 入 増え 現在

45% 企業 副業 い  

 

個人 ベ におけるデータ 

 

 個人単 分析 2014 2021 全 8 回 日本家計 調査  

(JHPS/KHPS) 用い 副業実施状況 本業 満足度 前 度 就業 状

況 約 構築 副業 実施 本業 満足度 状況

え 影響 分析  

 本業 満足度 従属変数 分析 行う 満足度 10段階 尋 質

問 参照 転職 影響 従属変数 1 前 就業状況 変化

尋 設問 参照 勤 先 勤 い 場合 職 場合 転職 場

合 3 分 考え 就業 及び 職 0 転職 1 変数 設  

 独立変数 関 個人 副業 無 企業 副業容 尺度 設 体的

本調査 昨 1 間 (1 〜12 ) あ 主 副業

いう設問 対 1. 副業 2. 副業 禁 い

い い 3. 副業 許 い い い  3 回答結果 個人 副業 無

企業 副業容 状況 特定 個人 副業 無 い 1 副業保 2

3 副業 未保持 変数化 企業 副業容 い 1 3 企業 副業

容 い 2 副業 容 い い 変数化  

 統制変数 い 何 (2020) 参照 当 度 あ 均労働

間 間 賃金 自然対数化 設定 企業内 労働組合 無 独自

変数 投入  

 

表  変数説明 

 

変数 変数 明 出

満足度 自身 満足 い 10段階 記録

1 前 勤 先 転職 1 前 会社 経営組織 従

辞任 無業＝0 転職＝1

企業 副業容 副業 禁 い ＝0 副業 禁

い い＝1 変数

個人 副業 無 昨 1 間 副業 い い＝0 副業

＝1 変数

log (賃金) 間給 自然対数化 値 単 万

log (労働 間) 残業 含 あ 残業 間 自然対数

化 値

労働組合 所属 い 企業 労働組合 い＝0 労

働組合 あ ＝1 変数

日本家計 調査 

(JHPS/KHPS) 2014
〜2021 度
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表  記述統計 

 

 

推定方法 

 

 仮 1 企業 ベ 推定 い 分析 対象 い 企業 規模感

や 業内容 大 異 企業 固定効果 捉え 分析

行う 副業 容 新卒入社社員 魅力的 写 企業 着意識 高 い あ

定着率 対 数 意 う  

 仮 2 個人 ベ 副業容 本業 満足度 推定 様 個人 異

質性 固定効果 統制 分析 行う 社員 企業 副業制度 入

充足感 得 い 満足度 対 数 意 転職 影響

い 推定 回答者 異質性 考慮 固定効果 ッ 推定 社員 企業

副業制度 入 属意識 高 い あ 転職 対 数 意

負  

 

 

分析結果 

 

企業 ベ 副業制度 効果 

 

 表 5 前述 4 推定結果 示 Model 1 3 当 度 副業容

無 新卒社員 定着率 え 影響 検証 あ Model 1 独立変数 副業

無 変数 投入 数 負 意 い値 Model 3 独立変

数 副業 入状況 段階的 順序変数 投入 数 意 い Model 2 4

前期 (3 前) 副業容 無 当 新卒社員 定着率 え 影響 検証

あ Model 2 副業 無 数 数 負 意 い Model 4

副業 入状況 順序変数 数 意 い い い 独立変数

統計的 意 確 仮 1 整合的 結果 言え い  

観測数 均値 標準偏差 最 値 最大値

満足度 18780 5.4200 2.4200 0.0000 10

1 前 勤 先 転職 15090 0.0400 0.2000 0 1

企業 副業容 16152 0.6400 0.4800 0 1

個人 副業 無 16152 0.1000 0.3000 0 1

log (賃金) 13815 0.3600 0.2500 -1.3500 0.5700

log (労働 間) 11888 3.4100 0.7200 0 4.9600

労働組合 10766 0.3600 0.4800 0 1
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表  企業 副業容認が新卒社員 年後定着率に与える効果 

 

 

個人 ベ 副業制度 効果 

 

本業 満足度 

 表 6 副業容 実施 本業 満足度 え 影響 分析結果 あ Model 1 2 企

業 副業制度 入 企業 満足度 え 影響 示 両 独立変

数 数 意 あ Model 3 4 個人 副業実施 所属 企業 満足度

え 影響 推定 独立変数 数 本業 満足度 意 高 い

分 仮 2 整合的 あ 結果 各個人 副業 実 実施

う わ 所属 企業 副業 容 対 満足感 得

示唆  

 

転職へ 影響  

 表 7 副業容 実施 転職 え 影響 分析 結果 あ Model 1 2 企業

副業制度 入 社員 就業状況 え 影響 示 独立変数 数 Model 1

Model 2 負 あ Model 3 4 個人 副業実施 企業 所属 社員 就業

状況 え 影響 示 い 独立変数 数 あ Model 3 10%

水準 意 あ 数 あ 個人 副業 無 転職 い

仮 2 整合的 結果 い 記 分析結果 整理 企業 副業 入  
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表  企業 副業容認、及び個人 副業実施が仕事 満足度に与える影響 

 

 

表  企業 副業容認、及び個人 副業実施が転職に与える影響 

 

 

短期的 新卒 3 定着率 増加 い 理 個人 ベ 確 副

業 容 実施 本業 満足度 高 副業 実施経験 社員 転職 傾向

あ 考え  
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結論 

 

 本稿 企業 個人 方 観点 副業 人材定着 影響 検証 前者

い CSR 記載 あ 第 産業 属 企業 対象 企業 副業制度 入

状況 新卒 3 目社員 定着率 関連 確 者 い 家計 調査 

(JHPS/KHPS) 用い 個人 副業 従 本業 満足度や就業 状況

関連 特定  

 分析 結果 第一 企業 副業制度 入 人材 定着効果 期待

い 示唆 第 企業 副業容 個人 副業従 共 本業 満

足度 向 寄 明 副業 福利厚生制度 一

捉え 場合 充実 企業 属意識 高 Emmah and Teresa (2022) 

分析結果 整合的 あ 第 副業 従 本業 転職 職

何 (2020) 示唆 い 副業制度 労働流動性向 機能 本

稿 検証 支持 形  

 副業 企業 新卒社員 定着率向 寄 い 転職先 魅力的

大企業 副業制度 積極的 入 社員 福利厚生 高 人

材 確保 困 中 企業 副業制度 入 消極的 副業制度 拡大 阻害

可能性 あ  

 副業 実施 金銭的動機 大部分 あ 中 企業 従 労働者

副業 必要 い う 就業規則 (厚生労働省 2018) 労働者 自

保 観点 企業 副業 解禁 向 努力 旨 見 中 企

業 い い 副業制度 入 支援 い 働 方改革 展 い 重要

政策的論点 考え 副業制度 近 うや 入 始 制度 あ

本稿 分析結果 点 差 引い 考え 必要 あ 副業 入 企業 一般

化 副業 人材 定着 え 影響 一層明確化 い  
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第 章 

 

健康経営が企業成長に与える影響 

― 健康経営度調査 に基づく実証分析― 

 

鈴木 優雨 

 

 

要約 

 

企業 従業員 健康管理 経営的視点 検討 実行 健康経営 チ

欧米 中心 様々 国 普及 推進 掲 い 健康経営

実証的 検討 既存研究 諸外国 い 豊富 あ 面 国 健康経営

効果 明確 い い 本稿 2019 び 2021 日

本企業 2000社 対 行わ 健康経営 調査 タ 用い 企業 健康経

営 務指標 企業成長 与え 響 検証 分析結果 健康経営 指標

務指標 顕著 性 確 健康診断 チ ッ

表 個人 健康課 把握 管理職 健康経営 教育支援 実 少

企業成長 進 寄与 傾向 明 従業員 対 健康状態

把握 並行 健康経営 理解 深 教育や学習企画 拡 行う 要 言

え  

 

 

めに 

 

企業 従業員 対 健康管理 注目 集 2020 新型感 症 蔓延

大 い ン ッ 伴い日本国 あ 企業 中 業形態 変更 余儀

く 結果 業績 大 く揺 い 企業 多く存在 い 証 民間

実施 中 企業 意識調査 新型感 症流行 伴い売 減少 経験 中 企

業 70% 及び う 経営課 コ 感 拡大 売 減 回答 企業

割合 65.5％1 及 う 売 大 打撃 被 傍 国 企業 多く 感

防 対策 一環 従業員 健康管理や勤務形態 新 図 結果 府

調査 約 50% 従業員 感 症拡大前 比 生活 視 う

 
1 株式会社東京商 サ チ 2021 調査 https://www.tsr-net.co.jp/data/detail 
/1190812_1527.html (2023 11 12日)  
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回答 家族 過 時間 増え 回答 従業員 約 70% 超え 2

ワ 企業 新 健康施策 従業員 生活や健康 対 意識

変化 少 経験 いえ う 社会 変化 2019 政府主

推進 い 従業員 健康 配慮 経営形態 見直 動 一層強

中 昨 多く 国 企業 注力 い 健康管理 経営的視点 検討

戦略的 実践 健康経営 呼 経営形態 実装 あ  

健康経営 企業 従業員 健康維持 増進 図 施策 投資 行い 企業利益

経営 行う積極的 概念 定義 あ 3 留意 い 従来

いわゆ 健康管理 (Healthy Management ) 従業員 良い健康状態 持続

企業 営業活動 滑 保 いう 動的 概念 異 いう点 あ

 

健康経営 いう概念 欧米諸国 中心 既 普及 進 い 大 理

健康経営 推進 無 企業 く ESG 投資 決定

要因 得 いう考え 透 あ ESG 環境 (Environment) 社会 (Society)

統治/ ン  (Governance) 要素 配慮 必要性 説い 言葉 あ

ESG 注力 い 企業 積極的 投資 行う ESG 投資 呼 4 世界

ESG 投資 合計残高 35 米 超え 5 諸外国 ESG 投資 既 拡大傾向

あ わ 健康経営 ESG う 社会 (Society) 主要項目 あ 従業員

健康 全 当  (尾崎 2017) 健康経営 注力 投資家 信

や出資 いえ 考え 定着 い 諸外国 研究分 い 健康

経営 企業成長 与え 検証 蓄積 多く (e.g. Raymond et al. 2013)

各企業 基 い 独自 組  

一方 国 い 諸外国 様 健康経営 要性 知 あ 未

健康経営 実施 い 後進的 あ 言わ 得 い 原因 日本

人材 対 価値評価 外 比 く 人材投資 (OJT 除く) 国際比較 国

企業 GDP 人材 投資率 諸外国 比 最 く 減少傾向 あ

挙 6 健康経営 研究面 い 労働環境 健康管理 向 企

 
2 府実施 新型コ 感 症 響 生活意識 行動 変化

調査結果 https://www5.cao.go.jp/keizai2/wellbeing/covid/pdf/result6_covid.pdf (20 
23 11 23日  
3 経済産業省HP 健康経営 い 説明 https://www.meti.go.jp/policy/mo 
no_info_service/healthcare/kenko_keiei.html (2023 11 23日)  
4 金積立金管理運用独立行政法人 ESG投資 い 説明 https://www.g 
pif.go.jp/esg-stw/esginvestments/ (2023 11 23日)  
5 Global Sustainable Investment Review 2020 発表 世界 ESG投資残高  
推移 抜粋  
6 総合研究所 APAC就業実態 成長意識調査 2019 基 経済産業省 作

成 https://rc.persol-group.co.jp/thinktank/data/apac_2019.html (2023 11 22日)  
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業 わ や健康経営 企業価値 向 い 定性的 知見 蓄積 少

あ  (e.g. 新井 玄場 2020) 健康経営 目指 あ 従業員 健康 進施

策 積極的 打 出 企業利益 向 い 実証的 研究 未 少

い  

本稿 経済産業省 公開 日本 企業 2000 社 健康経営 調査

結果 用い 各企業 務状況 照 合わ 健康経営 推進 実際 企業

利益 響 与え い い 検証 分析結果 2019 2021

健康経営 推進 務指標 両者 変化率 間 明確 性 い

わ 健康経営施策 体的 容 注目 従業員 健康診断 び

チ ッ 実施 従業員 管理職 向 健康経営 教育実施 少

企業成長 示  

続く第 2 節 国 外 健康経営 び従業員 健康 対 施策 効果

い 概観 後 第 3 節 健康経営 企業成長 い 本稿 理論仮説 出

第 4節 仮説検証 タ 方法 提示 第 5節 出 推定

結果 い 論 第 6 節 本稿 知見 交え 健康経営 あ 方 い 示

唆 述 い  

 

 

先行研究 

 

従業員 健康管理に関 る検証 

 

企業 健康経営 一環 行う従業員 健康管理 一概 ッ 表 わ

い 一般的 健康管理 積極的 推進 い 職場 勤 人 う い職

場 勤 い 人 比 心理的 抱え くい傾向 あ 7 例え 健康管理 一

種 従業員 勤務形態 軟性 高 ワ 従業員 勤務形態 軟性

高 結果 感 症 予防 限 通勤時間 短縮や勤務場所 約 く

減少 従業員 成果物 質 高  (Gopalakrishnan and 

Kovoor-Misra 2021) 一方 ワ 椅子

ンタ や 生産性 いう指摘 あ  

(Hernández et al. 2021) 経済的 側面 労働者や企業 属性 会社

ワ 実施 格差 労働者 入や労働時間 格差  (江  

2022)  

わ 健康管理 い 毎 新 衛生基準 規定 ン ッ

 
7 ッ 基礎研究所 ン 調査 結果 https://www.nli-research.co.j 
p/report/detail/id=73022?site=nli (2023 11 12日)  
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例 未曾 態 対 回復力 あ 企業 政的支援 新 いビ

ネ 開発等 政策 推進 並 必要 あ  (Acciarini et al. 2021)

企業 ワ ン 土壌 経営形態 整備 従業員 健康推進

直結 明確 い 企業 基礎体力 醸成 必要 あ いえ  

 

健康経営に関 る研究 

 

健康経営 概念 主 欧米 中心 健康経営 企業 生産性等

定 的 検証 研究 蓄積 あ  (高橋  2022) 例え 優良健康経営

表 企業 対象 研究 い 表的 株価指数 あ S&P500 13

後 株価 ン 比較 わ 結果 優良健康経営表 企業

S&P500 8 約 1.8倍 昇 い  (Raymond et al. 2013) 企業 健康

経営 組 い 2002 2008 わ 健康増進 実施 企

業 い 療支出総 間約 3.5%減少 1 健康 対 投資 従業員

一人当 3 投資 益 得 結果  (Henke et al. 2011)  

日本 い 健康経営 研究 定性的 検証 主 存在 例え

健康経営 職場 健康文化 (高橋  2022, p.15) 醸成 進 い

職場 あ 健康 数や ン 何 疾患 症状 抱え

出勤 業務 ン い 状態 損失 く  (高橋

 2022) 人材採用 いう観点 見 健康経営 高 大学生 企業

対 就職意欲 高 効果 あ  (新井 玄場 2020) 黒 山本 (2014) ンタ

対策 含 健康経営 い 体的 う 施策や 効果的

検討 後 課 い え本稿 務指標 健康経営 個

体的 施策 明確 実際 試  

 

 

理論仮説 

 

健康経営度調査銘柄 効果  

 

諸外国 先行研究 優良 健康経営企業 対外的 知 株価

企業 業績 明 い  (e.g. Fabius et al. 2013)

健康経営 企業 勤 従業員 健康保持や推進 経費 費用

 
8 S&P500 米株式市場 株価指数 指 証 引所等 場 い 表 500
銘柄 時価総 算出 https://www.bk.mufg.jp/column/shisan_unyo/0045 
.html (2023 11 23日)  
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く将来的 益性等 高 投資 あ 考え 従業員 健康 設計

経営戦略 一環 う経営形態 指 追随 健康経営 調査

法人 健康経営 実践 組 合い 視化 経 変化 観察 目的

あ 経済産業省 調査 健康経営銘柄 び 健康経

営優良法人 選定 用い 基礎情報 用い あ 法 遵 状況

く健康経営 組 組織体 整備 評価 改善 実施 い 項目 評

価 あ 評価 偏差値化 企業 結果 対外的 公表  

調査 選定基準 記 健康経営銘柄 企業価値及び持続的 経営 視

投資家 向 魅力あ 企業 紹 いう役割 担う 健康経営優良法人

企業 規模 く健康経営 組 優良 法人 視化 図 社会的

評価 目的 い 9 

加え 調査 経済産業省 主体 い 調査 あ 信 高く

投資家 世間 注目 集 記銘柄 定 企業

ッ 大 い  

健康経営 熱心 組 企業 従業員 健康管理 注力

い 企業 あ 投資家 目 留 や く 結果 対外的 経済的 性 構

築 容易 投資 や く 通 企業 経済的 成長 能性

高い  

 

従業員へ 健康施策に対 る投資 効果 

 

 健康経営 推進 従業員 ン 対 意 働 結果 企業

業績 向 い 例え 療 タッ 対 人件費や診察設備や

ッ ネ 等 設備費 健康経営 投資 記 先行研究 基

ン 解消 生産性 向 や 心理的 減少

チ ョン 底 期待 投資 大 い タ ン 企業 業績

見込 能性 あ  (e.g. Henke et al. 2011) 健康経営 投資 健康

経営 指数 高く 就職先 人気 高 効果 期待

いえ 踏 え 体的 仮説 予想  

  

仮説  従業員 健康経営 進 い 企業 企業成長 務指標 成長

繋 い  

 

 
9 経済産業省HP あ 健康経営 調査 健康経営優良法人 説明 https://www. 
meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/kenkoukeieido-chousa.html (2023 11

22日)  
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データと方法 

 

データ 

 

 本稿 経済産業省 2022 ３ 公開 和 3 健康経営 調査 基 く

2,000社分 評価結果 用い 健康経営 推進 企業 務指標 与え 響 調査

タ 得対象 健康経営 調査 タ 約 分析対象

絞 2019 2021 い 検証  

 分析対象 企業 和 3 健康経営 調査 回答 2,869社 ( 場企

業 1,058社 含) 評価結果 開示 意 2,000社 タ 使用 う 従

属変数 務指標 入手 能 約 400 社 調査対象 細 変数 説明 び記述

統計 表 1 表 2 参照 い  

 

表  変数説明 

 

変数 変数説明 出

log (当期純利益) １ 業 計 益 ， 費用 差 引い 計算

当期 最終的 純利益 自然対数化 値

Electric Disclosure for Investors’
NETwork (EDINET)

log (ROE) ROE (%) ＝ (当期純利益÷自己資本) ×100 算出 務指標 自然対数

化 値

log (営業利益) 総売 売 原価 販売費 一般管理費 差 引い 算出 利益 自

然対数化 値

log (時価総 ) 株価×発行株数 自然対数化 値

log (売 高) 各企業 売 高 自然対数化 値

log (従業員数) 各企業 従業員数 自然対数化 値 価証 報告書 民間給与実

態統計調査

経営理念 方針偏差値 健康経営推進 対 社 外 発信及び普及拡大活動 合 経済産業省 和3 健康経営

調査

組織体 偏差値 健康 く 責任者 ョン 健保等保険者 連携 合

施策実行偏差値 従業員 健康課 把握 向 保健指 ンタ

対策 推進 合

評価 改善偏差値 健康経営 施策 効果検証 合

1_1 明文化 社 透偏差値 全社方針 明文化 健康経営 解決 経営 課 特定 推進 合

1_2 情報開示 社 普及偏差

値

社外 情報開示 経営 ッ 組 及び 引先 考慮 組

支援 合

2_1 経営層 与偏差値 健康 く 責任者 役職 締役会 経営会議等 議 化 推進 合

2_2 実施体 偏差値 専門職 担当者人数 産業 保健師 与 保健者 従業員 健康診断

タ 提供 健保組合等保険者 議 連携 合

2_3 従業員への浸透偏差値 推進 管理職 対 組 従業員組織 議 健康経営推進

担当者 設置 合

3_1 目標設定、健診・検診等の活用

偏差値

健康経営 体的 推進計画 目標数値 健康診断 実施 療機

診 組 対 合

3_2 健康経営の実践に向けた土台

づくり偏差値

管理職 び従業員 教育 コ ュ ョン 進や復職 私病

両立支援 組 合

3_3 保健指導偏差値 特定保健指 実施率向 施策 特定健診 特定保健指 実施率 把

握 合

3_4 生活習慣の改善偏差値 食生活 改善や運動増進 向 組 禁煙率 や 動喫煙対策

組 合

3_5 その他の施策偏差値 女性特 健康 連課 や長時間労働者 対応 感 症予防 対

組 合

4_1 健康診断・ストレスチェック偏差

値

従業員 健康診断 チ ッ 集計結果 従業員や組織 活性

合

4_2 労働時間・休職偏差値 社員 労働時間 休暇 得 状況 び疾病 休職 退職者数 把握

状況

4_3 課題単位・施策全体の効果検

証・改善偏差値

健康経営 実施 い 効果検証 合
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従属変数 い 金融庁 公開 い EDINET 記載 い 務指標 う

企業成長 多角的 観察 当期純利益 ROE 営業利益 時価総 4種

類 用い 自然対数変換 行 検証 く 務指標 一 あ 売 高

統 変数 使用 い  

独立変数 健康経営 調査 大項目 あ 経営理念 組織体 施策実行

評価 改善 計 4項目 偏差値 用い 後 大項目 構成

項目 あ 明文化 社 透偏差値 情報開示 者 普及偏差値 経営層 与

偏差値 実装体 偏差値 従業員 透偏差値 目標設定 健診 検診等 活用偏

差値 健康経営実践 土 く 偏差値 保健指 偏差値 生活習慣 改善偏差値  

 

表   記述統計 

 

変数 観測数 均値 標準偏差 最 値 最大値

log (当期純利益) 530 0.3157 0.9052 -3.2539 4.9029

log (ROE) 485 0.0621 0.7675 -3.2888 2.7942

log (営業利益) 478 0.1596 0.8341 -3.5364 3.1685

log (時価総 ) 536 0.2360 0.4227 -1.0067 2.4441

log (売 高) 536 12.2964 1.7459 7.8995 17.4306

log (従業員数) 574 7.3844 1.1361 5.0752 11.1571

経営理念 方針偏差値 ( 和1 ) 1446 53.5198 8.6448 33.5 75.6

組織体 偏差値 ( 和1 ) 1446 53.0243 8.2102 24.1 69.7

施策実行偏差値 ( 和1 ) 1446 53.0328 8.0338 26.4 70.3

評価 改善偏差値 ( 和1 ) 1446 53.0100 8.0130 25.5 69.3

経営理念 方針偏差値 ( 和3 ) 2000 53.6385 7.9570 28.7 69.8

組織体 偏差値 ( 和3 ) 2000 53.5317 8.3385 23.6 67.8

施策実行偏差値 ( 和3 ) 2000 53.6980 8.5675 24.7 70

評価 改善偏差値 ( 和3 ) 2000 53.7284 7.4543 19.8 67.5

1_1 明文化 社 透偏差値 2000 53.2802 7.7309 27.2 64

1_2 情報開示 社 普及偏差値 2000 53.4468 8.3835 31.5 72.9

2_1 経営層 与偏差値 2000 53.0608 6.8005 17 60.6

2_2 実施体 偏差値 2000 52.4464 9.0064 26.8 70.5

2_3 従業員 透偏差値 2000 52.9378 8.6575 30.3 64.5

3_1 目標設定 健診 検診等 活用偏差値 2000 52.8680 8.3573 19.2 67.5

3_2 健康経営実践 土 く 偏差値 2000 52.8792 8.2984 20 66

3_3 保健指 偏差値 2000 52.4867 8.3653 19.7 62

3_4 生活習慣 改善偏差値 2000 52.8200 9.0413 27.4 71.1

3_5 施策偏差値 2000 52.6144 9.2429 26.1 72.5

4_1 健康診断 チ ッ 偏差値 2000 52.2953 8.4823 23.3 69.8

4_2 労働時間 休職偏差値 2000 51.8086 8.1219 12.7 68.5

4_3 課 単 施策全体 効果検証 改善偏差値 2000 53.3064 6.3614 26.9 64.5
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施策偏差値 健康診断 チ ッ 偏差値 労働時間 休職偏差値

課 単 施策全体 効果検証 改善偏差値 計 13項目 抽出 投入

推定 統 変数 各企業 売 高 従業員数 使用 企業

務状況 い 考え 自然対数化 用い 加え

項目 偏差値 公開 2021 調査 あ 大項目 い 2019

2021 変化 分析10 行う 項目 い 2021 調査 断面 分析

行  

統 変数 い 使用 従業員数 価証 報告書 び民間給与実態

統計調査 基 抽出 2021 2,000 社分 従業員数 タ 使用 い

 

 

推定方法 

 

 記 タ 用い 4種 務指標 従属変数 計 17項目 健康経営 示 偏差値

独立変数 2019 2021 健康経営 偏差値 務指標 変化率 見

2021 細項目 断面 比較 行う 推定 両者

推定手法 最 乗法 あ  

 

 

分析結果 

 

財務指標 変化率に健康経営が与える影響 

   

 表 3 2019 び 2021 2 分 健康経営 示 偏差値

務指標 用い 健康経営 推進 企業 政的成長 与え 効果 検証 結果 全

い 健康経営 統計的 意 結果 見 理 健

康経営 大分類 抽象 高く 各偏差値 企業 健康経営 何 表 い

然 企業 業績 響 観察 くい 能性 考え 健康

経営 大分類 構成要素 あ 13個 細 分 偏差値 注目 務指標 響

検証 前述 う 細 分 偏差値 2019 調査 企業単 公開

2023 時点 単 分 調査 利用 い 2021 企業

タ 断面 分析 行う  

 

 
10 従属変数 独立変数 2019 び 2021 2 分 タ 用い 2021

数値 2019 数値 割 2 間 経営偏差値 推移 務指標 推

移 比較  
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表   企業 業績に対 る健康経営度 効果(変化率  

  

 

単年度財務指標に健康経営が与える影響 

 

表 4 前項 用い 健康経営 偏差値 4項目 構成要素 あ 13項目 細 分

偏差値 用い 2021 健康経営 務指標 与え 効果 検証

細項目 1 経営理念 方針偏差値 細項目 2 組織体 偏差値 細項目 3

施策実行偏差値 細項目 4 評価改善偏差値 属 い  

Model 1〜4 わ 健康経営 実践 向 土 く 積極的 推進 い

や 健康診断 チ ッ 結果 良好 統計的 意 務指標

響 与え い わ 健康経営 実践 向 土 く 管理

職 対 従業員 健康保持 び増進施策 教育実施 やタ ン ワ

ン 推進 職場 コ ュ ョン活性化 向 組 包

い 11 従業員 職場 働 や や健康管理 施策推進等  

 
11 健康経営優良法人 定 要 要件 い 経済産業省 項目 健康経営 実践

向 土 く 構成要素 管理職 従業員 教育やワ ン 推
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表  財政指標に対 る健康経営度 小項目別 効果 

 

 

従業員 健康状態 底 側面 定期的 健康診断 実施等 個 健康状態

把握 側面 いう大 く分 健康経営 実施 推進 企

業成長 効果 あ いえ  

加え Model 2 い 情報開示 社 普及偏差値 ROE 対 統計的 や

や 意 効果 い ROE数値 日本 投資家 最

基準 投資利回 8% (粟  2015) 言わ 水準 求

い ROE 増加 考え 機 投資家

外部 対 健康経営推進 情報公開 企業成長 いえ う  

Model 1〜2 い 従業員 透偏差値 当期純利益 び ROE やや

統計的 意 効果 与え わ 従業員 透 健康

経営 推進 際 管理職 限 付与 い 従業員組織 議

 
進 組 合い 質問 含 い https://www.meti.go.jp/shingikai/mono 
_info_service/kenko_iryo/kenko_toshi/pdf/009_s02_00.pdf (2023 11 23日)  
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情報共 方法 健康経営推進 担当者 無 表 い 結果 い 企業成長

劣 企業 健康経営 中 特 従業員 健康課 対 共 や中長期的 施

策 共 考案 従業員や職場 健康経営 透 注力 傾向 あ 推論

 

 

 

結論 

 

本稿 2019 び 2021 経済産業省実施 健康経営 調査 タ 用い

健康経営 企業成長 性 明 分析結果 主 3 点 結果

得 1点目 健康診断や チ ッ 結果 良好 あ

管理職 企業 層部 対 健康経営 わ 教育 推進 い

少 く 企業成長 わ 前者 い いく 先行研究

い 実証済 あ  (e.g. 黒 山本 2014) 一方 健康経営 従業員

教育的支援 企業成長 効果 与え 示唆 新 知見 あ

いえ 2点目 健康経営 健康経営 対外的 情報開示 企業

務的 側面 い 企業成長 少 進 効果 あ

わ  

記 知見 企業 健康経営 推進 際 特 管理職 含 従業員 対

健康経営 知や教育 進 図 いえ 体的 外部講師 び社 担当者

対面 積極的 実施 ビ や e ン

ン ン媒体 活用 や健康保持 増進 特化 学習機会 底

少 務面 経済成長 期待 考え  

記 体例 国 企業 士 業 健康経営推進コ いう新 e

ン サ ビ 実装 従業員 休憩中 気軽 ッチ

提供 業 容 既 存在 い 12 健康経営 従業員 タッチ ン 増や

夫 健康経営推進 大 一助 考え  

最後 本稿 研究 限界 検証結果 一定 あ 点 挙

回使用 健康経営調査 企業 2000社 タ あく 情報開示 意 企業

公開 い 健康経営 い 評価 振 わ 企業 公開 至

い い 能性 拭い 調査対象 偏 生 い 能性 あ 後 精緻

検証 行う 企業規模や 務状況 い 偏 い タ 実証 求

先 述 う 日本国 健康経営 未 数 蓄積 十分 い

 
12 株式会社 ン ワ 業 健康知識 手軽 学 ン

ンサ ビ 提供 い https://www.nikkan.co.jp/releases/view/146967 (2023 11 
22日)  
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中長期的 視 再 企業成長 性 い 実証的 検討

必要 あ う  

 

 

参考文献 

新井 玄場公規. 2020. ホワ 企業 健康経営

分析 BMA 20: pp.5-18. 

粟 智之 西健 本間 明. 2015. 投資指標 ROE . 菱UFJ銀行. 

尾崎弘之. 2017. 健康経営 企業価値 向 国民経済雑 216(5): pp.57-72. 

黒 祥子 山本信人. 2014. 従業員 ンタ 労働時間―従業員 ネ タ 用

い 検証 . 独立行政法人経済産業研究所. 

江聚 石井僚 大山拓也. 2022. ワ 場所 時間 確定 ワ ン

精神的健康 及 響 心理学研究 93(4): pp.311-319. 

高橋 香 津 陽子 大森純子. 2022. 健康経営 職場 健康文化

評価指標 検討 産業衛生学雑 64(5): pp225-237. 

Acciarini, Chiara, Boccardelli, Paolo, and Mario Vitale. 2021. “Resilient Companies in 

the Time of Covid-19 Pandemic: A Case Study Approach.” Entrepreneurship and 

Public Policy 10(3): pp.336-351. 

Hernández, Yessica A.T., Parente, Fabio, Faghy, Mark A., Roscoe, Clare M. P., and 

Frances A. Maratos. 2021. “Influence of the COVID-19 Lockdown on the Physical and 

Psychosocial Well-being and Work Productivity of Remote Workers: Cross-sectional 

Correlational Study.” JMIRx Med 2(4): e30708 

Global Sustainable Investment Alliance. 日本サ 投資 訳. 2020. 

“Global Sustainable Investment Review 2020.” 
Henke, Rachel M., Goetzel, Ron Z., McHugh, Janice, and Fik Isaac. 2011. “Recent 

experience in health promotion at Johnson & Johnson: lower health spending, strong 

return on investment” Health Affairs 30(3): pp.490-499. 

Raymond, Fabius R., Dixon, Thayer, Konicki, Doris L., Yarborough, Charles M., Peterson, 

Kent W., Isaac, Fikry, Loeppke, Ronald R., Eisenberg, Barry S., and Marianne Dreger. 

2013. “The Link Between Workforce Health and Safety and the Health of the Bottom 
Line” Journal of Occupational and Environmental Medicine 55(9): pp.993-1000. 

Goetzel, Ron Z and Ronald J Ozminkowski. 2008. “The health and cost benefits of work 
site health-promotion programs.” 

Gopalakrishnan, Shanthi and Sarah Kovoor-Misra. 2021. “Understanding the impact of 
the COVID-19 pandemic through the lens of innovation.” BRQ Business Research 

Quarterly 24(3): pp.224-232. 



199 
 

第 章 

 

教員 長時間労働が ン スに与え 影響 

 

上坂 采音 

 

 

要約 

 

本稿 教員 長時間労働 ン え 影響 い 考察 長時間労

働 ン え 影響 い 多 研究 明 い 教員

業務時間 う 授業 関連 時間 業務 時間 研究 限

い 本稿 2018 実施 OECD 国際教員指 環境調査 (TALIS) 中学校教員

用い 授業関連業務 業務 労働時間 教員 ン

え 影響 検討 結果 授業関連業務 業務 労働時間

い 授業関連時間 労働満足度 時間 労働満足度 昇

国 長時間労働 規定要因 析 行 結果 教

育支出 い国 業務 時間 減少 教員一人当 生 数 多 授業

関連業務時間 業務時間 方 増加 明  

 

 

めに 

 

日本 教員 長時間労働 前 問 視 議論 行わ い 背景

超過勤務 観念 教員 勤務実態 特 性 踏 え 教員 給 や勤務条

件 規定 昭和 46 制定 立 義務教育諸学校等 教職員 給 等 関 特

措置法 ( 給特法) 存在 あ 多 懸念 あ 学校 管理 運

営 大 問 あ いわゆ 超勤問 解決 教員 給 制度 抜本的改善 向

第一歩 制定 法 あ 1 給特法 教員 勤務 特 性 わ

業手当 支給 い わ 教職調整 2 基本給 規定 い

 

現在 定 働 揶揄 う 教員 労働環境向 定

給特法 教職調整 口実 長時間労働 正当 給特法

 
1 https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/042/siryo/attach/1259040.htm 
 (2023 11 15 日)  
2 給 4% 相当  
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教員 長時間労働 原因 見解 多い う 議論 中 2019 改正給特

法3 成立 2022 施行 改正給特法 長期休業期間 業務時間 学

期中 業務短縮 目的 地方 共団体 断 教職 一 単 変形労働時間制

適用 可能 変形労働時間制 業務 繁閑や特 性 応 夫

労働時間 配 行う制度 あ 4 例え 繁忙期 労働時間 長 閑散期 短

全体 労働時間 短縮 効果 あ 変形労働時間

制 入 特定期間 法定労働時間 超え 労働 一 単

変形労働時間 象期間 1 内 いう 意味 象期間 1 間

均労働時間 40 時間 超え い い 5 教職 一 単

変形労働時間制 長期休業期間中 中的 休日 確保 可能 制度 あ

入 過 労働 や い教師 ッ ュ時間 確保 目的 い

 

勤務時間外 行う業務 多 超過勤務 い あ いう現状

踏 え 教師業務量 適 管理 教師 服務 監督 教育委員会 教師 健康

及び福祉 確保 講 措置 関 指針 定 指針

給特法 教師 勤務時間 規定 曖昧 い 超勤 4 目6 外 業務 明確

勤務時間 限 規定 あ 体的 超勤 4 目 外 含 教職員

在校 い 時間 勤務時間 定義 職務 校外 研修 各地方

団体 定 ワ 時間 勤務時間 加え 一方 勤務時間外 自己研

鑽及び業務外 時間 や 休憩時間 勤務時間 除外 7 文部科学省 う

教員 時間外労働 時間外在校等時間 ( 在校等時間) い 在校

等時間 限 1 45 時間 内 1 間 360 時間 内 定 い 8

限度時間 超え 教職員 師 健康診断 休日 得 催

保健指 等 措置 講  

 
3 立 義務教育諸学校等 教職員 給 等 関 特 措置法 一部 改正 法  
4 https://www.pref.kanagawa.jp/documents/5081/1805kh14.pdf (2023 11 21 日)  
5 https://hcm-jinjer.com/blog/kintai/modifiedworkinghourssystem-year/ (2023 11 21
日) 労働時間 1 日 10 時間 1 52 時間 内 1 あ 労働日数 限度

280 日 連 労働 日 連 6 日 限 象期間 労働日 労働日

労働時間 特定 条件 細 定 い 立学校 教職 期

間内 1 間 正規勤務 労働時間 38 時間 45 条件 あ  
6 給特法 例外的 超過勤務 4 目 体的 生 実習 関 業務

学校行 関 業務 教職員会議 関 業務 非常災害等や 得 い場 必

要 業務  
7 https://www.ieyasu.co/media/setting-limits-on-teachers-work-hours/ (2023 11 21
日)  
8 但 児童生 等 臨時的 特 情 業務 行う場 1 100 時間未満

1 間 720 時間 内 連 複数 均時間外在校等時間 80 時間 内 在校等

時間 45 時間超 間 6 定 い  
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う 教員 労働環境改善 一層注力 改正給特法 い 依

然 問 橋 (2021) 指摘 文部科学省 在校等時間 労働基

準法 労働時間 物 あ いう解釈 前提 い 正規 勤務時間内

行わ 業務 労働基準法 労働時間 あ 業務内容 あ 正規

勤務時間 超え 時 労働 本人 自発的行 処理 要 在

校等時間 労基法 い独自概念 あ 結局 限 い いう

あ 常 時間外労働 制限 い 特定期間 法定労働時間 超え

労働 一 単 変形労働時間制 入 意味 乏 い 言え 実際

改正給特法適用 和 4 度教員勤務実態調査 (2023) 中学校教諭 1 日当

勤務時間 均 11 時間 超え 成 28 度 調査 30 減少 い 労働

基準法 8 時間 比 依然 長時間労働 あ  

海外 比較 日本 教員制度 問 際立 ン ン ン

定 職務 外 教育活動 い 拒否 権利 含 何 処遇 明

い 教員 外 多 職種 支援 積極的 行わ い (岩﨑 2020, p.151)

日本 制度 教員 業務 幅 職務内容 曖昧 目立

長時間労働 原因 一 い  

方 近 教員 業務範 量 増加 長時間労働 要因 い 和 4

度教員勤務実態調査 成 18 時 中学校教員 日 業時間 あ

保護者 PTA 応 均 1 日 9 保護者 応 業務 担や

調査 回答や学納金関連 務 当 時間 増加 い 山本 (2023) 

日本 中学校教員 部活動 担 大 い TALIS2018 結果 日本

学校 課外活動 指 使 時間 9 0.6 時間 あ 中学校

7.5 時間 あ 海外 比較 課外活動 指 使 時間 参加国 均 1.9

時間 あ 日本 中学校 部活動 問 顕著 あ  (山本 2023)

制度的側面 加え 授業 外 業務量自体 増加 長時間労働 要因 あ 言え  

各国 学校制度や業務量 増加 様々 要因 生 長時間労働 教員 ン

大 影響 え い 考え 美濃  (2022) 中学校教員 時間外

労働 影響 及 精神的 担 要因 い 示 Ceylan and 

Özbal (2020) コ ン ン い 量 教師 満 結び い い

明 日本 教員 業務量 多 職務 曖昧 長時間労働 要因

一 い 述 Nalipay (2023) 学校 利害関 者 参加 教員

職場満足度 関 性 検討 学校 関 業務 教員 外 職種 担う 職場満

足度 昇 示 う や労働満足度 い

ン 悪 教員 精神疾患や 職 原因  

(Johnson et al. 2012) 教員 足 原因 得 教員 ン 悪

 
9 課外活動 部活動 含  
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生 成績 悪影響 及 示 研究 あ  (Herman et al. 2018)10

教員 ン 向 要 あ 言え  

う 教師 労働時間や 量 ン い 述 研究 い 存

在 本稿 日本 授業 外 業務量増加 長時間労働 影響 え い

注目 OECD 国際教員指 環境調査 2018 (Teaching and Learning 

International Survey 2018, TALIS2018) 用い 教師 総労働時間 授業 関連

時間 (授業関連業務) 業務時間 ( 業務) ン

え 影響 検証 加え TALIS2018 結果 国 計

教員 長時間労働 影響 え 国 要因 析 行 析結果 授業関

連業務 業務 長 労働満足度 関 長時間 授業関

連業務 労働満足度 業務 長時間労働 労働満足度

実証 長時間労働 規定要因 析 教員一人当 生 数

多い 長時間労働 教育支出 い 業務 労働時間

確  

第 2 節 教員 ン 悪 要因 長時間労働 規定要因 い 実

証的 先行研究 参照 第 3 節 授業関連業務 業務 労働時間

教員 ン え 影響 長時間労働 規定要因 先行研究

仮 出 第 4 節 析 使用 TALIS2018 OECD 

Statistics 概要 析手法 い 明 第 5 節 析結果 考察 最

第 6 節 結論及び 日本 教員 労働環境整備 い 提言 述  

 

 

先行研究 

 

教員 ン ス 悪化 要因 

 

教員 ン 要因 析 先行研究 多い 例え 教員 士 ワ

学校内 人間関 労働満足度 影響 え 示 研究 い あ

Olsen and Huang (2019) 校長 教員 サ や教員間 協力 満足度 大

正 影響 え い 明 Toropova et al. (2021) や Skaalvik and 

Skaalvik (2009) 研究 教員 士 ワ 教員 ン 正 影響

あ 示 い 生 や学校関 者 教員 誹謗中傷 影響

示 研究 散見 Woudstra et al. (2018) 生 教員 中傷 精神状態

悪  ( 安やう 状態) い 示唆 Kõiv (2015) 中傷 教師 自

身 生 や保護者 教師 人関 い 大 個人的立場 職業的立場

 
10 教師 満足度 生 成績 関連 い 研究 あ  (e.g. Caprara et al. 2006)  
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脅威や孤立 身体的 調 感 い  

う 多 先行研究 教員 ン 規定要因 析 行わ い

要因 教員 労働時間や労働環境 い 指摘 研究 多い 日本 研究

永 (2023) TALIS2018 用い 日本 中学校教員 労働満足度 用条件満足

度 給 満足度 規定要因 析 行 い 労働時間 労働満足度 え 影響

授業準備や生 応 時間 長い 教員 労働満足度 採 添削 保護者

コ ュ ン 時間 長い 満足度 明 用条件満足

度 関 業や 僚 ワ 課外活動 業務 費や 時間 長い

満足度 い 給 満足度 い 学校運営 課外活動 費や

時間 満足度 正 関連 あ 添削 時間 長い 満足度 いう ( 永 

2023) 先行研究 い 日本 長時間労働 労働満足度 明

い  (神林 2020) 関 性 示 研究 存在 美濃

 (2022) 時間外勤務 要因11 正 影響 え 時間外労働 教員 思い通

業務 遂行 阻害 心理的 担 増大 述 い  

 海外 研究 Ceylan and Özbal (2020) PISA 12 TALIS2018 用い 外発的要

因 中等教育教員 労働満足度 及 影響 析 い 労働時間 長

い 労働満足度 結果 得 コ ン ン 教員

量 労働満足度 正 影響 え 国家間 両者 関 異 特筆

ン ン 関 長時間労働 教員 教職 献性 表 労働満足

度 いう Madero (2019) コ 象 研究

長時間労働 学校運営 参加や協力 方 視 3 国 長時間労

働 存在 い 拘わ 量 労働満足度 関連 労働時間

影響 示 析 教師 非専門領域 労働 追わ

授業 時間通 時 感 過剰 量 生

活 乱 い 明  (Ahmed 2019)  

う 長時間労働 教員 ン え 影響 示 研究 多数存在

授業 関連 業務 外 業務 ン 影響

析 研究 少 い 前節 述 う 教員 課外活動 参加 い 授業

通常業務 逸脱 超過労働 教師 心身 悪影響 問 視 い

析 行う必要 あ う  

本稿 TALIS2018 中学校教員 ン 調査 計 用い 授

業 費や 時間 業務 費や 時間 教師 労働満足度

え 影響 析  

 
11 職業性 簡易調査票簡略 23 目 得 原因 考え 因子

う 心理的 担 コン  
12 Programme for International Student Assessment  



204 
 

長時間労働 規定要因 

 

量 多 長時間労働 影響 え い 前 示 通 あ い

先行研究 規定要因 い 述 い 浦  (2018) 量

教師自身 持 教師 起因 熱意や誠意 長時間労働 影響 え

示唆 い 体的 労働時間内 業務 行う 可能 思い

責任感や情熱 業務 摯 向 う 業務量 増加 長時間労働

明 大内 (2021) 日本 い 教育 新自 主義改革 教育予算

や教員 増員 行う 保護者 顧客 顧客 志向 改革 実行

長時間労働 述 い 例え 教員一人当 業務量 多 軽減

や生 数 多 指 足 い い いう保護者 声 耳 傾 結果 非常勤講師 増

加 至 教育予算増加 給 水準 招

い 正規職員 一定 比率 非常勤 換算 定数 結局 正

規教員 量増加 Hojo (2021) 教員一人当 生 数 総労働

時間 教育時間 正 関連 あ 学校 教員一人当 生 数 多い 教員

労働時間 長 示 教師一人 応 生 人数 増え 教師 業

務量 必然的 増加 理 適 い 言え  

先行研究 本稿 前 TALIS2018 併 OECD 使

用 教育支出や教員一人当 生 数 労働時間 う 影響 え い

検討 う 先行研究 要因 包括的 注目 TALIS2018 OECD

組 わ 授業関連業務時間 業務 要因 違い 注目 本稿 新

規性 あ  

 

 

理論仮説 

 

長時間労働が ン スに与え 影響 

 

日本 い 精神疾患 理 教員 職者 増加 い 要因 教員 業務

量増加 長時間労働 休日出勤 多 挙 1314 長時間労働 教員 ン

悪影響 及 考え い 裏付 う う 労働環

境 悪 や満足度 教師 定着率 影響 い  

(e.g. Ceylan and Özbal 2020; Ryan et al. 2017)  

 
13 https://www.yomiuri.co.jp/kyoiku/kyoiku/news/20230728-OYT1T50328/ (2023 11
15 日)  
14 https://hataractive.jp/useful/4103/ (2023 11 15 日)  
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前節 述 う 授業関連業務 業務 ン 析

研究 乏 い 時間外労働や非専門領域 労働時間 研究 あ

本稿 析 業務 授業 関連 い業務 あ 先行研究

時間外労働や非専門領域 厳密 異 性質 あ 本稿 用い

業務 含 課外活動や保護者 応 充 時間 業務時間外 行わ 場

や必 教員 専門領域 い場 あ 時間外労働や非専門領域 類似 側面

あ 言え 先行研究 本稿 仮 出  

教員 時間外労働 業務 遂行 阻害 ン 悪影響 及

示 美濃  (2022) 析 教員 行う必要 い業務や 教員 担

業務 一人 教員 担う学校構造 教師 本来 業務 あ 生 質 い授業

提供 阻害 い 言え Ahmed (2019) 非専門領域 労働

多 感 い う 超過労働 原因 理

想 教師像 現実 ン 悪 い 考え

一方 原 (2014) 労働条件 教員 量や 質 見 い い

や満足度 引 起 生 勉強 教え 教員 いう

強 満足 い いう 授業関連業務 長時間労働 業務

長時間労働 ン え 影響 異 考え

出 4 仮 示  

 

仮説  授業関連業務 費や 時間 長い  

 

仮説  業務 費や 時間 長い  

 

仮説  授業関連業務 費や 時間 長い 労働満足度  

 

仮説  業務 費や 時間 長い 労働満足度  

 

長時間労働 規定要因 

 

教員 外 専門家 含 豊富 人 確保や ICT 入 業務効率 観

府 教育 支出 長時間労働 関 要 要素 あ 教員 外 専門家

例え ンセ ソ ワ 特 教育専門教員

護師 挙 実際 OECD 諸国 中 教育支出 い ン ン や

欧 生 相談 ンセ や 保

護者 応 特 教育教諭 応 外部委 い 問 あ 発

覚 際 ワ 連携 授業 教員 外 人物 生 関わ
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機会 多い (石 是永 2017)  

教員 長時間労働 深刻 い 日本 い 部活動 含 業務 外部委 ICT

長時間労働軽減 検討 実施 あ 15 う 教育支出 作業効

率 や教員 担軽減 踏 え 2 仮 示  

 

仮説  教育支出 い 授業関連業務 費や 時間 短  

 

仮説  教育支出 い 業務 費や 時間 短  

 

先行研究 節 示 う 一般 教員一人当 生 数 増え 業

務量 増加 視 見 例え 授業関連業務 い 教

師一人当 生 数 増加 担当教師 採 や添削 時間 長

業務 い 生 数 増加 保護者 数 比例 保護者 応 費や

時間や 度 多 考え 2 仮 出  

 

仮説  教員一人当 生 数 多い 授業関連業務 費や 時間 長  

 

仮説  教員一人当 生 数 多い 業務 費や 時間 長  

 

 

と方法 

 

 

 

 理論仮 検証 2018 実施 TALIS 中学校教員指 環境調

査 主 用い TALIS 学校 学習環境や教師 校長 職場環境 焦

当 国際調査 2008 2013 2018 3 度 調査 行わ 日本

第 2 回調査 中学校 第 3 回調査 学校 参加 い 本稿 用い

TALIS2018 前期中等教育教員 調査 象国 日本 含 48 国 あ

サン 抽出方法 各国 200 校 1 校 20 教員 1 校長 抽出

い 16 析 使用 変数 い 表 1  

 

 
15https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/uneishien/detail/1407520_00010.htm (2023

11 20 日)  
16 TALIS2018 詳 いサン ン 方法 い TALIS 2018 and TALIS Starting 
Strong 2018 User Guide 2019 参照 い  
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表  変数説明  

 

 

労働時間が ン スに与え 影響 

 

属変数 用い 2 変数 い 明 変数

感 時間 確保 ン

悪影響 あ 身体的健康 悪影響 あ いう 変数 い 全 い

1 少 あ 2 あ 3 多 あ 4 序尺度 主成 析 投入

第一主成 抽出 17 満足度 変数 ( ) 全体的 満足 い 強

1 2 賛成 3 強 賛成 4 序尺度 用い い  

 
17 変数 時間 確保 転尺度 用い い 第一主成

寄 率 58.9% あ  

変数 変数 明 出

授業関連業務 一 間 う 授業 費や 時間 授業作成 費
や 時間 生 採 添削 費や 時間 計
値

TALIS2018

業務 僚 ワ や 話 費や 時間 生
ンセ ン 費や 時間 学校運営

費や 時間 一般管理業務 費や 時間 保護
者 コ ュ ン 費や 時間 課外
活動 費や 時間 業務 費や 時間

計値

感
時間 確保 ン

悪影響 あ 身体的健康
悪影響 あ  (値 1＝全 い 2＝少 あ

3＝ あ 4＝多 あ

時間 確保 転尺度)

労働満足度 全体的 満足 い  (値 1＝強
2＝ 3＝賛成 4＝強 賛成 4段

階評価)

男性 男性＝1 女性＝0

教育 1＝ISCED 2011 Level3未満 2＝ISCED 2011

Level3 3＝ISCED 2011 Level4 4＝ISCED

2011 Level5 5＝ISCED 2011 Level6 6＝

ISCED 2011 Level7 7＝ISCED 2011 Level8 (7

段階 序尺度)。
教員 教員 働い 計 数

齢 1＝25 未満 2＝25-29 3＝30-39 4＝
40-49 5＝50-59 6＝60  (6段階
序尺度)。

OECD Statistics

教育支出 教育 支出 GDP。

教員一人当 生 数 教員 生 比率

log (一人当 GDP) 一人当 GDP 自然 数 値。

log (人口) 総人口 自然 数 値
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労働時間 ン え 影響 析 独立変数 投入

い 2 変数 い 明 授業関連業務 TALIS2018 う 労働時間 い

質問 目 授業 直接的 関 3 変数 用い い 体的 一 間

う 授業 授業作成 生 採 添削 費や 時間 計値 授業関連業務

い 但 外 値 析結果 影響 え 明 18 授業 60 時

間 授業作成 40 時間 生 採 添削 30 時間 損値 処

理 19 業務 生 授業提供 いう教師 本来 業務 直接的

関 い変数 用い 体的 一 間 う 僚 ワ や 話

生 ンセ ン 学校運営 一般管理業務 保護者 コ ュ

ン 課外活動 業務 費や 時間 計値 作成 20 授業関連業

務 様 理 30 時間 損値 除外 析 行 21 統制変数 性

男性 1 男性 作成 教員 学 指標 あ ISCED 201122

教員 教師 齢 投入 い  

 

長時間労働 要因 析 

 

各国 長時間労働 要因 析 変数 い 明 属変数 OECD

入手 各国 府支出 う 教育 充 支出 割 示 教育支出 生

先生 比率 用い い 独立変数 前 操作 属変数 あ 授業関連業

務 業務 国 均 計算 析 適用 統制変数 各国 経済

状況 示 一人当 GDP 人口 自然 数 用い 析 行

表 2 本稿 使用 変数 述統計 あ 析 象国 30 国23 あ  

 
18 例え 授業関連業務 授業準備 最大値 98 時間 業務 生

ンセ ン 最大値 98 時間用い い 理的 い解答 全業務

計値 最大値 980 時間 あ  
19 損値処理 除外 割 授業 5.2% 授業作成 2.9% 生

採 添削 3.1% あ  
20 TALIS2018 う 専門能力開発 費や 時間 専門的 知識 習得 教

師 自主的 勉強時間 いう意味 い 強い 本稿 析 除外 い  
21 損値処理 除外 割 僚 ワ や 話 2.9% 生

ンセ ン 2.9% 学校運営 3.2% 一般管理業務 3.1 保護者

コ ュ ン 2.7% 課外活動 3% 業務 4.8% あ  
22 国際標準教育 類 (2011) 3 期中等教育 4 中等教育 非 等教育

5 短期 等教育 6 学士号 学士号 等 7 修士号 修士号

等 8 博士号 博士号 等 示 い  
23 内訳 コ ンビ コ

ン ン ン ン ン ン

日本 韓国 ビ コ ン

ュ ン ン

コ 衆国 あ  
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表  記述統計 

 

 

推定方法 

 

変数 用い 労働時間 ン え 影響 検証 析 1

析 行う 析 サン 所属 国 効果 映

析 行う 本稿 満足度 均値 国 差異 あ

考慮 ン  (Model 1) 授業関連業務時間 業務時間

満足度 え 影響 国 差異 あ 考慮 ン 数

 (Model 2 3) 両方 推定 ン 数 ン 考慮 い

い 独立変数 国 ン 効果 回帰 数 95%信

間 ッ 出力 各国 授業関連業務 業務 正 効果 確  

長時間労働 要因 析 行 析 2 回帰 析 実行 回帰 析 行う

各国 策や職場環境 長時間労働 う 影響 え い

析  

 

 

析結果 

 

労働時間が ン スに与え 影響 

 

表 3 4 国 ン 考慮 Model 1 ン 考慮 授

業関連業務時間 国 ン 数 考慮 Model 2 ン 考慮

業務時間 国 ン 数 考慮 Model 3 推定 い  

観測数 均値 標準偏差 最 値 最大値

授業関連業務 142940 30.3069 12.2427 0 111

業務 143323 13.7867 11.4387 0 168

148399 0 1.5350 -2.4942 4.0710

労働満足度 147956 3.1600 0.6191 1 4

男性 153674 0.3094 0.4623 0 1

教育 145628 5.3415 0.7277 1 7

教員 142925 14.6729 10.4265 0 90

齢 153163 3.8544 1.1626 1 6

教育支出 30 5.2367 1.1406 3.1000 7.6000

教員一人当 生 数 30 13.4384 5.0205 7.7470 27.8430

log (GDP) 30 10.1960 0.6920 8.8220 11.3177

log (人口) 30 16.5735 1.3944 14.0946 19.6050
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表 3 析結果 授業関連業務 費や 時間 業務 費や 時間 全

い 正 相関 授業関連業務 費や 時間 業務 費や

時間 長い 感 や い 仮 1 2 整 的 結果

あ  

表 4 析結果 国 授業関連業務 均値 違い 考慮 Model 1 仮

授業関連業務 費や 時間 長い 労働満足度 業務 費や

時間 長い 労働満足度 いう結果 得 結果 仮 3 4 整

的 い 業務 い ン 数 国 影響 違い 考慮

結果 意  

 

表  各業務時間がス スに与え 影響 

   

 

固定効果 Model 1 Model 2 Model 3

( ) 0.6027 *** 0.5098 *** 0.4985 ***

(0.0797) (0.0405) (0.0396)

Level 1 (個人 )

授業関連業務 0.0141 *** 0.0161 *** 0.0165 ***

(0.0004) (0.0021) (0.0004)

業務 0.0088 *** 0.0097 *** 0.0106 **

(0.0004) (0.0004) (0.0036)

男性 -0.1690 *** -0.1593 *** -0.1534 ***

(0.0090) (0.0090) (0.0091)

教育 0.0501 *** 0.0554 *** 0.0548 ***

(0.0064) (0.0063) (0.0062)

教員 -0.0341 *** -0.0349 *** -0.0352 ***

(0.0005) (0.0005) (0.0005)

齢 -0.2160 *** -0.2191 *** -0.2205 ***

(0.0042) (0.0042) (0.0042)

ン 効果

0.2052

傾  (授業関連業務時間) 0.0002

傾  ( 業務時間) 0.0006

差 1.9594 1.9771 2.0259

AIC 426607.7 427695.7 430648.0

N 121430 121430 121430

国家数 44 44 44

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1

(2) ( )内 標準誤差

属変数
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表  各業務時間が労働満足度に与え 影響 

 

 

1 2 ッ 析結果 国 状態 確 1 2 ン

ン 数 ッ 各 属変数 国  ( 属変数 均

値 違い) 国 各独立変数 数 (独立変数 傾 違い) 表 い 国

ISO 3166 基 い 国 コ 用い い 本稿 関心 あ 日本 JPN 表

ン 確 各国 比較 日本 教員  ( 1 セ

ッ ) 労働満足度 い 析 象国中最 労働満足度 最 い ( 2 セ

ッ ) ン 数 見 日本 授業関連業務 業務

労働満足度 悪 要因 い  

 

固定効果 Model 1 Model 2 Model 3

( ) 2.6926 *** 2.7204 *** 2.7538 ***

(0.0273) (0.0168) (0.0164)

Level 1 (個人 )

授業関連業務 -0.0018 *** -0.0018 ** -0.0018 ***

(0.0001) (0.0006) (0.0001)

業務 0.0013 *** 0.0010 *** 0.0013

(0.0002) (0.0002) (0.0011)

男性 -0.0363 *** -0.0345 *** -0.0265 ***

(0.0037) (0.0037) (0.0037)

教育 -0.0228 *** -0.0275 *** -0.0329 ***

(0.0027) (0.0026) (0.0025)

教員 0.0166 *** 0.0168 *** 0.0168 ***

(0.0002) (0.0002) (0.0002)

齢 0.1012 *** 0.0999 *** 0.0978 ***

(0.0018) (0.0018) (0.0017)

ン 効果

0.0200

傾  (授業関連業務時間) 0.0000

傾  ( 業務時間) 0.0000

差 0.3393 0.3408 0.3451

AIC 213224.0 213728.7 215240.5

N 121173 121173 121173

国家数 44 44 44

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1

(2) ( )内 標準誤差

属変数

労働満足度
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図  ス ス ラン 片 ラン 係数 ッ  

 

 

図  労働満足度 ラン 片 ラン 係数 ッ  

 

 

長時間労働 要因 析 

 

う 長時間労働 う 要因 行わ う 表 5 6 Model 1 統

制変数 投入 い い場 Model 2 統制変数 投入 あ

決定 数 い Model 2 採用 解釈 行う 表 5 い 教育支出 割

教員一人当 生 数 統計的 意 関連 仮 5 7 支
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持 表 6 教育支出 割 い 業務 時間 統計的

意 短 教員一人当 生 数 多い 業務 費や 時間 長

示 い 仮 6 8 支持 教育支出 割 い

授業関連業務 充 時間 長 業務 時間 減少 いう結果 教育

支出 作業効率 効果 業務 い 大 映 い 考え

 

 

表  授業関連業務に対 公教育支出 教員一人当た 生徒数 効果 

 

 

表  そ 他業務に対 公教育支出 教員一人当た 生徒数 効果 

 

Model 1 Model 2

( ) 26.8819 *** 31.3688 *

(3.2079) (13.0035)

教育支出 -0.1617 0.1661

(0.5177) (0.7994)

教員一人当 生 数 0.3092 * 0.2276

(0.1176) (0.2022)

log (一人当 GDP) -0.8098

(1.4566)

log (人口) 0.1886

(0.6169)

時間効果 NO NO

調整済 R2 0.2065 0.2163

N 30 30

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1
(2) ( )内 標準誤差

属変数

授業関連業務

Model 1 Model 2

( ) 13.9162 *** -15.3994

(3.4738) (12.7102)

教育支出 -0.7653 -1.7724 *

(0.5607) (0.7814)

教員一人当 生 数 0.1877 0.3744 †
(0.1274) (0.1976)

log (一人当 GDP) 3.0423 *

(1.4238)

log (人口) 0.0697

(0.6030)

時間効果 NO NO

調整済 R2 0.1313 0.3010

N 30 30

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1

(2) ( )内 標準誤差

属変数

業務
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結論 

 

本稿 TALIS2018 中学校教員 労働環境 用い 長時間労働 ン

え 影響 長時間労働 規定要因 明 本稿 析結果

第一 統計的 意 授業関連業務 業務 費や 時間 長い

示 授業関連業務 業務 拘わ

長時間労働 授業関連業務 費や 時間 長い

労働満足度 業務 労働満足度 昇 ン 数 国

違い 考慮 者 影響 統計的 意 結果 明

国 ン 数 注目 日本 焦 当 授業関連業務

業務 費や 時間 労働満足度 悪 要因 い  

 第 教員一人当 生 数 多 授業関連業務 業務 時間 長

わ 長時間労働 示 教育支出 割 統計的 非

意 授業関連業務 正 影響 え 一方 教育支出 増加 業務 費や 時

間 統計的 意 短 いう結果 得  

 本稿 結果 基 諸外国 比較 特 日本 教員 本来 業務 あ

授業関連業務や課外活動 業務 長時間労働 ン 大

悪影響 え 教育支出や教員数 増加 日本 深刻 い 業務

労働時間 短縮 い 日本 業務 長時間労働 改善

教員制度改革 必要 言え 特 教育支出 増加 業務 外部委

推 あ 体的 教育 支出 増加 ンセ

ソ ワ 特 教育専門教員 護師 生 授業 教え

教員 外 専門家 用 推 必要 あ 述 う 日本

長時間労働 大 原因 業務 外部委 い い 起因 教員

職務内容 曖昧 指摘 い 教員 職務内容 曖昧 教員一人 当

業務量 生 数 増加 結び 長時間労働 繋 和元 働 方改

革24 外部人 配置 教育条件 整備 検討段階 未 実施 至 い

い 文部科学省25 本来地域や家庭 処 課 学校 任 い

意見 考慮 う 情 地域や学校 情 変わ

役割 担 困 あ 姿勢 あ 曖昧 職務形態 当面 改善 い

う 長時間労働改善 組 TALIS2018 調査 本格的 働 方改革

出 和元 改正給特法 効果 疑問 2022 文部科学

 
24 https://www.mext.go.jp/content/20200227-mext_zaimu-000002858_1.pdf (2023 11

22 日)  
25 https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/attach/1337000.htm 
 (2023 11 19 日)  
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省 調査 各地方 共団体 断 選択的 活用 う 休日

い 和 4 時 整備済 あ 都道府 23.4% 5.0% 依然

水準 あ う 日本 教員 働 方改革 航 い  

 最 子 成長 専門性 発揮 う教師 援 制度 整 い

 (五百 木 2017) 教員 労働環境 充実 い ン ン 例 参考

日本 教員働 方改革 提言 第一 ン ン 教育支出 教育

源 豊富 教育 地方自治体 権限 強い 例え 源 確保 教育

ュ 人 確保 決定権 地方自治体 持 26 地方自治体

特定 地域 学校 応 問 処 教員 人数 足 長時間労働

い 学校 あ 地方自治体 断 教員数 増加 いう

非常 要 要素 あ 日本 文部科学省初等中等教育局 町 立

学校 管理権限 的権限 町 教育委員会 あ 教職員 任 権 都道府 教

育委員会 あ 権限 所在 明確 あ 各地域 学校 応 問 処

い27 前段落 述 通 地方 共団体 委 権限 活用 い い状

況 あ ン ン 例 参考 日本 教育 源

拡充 地方 共団体 権限拡大 行う 部 問 処 可能

求  

第 ン ン 教員 専門性 い 知 教職 人気 い28

一方日本 教職 過 労働 原因 ッ 教職 嫌厭

教職志望者 減少 教員数減少 繋 いう悪 環 生 出 い

教員採用倍率 大幅 大量退職 教員 質 人数減少

懸念 29 教育支出 増加 ッ 形容 労働環境 改善 寄

う 体的 教育支出 増大 給 水準 引 用

創出 一部業務 外部委 行う 業務 明確 教員一人当 業務

量 削減 期待 教職 ッ あ いう理 忌避 い 現

状 鑑 労働環境改善 教員 人気回 教員数増加 見込 う 労働

環境 優 ン ン 教育支出 い 日本 教育 支出

GDP 比 OECD 諸国 38 ヵ国中 37 非常 少 い 教育支出 労働環境

結び い い 捉え 教育支出 増加 十 源 中

権限 散 業務 外部 業務内容 明確 行う 教員制度 改革

教員 労働環境改善 急務 あ 本稿 結果 示 う 長時間労

 
26 ン ン 教育概要 (2013)  
27https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo1/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/20 
13/05/28/1335357_6.pdf (2023 11 22 日)  
28 https://www.murc.jp/library/column/sn_191011/ (2023 11 19 日)  
29 https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system 
/proceedings/material/zaiseia20220408/02.pdf (2023 11 22 日)  
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働 ン 悪影響 え 教員 健康 少 い労働環

境 実現 長時間労働 早期 改善 必要 あ  
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第 章 

 

ＩＣＴ 活用が学力格差に与える影響 

―分位点回帰モ ルによる実証分析― 

 

井上 海揮 

 

 

要約 

 

 稿 学校 ICT 活用 生 学力や学力格差 う 影響

い 考察 既 研究 ICT 活用 生 学力 向 主張

研究 あ 結果 学力格差 影響 い 一貫 結果 い

稿 学校単 集計 PISA 利用 生 教員 ICT 利用

生 学力及 学力格差 え 効果 析 学力 影響 階 性 考

慮 階 線形 学力格差 影響 格差 縮 拡大 寄 捉え

固定効果 点回帰 適用 析 結果 生 ICT 利用率 学力 関

連 持 一方 教員 ICT 利用率 学力向 寄 いう知見 得

学力格差 関 教員 ICT 利用率 特 生 学力 向 傾向

見 学力格差 拡大 一因 い 能性 示唆 ICT 教育利用

教科 効性 い 留意 学力 生 込 課 言

え  

 

 

めに 

 

稿 学校 ICT 活用 生 成績及 学力格差 え 影響 明

目的 学力格差 子 生 育 環境 学力 差 生 状

況 指 多 国 社会問 認識 い 格差 解消 教育関

者や政策立案者 ICT 教育 潜在的価値 着目 始 多 先進的 ICT機器 入

進 い  (Gumus and Atalmis 2011; Skryabin et al. 2015) う 背

ICT 教育 え 影響 関 研究 注目 集 特 学力格差 解決 手

段 ICT 利用 期待 寄 い  (Sanfo 2023)  

Blurton (1999) ICT 情報 伝 作成 及 保 管理 利

用 多様 技術的手段 資源 集合 (Blurton 1999, p.46) 定義 多 研究

ICT 入 学力向 献 い 報告 い 学校 授業 ン
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ュ 活用 来 教室 講義 い い い生 や 自

早 教材 進 生 方 益 あ  (Barrow et 

al. 2009) 全 研究 見解 一致 い わ ICT 教育利用 関

共通 学術的意見 確立 い い 一部 研究 ICT 利用方法 学力効

果 変わ 能性 指摘 成績 優 い 生 自 学習 ICT 効率的

組 入 能力 あ ICT 利用 得 利益 他 生 比 顕

著 あ いう主張 見  (Falck et al. 2018)  

記 う 既 研究 多 国 析 中心 学校や生

個々 ICT 影響 関 研究 足 い 国別 用い 国内 学校

教育環境や文化 社会経済的背 い 一 扱わ 恐 あ

稿 学校 集計 用い ICT 活用 学業成績や学力格差 え

影響 検証  

理論的 生 ICT 活用 教育資源

困難 生 等 学習手段 え 他 生 学力 追い 機

会 得 考え 教員 ICT 利用 学習進捗 ン

や個別指 含 多 面 生 学習 進 能  (Bulman and 

Fairlie 2015) 実際 析結果 教員 ICT利用 生 学力向 寄

一方 生 自身 ICT利用 成績 関 見 生 及 教員 ICT

利用 学力格差 拡大 助長 能性 示唆 更 教員向 ICT サ 体

制 強化 全体的 学力水準 向 や 格差 拡大

あ 結論 点 踏 え ICT 活用 学力格差 拡大 防

生 個々 能力や教科 特性 応 ICT 利用 教員 効果的 ICT 活用

研修及 サ 体制 整備 要 あ 考え  

 

 

先行研究 

 

 ICT 活用 教育効果 向 期待 学校 多 資金

投 い  (Barrow et al. 2009; Bulman and Fairlie 2015) ICT 活用 学力 関 性

い 学校 ン ュ 利用 生 学業成績 良い影響 及 示

い  (Simões et al. 2022) Carrasco and Torrecilla (2012) 学校 自由 使え

ン ュ 10 以 設置 い 場合 学校全体 成績 向 い

学校 ン ュ 利用 生 学業成績 関 逆 U 型 あ 研究結

果 あ  (Fuchs and Wossmann 2004) 一概 ICT 増 成績向 寄 わ

い 示唆 い  

 個別 教科 ICT 効性 い 注目 正 両方 影響 報告
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い 一般的 数学 理科 国語 教科 い 研究 多 Harrison et 

al. (2002) い 教科 い ICT 利用 成績 間 正 関 あ 明

い 特定 教科 焦点 当 研究 あ 数学 活動や情報管理

技術操作 ン ン 創造や問 解決 手段 ICT 利用 数学 成績

いう報告 あ  (Meggiolaro 2018) 理科 い ICT 利用経験 あ

ン 繁 閲覧 基 的 ICT 作業 自信 持 い 生 理科

得点 高い いう (Luu and Freeman 2011) 一方 ICT 利用 個別 教科 教育成果

間 相関 見出 研究 あ Hu et al. (2018) OECD 盟国 44 国 析

学校 ICT 利用 各教科 影響 及 結論付 い

Petko et al. (2017) 39 国 析 結果 い い  

 記 う ICT 活用 学力向 関連 い 多 研究 行わ い ICT

活用 学力格差 関連 注目 研究 少 い 中 Karlsson (2022) 

学校 日常的 ン ュ 利用 関連 あ う 関

連 成績 い生 い 顕著 ICT 過剰利用 学力格差 拡大 指摘

Sanfo (2023) 日 用い 学校 ICT利用 形態 応 学業

成績 影響 明 体的 成績 い生

ICT 利用 学業成績 間 相関 あ 成績 高い生 正 相関 あ

関 国語 統計的 意 結果 得  

 う ICT 学習効果 対 期待 わ 実証的 結果 一貫

い い (Odell et al. 2020; Torgerson and Zhu 2004) 一因 ン ュ 利

用方法や活動内容 学習成果 大 依 い 挙  (Meggiolaro 2018)

ICT 利用法 中 生 成績 向 あ ン ンサ ンや

ン 利用 勉強 妨 成績 あ

 (Lei and Zhao 2007) 特 学習 娯楽目的 ICT 利用 生

や ン ュ 暇 ぶ や あ 感 生 成績

い傾向 あ  (Simões et al. 2022) 時 ICT 情報 集や ュ ョン

効 価値 持 適 利用 学習効果 高

 (Lei and Zhao 2007) 教育 ICT 効果的 入 方 教育

内容や学習活動 方法 綿密 考慮 要 あ 考え  

 

 

理論仮説 

 

 ICT 生 学力向 え 影響 い 多岐 わ 理論 提唱 い 一

ICT 利用 生 個別化 学習 能 生 一人 学習 や

能力 合わ 教材や課 提供 う 環境 生 自 弱点
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特定 克服 助  (Barrow et al. 2009) ICT 生 学習

ョン 高 要因 得 生 関心 持 際 主体的 学習

組 結果 学業成績 影響 え  (Habók et al. 2020) 特定 教科

い 数学や理科 形 視覚的 表示 直感的 理解 進

国語や英語 文章 音声 再生 個々 習熟度 応 学

習 能  (Lee and Wu 2012)  

 一方 教員 ICT 利用 作業効率 向 生 成績 良い影響

え 考え ICT 活用 教員 作業能力 向 授業準備や指

効率的 適 教室 ン 容易  (Gellerstedt et al. 2018; 

Mugizi and Amwine 2020) 最新 教材 用い 指 教員 興味深 魅

力的 授業 設計 生 積極的 授業参  (Ghavifekr and Rosdy 

2015) 考察 基 仮  

 

仮説  生 ICT 活用 授業 生 学力 均点 向  

仮説  教員 ICT 活用 授業 生 学力 均点 向  

 

ICT 利用 学力格差 影響 え 学力格差 縮

等化 迅 化 二 側面 考え 等

化 教育資源 生 他 生 等 学習

機会 得 結果 学力格差 縮 能性 あ 教員 ICT

用い 生 進捗 確認 授業全体 進度 い い い生

問 点 早期 特定 効果的 対応 基 仮 以 通

あ  

 

仮説  生 ICT 活用 授業 生 学力格差 縮  

仮説  教員 ICT 活用 授業 生 学力格差 縮  

 

 一方 ICT 拡大 問 い

ICT 技術 効果的 利用 キ 持 者 持 い者 間

生 情報格差 指  (Hilbert 2011) Falck et al. (2018) 全 生 均等

ICT 活用 成績 高い生 い生 比 ICT 恩恵 多

成績 い生 ICT 利用 学習 難易度や 自 合

わ 繰 返 学習 成績 高い生 既 優 成績

ICT 活用 自主性 身 付 い 結果 成績 高い生

成績 向 一方 成績 い生 遅 学力格差 拡大 能

性 あ 考え 基 い 仮 以 通 あ  
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仮説  生 ICT 活用 授業 生 学力格差 拡大  

仮説  教員 ICT 活用 授業 生 学力格差 拡大  

 

 最 学力格差 縮 寄 要因 学校 教員 ICT サ

注目 一般的 教員 既 教え方 変更 限 範 ICT 利用

必 十 効果的 活用 い い (Ertmer and Ottenbreit-Leftwich 2010)

教員 ICT 利用 度 高 学習成果 直接的 強い関連性 持 い 能性

示唆 い  (Hu et al. 2018) 教員 ICT 効活用 う 学校

サ 体制 充実 要 あ う ICT サ 在 生

影響 え 助 考え Hockly (2020) 2021 度 日

中学校 開始 1人 1 端 環境整備1 成 教員 ン

あ 主張 教員向 ICT 研修 生 実用的 利

益 提供 期待  (Bozkus 2021; Ghavifekr and Rosdy 2015) 踏 え

以 仮 検討  

 

仮説  教員 ICTサ 体制 整 い 学校 生 学力 均点  

向  

仮説  教員 ICTサ 体制 整 い 学校 生 学力格差 縮 

 

 

 

ータと方法 

 

ータ 

 

 授業中 ICT 活用 学力向 及 学力格差 え 影響 明 経済協

力開発機構 (OECD) 実施 国際的 学習到 度調査 あ PISA 活

用 PISA 2000 以降 3 実施 義務教育修了段階 15 歳 生 対

象 解 数学的 科学的 2 3 評価 い 3

稿 ICT教育 関連 拡充 2018 度 用い PISA

2015 来 冊子型 問 ン ュ 画面 実施 形式 移行 ICT教

 
1 文部科学省 2019 学校 児童生 1人 1 ソ ンや ICT
機器 割 当 含 GIGA 構想 発表 https://www.mext.go.jp/cont 
ent/20200605-mxt_chousa02-000007680-6.pdf (2023 11 11日)  
2 以降 国語 数学 理科 呼称  
3 https://www.oecd.org/pisa/aboutpisa.htm (2023 11 11日)  
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育 関 項目 増 い 4 日 調査対象 高校 1 生 2018

調査 6 8 実施 5 度 調査 日 含 OECD 盟国 37

国 非 盟国 42 国及 地域 合わ 79 国及 地域 含 い  

(OECD 2019)  

 

属変数 

 

 属変数 学校 均 利用 PISA 提供 Student 

questionnaire 得 plausible value (PV) 用い 算出 PV 個々 生

成績 推定値 あ 個人 利用 適 い 集団 統計

信 性 あ  (OECD 2014) 生 サン ン 考慮 各教科

計算 行 体的 各教科 10個 PV い サン ン

適用 均 求 単純 均 生 均

算出 最 学校 ID 基 生 化 学校 均

い  

 

独立変数 

 

 主要 独立変数 ICT 設定 PISA ICT familiarity 

questionnaire 対象 教科 授業 ICT機器 利用 い 6 いう質問

回答 基 算出 生 教員 利用状況 応 異 変数 設 回答選択肢 教

員 生 利用 生 利用 教員 利用 利用 い

教科 修 い い 5 あ 学校 選択率 基 生

利用 生 ICT利用率 教員 利用 教員 ICT利用率

教員 生 利用 生 教員両方 ICT利用率 教員 生

利用 生 利用 合計回答率 生 ICT 利用率 教員 生

利用 教員 利用 合計回答率 教員 ICT利用率 設定  

 学校 教員 提供 ICT サ 程度 求 体的 School 

questionnaire ICT 利用 学習 教育 強化 学校 能力 い 尋 質問

教員 特化 回答 選 7 回答 1 (強 対) 4 (強 意) 4段階評価 

 
4 https://www.oecd.org/pisa/pisaproducts/PISA-2022-Integrated-Design.pdf (2023 11

11日)  
5 https://www.nier.go.jp/kokusai/pisa/pdf/2018/01_point.pdf (2023 11 11日)  
6 “Within the last month, has a digital device been used for learning or teaching during 
lessons in the following subjects?” 筆者訳  
7 “To what extent do you agree with the following statements about your school’s capacity 
to enhance learning and teaching using digital devices?” 質問 “Teachers have the 
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あ 均値 使用  

 属変数 独立変数 関 正確 評価 い 統制変数 入

学校 学校 形態 示 私立 学校サ 生 性別 示 男

性 社会経済的地 計 4 え 社会経済的地 生 経済的 社会

的 文化的地 示 指標 あ 家庭 産 親 教育水準 親 職業 地 計

算 複合 あ  (OECD 2014) 以 変数 明 表 1 通 あ  

 生 学校 化 過程 析 信 性 確保 含

生 数 10 人以 学校 析対象 基準 適用 結果 学校数

11094校 9735校 減少 約 87.8% 保持 い

妥当性 維持 い 考え  

 表 2 表 1 示 各変数 記述統計 詳細 示 あ 3 教科

均値 あ 散 顕著 差異 見 い 一方 生 教員

ICT利用率 教科 わ 異 傾向 見 特 理科 国語 ICT

利用率 数学 比 全体的 高い 各教科 キュ ICT 活用

方法 い 示唆 い 考え  

 

分析手法 

 

 稿 学力向 学力格差 影響 検討 異 析 使用  

学力向 推定 階 線形 用い 学校 国 いう 2

階 的 構造 特 散 考慮 国内 異 学校間 学

力 相対的 変動 評価 適 い  (Delen and Bulut 2011) 階 線形

析 R lme4  (Bates et al. 2015) 使用  

一方 学力格差 い 固定効果付 点回帰 用い 推定 点回

帰 布 異 点 使用 回帰 析 行う手法 あ 通常 最

二乗法 線形回帰 あ 目的変数 (y) 値 明変数 (x) 値 基 い 期待

値 E (y|x) 求 手法 あ 対 点回帰 明変数 (x) 目的変数 (y) 

布 特定 点 (p) 基 い Qp (y|x) 推定 手法 あ 目的変数

格差 検討 場合 布 両端 例え 10% 90% 点 点回帰 実施

傾 差 見 評価 行え 点 回帰 析 行う 明変数

 
necessary technical and pedagogical skills to integrate digital devices in instruction, 
Teachers have sufficient time to prepare lessons integrating digital devices, Effective 
professional resources for teachers to learn how to use digital devices are available, An 
effective online learning support platform is available, Teachers are provided with 
incentives to integrate digital devices in their teaching, The school has sufficient 
qualified technical assistant staff” 6 項目 回答率 用い  
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値 変動 伴う目的変数 布形状 変化 析 能  (元山 2015)8

点回帰 え 稿 研究 国 固定効果 考慮 必要 あ 階

点回帰 R lqmm  (Geraci 2014) 利用  

 

表  変数説明 

 

 

表  記述統計 

 

 
8 点回帰 外 値 影響 い いう あ  

変数 変数 明 出

 (教科別) 10個 各教科 PV値 サン

適用 均 求 単純 均 値

Student questionnaire data files 
(PISA 2018)

生 ICT利用率 (教科別) 生 ICT 使用 い 授業割合 (％)

教員 ICT利用率 (教科別) 教員 ICT 使用 い 授業割合 (％)

生 教員両方ICT利用率 (教科別) 生 教員 両方 ICT 使用 授業割合 

(％)

生 ICT利用率 (教科別) 生 ICT利用率 生 教員両方ICT利用率 合

計割合 (％)

教員ICT利用率 (教科別) 教員 ICT利用率 生 教員両方ICT利用率 合

計割合 (％)

教員ICTサ 学校 教員 対 ICT使用 サ 体

制 い 割合 (％)

私立 私立学校 1 変数 School questionnaire data files 
(PISA 2018)

学校サ SCHSIZE いう項目 均0 散1
化 均 値

男性 男性 1 変数 Student questionnaire data files 
(PISA 2018)

社会経済的地 ESCS いう項目 中 均 値

観測数 均値 標準偏差 最 値 最大値

数学 9735 468.7288 69.2119 234.6279 730.8236

理科 9735 466.8617 67.6051 202.6359 693.6597

国語 9735 463.8383 69.9630 224.9373 679.1202

数学生 ICT利用率 9735 0.1316 0.1142 0 1

数学教員 ICT利用率 9735 0.2141 0.1642 0 1

数学生 教員両方ICT利用率 9735 0.2822 0.1906 0 1

数学生 ICT利用率 9735 0.4138 0.2202 0 1

数学教員ICT利用率 9735 0.4963 0.2198 0 1

理科生 ICT利用率 9735 0.1342 0.1117 0 1

理科教員 ICT利用率 9735 0.2666 0.1813 0 1

理科生 教員両方ICT利用率 9735 0.3189 0.2000 0 1

理科生 ICT利用率 9735 0.4531 0.2200 0 1

理科教員ICT利用率 9735 0.5855 0.2089 0 1

国語生 ICT利用率 9735 0.1314 0.1085 0 1

国語教員 ICT利用率 9735 0.2233 0.1751 0 1

国語生 教員両方ICT利用率 9735 0.3516 0.2119 0 1

国語生 ICT利用率 9735 0.4830 0.2300 0 1

国語教員ICT利用率 9735 0.5749 0.2141 0 1

教員ICTサ 9735 2.6355 0.5661 1 4

私立 9735 0.1843 0.3877 0 1

学校サ 9735 0.0169 0.8497 -0.9748 12.7924

男性 9735 0.5033 0.1728 0 1

社会経済的地 9735 -0.2577 0.7199 -3.7392 1.5148
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分析結果 

 

ＩＣＴ利用率と学力 関係 

 

 1 学校 均 教科別 ICT利用率 関 散布 回帰直線

示 い 表 3 表 5 各教科 ICT 入授業 え

影響 示 回帰 示 い 全体的 結果 生 ICT 利用率

関 あ 対照的 教員 ICT 利用率

間 正 関 見 生 教員 時 ICT 利用 場合 効果 教

科 異 確認 教科別 結果 詳 見 数学 生

ICT利用率 1 ン 昇 −92.2点 減少 示唆 3

教科 中 最 大 値 あ 教員 ICT 利用 関 理科 数

39.8 国語 38.7 数学 23.8 大 正 効果 見 数学

生 ICT利用 影響 大 教員 ICT利用 正 影響 い 生 教員

両方 ICT 利用 場合 効果 横 い あ 理科 教員

生 両方 ICT利用率 除 全 変数 い 統計的 意 結果 得  

 

図  教科別 ＩＣＴ利用率と ス スコア (散布図と回帰直線) 
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表  数学ＩＣＴ利用率が ス スコアに及ぼ 効果 (階層線型モ ル) 

 

 

表  理科ＩＣＴ利用率が ス スコアに及ぼ 効果 (階層線型モ ル) 

 

固定効果 Model 1 Model 2 Model 3

( 片) 504.9005 *** 491.9923 *** 499.3381 ***

(5.0742) (5.3021) (5.4527)

Level 1 (学校 )

数学生 ICT利用率 -92.1511 ***

(3.4891)

数学教員 ICT利用率 23.7761 ***

(2.6353)

数学生 教員両方ICT利用率 -7.4169 **

(2.4022)

私立 -10.1943 *** -10.6431 *** -10.6711 ***

(1.0868) (1.1210) (1.1298)

学校サ 1.2204 * 1.4188 ** 1.3432 **

(0.4755) (0.4904) (0.4921)

男性 -6.6667 *** -13.6390 *** -13.4892 ***

(2.0214) (2.0663) (2.0748)

社会経済的地 67.4164 *** 70.1185 *** 70.6679 ***

(0.7106) (0.7244) (0.7243)

ン 効果

片 1146.7427 1240.0460 1317.2903

残差 1135.7296 1207.6086 1216.2853

AIC 95469.6 96062.6 96134.3

N 9646 9646 9646

国家数 47 47 47

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05

(2) ( )内 標準誤差

属変数

数学

固定効果 Model 1 Model 2 Model 3

( 片) 507.7076 *** 486.8235 *** 498.0782 ***

(4.9311) (4.9748) (5.3240)

Level 1 (学校 )

理科生 ICT利用率 -82.4683 ***

(3.6021)

理科教員 ICT利用率 39.8011 ***

(2.4930)

理科生 教員両方ICT利用率 4.6213

(2.4200)

私立 -11.4228 *** -10.1994 *** -11.9931 ***

(1.1108) (1.1298) (1.1477)

学校サ 1.4303 ** 1.6112 ** 1.5151 **

(0.4862) (0.4928) (0.4992)

男性 -19.2928 *** -21.8310 *** -23.4488 ***

(2.0569) (2.0793) (2.1033)

社会経済的地 67.1069 *** 67.7332 *** 69.4544 ***

(0.7231) (0.7337) (0.7367)

ン 効果

片 1074.2441 1069.7211 1242.6796

残差 1187.6454 1220.1644 1251.1708

AIC 95895.5 96155.2 96402.9

N 9646 9646 9646

国家数 47 47 47

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05

(2) ( )内 標準誤差

属変数

理科
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表  国語ＩＣＴ利用率が ス スコアに及ぼ 効果 (階層線型モ ル) 

 

 

 Model 1 結果 生 ICT 利用 授業 生 学力 均点 減少

確認 仮 1-1 支持 生 授業中 ICT 学習

利用 他 目的 利用 能性 あ 注意 先

行研究 知見 一致  (e.g. Lei and Zhao 2007; Simões et al. 2022) Model 2

結果 教員 ICT 利用 授業 生 学力 均点 向 示

仮 1-2 支持  

 

ＩＣＴ利用率と学力格差 関係 

 

 ICT利用率 学力格差 関 い 検証 表 6及 表 7 結果9 生

教員 ICT利用率 学力格差 間 若 拡大傾向 見 2及 3

関 示 あ  

 生 ICT 利用率 関 結果 考察 全教科 わ 関 確認

独立変数 中 特 関心 あ 生 ICT 利用率 全 結果 統計的 意 あ

体的 数学 0.9 点 数 −0.30 0.5 点 −0.52 0.1 点 −0.62

 
9 lqmm 利用 あ 均 0 散 1 化

い 実際 点数 直接 映 い い 留意 必要 あ  

固定効果 Model 1 Model 2 Model 3

( 片) 522.3103 *** 503.9606 *** 519.9489 ***

(4.7823) (4.8208) (5.0624)

Level 1 (学校 )

国語生 ICT利用率 -80.6496 ***

(3.9145)

国語教員 ICT利用率 38.6901 ***

(2.7941)

国語生 教員両方ICT利用率 -19.1138 ***

(2.4935)

私立 -11.9429 *** -11.1907 *** -11.1536 ***

(1.1782) (1.1939) (1.2071)

学校サ 3.0611 *** 3.1478 *** 2.9402 ***

(0.5157) (0.5218) (0.5254)

男性 -53.9958 *** -56.4380 *** -57.1122 ***

(2.1817) (2.2018) (2.2158)

社会経済的地 70.7803 *** 71.3569 *** 72.6668 ***

(0.7635) (0.7726) (0.7724)

ン 効果

片 997.1104 995.2222 1104.0252

残差 1337.1773 1369.0105 1387.1510

AIC 97029.8 97256.2 97387.4

N 9646 9646 9646

国家数 47 47 47

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05

(2) ( )内 標準誤差

属変数

国語
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数 傾 徐々 大 傾向 見 高い生  

(0.9 点) い生  (0.1 点) 間 格差 開い い 示唆 い 国

語 様 傾向 見 数学 差 理科 い

う 明瞭 傾向 見  

 一方 教員 ICT利用 関 結果 階 線形 結果 様 教員 ICT利

用率 増 間 正 相関 見 理科 0.1 点 数 0.45

0.5 点 0.57 0.9 点 0.73 高い生 数 傾 大

確認 格差 拡大 い 示 全 点 統計的

意 あ 数学 国語 理科 様 0.9 点 教員 ICT利用 正

効果 大 0.5 点や 0.1 点 統計的 意 教

員 ICT利用 特定 生 対 利益 能性 示唆 い  

 

 

 

表  生 ＩＣＴ利用率が ス スコアに及ぼ 効果 (分位点回帰モ ル) 

 

 

図  生 ＩＣＴ利用率が ス スコアに及ぼ 効果 (分位点回帰モ ル) 

 

0.1 点 0.5分位点 0.9分位点 0.1 点 0.5分位点 0.9分位点 0.1 点 0.5分位点 0.9分位点

( 片) 0.6536 *** 0.6644 *** 0.4910 ** 0.5769 *** 0.7735 *** 1.0046 *** 1.2130 *** 1.1000 *** 1.0518 ***

(0.1247) (0.0952) (0.1429) (0.1260) (0.1211) (0.1823) (0.1650) (0.1014) (0.1630)

生 ICT利用率 (教科別) -0.6179 *** -0.5243 *** -0.3012 ** -0.3489 ** -0.4571 *** -0.3504 ** -0.5614 *** -0.5516 *** -0.4629 ***

(0.1159) (0.0883) (0.0882) (0.1097) (0.1066) (0.1083) (0.1424) (0.1055) (0.1112)

私立 -0.2155 *** -0.0916 -0.0998 * -0.1642 * -0.1109 -0.1446 * -0.1593 * -0.1204 * -0.0779

(0.0576) (0.0558) (0.0453) (0.0616) (0.0682) (0.0561) (0.0740) (0.0578) (0.0482)

学校サ 0.0618 ** 0.0281 -0.0351 0.0371 † 0.0115 -0.0496 * 0.0629 * 0.0469 ** 0.0053

(0.0187) (0.0176) (0.0261) (0.0213) (0.0184) (0.0206) (0.0243) (0.0171) (0.0208)

男性 -0.2006 * -0.1859 * -0.0521 -0.4160 *** -0.3717 *** -0.1166 -0.8806 *** -0.8377 *** -0.6116 ***

(0.0860) (0.0790) (0.0966) (0.0928) (0.0812) (0.1093) (0.0857) (0.0894) (0.1052)

社会経済的地 1.0246 *** 0.9670 *** 1.0032 *** 1.0111 *** 0.9862 *** 1.0409 *** 1.0079 *** 1.0030 *** 1.0005 ***

(0.0670) (0.0669) (0.0717) (0.0695) (0.0707) (0.0639) (0.0757) (0.0696) (0.0829)

AIC 18746.7 14517.2 18787.9 19833.0 15698.7 19250.0 20601.2 15825.8 19042.3

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1

(2) ( )内 標準誤差

数学 理科 国語

属変数
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表  教員ＩＣＴ利用率が ス スコアに及ぼ 効果 (分位点回帰モ ル) 

 

 

図  教員ＩＣＴ利用率が ス スコアに及ぼ 効果 (分位点回帰モ ル) 

 

 

教員ＩＣＴサポー と学力格差 関係 

 

 析 各教科 授業 ICT 利用 主体 学力向 学力格差

え 影響 検証 最 学力格差 縮 要因 学校 教員

ICTサ 体制 焦点 当 追 析 試  

 表 8 階 線形 用い 析結果 教員 ICTサ 数学 理科 国

語 各教科 正 効果 持 示唆 効果 統

計的 意 い 教員 ICT サ 学生 学力 え 影響 限定的 あ

考え 表 10 示 点回帰 用い 析結果 ICT

サ 体制 学力格差 え 影響 限定的 あ 確認 4 及 5

散布 左右対称 あ 点回帰 用い 適 裾 広 方 い

現状 ICTサ 生 学力 関連 教育現場 ICTサ

提供方法や利用方法 再評価 効果的 教育支援 目指 あ  

0.1 点 0.5分位点 0.9分位点 0.1 点 0.5分位点 0.9分位点 0.1 点 0.5分位点 0.9分位点

( 片) 0.2972 † 0.2160 0.3760 ** 0.2398 † 0.2964 * 0.0757 0.8504 *** 0.7923 *** 0.6568 ***

(0.1605) (0.1366) (0.1369) (0.1254) (0.1300) (0.2153) (0.1315) (0.1261) (0.1481)

教員ICT利用率 (教科別) 0.0237 0.1489 0.2186 * 0.4516 ** 0.5693 *** 0.7304 *** -0.0409 0.2029 * 0.2711 ***

(0.0909) (0.0911) (0.0954) (0.1429) (0.1168) (0.1021) (0.1302) (0.1005) (0.0748)

私立 -0.1977 ** -0.1515 * -0.1081 * -0.1661 * -0.1666 * -0.1401 * -0.1645 * -0.1606 ** -0.1222 **

(0.0663) (0.0582) (0.0419) (0.0677) (0.0672) (0.0550) (0.0774) (0.0549) (0.0429)

学校サ 0.0491 * 0.0097 -0.0185 0.0495 * 0.0319 -0.0199 0.0616 * 0.0435 ** 0.0202

(0.0201) (0.0189) (0.0291) (0.0230) (0.0196) (0.0208) (0.0255) (0.0162) (0.0216)

男性 -0.2938 ** -0.2043 * -0.0905 -0.4039 *** -0.3354 ** -0.1757 † -0.9424 *** -0.8662 *** -0.6040 ***

(0.0901) (0.0859) (0.1053) (0.0797) (0.0958) (0.1013) (0.0915) (0.0943) (0.0938)

社会経済的地 1.0192 *** 1.0393 *** 1.0141 *** 0.9622 *** 0.9465 *** 0.9613 *** 0.9726 *** 1.0164 *** 0.9994 ***

(0.0721) (0.0655) (0.0637) (0.0580) (0.0730) (0.0645) (0.0971) (0.0839) (0.0841)

AIC 18955.8 14866.4 18803.8 19807.7 15548.7 19037.1 20909.2 16110.7 19284.9

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1

(2) ( )内 標準誤差

国語数学 理科

属変数
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図  教員ＩＣＴサポー と教科別 ス スコア (散布図と回帰直線) 

 

 

表  教員ＩＣＴサポー が ス スコアに及ぼ 効果 (階層線型モ ル) 

 
 

 

結論 

 

 稿 学校 ICT 利用 学力向 及 学力格差 え 影響 析

析 結果 生 ICT 利用 授業 学力 均点 減少 明

仮 1-1 支持 特 数学 生 ICT利用率 増 伴い

著 傾向 示 結果 教科や生 ICT 利用

方法 学力向 逆効果 能性 あ 示唆

Meggiolaro (2018) 指摘 う ン ュ 使 様々 活動 詳細 区別  

数学 理科 国語

固定効果 Model 1 Model 2 Model 3

( 片) 494.8904 *** 498.4353 *** 513.4509 ***

(5.7626) (5.6017) (5.4428)

Level 1 (学校 )

教員ICTサ 1.0160 0.3844 0.2421

(0.7221) (0.7322) (0.7730)

私立 -11.2543 *** -11.8349 *** -12.2037 ***

(1.1378) (1.1536) (1.2176)

学校サ 1.3353 ** 1.4825 ** 3.0256 ***

(0.4926) (0.4994) (0.5272)

男性 -13.7955 *** -23.4419 *** -57.7243 ***

(2.0755) (2.1046) (2.2223)

社会経済的地 70.6091 *** 69.5285 *** 72.6207 ***

(0.7286) (0.7386) (0.7794)

ン 効果

片 1331.2849 1238.8613 1129.3245

残差 1217.1812 1251.6287 1395.4810

AIC 96144.2 96408.7 97448.3

N 9646 9646 9646

国家数 47 47 47

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05

(2) ( )内 標準誤差

属変数

教科別
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表  教員ＩＣＴサポー が ス スコアに及ぼ 効果 (分位点回帰モ ル) 

 

 

図  教員ＩＣＴサポー が ス スコアに及ぼ 効果 (分位点回帰モ ル) 

 

 

要 あ 示 い 一方 教員 ICT 利用 学力 均点 向

確認 仮 1-2 支持 傾向 特 理科 国語 顕著 あ 教員 ICT

使 効果的 指 行 え 能性 あ ICT 利用 教育 生 理解 深

一助 い 言え  

稿 析結果 ICT 利用 学力格差 拡大 能性 示唆

数学 特 い生 高い生 間 格差 拡大 い 明

理科 教員 ICT 利用率 増 高い生 対 大

恩恵 い 示 結果 ICT 利用 生 学力格

差 拡大 仮 2-3 仮 2-4 支持 仮 2-1 仮 2-2 支持

特定 生 対 ICT 恩恵 能性 あ ICT 活用

際 い生 サ 求 あ う 学校 教員

ICTサ 生 及 影響 各教科 対 正 あ

統計的 意 学力格差 影響 一貫 い 仮 3-1 3-2 支持

0.1 点 0.5分位点 0.9分位点 0.1 点 0.5分位点 0.9分位点 0.1 点 0.5分位点 0.9分位点

( 片) 0.5641 * 0.3990 * 0.6209 *** 0.9555 *** 0.7377 *** 0.6454 ** 1.0667 *** 0.8971 *** 0.9195 ***

(0.2198) (0.1623) (0.1550) (0.1610) (0.1552) (0.2357) (0.1561) (0.1284) (0.2194)

教員ICTサ 0.0062 0.0187 0.0334 -0.0184 -0.0175 0.0168 -0.0056 -0.0019 -0.0002

(0.0259) (0.0213) (0.0263) (0.0304) (0.0268) (0.0310) (0.0262) (0.0230) (0.0264)

私立 -0.2038 * -0.1643 ** -0.1069 † -0.1516 † -0.1623 * -0.1491 † -0.1598 * -0.1453 ** -0.1631 ***

(0.0788) (0.0563) (0.0562) (0.0858) (0.0782) (0.0836) (0.0759) (0.0540) (0.0440)

学校サ 0.0467 † -0.0012 -0.0264 0.0490 * 0.0176 -0.0397 * 0.0483 * 0.0478 * 0.0076

(0.0273) (0.0202) (0.0310) (0.0214) (0.0178) (0.0197) (0.0237) (0.0194) (0.0175)

男性 -0.3103 *** -0.2037 † -0.0796 -0.4466 *** -0.3595 *** -0.1583 -0.9250 *** -0.8447 *** -0.6387 ***

(0.0808) (0.1019) (0.1125) (0.0842) (0.0932) (0.1102) (0.0892) (0.1092) (0.1048)

社会経済的地 1.0180 *** 1.0373 *** 0.9981 *** 0.9992 *** 1.0546 *** 1.0254 *** 0.9578 *** 1.0227 *** 1.0022 ***

(0.0739) (0.0752) (0.0756) (0.0739) (0.0688) (0.0730) (0.0705) (0.0759) (0.0749)

AIC 19046.7 14992.6 18836.8 20091.8 15880.2 19430.0 20966.4 16184.1 19354.3

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1

(2) ( )内 標準誤差

理科 国語

属変数

数学
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学力格差 縮 期待 い 明 仮 3-

2 支持  

総 生 ICT 利用 学習以外 目的 利用 あ 適 監督

行わ 環境 必要 あ え Sanfo (2023) 数学 複雑 問

解 際 時間 使い方 指 推奨 い 他 理科 生 直接

使わ 例え 実験 通 ICT 効果的 使え

う 指 効 あ 国語 学習 安 軽減 自立 学習者

ICT活用法 指 要 あ 提言 い 結果 学校 ICT 投資

や教員 ICT サ 体制 生 学業成績 影響 え 要素 一部 過 学力

格差 大幅 改善 期待 困難 あ ICT 学校 教員 連携 保護

者 情報提供 学業成績 捉え い多 教育的効果 提供 能性

秘 い  

最 稿 結論 踏 え 今 課 や方向性 い 述 稿 学

校 ICT 利用 成績 関連 明 因果関 直接示

い ICT 利用 報告 成績 差 直接引 起 断定

難 い 稿 析 PISA 生 調査 ン 得 依 い

自己報告 測定 参 者 真実や正確 回答 限 い 完全 信

性 保証 い (Wenglinsky 2005) ン 授業 学習や指

利用 ICT い 尋 い 実際 生 学習 ICT 利用 い 教

員 ICT 利用 い い 生 自己申告 依 い サン

偏 考慮 あ PISA 主 先進国 基 い 発展途 国や

稿 除外 国々 状況 映 い い 国 状況 い 語

際 慎 解釈 必要 あ 最 稿 学力格差 縮 要因 教員

ICTサ 焦点 当 明確 結果 得 Bellibas (2016) 

提案 う 家庭 教育 ソ ICT 利用 能性 授業規模 縮 他

要因 考慮 学力格差縮 更 研究 求  
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第 章 

 

インク ーシブ教育 若 層 向社会的意識に与え 影響 

― ー ッパ 国際比較調査によ マ チ ベ 分析― 

 

深見 花 ん 

 

 

要約 

 

ン 教育 全 人 排除 く 等 学ぶ 目的 制

度 あ 害 持 子 教育ニ 多様化や 対応 環境整備 遅

いう問題 批 的 見方 存在 既存 研究 い ン 教育

効果 実証的 析 少 く 特 ン 教育 実 生

対 う 影響 あ 研究 少 い 本稿 European 

Agency Statistics on Inclusive Education Flash Eurobarometer 用い

析 行い 15 国 い ン 教育 若 層 向

社会的意識 う 影響 え い いう観点 ン 教育 効

果 検証 析 結果 ン 教育 向社会的意識 正 影響 え いう

明確 根 得 消極的 影響 え 言え い結果 少 く

ン 教育 いう制度 害 持 子 持 い子 発

好影響 いう知見 多く存在 向社会的意識 いう一側面 い

社会全体 広範 影響 懸念 く 今後制度移行 積極的 進 可能 あ 考え

 

 

 

めに 

 

あ ゆ 人々 対 等 質 高い教育 確保 持

可能 いく 近 世界的 要 課題 い 中

害1 無 わ 等 教育 実現 う ン 教育 組

一例 あ 1993 国 連合総会 害 あ 人 一 民 害 い人

等 利 行使 目的 害者 機会均等化 関 標準規則 採

択 1994 UNESCO ン政府 ン 声明

 
1 害 いう表記 多く 議論 存在 本稿 国 定 正式文書 い

表記 用い い 以 害 表記  
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採択 万人 教育 成 必要性 学校 ン 環境 転換

必要性 説 い 2  

UNICEF ン 教育 全 子 教室 学ぶ あ

害 あ 子 限 少数言語 子 伝統的 排除 対象

団 含 子 真 学習 機会 あ (筆者訳) いう3

ン 教育 あ ゆ ン 持 子 多面的 評価 多様

共 成長 効果的 制度 あ い 4  

ン 教育 実効性 い 多く 批 や課題 挙

第一 害者 対 態度 あ 栗田 楠見 (2014) 教育や就労 場面

社会 依然 残 害者 偏見や差 指摘 原因 害者

態度 研究 必要性 説い い ン 教育 効果 い 害 あ

生 対 研究 多く 害 い生 関 少 い 指摘 あ  (Kart and 

Kart 2021) 害 い人々 ン 教育 理念 理解 彼 社会的態度

肯定的 ン 教育制度 目指 誰 等 学び成長

成 い 考え 第 ン 教育 実施 う

動向 見 国 方法や資源 異 点 あ え EU諸

国 SEN (Special Educational Needs, 特 教育的ニ ) 子 ン

教育 特 教育 属 決定 親 場合 あ 専門家 子

最適 教育 選択 場合 あ  (Schwab 2020) う 国 ン

教育 定義や実践 効果 生 国や学校 指 者 ン

教育 必要性 認識 い 大半 学校 多様 ニ 抱え 害 持 生

十 対応 ビ 足 専門的 知識や経験 持

教師 足 ン 教育 関 専門性 持 教師 育成 研修 足 多

く 論文 指摘 い  (Hrabovets et al. 2020; Leijen et al. 2021; Schwab 2020)

ン 教育 実践内容 関 例研究や定義 関 議論 多く存在

 (e.g. Krischler et al. 2019; Leijen et al. 2021) 既存研究 ン 教育

害 い生 影響 国家 い 考慮 断面 効果検証 いう 課

題 残 い あ  

以 問題意識 踏 え 本稿 ン 教育環境 晒 子 向社会

的意識 注目 体的 European Agency Statistics on Inclusive Education

Flash Eurobarometer 結合 用い 析 行い ン

教育 国 入率 い 国 青少 向社会的意識 え 影響 検証

 
2 https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/attach/1396563.htm ( 
2023 11 20日)  
3 https://www.unicef.org/education/inclusive-education (2023 11 20日)  
4 https://www.unicef.org/education/inclusive-education (2023 11 20日)  
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試 析結果 共産主義国 ン 教育 入 進 い

向社会的意識 く 一方 非 共産主義国 ン 教育 入率 い

向社会的意識 高い傾向 見 全体 ン 教育 若者

向社会的意識 え 影響 限定的 正 負 言え い結果  

第 2 節 教師や親 い 主体 ン 教育 え 影響 関 既存

先行研究 整理 第 3 節 ン 教育 害 い子 向社会的意識

え 影響 ニ い 理論仮説 構築 第 4 節 理論仮説 実証 使

用 析方法 示 結果 考察 第 5 節 述 最後 第 6 節

本稿 析結果 出 結論 示唆 論  

 

 

先行研究 

 

インク ーシブ教育に対 教師 態度 

 

ン 教育 対 教師 態度 関 研究 多く 教師 態度 肯定的

あ 否定的 あ 2000 2020 20 間 ン 教育

対 55 国 教師 態度 回 析 研究 均就学期待 数 長

い国 通常学級 教師 ン ン 対 態度 好意的 あ

明 い  (Guillemot et al. 2022) 性 や 齢 教師 指 経験 学校

教育 い 統計的 意 結果 得 い い (Guillemot et al. 2022; 

Jury et al. 2021)  

学校 中学校 教師 ン 教育 対 態度 異 いう研究 あ

学校 教師 方 95% 信 区間 中学校 教師 害 持 子 包摂

考え方 積極的 態度 示 いう 学校教師 方 自己効力感 高く

害 あ 生 入 く感 いう指摘 あ  (Parey 2019)

ン 教育 対象 子 齢や教育 段階 ン

教育 対 教師 見方 変化 見 可能性 示唆  

 

インク ーシブ教育に対 親 態度 

 

 教育 子 く 子 教育環境 決定 関 親 理解や価値

観 要 あ 通常学級 通う子 親 ン 学級 通う

子 親 ン 教育 対 態度 計 析 研究 ン

通う子 持 親 大多数 全 害 持 生 対 肯定的 意

見 持 通常 通う子 持 親 否定的 考え 持 い
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明 い  (Paseka and Schwab 2019) 加え 身体 害 び学習 害

あ 生 入 関 親 学 や 入 高く 保護者 態度

積極的 傾向 あ 女性 方 精神 害 学習 害 対 入 寛容

態度 いう (Paseka and Schwab 2019) 社会経済的地 教育水準 高く ン

ン 経験 多い保護者 方 う い保護者 寛容的 態度 持 い

いう研究 あ  (de Boer et al. 2010)  

 

インク ーシブ教育に対 ク スメイ 態度 

 

本稿 特 着目 態度 い 既存研究 整理 SEN 生

対 女性 齢 高く ン 教育や 害 あ 生 接 経験 あ

関 知識 持 い 生 SEN 生 対 肯定的 態度

親 害 い 聞い あ SEN 生 対 肯定的 態度

中程度 度 害 あ 生 対 否定的 態度  (de Boer et al. 2010)  

加え ン 教育 害 い 態度 影響

え 研究 あ 包括的 多様 い 環境 置 生 間

共感 理解 容 姿勢 形成 向社会的態度 発 いう (Spörer et al. 

2020)  

以 う 先行研究 ン 教育 対 主体 態度 検証

い 態度 正 側面 負 側面両方 可能性 示唆 い

ン 教育 目的 多様 子 共 学 共 成長

あ 成 目的 子 自身 理解 仲間 協働

価値観 持 う 必要 あ 考え 踏 え 本稿 実

ン 教育環境 教育 若 層 意識 う 影響

いう点 着目  

 

 

. 理論仮説 

 

 本節 既存研究 参考 ン 教育 若者 向社会的意識 え 影響

関 理論 構築 前節 う ン 教育 対 生 態度 賛否両

論あ ン 教育 生 学 以降 学業成績 負

影響 え 可能性 指摘 論文 あ  (Kart and Kart 2021) ン

教育 害 い生 対 影響や中立的 影響 指摘 研究 多く

う 否定的 影響 非常 い (Kart and Kart 2021) 実 Ogelman and Secer 

(2012) 包括的 多様 い 環境 晒 生 間 共感 理
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解 容 姿勢 形成 向社会的態度 発 見方 示 い う

ン 教育 通 害 あ 接触 害 い子

向社会的 意識 生 出 可能性 考え  

本稿 団体参加 投票行動 政策選好 3 行動 向社会的意識 測 指標

設定 い Putnam et al. (1997) 組織 参加 向社会的 態度 形成 効果

的 あ 民主主義 発展 寄 主張 い 団体参加 関 ン

教育 ン 団体や政治団体 活動 積極的 参加 う

可能性 考え 投票行動 向社会的行動 誘引 関連 いう研究 あ

繁 投票参加 人 う い人 水 使用 大幅 え

いう向社会的 いえ 協力的 態度  (Bolsen et al. 2014) 投票参加

関 ン 教育 当 者意識 高 政治参加 う

可能性 考え 政策選好 関 ン 教育 福祉や外

国人 入 再 配政策 賛 う 考え 先行研究 ン

教育 積極的 影響 示 研究 多くあ 子 教育段階

ン 教育 対 態度 変化 いう 踏 え 以 2 理論仮説

立  

 

仮説  ン 教育 入率 高い国 若 層 向社会的意識 高  

 

仮説  ン 教育 入時点 教育段階 若 層 向社会的

意識 高  

 

 

ータと方法 

 

ータ 

 

 本稿 理論仮説 検証 伴い 2016 2017学校 調査 行わ European 

Agency Statistics on Inclusive Education 5 EU諸国

ン 教育 入率 Flash Eurobarometer European Youth & 

Students 2017 調査 行わ Flash Eurobarometer 455 (European Youth) 若 

 

 
5 男女 齢 入手 European Agency Statistics on Inclusive 
Education Data tables and background information 作成

https://www.european-agency.org/activities/data/data-tables-background-information 
(2023 11 20日)  
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表  変数説明 

 
 

者 向社会的意識 含 個票 結合 構築 6  

析 使用 変数 表 1 変数説明 第一 独立変数 European Agency 

Statistics on Inclusive Education ン 教育 SEN 公式認定

子 ／学習者 就学率 設定 ン 教育 入率 計算方法

SEN 公式認定 学習者 う 少 く 80% 期間 主流 教育

い 学習者 数÷全 正式 教育環境 在籍 学習者 数×100 あ 7

調査対象 9 15 17 男女 あ 初等教育 中等教育 高等教育

教育段階 捉え 時点 ン 教育 入 効果 差 

 
6 析対象国 ン ニ ン

ン ン ン ニ ン ン

ニ 計 15 国 あ  
7 計算方法 European Agency Statistics on Inclusive Education 2016 2017学校

Cross-Country Report p.67参照 https://www.european-agency.org/sites/default/files/ 
easie_2018_dataset_cross-country_report.docx (2023 11 20日)  

変数 変数説明 出

ン 教育 入率 SEN 公式認定 学習者 う 少 く 80% 期間 通常

教育 い 学習者 数÷全 正式 教育環境 在籍

い 学習者 数×100

団体参加 過去1 間 以 組織 活動 参加 ？ いう質問 対

以 項目 い (＝1) 回答 数 合計値(1：
 2： 等 3：文化団体 4：政治団体 政党

5： ン 活動 行う団体 6：気候変動／環境問題 活動

団体 7：人 開発 進 団体 8： 他

非政府組織等)

投票参加 過去3 間 地方 地域 国 EU 政治選挙 投票

時点 選挙 場合 答えく い

いう質問 対 以 項目 い (＝1) 回答 数 合計

値 (1： ン  2：  3：国  4：EU
)

政策選好 欧州連 隊 欧州委員会 新 い 組 若者 自国や海外

欧州各地 地域社会や人々 ン

参加 働い 機会 創出 以

い EU 若者 連 表明 行動 起 思

い ？ いう質問 対 以 項目 い (＝1) 回答

数 合計値 (1：第 国国民 入 統合 2：教育 研修 3：
起業 4： 用 5：福祉 社会扶助 6：地域協力 結束 7： 民

び民主的参加)

性 回答者 性  (女性＝1 男性＝0)

齢 回答者 齢 (15〜30 )

自営業 回答者 職業 (自営業＝1 う い＝0)

被 用者 回答者 職業 (被 用者＝1 う い＝0)

肉体労働者 回答者 職業 (肉体労働者＝1 う い＝0)

教育修了 数 回答者 教育 修了 数 (1：15 以 2：16〜19
3：20 以 4：学習 中 5： 教育 い い

項目 1： 教育 い い 2：15 以 3：16〜19
4：20 以 転 4：学習 中 関 教育開始 齢 7

現 齢 引い 時 15 以 あ 1 16〜19 あ

2 20 以 あ 3 変換)

共産主義国 共産主義国＝1 非 共産主義国＝0 堀林 (2015) 参考 作成

log (一人当 GDP) 国 一人当 GDP 自然対数化 値 World Bank Data

European Agency Statistics on
Inclusive Education

Flash Eurobarometer
European Youth＆Students Flash
Eurobarometer 455 (European
Youth) (2017)
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表  記述統計 

 

 

異 時 観察  

次 属変数 若者 向社会的意識 測定可能 考え 質問 検討 結果

Flash Eurobarometer Flash Eurobarometer 455 (European Youth) 15〜30

対象 依 体的 前節 述 団体参加 投票参加

政策選好 3点 向社会的意識 測 指標 用い 表 1 通

等 文化団体 政治団体 政党 ン 活動 行う団体

気候変動／環境問題 活動 団体 人 開発 進 団体

他 非政府組織等 参加 8種類 団体参加 ン

国 EU 参加 4種類 投票参加 第 国国民 入

統合 教育 研修 起業 用 福祉 社会扶助 地域協力 結束 民 び民主的

参加 7種類 政策選好 い 尋 い 各団体 参加 各 投票 参加

各政策 意 対 い ＝1 いいえ ＝0 回答結果 い 無回答や

明 除い 個 回答結果 変数 〜 合計値 算出  

観測数 均値 標準偏差 最 値 最大値

団体参加 5868 0.9092 1.2510 0 8

投票参加 5868 1.5225 1.4323 0 4

政策選好 5868 2.4419 0.8154 0 3

参加 5868 0.2517 0.4340 0 1

等 参加 5868 0.1645 0.3707 0 1

文化団体 参加 5868 0.1285 0.3347 0 1

政治団体 政党 参加 5868 0.0521 0.2223 0 1

ン 活動 行う団体 参加 5868 0.1116 0.3149 0 1

気候変動／環境問題 活動 団体 参加 5868 0.0424 0.2016 0 1

人 開発 進 団体 参加 5868 0.0600 0.2375 0 1

他 非政府組織等 参加 5868 0.0983 0.2978 0 1

投票 参加 5868 0.4458 0.4971 0 1

ン 投票 参加 5868 0.3410 0.4741 0 1

国 投票 参加 5868 0.5269 0.4993 0 1

EU 投票 参加 5868 0.2088 0.4065 0 1

第 国国民 入 統合 5868 0.2718 0.4449 0 1

教育 研修 5868 0.6549 0.4754 0 1

起業 5868 0.3362 0.4725 0 1

用 5868 0.4484 0.4974 0 1

福祉 社会扶助 5868 0.3132 0.4638 0 1

地域協力 結束 5868 0.1777 0.3823 0 1

民 び民主的参加 5868 0.2396 0.4269 0 1

ン 教育 入率 (9 時点) 5868 4.8745 4.3931 0.0900 22

ン 教育 入率 (15 時点) 5868 5.0569 3.5327 0.1200 12.2500

ン 教育 入率 (17 時点) 5868 2.9695 2.8285 0.0100 9.9300

性 5868 0.4722 0.4993 0 1

齢 5868 23.5435 3.9841 15 30

自営業 5868 0.0683 0.2523 0 1

被 用者 5868 0.4039 0.4907 0 1

肉体労働者 5868 0.0743 0.2623 0 1

教育修了 数 5868 2.7587 1.2355 1 4

共産主義国 5868 0.5416 0.4983 0 1

log (一人当 GDP) 5868 10.0208 0.5828 8.9325 11.0492
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他 統制変数 性 齢 職業 教育修了 数 共産主義国

一人当 GDP 自然対数化 値 投入 職業 い 自営業

被 用者 肉体労働者 学生 4 変数 投入 学生

基準 除外 共産主義国 堀林 (2005) 論文 参考

共産主義国 非 共産主義国 8  

 

推定方法 

 

記 変数 使用 個人 個人 所属 団 階層構造 考慮 析 可能

析 定 対象 全 揃 い 15 国9 絞

ン 片 使用 国 均値 い 表 ン 効

果 投入  

 

 

分析結果 

 

国別 均値 比較 

 

図 1 う 国 全体 傾向 定 9 時点 男子 ン

教育 入率 団体参加 投票参加 政策選好 参加数合計 国

均値 単純散 図 作成 散 図 見 ニ や い 共産

主義国 ン 教育 入率 高く 向社会的意識 い傾向 確認 対照

的 経済発展 い 傾向 あ ンや ン い 非 共産主義国

向社会的意識 持 人 多い ン 教育 転換 遅 い うい

国 教育制度 標準化 い ン 教育 入 進 い

い可能性 考え  

 

 

 

 

 

 
8 共産主義国 当 国 ニ ニ ン

ニ ン ニ 計 9 国 あ  
9 BG： CY： CZ： DE： ン EE： ニ ES：

ン FR： ン HU： ン IE： ン LT： ニ PL：

ン PT： SE： ン SI： ニ SK：  



247 
 

図  インク ーシブ教育導入率と若 層 向社会的意識 国別 均値 

 
 

インク ーシブ教育導入率と若 層 向社会的意識 関係 

 

次 表 3〜5 う 属変数 対 析 行い ン

教育 入 若 層 向社会的意識 え 効果 検証 等

参加 政治団体 政党 参加 他非政府組織等 参加 地域協力 結束 い

一部 ン 教育 向社会的行動 負 影響 え いう傾向 見

全体 ン 教育 向社会性 正 負 影響 え いう一貫

結果 確認 仮説 1 結果 あ  

団体参加 統制変数 あ 性 齢 肉体労働者 教育修了 数

意 負 傾向 あ 特 意 負 効果 見 等 参加 教育

段階 向社会的意識 く いう結果 ン

教育 入率 効果 入段階 強 いう一貫 傾向 見 い

仮説 2 必 支持  

投票参加 意 結果 得 統制変数 関 性

齢 統計的 意 結果 職業 関連 い 可能性 あ ン

教育 入 投票行動 及 影響 あ  

ン 教育 政策選好 関 見 地域協力 結束 9

時点 15 時点 負 意 結果 教育段階 向社会的意識

く 傾向 確認 仮説 2 結果  

 以 う 2 目 析 い 傾向 一貫性 く 仮説 1 仮説 2 整合的

結果 得 う 結果 背景 ン 教育 入率

あ 考え 表 2 記述統計や図 1 国 均値比較 う

調査対象国 ン 教育 入率 最 1% 満 最大 22%

ゆえ ン 教育 入率 15 国 く 現状

社会全体 影響 繋 い い可能性 考え 本稿 析 ン

教育 効果 観察 い  
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表  インク ーシブ教育導入に対 若 層 団体参加へ 影響 

 

固定効果 Model 1 Model 2 Model 3 Model 1 Model 2 Model 3

( 片) -0.8749 -0.8925 -0.8854 -0.0571 -0.0924 -0.0911

(0.5021) (0.5121) (0.4761) (0.3371) (0.3745) (0.3654)

Level 1 (個人 )

性 -0.1088 *** -0.1093 *** -0.1102 *** -0.0391 *** -0.0435 ** -0.0343 **

(0.0144) (0.0169) (0.0134) (0.0118) (0.0140) (0.0113)

齢 -0.0109 *** -0.0109 *** -0.0109 *** -0.0081 *** -0.0081 *** -0.0081 ***

(0.0020) (0.0020) (0.0020) (0.0017) (0.0017) (0.0017)

自営業 0.0487 0.0487 0.0483 -0.0212 -0.0212 -0.0224

(0.0249) (0.0249) (0.0249) (0.0216) (0.0216) (0.0215)

被 用者 0.0293 0.0291 0.0289 0.0030 0.0023 0.0019

(0.0155) (0.0155) (0.0155) (0.0134) (0.0134) (0.0134)

肉体労働者 -0.0110 -0.0109 -0.0116 -0.0701 *** -0.0703 *** -0.0706 ***

(0.0237) (0.0238) (0.0237) (0.0205) (0.0206) (0.0206)

教育修了 数 -0.0091 -0.0091 -0.0092 -0.0288 *** -0.0286 *** -0.0287 ***

(0.0072) (0.0072) (0.0072) (0.0062) (0.0062) (0.0062)

共産主義国 0.0153 0.0174 0.0214 0.0258 0.0335 0.0297

(0.0557) (0.0576) (0.0532) (0.0375) (0.0423) (0.0409)

log (GDP) 0.1449 ** 0.1466 ** 0.1464 ** 0.0537 0.0576 0.0563

(0.0476) (0.0486) (0.0451) (0.0319) (0.0355) (0.0346)

Level 2 (国家 )

ン 教育 入率 (9 時点) -0.0036 -0.0075 **

(0.0033) (0.0024)

ン 教育 入率 (15 時点) -0.0035 -0.0084 *

(0.0042) (0.0034)

ン 教育 入率 (17 時点) -0.0079 -0.0111 **

(0.0051) (0.0041)

ン 効果

片 0.0040 0.0042 0.0035 0.0016 0.0021 0.0020

残差 0.1734 0.1734 0.1734 0.1301 0.1301 0.1301

AIC 6487.8 6487.8 6486.0 4800.9 4803.1 4801.6

N 5868 5868 5868 5868 5868 5868

国家数 15 15 15 15 15 15

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1 (2) ( )内 標準誤差。

参加 等 参加

属変数

固定効果 Model 1 Model 2 Model 3 Model 1 Model 2 Model 3

( 片) -0.2394 -0.2610 -0.2537 -0.1279 -0.1365 -0.1359

(0.4544) (0.4913) (0.4609) (0.2047) (0.2058) (0.1922)

Level 1 (個人 )

性 -0.0097 -0.0073 -0.0097 -0.0233 ** -0.0275 *** -0.0238 ***

(0.0117) (0.0140) (0.0110) (0.0072) (0.0083) (0.0067)

齢 0.0020 0.0020 0.0020 0.0007 0.0007 0.0007

(0.0016) (0.0016) (0.0016) (0.0011) (0.0011) (0.0011)

自営業 -0.0081 -0.0082 -0.0085 0.0124 0.0125 0.0120

(0.0197) (0.0197) (0.0197) (0.0132) (0.0132) (0.0131)

被 用者 -0.0022 -0.0024 -0.0026 -0.0098 -0.0100 -0.0102

(0.0122) (0.0122) (0.0122) (0.0082) (0.0082) (0.0082)

肉体労働者 -0.0415 * -0.0413 * -0.0419 * -0.0180 -0.0184 -0.0185

(0.0188) (0.0188) (0.0188) (0.0125) (0.0125) (0.0125)

教育修了 数 -0.0110 -0.0110 -0.0111 0.0052 0.0052 0.0052

(0.0057) (0.0057) (0.0057) (0.0038) (0.0038) (0.0038)

共産主義国 0.0055 0.0052 0.0107 -0.0153 -0.0102 -0.0117

(0.0504) (0.0551) (0.0514) (0.0227) (0.0233) (0.0216)

log (GDP) 0.0376 0.0392 0.0391 0.0183 0.0198 0.0193

(0.0431) (0.0467) (0.0437) (0.0194) (0.0195) (0.0182)

Level 2 (国家 )

ン 教育 入率 (9 時点) -0.0041 -0.0023

(0.0028) (0.0015)

ン 教育 入率 (15 時点) -0.0030 -0.0035

(0.0036) (0.0019)

ン 教育 入率 (17 時点) -0.0078 -0.0048 *

(0.0046) (0.0022)

ン 効果

片 0.0033 0.0040 0.0035 0.0006 0.0006 0.0005

残差 0.1083 0.1083 0.1083 0.0484 0.0484 0.0484

AIC 3734.8 3735.6 3732.9 -986.2 -987.7 -988.9

N 5868 5868 5868 5868 5868 5868

国家数 15 15 15 15 15 15

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1 (2) ( )内 標準誤差。

属変数

文化団体 参加 政治団体 政党 参加
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表  インク ーシブ教育導入に対 若 層 団体参加へ 影響 (続 ) 

 

固定効果 Model 1 Model 2 Model 3 Model 1 Model 2 Model 3

( 片) -0.4407 -0.4560 -0.4551 -0.1325 -0.1391 -0.1398

(0.3359) (0.3419) (0.3436) (0.1444) (0.1422) (0.1437)

Level 1 (個人 )

性 -0.0262 * -0.0196 -0.0206 * -0.0011 -0.0038 -0.0006

(0.0105) (0.0123) (0.0099) (0.0062) (0.0070) (0.0059)

齢 0.0003 0.0003 0.0003 0.0001 0.0001 0.0001

(0.0015) (0.0015) (0.0015) (0.0010) (0.0010) (0.0010)

自営業 0.0088 0.0083 0.0083 0.0084 0.0085 0.0080

(0.0186) (0.0186) (0.0186) (0.0120) (0.0120) (0.0120)

被 用者 -0.0045 -0.0048 -0.0048 -0.0054 -0.0057 -0.0058

(0.0116) (0.0116) (0.0116) (0.0074) (0.0074) (0.0074)

肉体労働者 -0.0211 -0.0205 -0.0206 -0.0079 -0.0083 -0.0082

(0.0177) (0.0177) (0.0177) (0.0114) (0.0114) (0.0114)

教育修了 数 -0.0011 -0.0011 -0.0011 -0.0019 -0.0018 -0.0019

(0.0054) (0.0054) (0.0054) (0.0034) (0.0034) (0.0034)

共産主義国 0.0030 -0.0022 -0.0010 -0.0047 -0.0014 -0.0032

(0.0373) (0.0386) (0.0384) (0.0161) (0.0162) (0.0161)

log (GDP) 0.0570 0.0573 0.0574 0.0190 0.0201 0.0197

(0.0318) (0.0324) (0.0326) (0.0136) (0.0134) (0.0136)

Level 2 (国家 )

ン 教育 入率 (9 時点) -0.0023 -0.0017

(0.0023) (0.0011)

ン 教育 入率 (15 時点) 0.0001 -0.0024

(0.0030) (0.0015)

ン 教育 入率 (17 時点) -0.0006 -0.0028

(0.0037) (0.0018)

ン 効果

片 0.0017 0.0018 0.0018 0.0003 0.0002 0.0003

残差 0.0967 0.0967 0.0967 0.0402 0.0402 0.0402

AIC 3063.9 3064.3 3063.9 -2084.4 -2085.4 -2085.6

N 5868 5868 5868 5868 5868 5868

国家数 15 15 15 15 15 15

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1 (2) ( )内 標準誤差。

属変数

気候変動／環境問題 活動 団体ン 活動 行う団体 参加

固定効果 Model 1 Model 2 Model 3 Model 1 Model 2 Model 3

( 片) -0.1641 -0.1764 -0.1752 -0.1508 -0.1583 -0.1607

(0.3049) (0.3142) (0.3163) (0.2806) (0.2620) (0.2845)

Level 1 (個人 )

性 0.0041 0.0037 0.0058 -0.0217 * -0.0319 ** -0.0225 *

(0.0082) (0.0097) (0.0078) (0.0097) (0.0110) (0.0092)

齢 0.0014 0.0014 0.0014 0.0029 * 0.0029 * 0.0029 *

(0.0011) (0.0011) (0.0011) (0.0014) (0.0014) (0.0014)

自営業 0.0147 0.0148 0.0145 0.0117 0.0122 0.0113

(0.0139) (0.0139) (0.0139) (0.0176) (0.0176) (0.0176)

被 用者 0.0059 0.0058 0.0057 -0.0032 -0.0034 -0.0036

(0.0087) (0.0087) (0.0087) (0.0110) (0.0110) (0.0110)

肉体労働者 -0.0251 -0.0251 -0.0253 -0.0379 * -0.0386 * -0.0387 *

(0.0133) (0.0133) (0.0133) (0.0168) (0.0168) (0.0168)

教育修了 数 -0.0111 ** -0.0111 ** -0.0112 ** -0.0147 ** -0.0147 ** -0.0147 ***

(0.0040) (0.0040) (0.0040) (0.0051) (0.0051) (0.0051)

共産主義国 -0.0210 -0.0194 -0.0197 -0.0106 0.0003 -0.0059

(0.0338) (0.0353) (0.0353) (0.0312) (0.0297) (0.0319)

log (GDP) 0.0241 0.0253 0.0250 0.0252 0.0276 0.0265

(0.0289) (0.0298) (0.0300) (0.0266) (0.0248) (0.0269)

Level 2 (国家 )

ン 教育 入率 (9 時点) -0.0026 -0.0028

(0.0019) (0.0020)

ン 教育 入率 (15 時点) -0.0025 -0.0060 *

(0.0024) (0.0025)

ン 教育 入率 (17 時点) -0.0039 -0.0059

(0.0032) (0.0032)

ン 効果

片 0.0015 0.0016 0.0016 0.0011 0.0010 0.0012

残差 0.0544 0.0544 0.0544 0.0871 0.0871 0.0871

AIC -298.9 -298.7 -299.6 2451.0 2447.0 2448.7

N 5868 5868 5868 5868 5868 5868

国家数 15 15 15 15 15 15

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1 (2) ( )内 標準誤差。

属変数

人 開発 進 団体 参加 他 非政府組織等 参加
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表  インク ーシブ教育導入に対 若 層 投票参加へ 影響 

 

 

固定効果 Model 1 Model 2 Model 3 Model 1 Model 2 Model 3

( 片) 0.5851 0.5602 0.5653 0.5566 0.5738 0.5818

(0.9720) (0.9886) (0.9778) (1.4556) (1.4214) (1.3785)

Level 1 (個人 )

性 -0.0379 * -0.0384 -0.0362 * -0.0329 -0.0413 * -0.0472 **

(0.0173) (0.0203) (0.0163) (0.0169) (0.0196) (0.0159)

齢 0.0355 *** 0.0355 *** 0.0355 *** 0.0290 *** 0.0290 *** 0.0290 ***

(0.0022) (0.0022) (0.0022) (0.0020) (0.0020) (0.0020)

自営業 -0.0736 ** -0.0734 ** -0.0740 ** -0.0197 -0.0193 -0.0193

(0.0269) (0.0269) (0.0269) (0.0249) (0.0250) (0.0249)

被 用者 -0.0074 -0.0075 -0.0077 0.0251 0.0252 *** 0.0253 ***

(0.0167) (0.0167) (0.0167) (0.0155) (0.0155) (0.0155)

肉体労働者 -0.0409 -0.0408 -0.0412 -0.0478 * -0.0479 * -0.0481 *

(0.0257) (0.0257) (0.0257) (0.0239) (0.0239) (0.0239)

教育修了 数 0.0270 *** 0.0269 *** 0.0269 *** 0.0020 *** 0.0020 0.0020

(0.0077) (0.0077) (0.0077) (0.0072) (0.0072) (0.0072)

共産主義国 -0.1571 -0.1542 -0.1526 -0.2285 -0.2218 -0.2143

(0.1075) (0.1100) (0.1086) (0.1607) (0.1573) (0.1525)

log (GDP) -0.0910 -0.0887 -0.0893 -0.0783 -0.0786 -0.0782

(0.0923) (0.0939) (0.0929) (0.1383) (0.1351) (0.1310)

Level 2 (国家 )

ン 教育 入率 (9 時点) -0.0053 0.0024

(0.0045) (0.0045)

ン 教育 入率 (15 時点) -0.0051 -0.0005

(0.0054) (0.0053)

ン 教育 入率 (17 時点) -0.0089 -0.0051

(0.0075) (0.0077)

ン 効果

片 0.0161 0.0167 0.0163 0.0369 0.0351 0.0330

残差 0.2018 0.2018 0.2018 0.1740 0.1740 0.1740

AIC 7390.8 7390.9 7389.7 6533.1 6533.1 6531.9

N 5868 5868 5868 5868 5868 5868

国家数 15 15 15 15 15 15

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1 (2) ( )内 標準誤差。

投票 参加 ン 投票 参加

属変数

固定効果 Model 1 Model 2 Model 3 Model 1 Model 2 Model 3

( 片) 0.7992 0.7625 0.7641 -0.4116 -0.4040 -0.3862

(1.2612) (1.2912) (1.2909) (0.8617) (0.8381) (0.7393)

Level 1 (個人 )

性 -0.0569 ** -0.0468 * -0.0450 ** -0.0532 *** -0.0553 ** -0.0707 ***

(0.0175) (0.0204) (0.0165) (0.0148) (0.0172) (0.0135)

齢 0.0427 *** 0.0427 *** 0.0427 *** 0.0236 *** 0.0236 *** 0.0236 ***

(0.0021) (0.0021) (0.0021) (0.0018) (0.0018) (0.0018)

自営業 -0.0161 -0.0164 -0.0167 -0.0048 -0.0047 -0.0046

(0.0262) (0.0262) (0.0262) (0.0227) (0.0227) (0.0227)

被 用者 0.0107 * 0.0104 * 0.0103 * 0.0070 0.0070 0.0070

(0.0163) (0.0163) (0.0163) (0.0141) (0.0141) (0.0141)

肉体労働者 -0.0822 ** -0.0820 ** -0.0821 ** -0.0760 *** -0.0760 *** -0.0764 ***

(0.0250) (0.0250) (0.0250) (0.0217) (0.0217) (0.0217)

教育修了 数 0.0125 0.0124 0.0124 0.0077 0.0077 0.0076

(0.0075) (0.0075) (0.0075) (0.0065) (0.0065) (0.0065)

共産主義国 -0.0839 -0.0904 -0.0906 -0.0496 -0.0484 -0.0304

(0.1393) (0.1431) (0.1429) (0.0953) (0.0932) (0.0822)

log (GDP) -0.1208 -0.1191 -0.1195 0.0089 0.0085 0.0097

(0.1198) (0.1227) (0.1227) (0.0818) (0.0796) (0.0702)

Level 2 (国家 )

ン 教育 入率 (9 時点) -0.0062 0.0013

(0.0046) (0.0038)

ン 教育 入率 (15 時点) -0.0025 0.0005

(0.0055) (0.0046)

ン 教育 入率 (17 時点) -0.0038 -0.0094

(0.0079) (0.0061)

ン 効果

片 0.0275 0.0289 0.0289 0.0127 0.0120 0.0092

残差 0.1917 0.1918 0.1918 0.1443 0.1443 0.1443

AIC 7098.7 7099.9 7099.1 5426.8 5426.5 5423.9

N 5868 5868 5868 5868 5868 5868

国家数 15 15 15 15 15 15

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1 (2) ( )内 標準誤差

国 投票 参加 EU 投票 参加

属変数



251 
 

表  インク ーシブ教育導入に対 若 層 政策選好へ 影響 

 

固定効果 Model 1 Model 2 Model 3 Model 1 Model 2 Model 3

( 片) 0.3476 0.3317 0.3376 0.9640 0.9441 0.9477

(0.5372) (0.5675) (0.5526) (0.5084) (0.5330) (0.5215)

Level 1 (個人 )

性 0.0552 0.0716 0.0608 0.0308 0.0380 * 0.0353 *

(0.0149) (0.0176) (0.0141) (0.0159) (0.0187) (0.0151)

齢 -0.0039 *** -0.0038 *** -0.0039 *** 0.0027 0.0027 0.0027

(0.0020) (0.0020) (0.0020) (0.0023) (0.0023) (0.0023)

自営業 -0.0276 -0.0284 -0.0278 -0.0415 -0.0419 -0.0419

(0.0255) (0.0255) (0.0255) (0.0281) (0.0281) (0.0281)

被 用者 -0.0083 -0.0084 -0.0083 0.0274 0.0270 0.0270

(0.0159) (0.0159) (0.0159) (0.0175) (0.0175) (0.0175)

肉体労働者 -0.0627 ** -0.0620 * -0.0623 * -0.0347 -0.0338 -0.0344

(0.0243) (0.0243) (0.0243) (0.0268) (0.0268) (0.0268)

教育修了 数 -0.0126 -0.0126 -0.0126 -0.0069 -0.0069 -0.0069

(0.0073) (0.0073) (0.0073) (0.0081) (0.0081) (0.0081)

共産主義国 -0.1868 ** -0.2015 ** -0.1921 ** -0.0393 -0.0447 -0.0409

(0.0596) (0.0638) (0.0617) (0.0564) (0.0601) (0.0583)

log (GDP) 0.0140 0.0128 0.0140 -0.0337 -0.0331 -0.0329

(0.0509) (0.0539) (0.0524) (0.0481) (0.0506) (0.0494)

Level 2 (国家 )

ン 教育 入率 (9 時点) -0.0011 -0.0031

(0.0034) (0.0035)

ン 教育 入率 (15 時点) 0.0043 -0.0005

(0.0044) (0.0046)

ン 教育 入率 (17 時点) 0.0016 -0.0029

(0.0057) (0.0057)

ン 効果

片 0.0046 0.0052 0.0049 0.0039 0.0044 0.0042

残差 0.1817 0.1817 0.1817 0.2215 0.2214 0.2214

AIC 6764.9 6763.7 6764.0 7919.8 7920.0 7919.4

N 5868 5868 5868 5868 5868 5868

国家数 15 15 15 15 15 15

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1 (2) ( )内 標準誤差。

属変数

第 国国民 入 統合 教育 研修

固定効果 Model 1 Model 2 Model 3 Model 1 Model 2 Model 3

( 片) 1.3397 * 1.3357 * 1.3392 * 0.8530 0.8474 0.8557

(0.6249) (0.6254) (0.6440) (0.7821) (0.7939) (0.7958)

Level 1 (個人 )

性 -0.0899 *** -0.0904 *** -0.0922 *** 0.0342 0.0325 0.0275

(0.0164) (0.0192) (0.0154) (0.0179) (0.0210) (0.0168)

齢 0.0014 0.0014 0.0014 0.0072 ** 0.0072 ** 0.0072 **

(0.0022) (0.0022) (0.0022) (0.0023) (0.0023) (0.0023)

自営業 0.1506 *** 0.1506 *** 0.1505 *** -0.0513 -0.0512 -0.0513

(0.0275) (0.0275) (0.0275) (0.0291) (0.0291) (0.0291)

被 用者 0.0624 *** 0.0624 *** 0.0623 *** -0.0113 -0.0113 -0.0114

(0.0171) (0.0171) (0.0171) (0.0181) (0.0181) (0.0181)

肉体労働者 -0.0153 -0.0153 -0.0156 0.0579 * 0.0579 * 0.0572 *

(0.0263) (0.0263) (0.0263) (0.0278) (0.0278) (0.0278)

教育修了 数 -0.0004 -0.0004 -0.0005 0.0096 0.0096 0.0096

(0.0079) (0.0079) (0.0079) (0.0084) (0.0084) (0.0084)

共産主義国 -0.0313 -0.0304 -0.0274 -0.0796 -0.0774 -0.0697

(0.0693) (0.0702) (0.0718) (0.0866) (0.0868) (0.0866)

log (GDP) -0.1002 -0.0998 -0.0997 -0.0563 -0.0555 -0.0553

(0.0593) (0.0594) (0.0611) (0.0742) (0.0754) (0.0756)

Level 2 (国家 )

ン 教育 入率 (9 時点) -0.0009 -0.0014

(0.0039) (0.0044)

ン 教育 入率 (15 時点) -0.0010 -0.0018

(0.0048) (0.0054)

ン 教育 入率 (17 時点) -0.0033 -0.0072

(0.0064) (0.0073)

ン 効果

片 0.0063 0.0063 0.0067 0.0101 0.0105 0.0105

残差 0.2122 0.2122 0.2122 0.2375 0.2375 0.2374

AIC 7676.3 7675.9 7675.2 8338.1 8337.7 8336.2

N 5868 5868 5868 5868 5868 5868

国家数 15 15 15 15 15 15

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1 (2) ( )内 標準誤差。

属変数

起業 用
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表  インク ーシブ教育導入に対 若 層 政策選好へ 影響 (続 ) 

 

固定効果 Model 1 Model 2 Model 3 Model 1 Model 2 Model 3

( 片) -1.1884 * -1.2083 * -1.2039 * 0.2186 0.1877 0.1866

(0.5178) (0.5652) (0.5119) (0.4785) (0.4881) (0.4694)

Level 1 (個人 )

性 0.0816 *** 0.0819 *** 0.0822 *** -0.0583 *** -0.0631 *** -0.0522 ***

(0.0156) (0.0185) (0.0146) (0.0132) (0.0155) (0.0124)

齢 0.0010 0.0010 0.0010 0.0015 0.0015 0.0015

(0.0022) (0.0022) (0.0022) (0.0018) (0.0018) (0.0018)

自営業 -0.0383 -0.0381 -0.0388 0.0114 0.0116 0.0105

(0.0271) (0.0272) (0.0271) (0.0225) (0.0226) (0.0225)

被 用者 -0.0117 -0.0117 -0.0122 -0.0232 -0.0235 -0.0239

(0.0169) (0.0169) (0.0169) (0.0140) (0.0140) (0.0140)

肉体労働者 0.0412 0.0415 0.0406 -0.0411 -0.0411 -0.0413

(0.0259) (0.0259) (0.0259) (0.0215) (0.0215) (0.0215)

教育修了 数 -0.0024 -0.0024 -0.0025 -0.0026 -0.0026 -0.0027

(0.0078) (0.0078) (0.0078) (0.0065) (0.0065) (0.0065)

共産主義国 0.1523 ** 0.1540 * 0.1568 ** 0.0496 0.0572 0.0511

(0.0575) (0.0636) (0.0572) (0.0531) (0.0549) (0.0524)

log (GDP) 0.1384 ** 0.1402 ** 0.1399 ** -0.0021 0.0015 0.0001

(0.0491) (0.0536) (0.0485) (0.0454) (0.0463) (0.0445)

Level 2 (国家 )

ン 教育 入率 (9 時点) -0.0041 -0.0072 *

(0.0035) (0.0031)

ン 教育 入率 (15 時点) -0.0037 -0.0082 *

(0.0046) (0.0039)

ン 教育 入率 (17 時点) -0.0074 -0.0095

(0.0055) (0.0049)

ン 効果

片 0.0042 0.0051 0.0041 0.0036 0.0038 0.0035

残差 0.2063 0.2063 0.2063 0.1423 0.1423 0.1423

AIC 7507.1 7507.0 7505.8 5332.1 5332.6 5332.8

N 5868 5868 5868 5868 5868 5868

国家数 15 15 15 15 15 15

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1 (2) ( )内 標準誤差。

地域協力 結束福祉 社会扶助

属変数

固定効果 Model 1 Model 2 Model 3

( 片) -0.0572 -0.0511 -0.0558

(0.5415) (0.5577) (0.5574)

Level 1 (個人 )

性 0.0052 0.0079 0.0092

(0.0147) (0.0173) (0.0139)

齢 0.0020 0.0020 0.0020

(0.0020) (0.0020) (0.0020)

自営業 -0.0316 -0.0318 -0.0315

(0.0250) (0.0250) (0.0250)

被 用者 -0.0285 -0.0285 -0.0283

(0.0156) (0.0156) (0.0156)

肉体労働者 -0.0622 ** -0.0623 ** -0.0618 **

(0.0239) (0.0239) (0.0239)

教育修了 数 -0.0063 -0.0063 -0.0063

(0.0072) (0.0072) (0.0072)

共産主義国 -0.0798 -0.0830 -0.0867

(0.0601) (0.0627) (0.0622)

log (GDP) 0.0315 0.0305 0.0306

(0.0513) (0.0529) (0.0529)

Level 2 (国家 )

ン 教育 入率 (9 時点) 0.0017

(0.0034)

ン 教育 入率 (15 時点) 0.0025

(0.0044)

ン 教育 入率 (17 時点) 0.0060

(0.0056)

ン 効果

片 0.0047 0.0050 0.0050

残差 0.1755 0.1755 0.1754

AIC 6560.7 6560.1 6558.8

N 5868 5868 5868

国家数 15 15 15

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1 (2) ( )内 標準誤差。

属変数

民 び民主的参加
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結論  

 

本稿 析 用い ン 教育 入

若 層 向社会性 う 影響 及 い 検証 析 結果 ン

教育 向社会的意識 意 正 影響 え いう明確 根 得

一方 消極的 影響 え いえ い結果 ン

教育 全 子 等 学ぶ機会 設 共 学ぶ 害 持 子 持 い

子 発 好影響 いう知見 多く存在 Spörer et al. (2020) 

異 背景や能力 持 仲間 交流 包括性 協力 相互 助 合う感覚

進 向社会的 態度 醸成 述 い 以 う 少 く

ン 教育 学生 態度 悪影響 及 いう明確 証 く 一方 害

あ 子 対 害 い子 対 好影響 あ いう点 広

範 合意 あ 将来的 離教育 採用 い 国 い ン

教育 制度移行 可能 あ 考え  

点 現在 ン 教育 壁 い 多様 ニ 対応 設備や

教師 育成 強化 子 教育 通 い 入 社会 貢献

う 意識 持 う改革 いく 要 あ Maeda et al. (2021) 

指摘 う ン 教育 実現可能性 過 評価 い 日本 い

ン 教育 入や 組 参考 点 多く 部

的 転換 実現可能 思わ  

本稿 限界 使用 Flash Eurobarometer 健常者 子 対 ン

依 子 実 ン 教育 い 入

い 学校 通学 い 確 い点 あ 今回 単 度 使

用 今後 質問 実施 数 意識変化 検証

効 あ 考え  
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第 章 

 

外国人と 接触機会 排外意識を減少させ  

―世界価値観調査 マ チ ベ 分析― 

 

藤 和 

 

 

要約 

 

外国人 対 差別意識 わ 排外意識 研究 化 伴う外国人

交流機会 増加 近 重要性 増 い 接触仮説や 脅威理論

排外意識 影響 う 仮説 い 海外 国内 方 い 盛 研究 行わ

い 特 日 国内 対象 研究 外国人 接触機会 化

う 接触 効果 個人属性 異質性 検証 い 稿

行研究 蓄積 多 排外意識 正 影響 え 変数 力 民 齢 用い

齢 接触仮説 脅威理論 効果 影響 及 検証 世界

価値観調査2019 日 結果 利用 析結果 脅威理論 効果 支持

齢 若い 効果 大 い 明 稿 結果 外国人労働者

入 進 際 特 若 者 脅威 識 減 う 方策 必要

あ 示唆  

 

 

め  

 

化 影響 日 在留外国人数や外国人観 数 々増加傾向

あ 新型 ウ 流行 一時 日 訪 外国人数 大 減少 い

え 2023 7 訪日外国人観 数推計値 2,320,600 人 あ 数値 2019

比 8 割 迫 あ 1 外国人観 数 前 水準 戻

あ わ 在留外国人数 2022 時 3,075,213 人 録 前

比 11.4%増 過去最高 更新 2 う 現状 踏 え ン ッ 影響

日 国内 外国人 交流機会 多 い 言え

 
1 JNTO 訪日外 数 (2023 7 推計値) https://www.jnto.go.jp/statistics/da 
ta/20230816_monthly.pdf (2023 11 22 日)  
2 出入国在留管理庁 和 4 現在 在留外国人数 い https://www.moj.go. 
jp/isa/publications/press/13_00033.html (2023 3 24 日)  
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う 外国人 交流機会 増加 い 中 外国人 対 差別問題 非常

深刻 あ え 立場 弱い技能実習生 対 ワ ン 3や

SNS 利用 特定 民族 国籍 向 今や社会問題化 い 日

在留外国人 対象 行わ 調査4 い 家 探 外国人 あ

理 入居 断 あ 人 回答者 39.3% い

い 賃金 日 人 回答 人 19.6% あ 日 過

去 5 間 外国人 あ 理 侮辱 差別的 直接言わ

あ いう問い 対 あ あ 回答 人 割

29.8% 加え 日 人 側 和 4 8 実施 内 府

人権擁護 世論調査 5 特定 民族や国籍 人々 排斥 当 差別的言

動 一般 呼 い あ う

い 見聞 あ いう問い 対 や新聞

ン ッ 報道 見 聞い あ 回答 人 56.2% ン

ッ 書 込 直接見 あ 回答 人 15.4% や 会 街

活動 直接見 聞い あ 回答 人 13.7% あ  

う 当 者 あ 外国人 見 日 人 見 外国人 対 差別

現状 深刻 あ う 状況 海外 研究 踏襲 日 排外意識

研究 進 排外意識 影響 えう 要因 い 仮説 数多

存在 い 力 仮説 い 整理  

多 行研究 研究対象 い 変数 齢 性別 教育 数等

個人的 変数 挙 特 齢 い 齢 若い人 排外意識 い傾

向 あ 様々 行研究 明  (大槻 2006; 濱  2010; 眞  

2015) 性別 一部 意 い結論 見  (濱  2010) 男性 う

女性 排外意識 抱 や い いう研究結果 あ  (眞  2015) 教育 数 一

般的 排外意識 負 連 持 教育 数 高い人 高度 内容

高給 職業 就 傾向 あ う 職業 従 人々 賃金労働者 比

外国人労働者 用 奪わ 可能性 い あ 眞  (2015) 研究

職種や 統制 教育 数 効果 調 変数 統制

教育 数 負 連 見 少 日 い 教育課程 外国人

対 理解 深 う 組 う 教育 外

国人 対 寛容 態度 生 い 結論付 い  

排外意識 仮説 接触仮説 脅威理論 (group threat theory) 

 
3 朝日新聞 GLOBE+ 骨 3 折 人技能実習生 訴え 暴行被害

https://globe.asahi.com/article/14535788 (2023 11 22 日)  
4 成 28 度 法務省委 調査研究 業 外国人 民調査報告書―訂正 https://www. 
moj.go.jp/content/001226182.pdf (2023 11 22 日)  
5 https://survey.gov-online.go.jp/r04/r04-jinken/gairyaku.pdf (2023 11 22 日)  
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呼 仮説 主 排外意識 減 力 手段 検討 続 い

Allport 提起 接触仮説 外国人 外 団 あ 一定 条件 満 接触

排外意識 減 主張  (大槻 2006) 海外 研究

大槻 (2006) 欧米 文化的背 大 異 日 接触仮説 効性 い

定量的 研究 行い 接触仮説 日 効性 統計的 示 一方 脅威

理論 外国人 職業や文化 競 あ 外国人 自 や自 所

属 国 脅威 識 排外意識 要因 理論 あ  (Quillian 

1995) 比較的 い人々や 職 従 人々 文化的

多様性 増加 脅威 感 や い人々 間 排外意識 高 い  

稿 行研究 踏 え 今 行研究 残 い 課題 い

議論 い 第一 接触仮説 日 い 研究蓄積 少 い 日 在

留外国人数や外国人観 数 増加傾向 あ いえ 欧米 比較 移民 数や比率

い 外国人 接触機会 少 社会的摩 問題 い 一

因 考え 第 日 齢等 個人的 変数 接触仮説や 脅威理論

相 実証的 研究 行研究 い あ 特 個人的 属性 各仮

説 効果 違う可能性 あ 個人属性 相互作用 排外意識 う変化

い 研究蓄積 少 い 濱  (2010) 脅威理論 基 日

用い 齢 脅威理論 う影響 い い 実証的 検討 い

調査対象 外国人 地域 あ 群馬県大 町 愛知県豊橋 2 地 あ

日 全国 傾向 明瞭 あ  

問題意識 稿 接触仮説 脅威理論 基 個人的 要因 2

仮説 う相互作用 及 い 検証 個人的要因 い 行研究

蓄積 多 排外意識 影響 う 要因 力 齢 変数 用い 独立変

数 接触仮説 脅威理論 方 連 う 日 都道府県別 外国人数

外国人労働者数 外国人接 業従 者数 用い 検証 行う 接触仮説 基 い 場 接

業 従 外国人 増加 外国人 接触機会 増加 3 う

排外意識 最 減少 あ 一方 脅威理論 基 接 業 従 外

国人 多い 外国人 自 用 奪い う脅威 識 排外意識 強

あ 析結果 脅威理論 効果 実証 齢 若い 脅

威理論 効果 高 示  

続 第 2 節 海外 日 接触仮説 脅威理論 行研究

概観 第 3 節 排外意識 増加 減少 い 接触仮説 脅

威理論 基 い 齢 影響 踏 え 稿 理論仮説 出 第 4 節

理論仮説 検証 稿 使用 方法 い 述 第 5

節 析結果 提示 第 6 節 稿 得 知見 踏 え 結論 提示  
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先行研究 

 

接触仮説 関 先行研究 

 

接触仮説 提唱 Allport 外 団 接触経験 通 個人 外 団 対 偏

見や排外意識 減 う 排外意識 減 効果 持 接触 条件

次 4 提示  (大槻 2006) 第一 互い 地

あ 識 い あ 識 団間 態度 第

共通 持 い あ 目標 追い求 中 力 互い 頼

あう 効果的 接触 可能 第 相互知悉性 (大槻 2006, p.150) 

あ 第四 権力 法 文化 支持 あ あ  (Dovidio et al. 

2005) 大槻 (2006) 欧米 比 民族的多様性 少 い日 い

海外 行わ 研究 示 接触条件 異 条件 適用 い いう

仮説 立 研究 行 結果 Allport 提示 接触仮説 条件 満 い

う 外国人 見 程度 外国人 あい 交わ 程度 接触 排外意識

減少 効果 持 明  (大槻 2006) 永  (2008) 大槻 

(2006) 研究 踏 え 外国人 増加 地域社会 え 影響 い 人々 う

知 い 肯定的 影響 知 否定的 影響 知 肯定的 影響 否定的

影響 知 影響 い 知 影響 わ い場 類 知

形態 違い 排外意識 う影響 い 調査 結果 外国人増加 影響

わ い 回答 場 排外意識 最 高 明 外

国人 接触経験 外国人増加 影響 知 ン 意 排外意識 弱

効果 持 い 外国人 接触 外国人 え 影響 知 変え

外 効果 持 い  (永  2008)  

 

集合脅威理論 関 先行研究 

 

Quillian (1995) Eurobarometer Survey 30 移民や人種的 対

態度 調査結果 用い 脅威理論 い 研究 行 結果 外国

人 民 割 増加 民 排外意識 増加 明  (原  

2019) わ 職業や文化 競 識 外国人 脅

威 識 排外意識 強 あ 脅威理論 脅威 経済的脅威

文化的脅威 2 永  (2012) 前者 場 外国人

民 増加 人々 外国人 用 奪わ 危惧 自身 用 う

外国人 対 排外意識 強 い 後者 場 国 固
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文化や民族的優 性 保 外国人 文化や価値観 異 識 場

や 文化的多様性 増加 対 寛容 い場 排外意識 高 い 日

い 眞  (2015) や濱  (2010) 脅威理論 い 実証 い 眞  

(2015) 半熟練職 就 人々や 勤労世帯 人々 外国人 入 対

否定的 あ 明 濱  (2010) 職 就い い

人々 排 的意識 強 識 や い いう傾向 あ 明

う 結果 理 濱  (2010) 職 従 人々 比較的

外国人 用 競 や い あ 述 い  

 

個人的属性 排外意識 与え 影響 

 

齢 い 齢 高 排外意識 強 いう正 連 示 い

行研究 明 い  (大槻 2006; 濱  2010; 眞  2015) 原  

(2019) 齢 効果 一時 加齢 齢効果 現在 時 背 時

効果 あ 世 属 いう世 効果 含 効果 識別

排外意識 連 調 い 結果 時 効果 世 効果 統制 齢

排外意識 高 明 時 背 や世

共通 特徴や 識 重 自体 排外意識 高 原

因 いう 世 効果 齢効果 時 効果 統制 若 層 ホ

方 い排外意識 持 傾向 あ 時 効果 い ン ッ

及率 外国人居 数 推移 排外意識 連 調査 数 昇

排外意識 高 効果 あ 明 齢 高い 排

外意識 強 い 原  (2019) 濱  (2010) 大槻 (2006) 眞  (2015) 

い 言及 い い 稿 齢 接触仮説 脅威理論 相

互作用 着目 研究 行う  

 

 

理論仮説 

 

接触 効果 

 

Allport 異 人種や民族 団 外 団 接触経験 通 個人 外 団 対

偏見や排外意識 減  (大槻 2006) う 排外意識 減 効果

持 接触 条件 方 団 地 あ 識 い 共通

持 い 相互知悉性 (大槻 2006, p.150) あ 権力 法 文化

支持 あ 4 提示  (Dovidio et al. 2005) 一方 欧米 比 民
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族的多様性 少 い日 い 外国人 あい 程度 接触 排外意識 減

寄 いう知見 あ  (大槻 2006) 外国人労働者数 々増加傾向 あ 接 業

従 外国人 接触機会 急 増加 い う 接触

排外意識 減少 いう 心 持 仮説 う

 

 

仮説  接 業 従 外国人数 多い地域 排外意識 減少  

 

集合脅威理論 効果 

 

Quillian (1995) 脅威理論 資源 競 外国人 識

排外意識 強 い 日 国内 行わ 研究 い 眞  

(2015) や濱  (2010) 脅威理論 日 妥当性 実証 い う

脅威理論 接触仮説 対 接 業 外国人 接触機会 増加 日 人

用 外国人 奪 い 識 形成 排外意識 強 結果 考え

仮説 出  

 

仮説  接 業 従 外国人 多い地域 排外意識 増加  

 

両仮説と年齢 相互作用 

 

排外意識 対 齢 影響 多 行研究 実証 い 齢 排外意識

えう 効果 世 効果 時 効果 齢効果 類

効果 識別 析 行 3 排外意識 影響 え い 実証

 (原  2019) う 齢効果 排外意識 大 いう

主張 あ  (原 2019) 行研究 加齢 排外意識 増大 結び

因果 明 い い 排外意識 影響 えう 要因

力 2 仮説 効果 加齢 弱 い 仮説 立 実証 行い い え 接

触仮説 観 高齢者 意欲 減退 接触効果 弱 指摘 老 症

候群 高齢者 あ ふ 非常 多岐 亘 心身 諸症状 兆候 総称 (木村 2018, 

p.2420) 症状中 意欲 含 い う 加齢

意欲 減退 者 ュ ョン意欲 減退 結び 高齢 外国

人 接触機会 あ 際 積極的 ュ ョン う い

可能性 あ 脅威理論 観 内 府 高齢者 健康 調査 6

臨時 被 用者 全体 4 割 う

 
6 https://www8.cao.go.jp/kourei/ishiki/r04/zentai/pdf/2_4_1.pdf (2023 11 22 日)  
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人生 100 時 言わ 今日 就労 い 高齢者 非常 多い 多

賃金労働 あ う 現状多 高齢者 用 い 比較的外国人労働

者 競 や い職業 従 い 多い 外国人 自 用 奪う 脅威

捉え 排外意識 高 可能性 あ 加齢 接触仮説

脅威理論 効果 減 増加 いう仮説 立 析 行う  

 

仮説  接 業 従 外国人 多い地域 排外意識 減少 効果

齢 い者 強  

仮説  接 業 従 外国人 多い地域 排外意識 増加 効果

齢 い者 弱  

 

 

データと方法 

 

データ 

 

 理論仮説 実証 世界価値観調査 (WVS: World Values Survey) Wave 

7 (2017-2022) Japan 2019 回答者 居 都道府県 情報 法務省

出入国在留管理庁 調査 (2019 6 ) 厚生労働省 外国人 用状況 届出状

況  (2019 10 ) 都道府県別 結 ッ 作成

析 行 稿 析 用い 従属変数 WVS Wave 7 (2017-2022)

Japan 2019 問 121 (日 調査 問 28) 外国人 自国 え 影響 意見 尋

回答結果 外国人 対 寛容度 排外意識 測 尺度 用い 体的

日 移民 (日 生活 来日 外国人) い あ 意見 教

え い 移民 日 発展 う 影響 え 思い いう問い 対

非常 好 い影響 ＝5～ 非常 好 い影響 ＝1 5 尺度 結果 用い

7 変数 数値 高い 排外意識 い 表 い  

次 理論的 心 あ 独立変数 個人 独立変数 団 独立変

数 2 段階 変数 用意 個人 独立変数 学 社会的地 齢

3 用い 学 い WVS Wave 7 (2017-2022) Japan 2019 あ 問 275R 

(日 調査 F10) 回答結果 使用 設問 自身 最終学 尋

保育園 幼稚園 学校 中学校 高校 高等学校専攻科 専門学校/短期大

学 4 制大学 6 制大学 大学院博士課程 わ い 10 個 選択肢

 
7 WVS 2019 Don't know Not applicable (filter) No answer/refused

Missing; Not applicable for other reasons 回答 い 除外 後述 設

問 い 様 あ  
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え い 指標 3 析 行 体的

わ い いう回答 除外 保育園 幼稚園 学校 最終学

場 1 中学校 高校 最終学 場 2 学 場 3

変数 数値 高い 教育程度 高い 表 い  

社会的地 い WVS Wave 7 (2017-2022) Japan 2019 問 287 

(日 調査 F17) 使用 自身 社会的地 い 主観的 評価 尋

あ 生活 程度 世間一般 次 入 思い

いう問い 対 中 中 中 中 わ い 6  

 

表  変数説明 

 

変数 変数説明 出

log (人口当 外国人

数)
都道府県別外国人数÷都道府県人口 算出
自然対数化 値

都道府県別 国籍
地域別 在留外国人
(2019 6 )

log (人口当 外国人

労働者数)
都道府県別外国人労働者数÷都道府県人口 算
出 自然対数化 値

log (人口当 外国人

接 業従 者数)
都道府県別接 業 従 外国人数 (卸売業

売業 従 外国人労働者数＋宿 業 飲
食 業 従 外国人労働者数) ÷都道

府県人口 算出 自然対数化 値

外国人 対 寛容度 外国人 日 え 影響 い 非常
好 い影響 ＝5～ 非常 好 い影

響 =1 5 尺度 結果 用い

WVS Wave 7 (2017-
2022) Japan 2019 問

121 (日本調査で 問28)

教育程度 自身 最終学 尋 設問 保育園
幼稚園 学校 中学校 高
校 高等学校専攻科 専門学校／短期
大学 4 制大学 6 制大学 大

学院博士課程 わ い 10個 選択

肢 え い 選択肢
3 析 行 体的

わ い いう回答 除外
保育園 幼稚園 学校 最終学

場 1 中学校 高校 最終学 場 2
学 場 3

WVS Wave 7 (2017-
2022) Japan 2019 問

275R (日本調査で 問

F10)

社会的地 自身 社会的地 い 主観的 評価 尋
設問 対 中 中

中 中 わ い 6
通 回答 い わ い いう回
答 除外 ＝1～ ＝5

5 尺度 測定

WVS Wave 7 (2017-
2022) Japan 2019 問

287 (日本調査で 問

F17)

齢 齢 い 設問 対 回答 使用 WVS Wave 7 (2017-
2022) Japan 2019 問

262 (日本調査で F2)

外国人 用状況
届出状況  (

和元 10 )
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表  記述統計 

 

 

選択肢 い わ い いう回答 除外 ＝１～ ＝5

5 尺度 測定 変数 数値 高い 自 社会的地 高い 表

い 齢 い 調査 問 262 (日 調査 F2) 齢 い

回答結果 用い  

都道府県 独立変数 法務省 出入国在留管理庁 2019 6 行わ

調査8 得 外国人数 厚生労働省 外国人 用状況 届出

状況  ( 和元 10 ) 都道府県別 産業別外国人労働者数 得 外

国人労働者数 卸売業 売業 従 外国人労働者数 宿 業 飲食

業 従 外国人労働者数 足 外国人接 業従 者数 用い

国勢調査 人口 人口推計 (2019 10 1 日) 都道府県

人口 用い 外国人数 外国人労働者数 外国人接 業従 者

数 各都道府県人口 割 自然対数化 行  

 体的 変数説明 表 1 述統計 表 2 示  

 

推定方法 

 

変数 用い 析 行い 接触仮説及び 脅威理論 効果

析 仮説 効果 齢 う影響 検証

1 人口当 外国人数 人口当 外国人労働者数 人口当 外国人接 業従

者数 ( 自然対数化) 各 変数間 連 示 散 あ 散

見 特 人口当 外国人接 業従 者数 い 東京都 値 極 大 い

わ 析 東京都 除外 行う 従属変数

使用 WVS Wave 7 (2017-2022) Japan 2019 調査対象者 中 鳥 県 宮

崎県 回答者 含 い 今回 析 東京都 鳥 県 宮崎県 除 44

道府県 析  

 
8https://www.e-stat.go.jp/statsearch/files?tclass=000001048670&cycle=1&year=20190& 
month=12040606 

観測数 均値 標準偏差 最 値 最大値

log (人口当 外国人数) 1050 -3.9863 0.5300 -5.4310 -3.3206

log (人口当 外国人労働者数) 1050 -4.6509 0.4902 -6.0833 -3.7641

log (人口当 外国人接 業従 者数) 1050 -6.3234 0.5496 -7.9849 -5.5503

外国人 対 寛容度 1050 2.9962 0.9395 1 5

教育程度 1050 2.4853 0.6099 1 3

社会的地 1050 2.7314 0.8961 1 5

齢 1050 54.4362 17.9087 18 94
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図  散布図 

 
 

 

分析結果 

 

マ チ ベ モデ 分析 

 

析 推定結果 確 表 3 外国人変数 齢

交互作用 投入 い ン 推定 表 3 Level 1 析結

果 教育程度 数 負 統計的 意 い 結果 大槻 (2006) 原  (2019) 

行研究 知見 異 あ 社会的地 い 社会的地 高い

排外意識 減 明  

稿 い 社会的地 自 自身 階級 所属 い 識 い い

う問い 対 回答 使用 結果 社会的地 高 や ホワ

層 う 置 え 原  (2019) や眞  (2015) 行研究 知見 一

致 あ 齢 い 齢 高い 排外意識 高 いう大槻 (2006) 

や眞  (2015) 主張 一致 あ  

Level 2 結果 外国人 対 寛容度 対 外国人数 統計的

意 負 影響 え 明 最 脅威 知 効果 高い 予想 い

接 業従 者数 意 値 予想 異 いえ 外国人数 外 
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表  外国人数 外国人 対 寛容度 与え 影響 (交互作用 ) 

 

 

国人労働者数 外国人接 業従 者数 い 数 増加 排外意識 増加

寄 い 明 結果 仮説 2 脅威理論 効果

支持 い 言え  

次 表 4 外国人変数 齢 交互作用 投入 交互作用 推定 交

互作用項 齢 交互作用 数 い 仮説 

固定効果 Model 1 Model 2 Model 3

( ) 2.5734 *** 2.4942 *** 2.3701 ***

(0.3010) (0.3381) (0.3950)

Level 1 (個人 )

教育程度 -0.0256 -0.0292 -0.0279

(0.0501) (0.0500) (0.0500)

社会的地 0.0891 ** 0.0893 ** 0.0892 **

(0.0328) (0.0328) (0.0328)

齢 -0.0038 * -0.0038 * -0.0038 *

(0.0017) (0.0017) (0.0017)

Level 2 (都道府県 )

log (外国人数) -0.1130 *

(0.0564)

log (外国人労働者数) -0.1157

(0.0592)

log (外国人接 業従 者数) -0.1041

(0.0538)

ン 効果

0.0346 0.0000 0.0034

残差 0.8711 0.8726 0.8716

AIC 2881.5 2881.9 2882.0

N 1051 1051 1051

都道府県数 44 44 44

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1
(2) ( )内 標準誤差

                 従属変数

           外国人 対 寛容度
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表  外国人数 外国人 対 寛容度 与え 影響 (交互作用あ ) 

  

 

異 齢 高い 外国人変数 排外意識 弱 わ 次項

固定効果 Model 1 Model 2 Model 3

( ) 1.7763 * 1.287 1.1247

(0.7075) (0.8806) (1.0568)

Level 1 (個人 )

教育程度 -0.0259 -0.0299 -0.0288

(0.0501) (0.0500) (0.0500)

社会的地 0.0891 ** 0.0893 ** 0.0902 **

(0.0328) (0.0328) (0.0328)

齢 0.0108 0.0185 0.0190

(0.0119) (0.0150) (0.0180)

Level 2 (都道府県 )

log (外国人数) -0.3120

(0.1695)

log (外国人労働者数) -0.3747 *

(0.1843)

log (外国人接 業従 者数) -0.3008

(0.1641)

Cross Level 交互作用

log (外国人数× 齢) 0.0036

(0.0029)

log (外国人労働者数× 齢) 0.0048

(0.0032)

log (外国人接 業従 者数

× 齢)
0.0036

(0.0028)

ン 効果

0.0454 0.0005 0.0045

残差 0.8704 0.8710 0.8705

AIC 2891.8 2891.4 2892.3

N 1051 1051 1051

都道府県数 44 44 44

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1。
(2) ( )内 標準誤差

従属変数

外国人 対 寛容度
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限界効果 ッ 確  

 

限界効果 検討 

 

2 外国人 接触機会 限界効果 90%信頼区間 あ 全体的 結果

齢 脅威理論 効果 影響 え い 実証 効果 大

や 意 あ 齢 範 多少 差 見 外国人数 外国人労働者数

外国人接 業従 者数 い 齢 い 数 増加 排

外意識 増大 明 言え  

2 い 1 詳 見 い 2 (1) 外国人数 限界効果 あ

人口当 外国人数 排外意識 え 影響 齢 い 統計的 意 負 齢

高 正 傾い い 齢 い回答者 外国人 接触機会 多い都

道府県 排外意識 増大 強 働い い 特 10%水準 統計的 意

範 10 50 幅広 60 高齢層 う 脅威理論

効果 確 い 次 2 (2) 外国人労働者数 限界効果 あ 表 見

数 値 表 実線 や 右肩 あ 齢 い 数 値 大

値 傾い い わ 齢 い 外国人労働者数 増加

排外意識 増大 効果 高い 言え う 表 50 半 10%水

準 意 あ 結果 出 幅広い世 脅威理論 効果 影響 え い

実証 最後 2 (3) 外国人接 業従 者数 限界効果 あ 結果

齢 い 外国人接 業従 者数 増加 排外意識 増大 効果 高

60 10%水準 意 あ 明 結果 仮説 2 整

的 結果 あ 仮説 3-2 結果 う 効果 接 業

従 者 限定 幅広い外国人 接触機会 高齢層 外 外国人 排外意識

増大 機会 い う あ  

 

図  外国人数 限界効果 

( )                     ( )                     ( ) 
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結論 

 

稿 外国人 接 業従 者数 用い 数 増減 排外意識 う 影響

え 析 行 際 外国人数や外国人労働者数 い 数

増減 接触 脅威 知 機会 増や 得 考え 析 行

齢 脅威理論 効果 う 影響 え 明  

稿 析結果 実証 第一 外国人数 外国人労働者数

外国人 接 業従 者数 い 数 増加 排外意識 増大 寄

明 稿 仮説 2 脅威理論 支持 形 言

え 結果 外国人数 増加 (外国人人口比率 増加) 排外意識 高 結論

付 大槻 (2006) 研究結果 一致 一方 外国人数 増加 外国人労

働者数や外国人 接 業従 者数 増加 排外意識 強 明 特

外国人 接 業従 者数 増加 外国人 接触機会 増加 排外意識 減

可能性 あ い  (仮説 1) 考え い 予想 結果

言え いえ 稿 働い い 外国人 見 接触

いう行 外国人 用 奪い う あ 知 増大 排外意識 減

増大 示唆  

第 齢 若い 脅威理論 効果 強 わ 齢

若い人 外国人 接触 排外意識 増大 や い いう あ 結果

仮説 3-2 結果 若い人 脅威理論 効果 大 い いう結

果 う 理 い 若者 長期的 用 抱 や い

挙 う 若者 高齢者 比 長期的 視 生活設計 行う あ

高齢者 用 対 将来 抱えや 働 外国人 見 脅

威 捉え 可能性 高い 社会的地 い 寛容度 い いう 稿

析結果 整 的 あ 比較的社会的地 い若者 自身 地

外国人 脅威 排除 う 動 考え 結果 外国

人労働者 入 進 際 特 若 者 脅威 識 減 う 方策

必要 あ 示唆 若 者 将来 解消 外国人労働者

入 進 日 社会 大 摩 生 可能性 あ い  

最後 稿 課題 2019 単 度 析 行わ い い 挙

外国人数 長期的 変化 積 長期的 外国人数 増加 接触

脅威 い 効果 高 注意深 観察 必要 あ 思わ  
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